
  

静岡社会健康医学大学院大学：審査意見への対応を記載した書類（３月） 

 

（目次） 社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

１．＜既存大学とは別に本学を設置する意義が不明確＞ 

静岡県は、既に静岡県立大学において医療関連職種の人材養成に取り組んでいるが、当

該大学とは別に本学を独立して設置する意義が不明確であることから、明確に説明する

こと。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

 

２．＜設置の背景に対する具体的な貢献方法が不明確＞ 

本学の設置に係る背景として、静岡県における「医療費や介護費に係る支出を適正化す

る取組が求められている」旨説明がなされているが、本学において養成された人材がど

のようにしてこの目標の達成に貢献することができるのか具体的に説明すること。 

（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

 

３．＜養成する人材像の養成に係る実現可能性が不明確＞ 

本学では、３つの養成する人材像を掲げているが、その内容が非常に広範であり、受入

れを想定する職種も多職種にわたるため、本学の教育課程を履修することで養成する人

材像に合致した人材を養成することが可能かどうか、その実現可能性に疑義がある。こ

のため、養成する人材像の養成に係る実現可能性について、ディプロマ・ポリシー、カ

リキュラム・ポリシー及び教育課程、受入れを想定する職種、卒後のキャリアパス等も

含めて明確に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。また、１０名という

限られた入学定員の中で、３つの人材像に合致する人材を中長期的にどのようなバラン

スで養成するかも不明確なことから、併せて明確に説明すること。（是正事項）・・・ 15 

 

４．＜ディプロマ・ポリシー等の適正性が不明確＞ 

ディプロマ・ポリシー等の適正性に疑義があることから、以下の点について明確に説明

するともに、必要に応じて適切に改めること。 

（１）３つの養成する人材像について、例えば「健康寿命の延伸に取り組む研究者」と

いう人材像に照らして、定められたディプロマ・ポリシーの水準が同等なものか疑義

があるなど、その整合性が不明確である。そのため、カリキュラム・ポリシーや教育

課程との整合性もまた不明確であることから、養成する人材像とディプロマ・ポリシ

ー、カリキュラム・ポリシー、教育課程の整合性について明確に説明すること。 

（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 27 

（２）「本学のディプロマ・ポリシーを満たす者は、国際的な公衆衛生学教育プログラ

ムの認定機関である米国公衆衛生学教育協会（ＣＥＰＨ）の掲げる基準を満たす能力

を保持していると考えられる」との説明がなされているが、本学のディプロマ・ポリ

シーが米国公衆衛生学教育協会（ＣＥＰＨ）の掲げる基準に適合するか否かが不明確

である。そのため、カリキュラム・ポリシーや教育課程との整合性もまた不明確であ

ることから、米国公衆衛生学教育協会（ＣＥＰＨ）の掲げる基準とディプロマ・ポリ

シー、カリキュラム・ポリシー、教育課程が質保証の観点からも整合したものである
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ことについて、明確に説明すること。また、学位の英語名称の妥当性についても併せ

て明らかにすること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40 

 

５．＜カリキュラム・ポリシーの設定が不十分＞ 

カリキュラム・ポリシーについて、審査意見３及び４を踏まえた上で、以下の点を是正

すること。 

（１）カリキュラム・ポリシーに学修成果の評価の在り方等に対する具体的な記述が見

受けられないことから、適切に改めるとともに、その趣旨を明確に説明すること。 

（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 45 

（２）カリキュラム・ポリシー②～③について、記載がやや抽象的であり、ポリシー上

から教育課程との対応関係を読み取ることが困難であることから、より具体的な記載

に改めること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48 

 

６．＜アドミッション・ポリシーと入学者選抜の関係が不明確＞ 

アドミッション・ポリシー及び入学者選抜について、以下の点を是正すること。 

（１）アドミッション・ポリシーの内容が抽象的となっており、また、本学の教育課程

を履修するために必要となる学力等に係る設定もないため、本ポリシーに基づき設定

された各選抜方法で、養成する人材像、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポ

リシーに整合した人材を選抜することが可能かどうか不明確である。養成する人材像

及び３つのポリシー、各選抜方法の整合性に考慮し、適切に改めること。 

（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 54 

（２）一般入試及び団体等推薦入試の面接試験において、「社会健康医学や健康施策に

関する内容の設問を面接官が質問し、受験者の回答に基づき討論する」のみでは、ア

ドミッション・ポリシー②に掲げる「地域の医療・介護等の現場において、リーダー

として活躍したい、又は、健康寿命の延伸に資する研究を継続したいという意欲」を

直接的に確認することができるか不明確であることから、明確に説明すること。 

（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 61 

（３）団体等推薦入試において、推薦状を提出することができる「所属する団体等（病

院、地方自治体等）」が、何に所属する団体等を指すものか不明確であることから、

具体的に説明すること。また、同入試では、所属する団体等からの推薦状により、「大

学院での研究を完遂できる能力を有することを確認する」とのことだが、具体的に推

薦状にどのようなことが記載され、それをどのように評価するかが不明確であること

から、明確に説明すること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 66 

（４）団体等推薦入試について、入学後に求められる英語などに関して面接試験で質問

することで、アドミッション・ポリシーに合致した英語力を担保することができるか

不明確であることから、明確に説明すること。（是正事項）・・・・・・・・・・・ 71 

（５）留学生を受け入れる意思があるのか不明確であることから、明確に説明すること。

また、仮に留学生の受入れを考えている場合には、具体的な選抜方法、日本語能力や

経費支弁能力の確認など、留学生の入学に関する選抜方法等について明確に説明する

こと。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 74 
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７．＜学生確保の見通しが不明確＞ 

学生確保の見通しについて、関係機関の協力の下、入学を想定する職種を対象に入学意

向（需要）調査を実施し、「入学したい」と回答した者が入学定員を超えていることを

もって説明されているが、本調査結果では、「入学したい」と回答した者の具体的な入

学時期が明示されておらず、中長期的な学生確保が可能かどうか不明確である。中長期

的かつ安定的な学生の確保について、客観的な根拠を明示した上で、具体的に説明する

こと。また、「入学したい」と回答した者の職種も明らかにした上で、本学が掲げる各

養成する人材像に合致する学生が十分に確保ができる見通しを明らかにすること。 

（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 75 

 

８．＜シラバスの内容が不十分＞ 

シラバスの内容について、以下の点を明確に説明するとともに、必要に応じて改めるこ

と。 

（１）各授業科目のシラバスについて、予習や復習等の授業時間外で行うべき学修内容

を明示すること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 85 

（２）必修科目「文献検索法・文献評価法」のシラバスにおける評価方法について、「毎

回のクイズ」の具体的な内容や評価方法が不明確であることから、本科目の評価方法

として適切なものかどうかも含めて、明確に説明すること。（是正事項）・・・・・ 88 

（３）各授業科目の評価方法について、本学の教育目的を達成するために、一定の出席

率を満たす者のみを評価対象とするなど、成績評価の前提条件を設けることが望まし

い。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 89 

 

９．＜情報管理体制が不明確＞ 

「健康・医療ビッグデータ概論」や「同特論」等にて用いるレセプトデータ等の入手元

が不明確であることから、明確に説明すること。仮に、既存の医療機関等から入手した

データを活用する場合には、その秘匿性等に鑑み、大学は当然のこと、教員や学生に対

しても適切な守秘義務を課すなどして、情報管理を徹底すること。（是正事項）・・・ 90 

 

10．＜カリキュラム・ポリシーと対応する科目の関係性が不明確＞ 

  カリキュラム・ポリシーと対応する科目の関係性が不明確であることから、審査意見３

～５への対応との整合性に留意しながら、以下の点を明確に説明すること。 

（１）カリキュラム・ポリシー③に対応する科目について、『「健康・医療ビッグデータ

概論」、「同特論」、「医科遺伝学概論」などを配置することにより、地域の医療や介護

等の現場に静岡県の地域資源を活用した研究成果を還元する』とのことだが、同科目

等を履修することにより、どのように「地域の医療や介護等の現場に静岡県の地域資

源を活用した研究成果を還元する」ことができるのか不明確であり、ひいてはディプ

ロマ・ポリシー③の達成可能性も不明確であることから、明確に説明すること。 

 （是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 94 

（２）カリキュラム・ポリシー④に対応する科目を履修することで、どういう職種が、
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どのような場面で、どのように「リーダーシップを発揮できる能力の向上を図ること」

ができるようになるのか不明確であることから、受入れを想定する職種等を踏まえ、

明確に説明すること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 97 

 

11．＜修士論文及び課題研究の設定趣旨が不明確＞ 

修士論文及び課題研究について、それぞれどのような学生が選択するべきか不明確であ

ることから、養成する人材像及びディプロマ・ポリシーとの整合性を含め、明確に説明

すること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 101 

 

12．＜履修モデルの適正性が不明確＞ 

本学における養成する人材像に合わせて、高度医療専門職、健康づくりの実務者、ゲノ

ム研究者という３つの履修モデルが示されているが、そのうち、職種別に示された高度

医療専門職の履修モデル①と②ではその内容に大きな違いが見受けられない。また、健

康づくりの実務者の履修モデル③についても、想定される職種である保健師や栄養士等

が当該履修モデルに沿って学修を進めた結果、養成する人材像に合致した人材が養成さ

れるのか、その実現可能性に疑義がある。各履修モデルについて、養成する人材像、カ

リキュラム・ポリシー及び教育課程の内容等に照らして適切な履修設定となっているか

明確に説明すること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 105 

 

13．＜実習施設及び指導体制が不明確＞ 

実習科目である「遺伝カウンセリング実習」及び「フィールド実習」について、実習施

設が適切に確保されているかが不明確である。また、各実習先に十分な実務経験と適切

な指導能力を有する実習指導者が配置され、大学教員との適切な役割分担と緊密な連携

に基づく指導ができる体制となっているかなど、教育内容等に応じた適切な指導体制が

担保されているかが不明確であることから、明確に説明すること。（是正事項）・・ 115 

 

14．＜教育内容の充実＞ 

本学の設置の趣旨や養成する人材像に鑑み、以下に関する教育内容を充実することが望

ましい。 

（１）医療系学部以外の出身者が本学の教育に係る基礎知識に対する深い理解が得られ

るよう、医学概論に係る教育機会や内容の充実を図ること。（改善事項）・・・・・ 118 

（２）昨今多発している研究不正事案や関係法令の施行状況等を踏まえ、学生が研究倫

理や研究に係るコンプライアンス等についての深い理解が得られるよう、個人情報保

護法や臨床研究法等に係る教育機会や内容の充実を図ること。（改善事項）・・・・ 120 

（３）地域包括ケアや多職種連携等を学ぶ実習機会や内容の充実を図ること。 

 （改善事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 122 

 

15．＜教員組織編成の適正性が不明確＞ 

本学の教育課程において自由科目である聴覚分野を専門とする教員が多数存在するな

ど、専任教員の専門分野に偏りがあるように見受けられるが、本学の設置の趣旨や教育

4



研究内容等に照らして、適正な教員組織が編成されていることを明確に説明すること。

（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 125 

 

16．＜名称の適正性が不明確＞ 

教育課程等を勘案すると「社会健康医科学」の方が適当と見受けられるが、「社会健康

医学」と称する理由について、合理的かつ明確に説明すること。（是正事項）・・・ 129 

 

17．＜施設・設備の整備計画の適正性が不明確＞ 

例えば、ビッグデータやゲノムに係る教育・研究の実施に際して必要となるスーパーコ

ンピュータ、シーケンス解析やサンプル検体の保管に係るインフラの整備など、本学に

おける教育・研究を実施する上で必要となる施設・設備が適切に整備される計画となっ

ているか不明確であることから、明確に説明すること。（是正事項）・・・・・・・ 133 

 

18．＜基本計画書の記載が不整合＞ 

図書購入費として、開設前年度に 10,000 千円、第１年次及び第２年次に各 30,000 千円

を計上しているが、開設年度と完成年度とで図書数は増加しておらず、整合がとれてい

ないことから、適切に改めること。また、具体的な図書等の整備計画を明らかにするこ

と。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 137 

 

19．＜他機関との連携方法が不明確＞ 

他機関との連携方法について、以下の点を明確に説明すること。 

（１）「公益社団法人ふじのくに地域・大学コンソーシアム」に加盟し、同コンソーシ

アムが実施している合同ＦＤ・ＳＤ研修会事業を活用した教職員のＦＤ・ＳＤを実施

していく旨説明がなされているが、同コンソーシアムへの加盟及び加盟機関との連携

を通して、本学の学生が受ける恩恵としてどのようなものが想定されているか不明確

であることから、明確に説明すること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・ 140 

（２）図書等の整備について、「県内他大学や県内公立図書館、隣接する県立総合病院

等との十分な協力体制を構築していく」とのことだが、具体的な連携方法が示されて

おらず、教育・研究上の支障の有無や学生の利便性等に配慮された運用となっている

か不明確であることから、明確に説明すること。また、現在連携が想定されている各

図書館に所蔵されている図書等が本学図書館に所蔵していない社会健康医学研究に

資する図書等として十分補完し得る内容となっているか不明確であることから明確

に説明するとともに、その図書数及び電子ジャーナル数等について明らかにすること。

さらに、その説明に当たっては、本学で整備する電子ジャーナルの更なる充実が望ま

れることも踏まえて説明すること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・ 143 

 

【審査意見以外の対応】 

＜教員資格審査結果に伴う修正＞＜申請書類の誤記等の修正＞ 

教員資格審査結果を踏まえ、職位を「准教授」へ変更すること等に伴う修正を行う。設置

の趣旨等を記載した書類に誤記等があったため、当該箇所を修正する。・・・・・・・・ 148 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

１．＜既存大学とは別に本学を設置する意義が不明確＞ 

静岡県は、既に静岡県立大学において医療関連職種の人材養成に取り組んでいるが、当

該大学とは別に本学を独立して設置する意義が不明確であることから、明確に説明する

こと。 

 

【対応】 

医療関連職種の人材養成に取り組んでいる静岡県立大学とは、育てる人材像、教育方法や

教育システム等に相違があることから、本県においては、本学の自治や自主性、自立性、独

自性などを尊重し、自主独立の形で学問を究めた方が良いと判断したため、静岡県立大学と

は別に本学を独立して設置するものであることを説明し、「設置の趣旨等を記載した書類」

を修正する。 

 

【詳細説明】 

（育てる人材像の相違） 

 本学と同じく、静岡県が設置団体となっている静岡県立大学では、医療関連分野として「薬

学部」「看護学部」「食品栄養学部」を設け、高等学校卒業生などを対象に、薬剤師、看護師

及び管理栄養士などの国家資格の取得を一つの目標としながら、医療専門職を養成し、社会

に輩出することを主な目的としている。また、各研究科（学府）修士課程では、学部の教育

研究を基礎として、薬学、看護学及び食品栄養学のそれぞれの専攻分野において、各個人が

より高度な知識と知見、技術力を持ち、かつ、研究能力を併せ持つ人材を育て、社会の各分

野において輩出している。 

一方、本学は、既に医師、保健師、看護師、薬剤師、介護福祉士など医療・介護関係の資

格を持ち、地域医療や保健指導、地域包括ケア等の現場で活躍しながら、そこでの課題の解

決に日々向き合っている者が、これまでの経験を活かしつつ、解決が困難な課題について、

解決の糸口を新たな知見を活用することにより見出し、その成果を更に自らのフィールドで

実証していくことを想定しており、各個人のステップアップとともに、地域での健康寿命の

延伸や課題解決を図る上で中核となる人材を養成することを主眼としている。 

このことから、各専門分野（職種）における人材の供給に主たる目的がある静岡県立大学

と、各専門分野での知識や経験を踏まえた上で、社会健康医学を学ぶことで更なるステップ

アップを図り、地域課題を解決できる人材の養成を目指す本学とでは、育てる人材像が大き

く異なっている。 

（教育方法や教育システムの相違） 

学部学生の教育があり、大学院においても大学の学部から直接進学する学生が多数を占め、

昼間の授業が中心である静岡県立大学と異なり、本学は社会における様々な経験を経て、自

ら高い志を抱いて将来の活躍の場を見据えた社会人が入学することを期待している。一方、

ほとんどの社会人は、生活の糧を得るため、また、仕事・業務の継続のため、現在の職を辞

すことが困難である場合が多く、在職のまま学び続けられる機会を提供することが、社会健
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康医学を社会実装し、健康寿命の延伸等に有為な人材を確保・育成するために不可欠である。 

そのため、授業は、平日夜間及び週１日の午後、並びに土曜日を中心に、仕事を続けなが

ら学修することができるよう編成する。 

併せて、仕事等のためやむを得ず必修科目の講義へ出席できない学生に対して、遠隔講義

システムを活用し、遠隔地からインターネットなどを通じたリアルタイムでの受講や質疑応

答を可能とすることにより、学修の機会を確保する。さらに、それでも受講できない講義回

が発生した場合に備え、必修科目の講義を収録し、学修支援システムを使用して、自宅など

のパソコンから収録した講義を視聴できるようにし、個別に質問等の指導の機会を与えると

ともに、レポート等を課して、学修効果を確認することで、学生が仕事を続けながら学修を

続けられるよう配慮するとともに、修学の質を確保する（この遠隔講義システムの活用に関

して「設置の趣旨等を記載した書類」の「７ 施設・設備等の整備計画」に追記する。）。 

このように、本学は、既に医療や健康づくりの第一線で活躍している社会人が、働きなが

ら専門的知識を学び、その成果を現場に戻って活かしていくことを主に想定しているため、

社会人への対応に特化した教育方法や教育システムといった点で、静岡県立大学とは相違が

ある。 

（静岡県が進める健康寿命日本一奪回に向けた取組のシンクタンク機能） 

本県の健康寿命は、全国でもトップクラスであるが、近年は、相対的に全国順位が低下し

ており、健康寿命の更なる延伸には課題がある。設置者である県としては、本学の設置によ

り地域の様々な健康課題を解決できる人材を育成するとともに、研究を推し進めることによ

り健康づくりのための様々な科学的知見を施策に活かしていくことを考えている。このため、

開学に先行し、平成 30 年度から、県立総合病院の協力のもと、社会健康医学の研究を県の

委託研究として開始している。開学後は、これまでの委託研究を本学に引き継ぎながら、本

県の健康寿命の延伸のための研究を行うシンクタンクとしての機能を果たすことを念頭に

おいており、静岡県立大学とは異なった機能を発揮することを期待しているものである。 

（結び） 

両大学には前述したとおり、育てる人材像、教育方法や教育システム、機能等に相違があ

ることから、本県においては、本学の自治や自主性、自立性、独自性などを尊重し、自主独

立の形で学問を究めた方が良いと判断したため、静岡県立大学とは別に本学を独立して設置

するものである。 

なお、静岡県立大学とは医療関連分野を持つ大学として、研究・教育において交流を図る

など連携は深めていく。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（16 ページ） 

１ 設置の趣旨及び必要性 

（４）社会健康医学大学院大学の設置 

イ 静岡県に設置する理由・必要性 

（オ）本学を独立して設置する意義 

（16 ページ） 

１ 設置の趣旨及び必要性 

（４）社会健康医学大学院大学の設置 

イ 静岡県に設置する理由・必要性 

【追加】 
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新 旧 
静岡県は、既に静岡県立大学において医

療関連職種の人材養成に取り組んでいる

が、薬剤師、看護師及び管理栄養士など、

各専門分野（職種）における人材の供給に

主たる目的がある静岡県立大学と、各専門

分野での知識や経験を踏まえた上で、社会

健康医学を学ぶことで更なるステップアッ

プを図り、地域課題を解決できる人材の養

成を目指す本学とでは、育てる人材像が大

きく異なっている。 

また、本学は、既に医療や健康づくりの

第一線で活躍している社会人が、働きなが

ら専門的知識を学び、その成果を現場に戻

って活かしていくことを主に想定している

ため、平日夜間及び土曜日を中心とした授

業の実施や、遠隔講義システムの導入など、

社会人への対応に特化した教育方法や教育

システムといった点で、静岡県立大学とは

相違がある。 

さらに、設置者である県としては、本学

の設置により地域の様々な健康課題を解決

できる人材を育成するとともに、研究を推

し進めることにより健康づくりのための

様々な科学的知見を施策に活かしていくこ

とを考えている。そのため、平成 30 年度か

ら県立総合病院リサーチサポートセンター

において開始した社会健康医学研究を本学

に引き継ぐことで、本学が、本県の健康寿

命の延伸のための研究を行うシンクタンク

としての機能を果たすことを念頭において

おり、静岡県立大学とは異なった機能を発

揮することを期待しているものである。 

両大学には以上のとおり、育てる人材像、

教育方法や教育システム、機能等に相違が

あることから、本県においては、本学の自

治や自主性、自立性、独自性などを尊重し、

自主独立の形で学問を究めた方が良いと判

断したため、静岡県立大学とは別に本学を
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新 旧 
独立して設置するものである。 

（カ）設置運営体制等静岡県の関わり 

（略） 

 

（オ）設置運営体制等静岡県の関わり 

（略） 

（64 ページ） 

７ 施設・設備等の整備計画 

（１）校舎等施設の整備計画 

オ 遠隔講義システムの活用 

授業は、平日夜間及び週１日の午後、並

びに土曜日を中心に、仕事を続けながら学

修することができるよう編成するが、併せ

て、仕事等のためやむを得ず必修科目の講

義へ出席できない学生に対して、遠隔講義

システムを活用し、遠隔地からインターネ

ットなどを通じたリアルタイムでの受講や

質疑応答を可能とすることにより、学修の

機会を確保する。 

さらに、それでも受講できない講義回が

発生した場合に備え、必修科目の講義を収

録し、学修支援システムを使用して、自宅

などのパソコンから収録した講義を視聴で

きるようにし、個別に質問等の指導の機会

を与えるとともに、レポート等を課して、

学修効果を確認することで、学生が仕事を

続けながら学修を続けられるよう配慮する

とともに、修学の質を確保する。 

（51 ページ） 

７ 施設・設備等の整備計画 

（１）校舎等施設の整備計画 

【追加】 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

２．＜設置の背景に対する具体的な貢献方法が不明確＞ 

本学の設置に係る背景として、静岡県における「医療費や介護費に係る支出を適正化す

る取組が求められている」旨説明がなされているが、本学において養成された人材がど

のようにしてこの目標の達成に貢献することができるのか具体的に説明すること。 

 

【対応】 

 本学において養成された人材が、どのようにして医療費や介護費に係る支出の適正化に貢

献することができるのか、それぞれの人材像ごと具体的に説明し、「設置の趣旨等を記載し

た書類」を修正する。 
 

【詳細説明】 

本学は、必修科目である「健康政策・医療経済学特論」において、全学生が医療費や介護

費に係る政策動向や医療政策の経済学的評価方法を学ぶ。この視点を基盤に、自らの職種や

職域に応じた取組を行う。なお、意見３に対応し、本学の養成する人材像を「保健・医療・

福祉領域の高度医療専門職」、「健康づくり実務者」の２つとする。 

（高度医療専門職（医師・薬剤師・看護師等）） 

「高度医療専門職」である医師が本学での教育研究を経ると、医療現場における日頃の疑

問や問題意識を科学的に分析し、そこで得たエビデンスに基づいた、最適な治療の導入、再

発予防への取組を進めることが可能となる。医療の現場では、先制医療や予防医療の必要性

が高まっており、本学において統計データを活用し、発見した病気が発生するリスク要因を

知ることにより、早期の診断による重症化や長期化の予防を図りつつ、その人にとって最適

な医療サービスの提供を行うことができる。 

また、地域包括ケアシステムを構築するうえで、在宅医療、在宅ケアの人材は欠かせない

ものである。これを支える薬剤師、看護師などの「高度医療専門職」が、本学で必修科目と

なっている「高齢者ケア概論」において、高齢者の疾患の特徴や家庭内介護の担い手、認知

症者へのコミュニケーションなどを学び、高齢者の生活支援についての視座を修得すること

により、地域の特性をよく知り、向き合う患者、高齢者に最適なケアを提供することが可能

となる。 

また、本県では、平成 30 年度から人生の最期の迎え方について、議論を進めているが、

本学においても死生学を発展科目として設け、延命治療の是非など様々な課題はあるが、患

者だけでなく、その看取りを行う家族に対してもコミットメントできる人材を養成する。 

さらに、これらの人材が、単に学問に精通しているということばかりでなく、今求められ

ている多職種連携型のチーム医療や地域包括ケア等の現場で、リーダーとして活躍できるよ

う、ヘルスコミュニケーシヨンの力を育てることにより、学修や研究の成果をチーム全体に

波及させることも期待される。 

このように、本学で養成する「高度医療専門職」が、患者やケアを必要とする人に最適な

サービスを提供する力をつけることにより、患者の QOL を上げつつ、医療費や介護費の適正
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化に着実につなげることができる。 

（健康づくり実務者（保健師・管理栄養士等）） 

地域で活躍している保健師、管理栄養士などの「健康づくり実務者」については、常日頃、

地域の健康づくりの現場で感じ、悩んでいる課題解決のための研究を行うとともに、「行動

医科学」における、人間の行動の心理的、社会的な背景を理解した上で、ナッジ理論やソー

シャルマーケティングなど健康増進に向けた行動変容を促す手法の修得や、「ヘルスコミュ

ニケーション概論」、「同特論」における、がん検診受診勧奨や健康情報発信の実践例に基づ

く、対象者の健康増進に向けた行動変容を促す具体的手法の修得により、どうしたら人々が

健康でいたいと思わせるようにするのか、健康でいるためにより良い行動を起こさせるのか、

といった現場に還元できる力を身に付ける。 

また、「高齢者ケア概論」において、地域の健康寿命の更なる延伸のために欠かせない地

域包括ケアシステムや多職種連携等を学ぶことにより、地域包括ケアの現場において、他の

職種の役割をより尊重したマネジメントができるようになる。 
これらにより、本学で養成する「健康づくり実務者」、特に行政保健師などは、地域の課

題の解決力を身に付け、市町の施策に自ら学んだことを活用することにより、地域全体に波

及させることが可能であり、医療費・介護費の適正化につながるものである。 

（各人材が活用できる研究成果の発露（データ解析研究）） 

 静岡県では、大学院大学の設置に先立ち、平成 30 年度から静岡県立総合病院リサーチサ

ポートセンターにおいて、県民の健康寿命の延伸のための社会健康医学の研究に着手してお

り、中でも、県民の健康情報として有益な、累計 220 万人の国民健康保険及び後期高齢者医

療保険加入者の医療レセプト及び健診データ、並びに介護保険加入者の介護レセプトデータ

（KDB）について解析研究を行っている。 

 開学後は、これまで静岡県が行ってきた社会健康医学研究を本学が引き継ぎ、県や市町、

関係機関とも連携を図りながら、教育研究の場でさらに発展させ、研究成果を地域社会に還

元していくとともに、その担い手となる人材を育成していく。 

（保健指導支援アプリの開発） 

これまでの社会健康医学研究の成果として、例えば、データ解析研究に基づき、既にプロ

トタイプの開発が終了している「保健指導支援アプリ」は、個人の健康診断結果を入力すれ

ば、脳卒中や心筋梗塞の罹患リスクなど「このままだったらこうなってしまう」ということ

を示すものである（【別紙資料１】保健指導支援アプリパンフレット）。 

市町が実施する健康診断では、数値に問題がある住民に対し、特定保健指導を行うが、現

状では、単に数値が悪いことを伝え、運動の実施や食事の改善などを指導しているが、本人

にとっては、数値の異常による健康に対する危険度の認知・認識が非常に低いことから、行

動変容につながっていないケースが多い。これをこの「保健指導支援アプリ」を使用しなが

ら保健指導を行うことにより、正常値に対して何倍病気に発症する可能性が高いのかという

ことを示すことができ、行動変容につながっていくと考える。 

 このアプリを活用しつつ、上述した行動医科学やヘルスコミュニケーション能力を修得し

た健康づくり実務者が、対象者個人の生活習慣や予測される疾患に応じた、オーダーメイド

の保健指導を行うことで、「他人事ではなく自分事として」認識してもらい、エビデンスに
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基づいて、住民の意識に健康リスクを植え付けることができ、自ら行動を変えなければ、と

いう意識付けをこれまでよりも強くすることが可能となる。 

（リスク評価の高い健診項目の判明） 

また、データ解析研究により、人工透析の導入や要介護につながる要因として、本県にお

けるリスク評価の高い健診項目が明らかとなった。 

具体的には、人工透析の導入に至る要因として、尿タンパク値、収縮期血圧及び血糖値が、

要介護認定に至る要因として、尿タンパク値、運動習慣及び喫煙習慣が、本県におけるリス

ク評価の高い健診項目であるという研究成果が出ている。 

今後は、より効果的な保健指導を行うため、「保健指導支援アプリ」に人工透析導入や要

介護認定リスクなど、新たに判明したリスク項目を組み込んでいく。また、「データ解析研

究」では、市町担当者に、より「自分事として」認識してもらい、各市町の課題に応じた施

策立案につなげていくため、現在全県としてのみ算出しているデータを市町ごと算出する予

定である。なお、先行的な取組として、令和２年１月、三島市にデータを提供し、リサーチ

サポートセンター研究員から分析手法を教示したところである。 

（医療費・介護費の適正化） 

本県としては、このような成果が出る社会健康医学研究について、開学後も引き続き本学

に資金を提供し、継続させるものである。 

研究成果の還元を「高度医療専門職」、「健康づくり実務者」が活用する政策と一体的に進

めることにより、医療費・介護費の効率化を推し進め適正化を図っていく。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（21 ページ） 

２ 設置の基本方針（特色） 

（２）養成する人材像 

エ 医療費や介護費に係る支出の適正化への

貢献 

（ア）保健・医療・福祉領域の高度医療専

門職 

「高度医療専門職」である医師が本学で

の教育研究を経ると、医療現場における日

頃の疑問や問題意識を科学的に分析し、そ

こで得たエビデンスに基づいた、最適な治

療の導入、再発予防への取組を進めること

が可能となる。医療の現場では、先制医療

や予防医療の必要性が高まっており、本学

において統計データを活用し、発見した病

気が発生するリスク要因を知ることによ

り、早期の診断による重症化や長期化の予

（20 ページ） 

２ 設置の基本方針（特色） 

（２）養成する人材像 

【追加】 
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新 旧 
防を図りつつ、その人にとって最適な医療

サービスの提供を行うことができる。 

また、地域包括ケアシステムを構築する

うえで、在宅医療、在宅ケアの人材は欠か

せないものである。これを支える薬剤師、

看護師などの「高度医療専門職」が、本学

で必修科目となっている「高齢者ケア概論」

において、高齢者の疾患の特徴や家庭内介

護の担い手、認知症者へのコミュニケーシ

ョンなどを学び、高齢者の生活支援につい

ての視座を修得することにより、地域の特

性をよく知り、向き合う患者、高齢者に最

適なケアを提供することが可能となる。 

また、本県では、平成 30 年度から人生の

最期の迎え方について、議論を進めている

が、本学においても死生学を発展科目とし

て設け、延命治療の是非など様々な課題は

あるが、患者だけでなく、その看取りを行

う家族に対してもコミットメントできる人

材を養成する。 

さらに、これらの人材が、単に学問に精

通しているということばかりでなく、今求

められている多職種連携型のチーム医療や

地域包括ケア等の現場で、リーダーとして

活躍できるよう、ヘルスコミュニケーシヨ

ンの力を育てることにより、学修や研究の

成果をチーム全体に波及させることも期待

される。 

このように、本学で養成する「高度医療

専門職」が、患者やケアを必要とする人に

最適なサービスを提供する力をつけること

により、患者の QOL を上げつつ、医療費や

介護費の適正化に着実につなげることがで

きる。 

（イ）健康づくり実務者 

地域で活躍している保健師、管理栄養士

などの「健康づくり実務者」については、

常日頃、地域の健康づくりの現場で感じ、

13



新 旧 
悩んでいる課題解決のための研究を行うと

ともに、「行動医科学」における、人間の行

動の心理的、社会的な背景を理解した上で、

ナッジ理論やソーシャルマーケティングな

ど健康増進に向けた行動変容を促す手法の

修得や、「ヘルスコミュニケーション概論」、

「同特論」における、がん検診受診勧奨や

健康情報発信の実践例に基づく、対象者の

健康増進に向けた行動変容を促す具体的手

法の修得により、どうしたら人々が健康で

いたいと思わせるようにするのか、健康で

いるためにより良い行動を起こさせるの

か、といった現場に還元できる力を身に付

ける。 

また、「高齢者ケア概論」において、地域

の健康寿命の更なる延伸のために欠かせな

い地域包括ケアシステムや多職種連携等を

学ぶことにより、地域包括ケアの現場にお

いて、他の職種の役割をより尊重したマネ

ジメントができるようになる。 

これらにより、本学で養成する「健康づ

くり実務者」、特に行政保健師などは、地域

の課題の解決力を身に付け、市町の施策に

自ら学んだことを活用することにより、地

域全体に波及させることが可能であり、医

療費・介護費の適正化につながるものであ

る。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

３．＜養成する人材像の養成に係る実現可能性が不明確＞ 

本学では、３つの養成する人材像を掲げているが、その内容が非常に広範であり、受入

れを想定する職種も多職種にわたるため、本学の教育課程を履修することで養成する人

材像に合致した人材を養成することが可能かどうか、その実現可能性に疑義がある。こ

のため、養成する人材像の養成に係る実現可能性について、ディプロマ・ポリシー、カ

リキュラム・ポリシー及び教育課程、受入れを想定する職種、卒後のキャリアパス等も

含めて明確に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。また、１０名という

限られた入学定員の中で、３つの人材像に合致する人材を中長期的にどのようなバラン

スで養成するかも不明確なことから、併せて明確に説明すること。 

 

【対応】 

 御意見を受け、養成する人材像ごとに想定入学者と教育研究内容等を検討した結果、養成

する人材像のうち「健康寿命の延伸に取り組む研究者」については、今回の申請からは除外

する。 

 これに伴い、受入れを想定する職種も、既に医療や保健、介護関係の資格を持ち、地域医

療や保健指導等の現場で活躍している職種に絞り込んだ。 

ディプロマ・ポリシーについては、本学を修了するに当たって、全ての修了生が身に付け

るべき資質・能力の明確化を図るため、表現を改めて見直し、基本的枠組みを維持しつつ、

修正する。 

カリキュラム・ポリシーについては、教育課程との対応関係を読み取ることができるよう、

それぞれ加筆修正するとともに、学修成果の評価の在り方のポリシーを追加する。 

アドミッション・ポリシーについては、養成する人材像が共通して持つべき能力として定

めたディプロマ・ポリシーのうち、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」、「成果還元と

企画立案能力」を身に付けるために行う、カリキュラム・ポリシーに沿った専門教育を適切

に履修できる能力の設定として、「発見する力」及び「改革する力」の２つの能力を追加す

るとともに、養成する人材像から、「健康寿命の延伸に取り組む研究者」を除外することと

したため、アドミッション・ポリシーからも研究者の文言を削除する。 

その上で、養成する人材像の養成に係る実現可能性として、３つのポリシーの関係性を改

めて整理し、本学の教育課程を履修することで、社会健康医学に関し高度な専門性を持ち、

県内の医療や介護の現場においてリーダーとして活躍し、組織のレベルアップに寄与できる

人材を養成していく。 

なお、医療や介護等の現場では多職種連携が求められていることから、人材養成のバラン

スは、１０名の入学定員のうち、高度医療専門職として、医師４～５名、薬剤師や看護師等

の医療専門職２～３名、また、健康づくり実務者として、保健師や管理栄養士３～４名を養

成することを想定している。 

以上について、より明確に説明するため、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
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【詳細説明】 

（養成する人材像の整理） 

本学では、養成する人材像として、当初、「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」、「健

康づくり実務者」、「健康寿命の延伸に取り組む研究者」の３つを想定していたが、このうち

研究者については、想定する入学者が保健・医療・福祉分野以外にも、理学、情報工学、農

学、化学などのほか、法律や経済などの人文科学分野まで幅広く想定される。また、学部卒

業後すぐ入学する者や他分野の研究経験のある者など多様な入学者が考えられる。 
研究者を養成するための教育研究内容について、改めて検討した結果、基礎となる学部を

持たない本大学院大学において、保健・医療・福祉の基礎的な知識及び実務経験がある者と

同じカリキュラム・ポリシーのもとで共に学ぶ教育課程では、本学のディプロマ・ポリシー

を達成することが困難であると判断し、将来、博士課程設置を検討する際に研究者の養成に

特化した教育研究について改めて検討することとし、今回の申請からは、研究者を除外する

こととした。 
したがって、本学で養成する人材像は、「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」、「健

康づくり実務者」の２つに設定し、受入れを想定する職種としては、既に医療や保健、介護

関係の資格を持ち、医学・薬学や保健衛生に関して基礎的な教育を受けたことのある職種に

絞り込んだ。 
また、本学修了後、現場における課題を適切に把握するとともに、課題解決のためにリー

ダーとして活躍できる人材を養成するため、地域医療や保健指導等の実績を持つ方を想定し

ている。 
 

（３つのポリシーの修正） 

 本学で養成する人材像は、地域の健康増進に関わり、地域医療のリーダーとなって、より

県民に身近な場所で科学的な知見に基づくデータ分析や健康増進施策、疾病予防対策などの

企画やマネジメントを担う「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」と、社会健康医学の

研究で得られたデータや、科学的知見に基づく健康増進活動や疾病予防対策について、住民

の生活に反映することができる能力を身に付け、それを現場で発揮できる「健康づくり実務

者」の２つを設定している。 
この２つの人材像に共通する資質・能力を読み取ることができるよう、ディプロマ・ポリ

シーの基本的枠組みを維持しつつ、表現を修正するとともに、各ディプロマ・ポリシーにつ

いて、能力を端的に表現する文言を追加した。 

 修正後として「①公衆衛生の５つのコア領域（疫学、医療統計学、環境健康科学、行動医

科学・ヘルスコミュニケーション学、健康管理・政策学）の基本的内容を理解する【基本的

な知識の修得】」、「②地域における健康長寿を阻害する要因を課題として見つけ、多面的に

評価、分析し、解決するための科学的な研究計画を自ら立案、実行することのできる能力【課

題発見と評価・分析・研究実施スキル(能力)】」、「③科学的な知見を活用し、研究により導

き出した成果を医療、介護等の現場へ効果的に還元できる実践的なプログラムとして企画立

案することのできる能力【成果還元と企画立案スキル(能力）】」、「④地域における社会健康医
学の実践活動において、関係者と効果的にコミュニケーションを図り、リーダーシップを発
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揮して、多職種連携の中核を担える能力【情報発信と管理・調整スキル(能力)】」の４つの能
力をディプロマ・ポリシーとして設定した。 

カリキュラム・ポリシーについては、ディプロマ・ポリシーで定める４つの能力を身に付

けるために設定した教育課程との対応関係を読み取ることができるよう「①国際的に通用す

る MPH としての基本的能力を養うため、米国公衆衛生教育協会(CEPH)において基本科目とさ

れる「疫学」、「医療統計学」、「環境健康科学」、「行動医科学・ヘルスコミュニケーション学」、

「健康管理・政策学」の５つのコア領域を基盤とした教育を行う」、「②地域における健康や

医療・介護の現状を適切に評価し、多面的な分析を通じて、課題を発見するとともに、解決

に向けた仮説の立案、研究方法の構築など、研究の基本設計を構築し、実行する能力を身に

付ける教育を行う」、「③地域の医療や介護等の現場に研究成果を還元できるよう、静岡県の

地域資源を活用した健診・医療・介護データを最新の技術を利用して解析し、これまでの経

験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導き出すための教育を行う」、「④研究成果を

地域に効果的に還元するため、医療・介護の現場などでの関係者の理解を促すヘルスコミュ

ニケーション能力や、多職種連携の中核を担えるリーダーシップを発揮できる能力の向上を

図るための教育を行う」に修正する。 

また、各授業科目の到達目標の達成度について、ディプロマ・ポリシーで掲げる４つの能

力を身に付けているかという視点で評価することとし、評価を行う具体的方法としては、「基

本的な知識の修得」については、講義の理解度を確認する小テストや小レポートにより、「課

題発見と評価・分析・研究実施能力」及び「成果還元と企画立案能力」については、最終レ

ポートや特別研究の内容により、「情報発信と管理・調整能力」については、演習等におけ

る議論への参加度により把握する。それらをカリキュラム・ポリシーとしてまとめ、カリキ

ュラム・ポリシー⑤として「上記の４つのカリキュラム・ポリシーに基づく教育を通じて、

ディプロマ・ポリシーで掲げる４つの能力を身に付けているか、授業における議論への参加

度、レポートや特別研究の完成度等により総合的に評価を行う」を新たに設定した。 

アドミッション・ポリシーについては、「①健康と医療、環境に対する高い関心とリサー

チマインドを持っている者」、「②大学院修了後も、地域の医療・介護等の現場において、リ

ーダーとして活躍したい、又は、健康寿命の延伸に資する研究を継続したいという意欲のあ

る者」と、いずれも関心と意欲という側面における評価のみの記載であった。 

本学における養成する人材像は、「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」及び「健康

づくり実務者」であり、この養成に必要な能力として、「公衆衛生の５つのコア領域に関す

る基本的な知識の修得」、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」、「成果還元と企画立案能

力」、「情報発信と管理・調整能力」の４つのディプロマ・ポリシーを掲げている。 

この４つのディプロマ・ポリシーのうち、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」を身

に付けるために、カリキュラム・ポリシーで定める「地域における健康や医療・介護の現状

を適切に評価し、多面的な分析を通じて、課題を発見するとともに、解決に向けた仮説の立

案、研究方法の構築など、研究の基本設計を構築し、実行する能力を身に付ける教育」を適

切に履修できる人材を受け入れるため、アドミッション・ポリシー②として「最新の研究成

果や知見を活用して、既存の枠組みにとらわれることなく、新たな視点で課題を見つけ、解

決に取り組むことのできる者（発見する力）」を追加する。 
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また、ディプロマ・ポリシーのうち、「成果還元と企画立案能力」を身に付けるために、

カリキュラム・ポリシーで定める「地域の医療や介護等の現場に研究成果を還元できるよう、

静岡県の地域資源を活用した健診・医療・介護データを最新の技術を利用して解析し、これ

までの経験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導き出すための教育」を適切に履修

できる人材を受け入れるため、アドミッション・ポリシー③として「医療や介護などの専門

的知識に裏打ちされた貴重な経験を有し、健康課題に対して、実践的な解決策を提示しよう

とする者（改革する力）」を追加する。 

さらに、養成する人材像から、「健康寿命の延伸に取り組む研究者」を除外することとし

たため、従来のアドミッション・ポリシー②は、「大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍したい、又は、健康寿命の延伸に資する研究を継続した

いという意欲のある者」から「研究を継続したい者」を削除し、「大学院修了後も、地域の

医療・介護等の現場において、リーダーとして活躍し、健康寿命の延伸に寄与したいという

意欲のある者（実践する力）」に修正し、アドミッション・ポリシー④とする。 

 
（養成する人材像の養成に係る実現可能性） 

社会健康医学の研究を長期かつ継続的に推進し、研究の成果を地域社会に分かりやすい形

で還元する、社会健康医学研究や健康寿命の延伸に向けた取組の担い手となる高度の専門的

人材を育成するため、３つのポリシーの関係性を改めて整理した（【別紙資料２】ディプロ

マ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー・授業科目とアドミッション・ポリシーの関係）。 

 

 アドミッション・ポリシー①に掲げる「健康と医療、環境に対する高い関心とリサーチマ

インドを持っている者」に対して、カリキュラム・ポリシー①に掲げる「国際的に通用する

MPH としての基本的能力を養うため、米国公衆衛生教育協会(CEPH)において基本科目とされ

る「疫学」、「医療統計学」、「環境健康科学」、「行動医科学・ヘルスコミュニケーション学」、

「健康管理・政策学」の５つのコア領域を基盤とした」専門的教育を行うことで、ディプロ

マ・ポリシー①に掲げる「公衆衛生の５つのコア領域（疫学、医療統計学、環境健康科学、

行動医科学・ヘルスコミュニケーション学、健康管理・政策学）の基本的内容を理解」する

ことが可能となる。 

 

 意見６に対応して新たに加えた、アドミッション・ポリシー②に掲げる「最新の研究成果

や知見を活用して、既存の枠組みにとらわれることなく、新たな視点で課題を見つけ、解決

に取組むことのできる者」に対して、カリキュラム・ポリシー②に掲げる「地域における健

康や医療・介護の現状を適切に評価し、多面的な分析を通じて、課題を発見するとともに、

解決に向けた仮説の立案、研究方法の構築など、研究の基本設計を構築し、実行する能力を

身に付ける」専門的教育を行うことで、ディプロマ・ポリシー②に掲げる「地域における健

康長寿を阻害する要因を課題として見つけ、多面的に評価、分析し、解決するための科学的

な研究計画を自ら立案、実行することのできる能力」を身に付けることが可能となる。 

 

 意見６に対応して新たに加えた、アドミッション・ポリシー③に掲げる「医療や介護など
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の専門的知識に裏打ちされた貴重な経験を有し、健康課題に対して、実践的な解決策を提示

しようとする者」に対して、カリキュラム・ポリシー③に掲げる「地域の医療や介護等の現

場に研究成果を還元できるよう、静岡県の地域資源を活用した健診・医療・介護データを最

新の技術を利用して解析し、これまでの経験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導

き出すための」専門的教育を行うことで、ディプロマ・ポリシー③に掲げる「科学的な知見

を活用し、研究により導き出した成果を医療、介護等の現場へ効果的に還元できる実践的な

プログラムとして企画立案することのできる能力」を身に付けることが可能となる。 

 

 アドミッション・ポリシー④に掲げる「大学院修了後も、地域の医療・介護等の現場にお

いて、リーダーとして活躍し健康寿命の延伸に寄与したいという意欲のある者」に対して、

カリキュラム・ポリシー④に掲げる「研究成果を地域に効果的に還元するため、医療・介護

の現場などでの関係者の理解を促すヘルスコミュニケーション能力や、多職種連携の中核を

担えるリーダーシップを発揮できる能力の向上を図るための」専門的教育を行うことで、デ

ィプロマ・ポリシー④に掲げる「地域における社会健康医学の実践活動において、関係者と

効果的にコミュニケーションを図り、リーダーシップを発揮して、多職種連携の中核を担え

る能力」を身に付けることが可能となる。 

  
 既に医療や介護の現場で、一定の実務経験を経た者を学生として受入れ、上記３つのポリ

シーのもとで教育を行い、専門的能力を身に付けることで、修了後、医療や介護の現場でリ

ーダーとして活躍し、組織のレベルアップに寄与できる人材を養成することができると考え

ている（【別紙資料３】社会健康医学研究科全体像）。 
 

（中長期的な人材養成のバランス） 

本学の入学者選抜試験においては、養成する人材像ごとに合否判定区分は設けていないが、

医療や保健指導等の現場における多職種連携の中でリーダーシップを発揮できる人材を中

長期的にバランスよく養成する観点から、高度医療専門職として、医師４～５名、薬剤師や

看護師等の医療専門職２～３名、また、健康づくり実務者として、保健師や管理栄養士３～

４名を養成することを想定している。 

なお、令和３年（2021 年）４月に開学を予定していることを明示して行った、令和元年度

の入学意向（需要）調査において、「入学したい」と回答した者は 14 人（3.6％）で、これ

らの者の職種内訳は、医師４、保健師４、看護師・助産師２、薬剤師、栄養士、診療放射線

技師、作業療法士各１であり、養成する人材像に合致する学生が確保できると考えている。 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（18 ページ） 

１ 設置の趣旨及び必要性 

（４）社会健康医学大学院大学の設置 

ウ 大学院大学である理由 

（17 ページ） 

１ 設置の趣旨及び必要性 

（４）社会健康医学大学院大学の設置 

ウ 大学院大学である理由 
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新 旧 
 （略） 
また、養成する人材像として、地域医療

のリーダーとなり、県民により身近な場所

で科学的な知見に基づくデータ分析や健康

増進施策、疾病予防対策などを担う医師や

看護師などの「医療専門職」、各地域の現場

で健康増進施策を担う保健師や管理栄養士

などの「健康づくり実務者」を想定してい

るため、高度な教育を施すことのできる大

学院大学が必要である。 
（略） 

 （略） 
また、養成する人材像として、地域医療

のリーダーとなり、県民により身近な場所

で科学的な知見に基づくデータ分析や健康

増進施策、疾病予防対策などを担う医師や

看護師などの「医療専門職」、各地域の現場

で健康増進施策を担う保健師や栄養士など

の「健康づくり実務者」、これまでの施策の

体系的な評価分析や医療データの要因分析

などを継続的に進めていく役割を担う「研

究者」を想定しているため、高度な教育を

施すことのできる大学院大学が必要であ

る。 
（略） 

（19 ページ） 

２ 設置の基本方針（特色） 

（１）大学院大学の基本的な理念 

イ 人材の育成 

 社会健康医学の研究を長期かつ継続的に推

進し、研究の成果を地域に分かりやすい形で

還元する担い手として、地域医療のリーダー

となる「医療専門職」、各地域の現場で健康増

進施策を担う「健康づくり実務者」を育成す

る。 

（18 ページ） 

２ 設置の基本方針（特色） 

（１）大学院大学の基本的な理念 

イ 人材の育成 

 社会健康医学の研究を長期かつ継続的に推

進し、研究の成果を地域に分かりやすい形で

還元する担い手として、地域医療のリーダー

となる「医療専門職」、各地域の現場で健康増

進施策を担う「健康づくり実務者」、長期かつ

継続的に研究を行う「研究者」を育成する。 
（19 ページ） 

２ 設置の基本方針（特色） 

（２）養成する人材像 

医師・看護師・薬剤師などの、社会健康

医学の研究を長期かつ継続的に推進し、研

究の成果を地域に分かりやすい形で還元す

るため、地域医療のリーダーとなる「高度

医療専門職」、保健師や管理栄養士などの、

各地域の現場で健康増進施策を担う「健康

づくり実務者」を育成する。もって、高度

の専門的職業人の養成に主に重点を置いて

教育研究を推進し、地域に人材を輩出して

いく。 

 

（19 ページ） 

２ 設置の基本方針（特色） 

（２）養成する人材像 

医師・看護師・薬剤師などの、社会健康

医学の研究を長期かつ継続的に推進し、研

究の成果を地域に分かりやすい形で還元す

るため、地域医療のリーダーとなる「高度

医療専門職」、保健師や栄養士などの、各地

域の現場で健康増進施策を担う「健康づく

り実務者」、ゲノム医学や医療ビッグデータ

などを長期かつ継続的に研究する「研究者」

を育成する。もって、高度の専門的職業人

の養成及び研究者の養成の双方に重点を置

いて教育研究を推進し、地域に人材を輩出
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【削除】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 中長期的な人材養成のバランス 

本学では、演習やフィールド実習などを

始めとした実践的な教育・研究を中心に教

育を行うことから、必然的に少人数での教

育が主となるため、入学定員を 10人（収容

定員 20 人）とする。 

入学者選抜試験においては、養成する人

材像ごとに合否判定区分は設けていない

が、医療や保健指導等の現場における多職

種連携の中でリーダーシップを発揮できる

人材を中長期的にバランスよく養成する観

点から、高度医療専門職として、医師４～

５名、薬剤師や看護師等の医療専門職２～

３名、また、健康づくり実務者として、保

健師や管理栄養士３～４名を養成すること

を想定している。 

していく。 

 
ウ 健康寿命の延伸に取り組む研究者 

科学的知見を根拠とする手法に基づいた

地域の健康寿命の更なる延伸に取り組むた

め、今までの施策の体系的な評価分析や医

療データの要因分析などを継続的に進めて

いく役割を担う「研究者」を育成する。 

例えば、医療ビッグデータ解析のための

医療統計手法に通じた臨床研究に取り組む

専門技術者や、医療保険者、企業における

健康ビッグデータ分析専門家、医療データ

の要因分析などを継続的に進めていく役割

を担う研究者、さらには、ゲノムコホート

を通じたヒト生物学研究など、多様な生命

情報を総合的に分析・解析する能力を持つ

研究者を想定している。これらの人材は、

行政などの公共的な機関だけでなく、製薬

会社や IT企業などの民間企業や組織での活

躍も期待される。 

 

【追加】 
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新 旧 
（22 ページ） 

（３）ディプロマ・ポリシー 

本研究科を修了するに当たって全ての修

了生が身に付けるべき資質・能力として、

以下のとおりディプロマ・ポリシーを定め

る。 

以下の能力を身に付け、学則に定められ

た教育課程の所定単位を修得し、修士論文

又は特定の課題についての研究成果に関す

る報告書（以下「課題研究報告書」とする。）

を提出の上、その審査および最終試験に合

格した者に、修士（社会健康医学）の学位

を授与する。 

 

①公衆衛生の５つのコア領域（疫学、医療

統計学、環境健康科学、行動医科学・ヘ

ルスコミュニケーション学、健康管理・

政策学）の基本的内容を理解しているこ

と【基本的な知識の修得】 

②地域における健康長寿を阻害する要因を

課題として見つけ、多面的に評価、分析

し、解決するための科学的な研究計画を

自ら立案、実行することのできる能力を

身に付けていること【課題発見と評価・

分析・研究実施スキル（能力）】 

③科学的な知見を活用し、研究により導き

出した成果を医療、介護等の現場へ効果

的に還元できる実践的なプログラムとし

て企画立案することのできる能力を身に

付けていること【成果還元と企画立案ス

キル（能力）】 

④地域における社会健康医学の実践活動に

おいて、関係者と効果的にコミュニケー

ションを図り、リーダーシップを発揮し

て、多職種連携の中核を担える能力を身

に付けていること【情報発信と管理・調

整スキル（能力）】 

 

（20 ページ） 

（３）ディプロマ・ポリシー 

本研究科を修了するに当たって全ての修

了生が身に付けるべき資質・能力として、

以下のとおりディプロマ・ポリシーを定め

る。 

以下の能力を身に付け、学則に定められ

た教育課程の所定単位を修得し、修士論文

又は特定の課題についての研究成果に関す

る報告書（以下「課題研究報告書」とする。）

を提出の上、その審査および最終試験に合

格した者に、修士（社会健康医学）の学位

を授与する。 

 

①公衆衛生の５つのコア領域（疫学、医療

統計学、環境健康科学、行動医科学・ヘ

ルスコミュニケーション学、健康管理・

政策学）の基本的内容を理解しているこ

と。 

②地域における研究課題を見つけ、その課

題を解決するための研究計画を自ら立案

し、実行できる能力を身に付けているこ

と。 

 

 

③研究成果を医療や介護等の現場に効果的

に還元できる、ヘルスコミュニケーショ

ン能力を身に付けていること。 

 

 

 

④社会健康医学の実践活動においてリーダ

ーシップを発揮できる能力を身に付けて

いること。 
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新 旧 
これらの４つのディプロマ・ポリシーを

身に付けることで、単なる病気の治療や延

命措置だけでなく最期まで元気で健康に暮

らしたいという住民の希望を理解し、健康

寿命の更なる延伸を実現するため、地域の

健康増進に関わり、地域医療のリーダーと

なって、より県民に身近な場所で科学的な

知見に基づくデータ分析や健康増進施策、

疾病予防対策などの企画やマネジメントを

担う「高度医療専門職」と、社会健康医学

の研究で得られたデータや、科学的知見に

基づく健康増進活動や疾病予防対策につい

て、住民の生活に反映することができる能

力を身に付け、それを現場で発揮できる「健

康づくり実務者」を養成していく。 

（25 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラム・ポリシー 

ア カリキュラム・ポリシー 

養成する人材像に応じて、適切なカリキ

ュラムによる教育を行うことは重要であ

る。 

本学は、ディプロマ・ポリシーに定める

人材を育成するため、次のカリキュラム・

ポリシーを定める。なお、養成する人材像、

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーの関係は、別添「社会健康医学研究

科 全体像」及び「ディプロマ・ポリシーと

カリキュラム・ポリシー・授業科目とアド

ミッション・ポリシーの関係」のとおりで

ある。 

①国際的に通用する MPH としての基本的能

力を養うため、米国公衆衛生教育協会

(CEPH)において基本科目とされる「疫

学」、「医療統計学」、「環境健康科学」、「行

動医科学・ヘルスコミュニケーション

学」、「健康管理・政策学」の５つのコア

領域を基盤とした教育を行う。 

（22 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラム・ポリシー 

ア カリキュラム・ポリシー 

養成する人材像に応じて、適切なカリキ

ュラムによる教育を行うことは重要であ

る。 

本学は、ディプロマ・ポリシーに定める

人材を育成するため、次のカリキュラム・

ポリシーを定める。なお、養成する人材像、

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーの関係は、別添「社会健康医学研究

科 全体像」のとおりである。 

 

 

 

①国際的に通用する MPH と同等の基本的能

力を養うため、国際的な公衆衛生学教育

プログラムの認定機関である米国公衆衛

生教育協会(CEPH)において基本科目とさ

れる「疫学」、「医療統計学」、「環境健康

科学」、「行動医科学・ヘルスコミュニケ

ーション学」、「健康管理・政策学」の５
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新 旧 
 

②地域における健康や医療・介護の現状を

適切に評価し、多面的な分析を通じて、

課題を発見するとともに、解決に向けた

仮説の立案、研究方法の構築など、研究

の基本設計を構築し、実行する能力を身

に付ける教育を行う。 

③地域の医療や介護等の現場に研究成果を

還元できるよう、静岡県の地域資源を活

用した健診・医療・介護データを最新の

技術を利用して解析し、これまでの経験

や知識と合わせ、総合的に課題解決の方

法を導き出すための教育を行う。 

④研究成果を地域に効果的に還元するた

め、医療・介護の現場などでの関係者の

理解を促すヘルスコミュニケーション能

力や、多職種連携の中核を担えるリーダ

ーシップを発揮できる能力の向上を図る

ための教育を行う。 

⑤上記の４つのカリキュラム・ポリシーに

基づく教育を通じて、ディプロマ・ポリ

シーで掲げる４つの能力を身に付けてい

るか、授業における議論への参加度、レ

ポートや特別研究の完成度等により総合

的に評価を行う。 

上記のカリキュラム・ポリシーに基づき、

高度な研究・教育実績を持ち、人格と識見

ともに優れる教員により、学生の興味や経

験を尊重しながら高度な教育を行い、ディ

プロマ・ポリシーに基づく学位にふさわし

い人材を養成する。 

 

【別添資料 19】社会健康医学研究科全体像

【別添資料 20】ディプロマ・ポリシーとカ

リキュラム・ポリシー・授業科目とアドミ

ッション・ポリシーの関係 

つのコア領域を基盤として教育を行う。 

②地域における健康や医療・介護の現状を

適切に分析するとともに、仮説の立案、

研究方法の構築など、研究の基本設計を

構築し、実行する能力を身に付ける教育

を行う。 

 

③地域の医療や介護等の現場に研究成果を

還元できるよう、健診・医療・介護デー

タなど静岡県の地域資源を活用した教育

を行う。 

 

 

④研究成果を地域に効果的に還元するた

め、ヘルスコミュニケーション能力やリ

ーダーシップを発揮できる能力の向上を

図るための教育を行う。 

 

 

【追加】 

 

 

 

 

 

上記のカリキュラム・ポリシーに基づき、

高度な研究・教育実績を持ち、人格と識見

ともに優れる教員により、学生の興味や経

験を尊重しながら高度な教育を行い、ディ

プロマ・ポリシーに基づく学位にふさわし

い人材を養成する。 

 

【別添資料 18】社会健康医学研究科全体像
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新 旧 
（67 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（１）アドミッション・ポリシー 

本学には、既に医療や健康に関する基礎

的教育を受け、医療や介護など地域住民の

健康を直接サポートしている第一線で活躍

し経験を積んできた者が、その教育や経験

に上乗せする形で、さらに能力のステップ

アップを図ることを目的に修学することな

どが想定される。 

本学としては入学に際して、次のような

要件を備えた者の応募を期待する。 

①健康と医療、環境に対する高い関心とリ

サーチマインドを持っている者（情熱） 

②最新の研究成果や知見を活用して、既存

の枠組みにとらわれることなく、新たな

視点で課題を見つけ、解決に取り組むこ

とのできる者（発見する力） 

③医療や介護などの専門的知識に裏打ちさ

れた貴重な経験を有し、健康課題に対し

て、実践的な解決策を提示しようとする

者（改革する力） 

④大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍し、

健康寿命の延伸に寄与したいという意欲

のある者（実践する力） 

 

＜対象として考えられる職種＞ 

ア 地域に根ざした高度医療専門職 

（略） 

 

イ 健康づくり実務者 

（略） 

 

【削除】 
 

（56 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（１）アドミッション・ポリシー 

本学には、既に医療や健康に関する基礎

的教育を受け、医療や介護など地域住民の

健康を直接サポートしている第一線で活躍

し経験を積んできた者が、その教育や経験

に上乗せする形で、さらに能力のステップ

アップを図ることを目的に修学することな

どが想定される。 

本学としては入学に際して、次のような

意欲を持った者の応募を期待する。 

①健康と医療、環境に対する高い関心とリ

サーチマインドを持っている者 

【追加】 

 

 

 

【追加】 

 

 

 

②大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍した

い、又は、健康寿命の延伸に資する研究

を継続したいという意欲のある者 

 

＜対象として考えられる職種＞ 

ア 地域に根ざした高度医療専門職 

（略） 

 

イ 健康づくり実務者 

（略） 

 

ウ 健康寿命の延伸に取り組む研究者 

・医療機関や健診機関で医療データの解析

を行う専門家 

・研究成果を健康増進施策に効果的に結び
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新 旧 
付けるための、心理学、生命倫理学、行

動学などの専門家 

・大学を卒業後、ビッグデータの活用や疫

学研究、ゲノムコホート研究の研究職を

目指す者 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類・別添資料 
新 旧 

「19 社会健康医学研究科全体像」 

（別紙資料３参照） 

「18 社会健康医学研究科全体像」 

（別紙資料３参照） 

「21 カリキュラムマップ」 

（別紙資料４参照） 

「19 カリキュラムマップ」 

（別紙資料４参照） 

 

（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類 
新 旧 

（９ページ） 

２ 人材需要の動向等社会の要請 

（１）人材の養成に関する目的その他の

教育研究上の目的（概要） 

（略） 

【削除】 

（６ページ） 

２ 人材需要の動向等社会の要請 

（１）人材の養成に関する目的その他の

教育研究上の目的（概要） 

（略） 

＜健康寿命の延伸に取り組む研究者＞ 

科学的知見からの手法に基づいた県民の健

康寿命の更なる延伸に取り組むため、今ま

での施策の体系化や医療データの要因分析

などを継続的に進めていく役割を担う人材 

 

26



  

（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

４．＜ディプロマ・ポリシー等の適正性が不明確＞ 

ディプロマ・ポリシー等の適正性に疑義があることから、以下の点について明確に説明

するともに、必要に応じて適切に改めること。 

（１）３つの養成する人材像について、例えば「健康寿命の延伸に取り組む研究者」という

人材像に照らして、定められたディプロマ・ポリシーの水準が同等なものか疑義があ

るなど、その整合性が不明確である。そのため、カリキュラム・ポリシーや教育課程

との整合性もまた不明確であることから、養成する人材像とディプロマ・ポリシー、

カリキュラム・ポリシー、教育課程の整合性について明確に説明すること。 

 

【対応】 

意見３への対応のとおり、御意見を受け、養成する人材像のうち「健康寿命の延伸に取り

組む研究者」については、将来、博士課程設置を検討する際に研究者の養成に特化した教育

研究について改めて検討することとし、今回の申請からは除外する。 
 したがって、本学で養成する人材像は、社会健康医学の研究を長期かつ継続的に推進し、

研究の成果を地域社会に分かりやすい形で還元するため、社会健康医学研究や健康寿命の延

伸に向けた取組の担い手となる高度の専門的人材として、「保健・医療・福祉領域の高度医

療専門職」、「健康づくり実務者」の２つとし、ディプロマ・ポリシーについては、「基本的

な知識の修得」、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」、「成果還元と企画立案能力」、「情

報発信と管理・調整能力」の４つの能力が必要と考え、基本的な枠組みは維持しつつ、具体

的な表現となるよう文言を調整した。 
また、カリキュラム・ポリシーに基づく教育課程を履修することで、上記の４つのディプ

ロマ・ポリシーを達成していく課程を明確にするため、ポリシーの関係性を改めて整理した。 
以上について、より明確に説明するため、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

 
【詳細説明】 

（養成する人材像の整理） 

本学では、養成する人材像として、当初、「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」、「健

康づくり実務者」、「健康寿命の延伸に取り組む研究者」の３つを想定していたが、このうち

研究者については、想定する入学者が保健・医療・福祉分野以外にも、理学、情報工学、農

学、化学などのほか、法律や経済などの人文科学分野まで幅広く想定される。また、学部卒

業後すぐ入学する者や他分野の研究経験のある者など多様な入学者が考えられる。 
研究者を養成するための教育研究内容について、改めて検討した結果、基礎となる学部を

持たない本大学院大学において、保健・医療・福祉の基礎的な知識及び実務経験がある者と

同じカリキュラム・ポリシーのもとで共に学ぶ教育課程では、本学のディプロマ・ポリシー

を達成することが困難であると判断し、将来、博士課程設置を検討する際に研究者の養成に

特化した教育研究について改めて検討することとし、今回の申請からは、研究者を除外する

こととした。 
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したがって、本学で養成する人材像は、社会健康医学の研究を長期かつ継続的に推進し、

研究の成果を地域社会に分かりやすい形で還元するため、社会健康医学研究や健康寿命の延

伸に向けた取組の担い手となる高度の専門的人材として、「保健・医療・福祉領域の高度医

療専門職」、「健康づくり実務者」の２つに設定することとした。 
 
（３つのポリシーの修正） 

 本学で養成する人材像は、地域の健康増進に関わり、地域医療のリーダーとなって、より

県民に身近な場所で科学的な知見に基づくデータ分析や健康増進施策、疾病予防対策などの

企画やマネジメントを担う「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」と、社会健康医学の

研究で得られたデータや、科学的知見に基づく健康増進活動や疾病予防対策について、住民

の生活に反映することができる能力を身に付け、それを現場で発揮できる「健康づくり実務

者」の２つを設定している。 
この２つの人材像に共通する資質・能力を読み取ることができるよう、ディプロマ・ポリ

シーの基本的枠組みを維持しつつ、表現を修正するとともに、各ディプロマ・ポリシーにつ

いて、能力を端的に表現する文言を追加した。 

 修正後として「①公衆衛生の５つのコア領域（疫学、医療統計学、環境健康科学、行動医

科学・ヘルスコミュニケーション学、健康管理・政策学）の基本的内容を理解する【基本的

な知識の修得】」、「②地域における健康長寿を阻害する要因を課題として見つけ、多面的に

評価、分析し、解決するための科学的な研究計画を自ら立案、実行することのできる能力【課

題発見と評価・分析・研究実施スキル(能力)】」、「③科学的な知見を活用し、研究により導

き出した成果を医療、介護等の現場へ効果的に還元できる実践的なプログラムとして企画立

案することのできる能力【成果還元と企画立案スキル(能力）】」、「④地域における社会健康医
学の実践活動において、関係者と効果的にコミュニケーションを図り、リーダーシップを発

揮して、多職種連携の中核を担える能力【情報発信と管理・調整スキル(能力)】」の４つの能
力をディプロマ・ポリシーとして設定した。 

カリキュラム・ポリシーについては、ディプロマ・ポリシーで定める４つの能力を身に付

けるために設定した教育課程との対応関係を読み取ることができるよう「①国際的に通用す

る MPH としての基本的能力を養うため、米国公衆衛生教育協会(CEPH)において基本科目とさ

れる「疫学」、「医療統計学」、「環境健康科学」、「行動医科学・ヘルスコミュニケーション学」、

「健康管理・政策学」の５つのコア領域を基盤とした教育を行う」、「②地域における健康や

医療・介護の現状を適切に評価し、多面的な分析を通じて、課題を発見するとともに、解決

に向けた仮説の立案、研究方法の構築など、研究の基本設計を構築し、実行する能力を身に

付ける教育を行う」、「③地域の医療や介護等の現場に研究成果を還元できるよう、静岡県の

地域資源を活用した健診・医療・介護データを最新の技術を利用して解析し、これまでの経

験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導き出すための教育を行う」、「④研究成果を

地域に効果的に還元するため、医療・介護の現場などでの関係者の理解を促すヘルスコミュ

ニケーション能力や、多職種連携の中核を担えるリーダーシップを発揮できる能力の向上を

図るための教育を行う」に修正する。 

また、各授業科目の到達目標の達成度について、ディプロマ・ポリシーで掲げる４つの能
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力を身に付けているかという視点で評価することとし、評価を行う具体的方法としては、「基

本的な知識の修得」については、講義の理解度を確認する小テストや小レポートにより、「課

題発見と評価・分析・研究実施能力」及び「成果還元と企画立案能力」については、最終レ

ポートや特別研究の内容により、「情報発信と管理・調整能力」については、演習等におけ

る議論への参加度により把握する。それらをカリキュラム・ポリシーとしてまとめ、カリキ

ュラム・ポリシー⑤として「上記の４つのカリキュラム・ポリシーに基づく教育を通じて、

ディプロマ・ポリシーで掲げる４つの能力を身に付けているか、授業における議論への参加

度、レポートや特別研究の完成度等により総合的に評価を行う」を新たに設定した。 

アドミッション・ポリシーについては、「①健康と医療、環境に対する高い関心とリサー

チマインドを持っている者」、「②大学院修了後も、地域の医療・介護等の現場において、リ

ーダーとして活躍したい、又は、健康寿命の延伸に資する研究を継続したいという意欲のあ

る者」と、いずれも関心と意欲という側面における評価のみの記載であった。 

本学における養成する人材像は、「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」及び「健康

づくり実務者」であり、この養成に必要な能力として、「公衆衛生の５つのコア領域に関す

る基本的な知識の修得」、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」、「成果還元と企画立案能

力」、「情報発信と管理・調整能力」の４つのディプロマ・ポリシーを掲げている。 

この４つのディプロマ・ポリシーのうち、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」を身

に付けるために、カリキュラム・ポリシーで定める「地域における健康や医療・介護の現状

を適切に評価し、多面的な分析を通じて、課題を発見するとともに、解決に向けた仮説の立

案、研究方法の構築など、研究の基本設計を構築し、実行する能力を身に付ける教育」を適

切に履修できる人材を受け入れるため、アドミッション・ポリシー②として「最新の研究成

果や知見を活用して、既存の枠組みにとらわれることなく、新たな視点で課題解決に取り組

むことのできる者（発見する力）」を追加する。 

また、ディプロマ・ポリシーのうち、「成果還元と企画立案能力」を身に付けるために、

カリキュラム・ポリシーで定める「地域の医療や介護等の現場に研究成果を還元できるよう、

静岡県の地域資源を活用した健診・医療・介護データを最新の技術を利用して解析し、これ

までの経験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導き出すための教育」を適切に履修

できる人材を受け入れるため、アドミッション・ポリシー③として「医療や介護などの専門

的知識に裏打ちされた貴重な経験を有し、健康課題に対して、実践的な解決策を提示しよう

とする者（改革する力）」を追加する。 

さらに、養成する人材像から、「健康寿命の延伸に取り組む研究者」を除外することとし

たため、従来のアドミッション・ポリシー②は、「大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍したい、又は、健康寿命の延伸に資する研究を継続した

いという意欲のある者」から「研究を継続したい者」を削除し、「大学院修了後も、地域の

医療・介護等の現場において、リーダーとして活躍し、健康寿命の延伸に寄与したいという

意欲のある者（実践する力）」に修正し、アドミッション・ポリシー④とする。 

 

（養成する人材像とディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、教育課程の整合性） 

本学で養成する「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」、「健康づくり実務者」の２つ
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の人材像に共通する能力として、「基本的な知識の修得」、「課題発見と評価・分析・研究実

施スキル(能力)」、「成果還元と企画立案スキル(能力）」、「情報発信と管理・調整スキル(能力)」
の４つをディプロマ・ポリシーとして設定した。 

ディプロマ・ポリシーで定める４つの能力を身に付けるために設定した教育課程に対応す

るよう、カリキュラム・ポリシーの表現を改めるとともに、カリキュラム・ポリシーに基づ

く教育課程を履修するために必要な基礎的能力として、「情熱」、「発見する力」、「改革する

力」、「実践する力」の４つをアドミッション・ポリシーとして設定することで、３つのポリ

シーの整合性を改めて整理した（【別紙資料２】ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポ

リシー・授業科目とアドミッション・ポリシーの関係）。 

 

 カリキュラム・ポリシー①「国際的に通用する MPH として同等の基本的能力を養うため、

米国公衆衛生教育協会(CEPH)において基本科目とされる「疫学」、「医療統計学」、「環境健康

科学」、「行動医科学・ヘルスコミュニケーション学」、「健康管理・政策学」の５つのコア領

域を基盤とした教育」に基づき、公衆衛生の５つのコア領域の概論科目を必修科目として学

び、「高度医療専門職」及び「健康づくり実務者」双方ともに、現場での課題発見の糸口と

なる公衆衛生分野に関する幅広い知識を身に付けることで、ディプロマ・ポリシー①に掲げ

る「公衆衛生の５つのコア領域（疫学、医療統計学、環境健康科学、行動医科学・ヘルスコ

ミュニケーション学、健康管理・政策学）の基本的内容の理解」に到達することとなる。 

 

 カリキュラム・ポリシー②「地域における健康や医療・介護の現状を適切に評価し、多面

的な分析を通じて、課題を発見するとともに、解決に向けた仮説の立案、研究方法の構築な

ど、研究の基本設計を構築し、実行する能力を身に付ける教育」に基づき、「社会健康医学

概論」で、静岡県における医療体制の現状や、喫煙・身体活動・肥満等が健康に及ぼす影響

など社会健康医学の全体像を学ぶとともに、「臨床研究概論」で、臨床研究を行うために必

要な指標の立て方や解析計画、研究計画書の作成実務、解析に必要な統計手法のパターンな

どを学び、「高度医療専門職」にあっては臨床現場におけるシーズを用いた臨床研究を完遂

できる能力を、「健康づくり実務者」にあっては生活習慣と疾病・要介護との関係を客観的

に分析できる能力を身に付けることで、ディプロマ・ポリシー②に掲げる「地域における健

康長寿を阻害する要因を課題として見つけ、多面的に評価、分析し、解決するための科学的

な研究計画を自ら立案、実行することのできる能力」に到達することとなる。 

 
 カリキュラム・ポリシー③「地域の医療や介護等の現場に研究成果を還元できるよう、静

岡県の地域資源を活用した健診・医療・介護データを最新の技術を利用して解析し、これま

での経験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導き出すための教育」に基づき、「健

康・医療ビッグデータ概論」で、ビッグデータの特性や実例、ビッグデータを用いた研究デ

ザインの手法、個人情報保護などについて学ぶとともに、「健康・医療ビッグデータ特論」

で、政策決定や問題解決に向けたデータ駆動型疫学の考え方や、データの切り出し方や集計

解析、解析結果が妥当であるかの感度分析、解析したデータの解釈などについて実践的な問

題設定を基に学び、「高度医療専門職」にあっては臨床データの解析結果から効果的な治療
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方針を立てられる能力を、「健康づくり実務者」にあっては健診・医療・介護データの解析

結果から効果的な保健指導方針を立てられる能力を身に付けることで、ディプロマ・ポリシ

ー③に掲げる「科学的な知見を活用し、研究により導き出した成果を医療、介護等の現場へ

効果的に還元できる実践的なプログラムとして企画立案することのできる能力」に到達する

こととなる。 
 
 カリキュラム・ポリシー④「研究成果を地域に効果的に還元するため、医療・介護の現場

などでの関係者の理解を促すヘルスコミュニケーション能力や、多職種連携の中核を担える

リーダーシップを発揮できる能力の向上を図るための教育」に基づき、「ヘルスコミュニケ

ーション概論」で、健康増進と疾病予防に関する情報提供を効果的に行うためのコミュニケ

ーション手法を学ぶとともに、「プレゼンテーション・ライティングスキル」で、成果の発

表のためのプレゼンテーションや、論文及び報告書の執筆に当たっての効果的な技法を学び、

「高度医療専門職」にあっては個々の患者に対する最適な治療方針に基づきチーム医療で対

応できる能力を、「健康づくり実務者」にあっては保健指導対象者に対し知らず知らずのう

ちに行動変容を促すことができる能力を身に付けることで、ディプロマ・ポリシー④に掲げ

る「地域における社会健康医学の実践活動において、関係者と効果的にコミュニケーション

を図り、リーダーシップを発揮して、多職種連携の中核を担える能力」に到達することとな

る。 
  
 上記の４つのディプロマ・ポリシーを身に付けることで、単なる病気の治療や延命措置だ

けでなく最期まで元気で健康に暮らしたいという住民の希望を理解し、健康寿命の更なる延

伸を実現するため、地域の健康増進に関わり、地域医療のリーダーとなって、より県民に身

近な場所で科学的な知見に基づくデータ分析や健康増進施策、疾病予防対策などの企画やマ

ネジメントを担う「高度医療専門職」と、社会健康医学の研究で得られたデータや、科学的

知見に基づく健康増進活動や疾病予防対策について、住民の生活に反映することができる能

力を身に付け、それを現場で発揮できる「健康づくり実務者」を養成していく。 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（19 ページ） 

２ 設置の基本方針（特色） 

（２）養成する人材像 

医師・看護師・薬剤師などの、社会健康

医学の研究を長期かつ継続的に推進し、研

究の成果を地域に分かりやすい形で還元す

るため、地域医療のリーダーとなる「高度

医療専門職」、保健師や管理栄養士などの、

各地域の現場で健康増進施策を担う「健康

づくり実務者」を育成する。もって、高度

（19 ページ） 

２ 設置の基本方針（特色） 

（２）養成する人材像 

医師・看護師・薬剤師などの、社会健康

医学の研究を長期かつ継続的に推進し、研

究の成果を地域に分かりやすい形で還元す

るため、地域医療のリーダーとなる「高度

医療専門職」、保健師や栄養士などの、各地

域の現場で健康増進施策を担う「健康づく

り実務者」、ゲノム医学や医療ビッグデータ
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新 旧 
の専門的職業人の養成に主に重点を置いて

教育研究を推進し、地域に人材を輩出して

いく。 

 

 

 

【削除】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 中長期的な人材養成のバランス 

本学では、演習やフィールド実習などを

始めとした実践的な教育・研究を中心に教

育を行うことから、必然的に少人数での教

育が主となるため、入学定員を 10人（収容

定員 20 人）とする。 

入学者選抜試験においては、養成する人

材像ごとに合否判定区分は設けていない

が、医療や保健指導等の現場における多職

種連携の中でリーダーシップを発揮できる

人材を中長期的にバランスよく養成する観

点から、高度医療専門職として、医師４～

５名、薬剤師や看護師等の医療専門職２～

などを長期かつ継続的に研究する「研究者」

を育成する。もって、高度の専門的職業人

の養成及び研究者の養成の双方に重点を置

いて教育研究を推進し、地域に人材を輩出

していく。 

 
ウ 健康寿命の延伸に取り組む研究者 

科学的知見を根拠とする手法に基づいた

地域の健康寿命の更なる延伸に取り組むた

め、今までの施策の体系的な評価分析や医

療データの要因分析などを継続的に進めて

いく役割を担う「研究者」を育成する。 

例えば、医療ビッグデータ解析のための

医療統計手法に通じた臨床研究に取り組む

専門技術者や、医療保険者、企業における

健康ビッグデータ分析専門家、医療データ

の要因分析などを継続的に進めていく役割

を担う研究者、さらには、ゲノムコホート

を通じたヒト生物学研究など、多様な生命

情報を総合的に分析・解析する能力を持つ

研究者を想定している。これらの人材は、

行政などの公共的な機関だけでなく、製薬

会社や IT企業などの民間企業や組織での活

躍も期待される。 

 

【追加】 
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新 旧 
３名、また、健康づくり実務者として、保

健師や管理栄養士３～４名を養成すること

を想定している。 

（22 ページ） 

（３）ディプロマ・ポリシー 

本研究科を修了するに当たって全ての修

了生が身に付けるべき資質・能力として、

以下のとおりディプロマ・ポリシーを定め

る。 

以下の能力を身に付け、学則に定められ

た教育課程の所定単位を修得し、修士論文

又は特定の課題についての研究成果に関す

る報告書（以下「課題研究報告書」とする。）

を提出の上、その審査および最終試験に合

格した者に、修士（社会健康医学）の学位

を授与する。 

 

①公衆衛生の５つのコア領域（疫学、医療

統計学、環境健康科学、行動医科学・ヘ

ルスコミュニケーション学、健康管理・

政策学）の基本的内容を理解しているこ

と【基本的な知識の修得】 

②地域における健康長寿を阻害する要因を

課題として見つけ、多面的に評価、分析

し、解決するための科学的な研究計画を

自ら立案、実行することのできる能力を

身に付けていること【課題発見と評価・

分析・研究実施スキル（能力）】 

③科学的な知見を活用し、研究により導き

出した成果を医療、介護等の現場へ効果

的に還元できる実践的なプログラムとし

て企画立案することのできる能力を身に

付けていること【成果還元と企画立案ス

キル（能力）】 

④地域における社会健康医学の実践活動に

おいて、関係者と効果的にコミュニケー

ションを図り、リーダーシップを発揮し

て、多職種連携の中核を担える能力を身

（20 ページ） 

（３）ディプロマ・ポリシー 

本研究科を修了するに当たって全ての修

了生が身に付けるべき資質・能力として、

以下のとおりディプロマ・ポリシーを定め

る。 

以下の能力を身に付け、学則に定められ

た教育課程の所定単位を修得し、修士論文

又は特定の課題についての研究成果に関す

る報告書（以下「課題研究報告書」とする。）

を提出の上、その審査および最終試験に合

格した者に、修士（社会健康医学）の学位

を授与する。 

 

①公衆衛生の５つのコア領域（疫学、医療

統計学、環境健康科学、行動医科学・ヘ

ルスコミュニケーション学、健康管理・

政策学）の基本的内容を理解しているこ

と。 

②地域における研究課題を見つけ、その課

題を解決するための研究計画を自ら立案

し、実行できる能力を身に付けているこ

と。 

 

 

③研究成果を医療や介護等の現場に効果的

に還元できる、ヘルスコミュニケーショ

ン能力を身に付けていること。 

 

 

 

④社会健康医学の実践活動においてリーダ

ーシップを発揮できる能力を身に付けて

いること。 
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新 旧 
に付けていること【情報発信と管理・調

整スキル（能力）】 

 

これらの４つのディプロマ・ポリシーを

身に付けることで、単なる病気の治療や延

命措置だけでなく最期まで元気で健康に暮

らしたいという住民の希望を理解し、健康

寿命の更なる延伸を実現するため、地域の

健康増進に関わり、地域医療のリーダーと

なって、より県民に身近な場所で科学的な

知見に基づくデータ分析や健康増進施策、

疾病予防対策などの企画やマネジメントを

担う「高度医療専門職」と、社会健康医学

の研究で得られたデータや、科学的知見に

基づく健康増進活動や疾病予防対策につい

て、住民の生活に反映することができる能

力を身に付け、それを現場で発揮できる「健

康づくり実務者」を養成していく。 

（25 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラム・ポリシー 

ア カリキュラム・ポリシー 

養成する人材像に応じて、適切なカリキ

ュラムによる教育を行うことは重要であ

る。 

本学は、ディプロマ・ポリシーに定める

人材を育成するため、次のカリキュラム・

ポリシーを定める。なお、養成する人材像、

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーの関係は、別添「社会健康医学研究

科 全体像」及び「ディプロマ・ポリシーと

カリキュラム・ポリシー・授業科目とアド

ミッション・ポリシーの関係」のとおりで

ある。 

①国際的に通用する MPH としての基本的能

力を養うため、米国公衆衛生教育協会

(CEPH)において基本科目とされる「疫

学」、「医療統計学」、「環境健康科学」、「行

（22 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラム・ポリシー 

ア カリキュラム・ポリシー 

養成する人材像に応じて、適切なカリキ

ュラムによる教育を行うことは重要であ

る。 

本学は、ディプロマ・ポリシーに定める

人材を育成するため、次のカリキュラム・

ポリシーを定める。なお、養成する人材像、

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーの関係は、別添「社会健康医学研究

科 全体像」のとおりである。 

 

 

 

①国際的に通用する MPH と同等の基本的能

力を養うため、国際的な公衆衛生学教育

プログラムの認定機関である米国公衆衛

生教育協会(CEPH)において基本科目とさ
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新 旧 
動医科学・ヘルスコミュニケーション

学」、「健康管理・政策学」の５つのコア

領域を基盤とした教育を行う。 

 

②地域における健康や医療・介護の現状を

適切に評価し、多面的な分析を通じて、

課題を発見するとともに、解決に向けた

仮説の立案、研究方法の構築など、研究

の基本設計を構築し、実行する能力を身

に付ける教育を行う。 

③地域の医療や介護等の現場に研究成果を

還元できるよう、静岡県の地域資源を活

用した健診・医療・介護データを最新の

技術を利用して解析し、これまでの経験

や知識と合わせ、総合的に課題解決の方

法を導き出すための教育を行う。 

④研究成果を地域に効果的に還元するた

め、医療・介護の現場などでの関係者の

理解を促すヘルスコミュニケーション能

力や、多職種連携の中核を担えるリーダ

ーシップを発揮できる能力の向上を図る

ための教育を行う。 

⑤上記の４つのカリキュラム・ポリシーに

基づく教育を通じて、ディプロマ・ポリ

シーで掲げる４つの能力を身に付けてい

るか、授業における議論への参加度、レ

ポートや特別研究の完成度等により総合

的に評価を行う。 

上記のカリキュラム・ポリシーに基づき、

高度な研究・教育実績を持ち、人格と識見

ともに優れる教員により、学生の興味や経

験を尊重しながら高度な教育を行い、ディ

プロマ・ポリシーに基づく学位にふさわし

い人材を養成する。 

 

【別添資料 19】社会健康医学研究科全体像

【別添資料 20】ディプロマ・ポリシーとカ

リキュラム・ポリシー・授業科目とアドミ

れる「疫学」、「医療統計学」、「環境健康

科学」、「行動医科学・ヘルスコミュニケ

ーション学」、「健康管理・政策学」の５

つのコア領域を基盤として教育を行う。 

②地域における健康や医療・介護の現状を

適切に分析するとともに、仮説の立案、

研究方法の構築など、研究の基本設計を

構築し、実行する能力を身に付ける教育

を行う。 

 

③地域の医療や介護等の現場に研究成果を

還元できるよう、健診・医療・介護デー

タなど静岡県の地域資源を活用した教育

を行う。 

 

 

④研究成果を地域に効果的に還元するた

め、ヘルスコミュニケーション能力やリ

ーダーシップを発揮できる能力の向上を

図るための教育を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のカリキュラム・ポリシーに基づき、

高度な研究・教育実績を持ち、人格と識見

ともに優れる教員により、学生の興味や経

験を尊重しながら高度な教育を行い、ディ

プロマ・ポリシーに基づく学位にふさわし

い人材を養成する。 

 

【別添資料 18】社会健康医学研究科全体像
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新 旧 
ッション・ポリシーの関係 

（26 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラム・ポリシー 

イ ディプロマ・ポリシーとの関連 

上述のカリキュラム・ポリシーを実行す

ることにより、以下のとおり４つのディプ

ロマ・ポリシーを達成する。 

（ア）カリキュラム・ポリシー① 

カリキュラム・ポリシー①に基づき、公

衆衛生の５つのコア領域の概論科目を必修

科目として学び、「高度医療専門職」及び「健

康づくり実務者」双方ともに、現場での課

題発見の糸口となる公衆衛生分野に関する

幅広い知識を身に付けることで、ディプロ

マ・ポリシー①に掲げる「公衆衛生の５つ

のコア領域（疫学、医療統計学、環境健康

科学、行動医科学・ヘルスコミュニケーシ

ョン学、健康管理・政策学）の基本的内容

の理解」に到達することとなる。 

（イ）カリキュラム・ポリシー② 

カリキュラム・ポリシー②に基づき、「社

会健康医学概論」で、静岡県における医療

体制の現状や、喫煙・身体活動・肥満等が

健康に及ぼす影響など社会健康医学の全体

像を学ぶとともに、「臨床研究概論」で、臨

床研究を行うために必要な指標の立て方や

解析計画、研究計画書の作成実務、解析に

必要な統計手法のパターンなどを学び、「高

度医療専門職」にあっては臨床現場におけ

るシーズを用いた臨床研究を完遂できる能

力を、「健康づくり実務者」にあっては生活

習慣と疾病・要介護との関係を客観的に分

析できる能力を身に付けることで、ディプ

ロマ・ポリシー②に掲げる「地域における

健康長寿を阻害する要因を課題として見つ

け、多面的に評価、分析し、解決するため

の科学的な研究計画を自ら立案、実行する

（23 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラム・ポリシー 

イ ディプロマ・ポリシーとの関連 

上述のカリキュラム・ポリシーを実行す

ることにより、以下のとおり４つのディプ

ロマ・ポリシーを達成する。 

 

まず、カリキュラム・ポリシー①により、

ディプロマ・ポリシー①「公衆衛生の５つ

のコア領域（疫学、医療統計学、環境健康

科学、行動医科学・ヘルスコミュニケーシ

ョン学、健康管理・政策学）の基本的内容

を理解していること」を達成する。 

 

 

 

 

 

 

カリキュラム・ポリシー②及び③により、

ディプロマ・ポリシー②「地域における研

究課題を見つけ、その課題を解決するため

の研究計画を自ら立案し、実行できる能力

を身に付けていること」を達成する。 
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新 旧 
ことのできる能力」に到達することとなる。

（ウ）カリキュラム・ポリシー③ 

カリキュラム・ポリシー③に基づき、「健

康・医療ビッグデータ概論」で、ビッグデ

ータの特性や実例、ビッグデータを用いた

研究デザインの手法、個人情報保護などに

ついて学ぶとともに、「健康・医療ビッグデ

ータ特論」で、政策決定や問題解決に向け

たデータ駆動型疫学の考え方や、データの

切り出し方や集計解析、解析結果が妥当で

あるかの感度分析、解析したデータの解釈

などについて実践的な問題設定を基に学

び、「高度医療専門職」にあっては臨床デー

タの解析結果から効果的な治療方針を立て

られる能力を、「健康づくり実務者」にあっ

ては健診・医療・介護データの解析結果か

ら効果的な保健指導方針を立てられる能力

を身に付けることで、ディプロマ・ポリシ

ー③に掲げる「科学的な知見を活用し、研

究により導き出した成果を医療、介護等の

現場へ効果的に還元できる実践的なプログ

ラムとして企画立案することのできる能

力」に到達することとなる。 

（エ）カリキュラム・ポリシー④ 

カリキュラム・ポリシー④に基づき、「ヘ

ルスコミュニケーション概論」で、健康増

進と疾病予防に関する情報提供を効果的に

行うためのコミュニケーション手法を学ぶ

とともに、「プレゼンテーション・ライティ

ングスキル」で、成果の発表のためのプレ

ゼンテーションや、論文及び報告書の執筆

に当たっての効果的な技法を学び、「高度医

療専門職」にあっては個々の患者に対する

最適な治療方針に基づきチーム医療で対応

できる能力を、「健康づくり実務者」にあっ

ては保健指導対象者に対し知らず知らずの

うちに行動変容を促すことができる能力を

身に付けることで、ディプロマ・ポリシー

 

 

カリキュラム・ポリシー③及び④により、

ディプロマ・ポリシー③「研究成果を医療

や介護等の現場に効果的に還元できる、ヘ

ルスコミュニケーション能力を身に付けて

いること」を達成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カリキュラム・ポリシー④により、ディ

プロマ・ポリシー④「社会健康医学の実践

活動においてリーダーシップを発揮できる

能力を身に付けていること」を達成する。 
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新 旧 
④に掲げる「地域における社会健康医学の

実践活動において、関係者と効果的にコミ

ュニケーションを図り、リーダーシップを

発揮して、多職種連携の中核を担える能力」

に到達することとなる。 

（オ）カリキュラム・ポリシー⑤ 

カリキュラム・ポリシー①～④に基づく

教育を通じた、各授業科目の到達目標の達

成度について、ディプロマ・ポリシーで掲

げる「基本的な知識の修得」、「課題発見と

評価・分析・研究実施能力」、「成果還元と

企画立案能力」、「情報発信と管理・調整能

力」の４つの能力を身に付けているかとい

う視点で評価することとし、カリキュラ

ム・ポリシー⑤を設定する。これに基づき、

各授業科目で定める到達目標の達成度につ

いて、それぞれの科目責任者が共通の視点

をもって評価することで、評価の客観性と

標準化を図り、カリキュラム・ポリシー全

体を有効に稼働させていく。 

教員がカリキュラム・ポリシーに基づき

教育を行う際には、ディプロマ・ポリシー

を考慮しながら、個々の学生に応じた適切

な指導を行い、個人ごとに目標を定め、到

達点に導くこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教員がカリキュラム・ポリシーに基づき

教育を行う際には、ディプロマ・ポリシー

を考慮しながら、個々の学生に応じた適切

な指導を行い、個人ごとに目標を定め、到

達点に導くこととする。 

（67 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（１）アドミッション・ポリシー 

本学には、既に医療や健康に関する基礎

的教育を受け、医療や介護など地域住民の

健康を直接サポートしている第一線で活躍

し経験を積んできた者が、その教育や経験

に上乗せする形で、さらに能力のステップ

アップを図ることを目的に修学することな

どが想定される。 

本学としては入学に際して、次のような

要件を備えた者の応募を期待する。 

①健康と医療、環境に対する高い関心とリ

（56 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（１）アドミッション・ポリシー 

本学には、既に医療や健康に関する基礎

的教育を受け、医療や介護など地域住民の

健康を直接サポートしている第一線で活躍

し経験を積んできた者が、その教育や経験

に上乗せする形で、さらに能力のステップ

アップを図ることを目的に修学することな

どが想定される。 

本学としては入学に際して、次のような

意欲を持った者の応募を期待する。 

①健康と医療、環境に対する高い関心とリ
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新 旧 
サーチマインドを持っている者（情熱） 

②最新の研究成果や知見を活用して、既存

の枠組みにとらわれることなく、新たな

視点で課題を見つけ、解決に取り組むこ

とのできる者（発見する力） 

③医療や介護などの専門的知識に裏打ちさ

れた貴重な経験を有し、健康課題に対し

て、実践的な解決策を提示しようとする

者（改革する力） 

④大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍し、

健康寿命の延伸に寄与したいという意欲

のある者（実践する力） 

 

＜対象として考えられる職種＞ 

ア 地域に根ざした高度医療専門職 

・地域の病院や診療所に勤務する医師、歯

科医師、薬剤師、看護師など 

・健診機関で健康指導を行う医師、保健師、

管理栄養士など 

 

イ 健康づくり実務者 

・保健所（行政）や企業で健康づくり活動

を行う保健師、管理栄養士など 

・社会福祉施設で健康指導や機能回復訓練

を行う看護師、介護職員など 

 

【削除】 
 

サーチマインドを持っている者 

【追加】 

 

 

 

【追加】 

 

 

 

②大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍した

い、又は、健康寿命の延伸に資する研究

を継続したいという意欲のある者 

 

＜対象として考えられる職種＞ 

ア 地域に根ざした高度医療専門職 

・地域の病院や診療所に勤務する医師、歯

科医師、薬剤師、看護師など 

・健診機関で健康指導を行う医師、保健師、

栄養士など 

 

イ 健康づくり実務者 

・保健所（行政）や企業で健康づくり活動

を行う保健師、栄養士など 

・社会福祉施設で健康指導や機能回復訓練

を行う看護師、介護職員など 

 

ウ 健康寿命の延伸に取り組む研究者 

・医療機関や健診機関で医療データの解析

を行う専門家 

・研究成果を健康増進施策に効果的に結び

付けるための、心理学、生命倫理学、行

動学などの専門家 

・大学を卒業後、ビッグデータの活用や疫

学研究、ゲノムコホート研究の研究職を

目指す者 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

４．＜ディプロマ・ポリシー等の適正性が不明確＞ 

ディプロマ・ポリシー等の適正性に疑義があることから、以下の点について明確に説明

するともに、必要に応じて適切に改めること。 

（２）「本学のディプロマ・ポリシーを満たす者は、国際的な公衆衛生学教育プログラムの

認定機関である米国公衆衛生学教育協会（ＣＥＰＨ）の掲げる基準を満たす能力を保持

していると考えられる」との説明がなされているが、本学のディプロマ・ポリシーが米

国公衆衛生学教育協会（ＣＥＰＨ）の掲げる基準に適合するか否かが不明確である。そ

のため、カリキュラム・ポリシーや教育課程との整合性もまた不明確であることから、

米国公衆衛生学教育協会（ＣＥＰＨ）の掲げる基準とディプロマ・ポリシー、カリキュ

ラム・ポリシー、教育課程が質保証の観点からも整合したものであることについて、明

確に説明すること。また、学位の英語名称の妥当性についても併せて明らかにすること。 

 

【対応】 

当初申請においては、「設置の趣旨等を記載した書類」22ページにおいて、「本学のディプ

ロマ・ポリシーを満たす者は、国際的な公衆衛生学教育プログラムの認定機関である米国公

衆衛生学教育協会（CEPH）の掲げる基準を満たす能力を保持していると考えられる」と表記

した。 

しかし、本学の教育課程のうち公衆衛生学の基本となる科目区分を定める際に、教育内容

と学位の国際通用性を鑑み、CEPH において基本科目とされる５つの領域を参考に、本学にお

ける５つのコア領域を定めたものであり、誤解を招く表現であったため、科目区分を定める

際に参考としたことを説明する。また、学位の英語名称（Master of Public Health（MPH））

の妥当性についても説明し、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

 

【詳細説明】 

（CEPH の各領域との関係） 

米国公衆衛生学教育協会（CEPH）は、米国における公衆衛生学教育プログラムの認定機関

であり、本学においても、国際的に通用する公衆衛生大学院として教育課程を編成するに当

たり、公衆衛生学の基本となる科目区分を定める際に、CEPH の掲げる基準の「公衆衛生の知

識に関するコア５領域」の科目区分を参考に、公衆衛生学に関する体系的な知識の修得がで

きるよう、本学における教育課程に、公衆衛生学科目として５つのコア領域（疫学

（Epidemiology）、医療統計学（Biostatistics）、環境健康科学（Environmental Health  

Sciences）、行動医科学・ヘルスコミュニケーション学（Social Behavioral Sciences）、健

康管理・政策学（Health Services Administration））を設け、関連する授業科目を配置し、

科目ごとに必修科目（１～３科目）を定めたものである（カッコ内は CEPH の各領域）。 

なお、公益財団法人大学基準協会の定める「公衆衛生系専門職大学院基準」でも、教育課

程の編成に関して、「各公衆衛生系専門職大学院は、･･･疫学（epidemiology）・生物統計学

（biostatistics）・環境健康科学（environmental health  sciences）・社会行動科学（social 
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behavioral sciences）・健康政策管理学（health services administration）の５領域を基

本専門領域とし、系統的教育科目としてそれぞれ準備することが求められる。」とされてい

るが、本学における教育課程（公衆衛生学科目）の設定においては、同基準で示されている

５領域も参考としている。 

本学のディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、教育課程と、CEPH の各領域との

関係性は次のとおりである。 

＜本学の DP、CP、教育課程と、CEPH の各領域との関係性＞ 

教育課程 
ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー

CEPH の各領域 本学の科目区分

Epidemiology ①疫学 

Biostatistics ②医療統計学 

Environmental 

Health Sciences  
③環境健康科学

Social and 

Behavioral Sciences 

④行動医科学・

ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学

①公衆衛生の５つのコ

ア領域（疫学、医療統計

学、環境健康科学、行動

医科学・ヘルスコミュニ

ケーション学、健康管

理・政策学）の基本的内

容を理解していること

【基本的な知識の修得】

①国際的に通用するMPH

としての基本的能力を

養うため、米国公衆衛生

教育協会(CEPH)におい

て基本科目とされる「疫

学」、「医療統計学」、「環

境健康科学」、「行動医科

学・ヘルスコミュニケー

ション学」、「健康管理・

政策学」の５つのコア領

域を基盤とした教育を

行う 

Health Services 

Administration 

⑤健康管理・政

策学 

 

（英語名称の妥当性） 

 社会健康医学は、公衆衛生学の５つのコア領域を中心としつつ、ゲノム医学、医療ビッグ

データなどの新技術や ICT を活用した新たな視点を加え、その枠組み・可能性を広げたもの

であり、その学修に当たっては、公衆衛生学（Public Health）が基礎となっている。 

前述のとおり、国際的な通用性に留意して教育課程を編成するに当たり、公衆衛生学に関

する体系的な知識の修得ができるよう、CEPH の掲げる基準の「公衆衛生の知識に関するコア

５領域」の科目区分を参考に、公衆衛生学の基本となる科目区分を定めたことから、学位の

英語名称についても「Master of Public Health（MPH）」としたものである。 

京都大学医学研究科社会健康医学系専攻においても、授与される学位は「社会健康医学修

士（専門職）」であるが、英語名称は「Master of Public Health（MPH）」としている。 

なお、「Public Health」は通常「公衆衛生」と訳されてきたが、厚生労働省の健康局（Health 

Service Bureau）や国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所（National Institute of 

Biomedical Innovation,Health and Nutrition）など、Health は「衛生」というよりは「健

康」と訳されることも多いことから、本学では「社会健康」と訳すこととし、大学名、研究

科名及び学位名等に当該名称を用いている。 
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（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（23 ページ） 

３ 大学院大学、研究科及び専攻の名称及

び学位の名称 

（１）基本的な考え方 

社会健康医学は、公衆衛生学の５つのコ

ア領域（疫学、医療統計学、環境健康科学、

行動医科学・ヘルスコミュニケーション学、

健康管理・政策学）を中心としつつ、ゲノ

ム医学、医療ビッグデータなどの新技術や

ICT を活用した新たな視点を加え、その枠組

み・可能性を広げたものであり、その学修

に当たっては、公衆衛生学（Public Health）

が基礎となっている。 

これまで、「Public Health」は通常「公

衆衛生」と訳されてきたが、厚生労働省の

健康局（Health Service Bureau）や国立研

究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所

（National Institute of Biomedical 

Innovation,Health and Nutrition）など、

Health は「衛生」というよりは「健康」と

訳されることも多いことから、本学では「社

会健康」と訳すこととした。 

また、「医学」とは、従来、「治療」のみ

を意味していることが多かったが、現在で

は、「予防医学」などに代表されるように、

その対象が広がってきており、医師のみな

らず、薬剤師、看護師といった医療専門職

などが、人を対象として学ぶ学問を表す。 

本学において、医師、薬剤師、看護師な

どの医療専門職や、保健師、管理栄養士な

どの健康づくり実務者が学ぶ、公衆衛生の

５領域や「ゲノム医学」などは、すべて「人」

を対象としたものであり、「医学」の名称を

用いるにふさわしいものと考える。 

なお、京都大学大学院医学研究科社会健

康医学系専攻、東京大学大学院医学系研究

科公共健康医学専攻などは、「狭義の医学

（21 ページ） 

３ 大学院大学、研究科及び専攻の名称及

び学位の名称 

（１）大学院大学、研究科及び専攻の名称 

本学は、公衆衛生学の５つのコア領域を

ベースに、予防医学や先制医療の視点を基

礎としつつ、地域だけでなく病院や福祉施

設などの医療・介護現場も含めた社会全体

を対象とする「社会健康医学」に係る人材

の養成を目指していることから、名称を「静

岡社会健康医学大学院大学」とする。また、

英訳名称は、国際的な通用性にも留意して、

「Shizuoka Graduate University of Public 

Health」とする。 

上記を踏まえ、研究科名は「社会健康医

学研究科」とし、英訳名称を「Graduate 

School of Public Health」とする。 

また、専攻名は「社会健康医学専攻」と

し、英訳名称を「School of Public Health」

とする。 
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新 旧 
（メディシン）」でないが、研究内容が「広

義の医学」の範疇に含まれるとして、「医学」

の名称を用いている。 

さらに静岡県では、平成 28 年度から、延

べ７回（令和元年 10月時点）にわたり社会

健康医学に関するシンポジウムを開催する

など、社会健康医学の意義について、医療

専門職や健康づくり実務者、一般県民向け

に周知を図ってきた。これらの取組により、

医療専門職や健康づくり実務者、一般県民

にも「社会健康医学」という言葉で広く周

知が図られている。 

 

【別添資料 17】静岡県における社会健康医

学に係る主な取組状況 

 

（２）大学院大学、研究科、専攻及び学位

の名称 

（１）で述べた基本的な考え方を踏まえ、

各名称は「社会健康医学」を基本とし、英

訳名称は、国際的な通用性に留意して教育

課程を編成するに当たり、公衆衛生学に関

する体系的な知識の修得ができるよう、

CEPH の掲げる基準の「公衆衛生の知識に関

するコア５領域」の科目区分を参考に、公

衆衛生学の基本となる科目区分を定めたこ

とから、「Public Health」を基本とする。 

まず、大学名は「静岡社会健康医学大学

院大学」とし、英訳名称を「Shizuoka 

Graduate University of Public Health」

とする。 

研究科名は「社会健康医学研究科」とし、

英訳名称を「Graduate School of Public 

Health」とする。 

専攻名は「社会健康医学専攻」とし、英

訳名称を「School of Public Health」とす

る。 

本学において授与する学位は、「修士（社

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）学位の名称 

ディプロマ・ポリシー及びカリキュラ

ム・ポリシーに基づき、本学における所定

の課程を終えた者は、公衆衛生の５つのコ

ア領域（疫学、医療統計学、環境健康科学、

行動医科学・ヘルスコミュニケーション学、

健康管理・政策学）に関する知識に加え、

ゲノム医学や医療ビッグデータに関する知

識や、地域住民や医療現場の患者・家族に

対し効果的な指導を行う能力など、社会健

康医学に係る知識と能力を身に付けている

ことから、本学において授与する学位は、

「修士（社会健康医学）」とする。 

また、本学のディプロマ・ポリシーを満

たす者は、国際的な公衆衛生学教育プログ

ラムの認定機関である米国公衆衛生学教育

協会(CEPH)の掲げる基準を満たす能力を保

持していると考えられることから、国際的

な学位の通用性に留意して、英訳名称は

「Master of Public Health(MPH)」とする。
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新 旧 
会健康医学）」とし、英訳名称を「Master of 

Public Health(MPH)」とする。なお、京都

大学医学研究科社会健康医学系専攻におい

ても、授与される学位は「社会健康医学修

士（専門職）」であるが、英語名称は「Master 

of Public Health（MPH）」としている。 

＜本学の DP、CP、教育課程と、CEPH の各領域との関係性＞ 

教育課程 
ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー

CEPH の各領域 本学の科目区分 

Epidemiology ①疫学 

Biostatistics ②医療統計学 

Environmental 

Health Sciences  
③環境健康科学

Social and 

Behavioral Sciences

④行動医科学・

ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学

①公衆衛生の５つのコ

ア領域（疫学、医療統計

学、環境健康科学、行動

医科学・ヘルスコミュニ

ケーション学、健康管

理・政策学）の基本的内

容を理解していること

【基本的な知識の修得】 

①国際的に通用する MPH

としての基本的能力を

養うため、米国公衆衛生

教育協会(CEPH)におい

て基本科目とされる「疫

学」、「医療統計学」、「環

境健康科学」、「行動医科

学・ヘルスコミュニケー

ション学」、「健康管理・

政策学」の５つのコア領

域を基盤とした教育を

行う 

Health Services 

Administration 

⑤健康管理・政

策学 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

５．＜カリキュラム・ポリシーの設定が不十分＞ 

カリキュラム・ポリシーについて、審査意見３及び４を踏まえた上で、以下の点を是正

すること。 

（１）カリキュラム・ポリシーに学修成果の評価の在り方等に対する具体的な記述が見受け

られないことから、適切に改めるとともに、その趣旨を明確に説明すること。 

 

【対応】 

 御意見を受け、各授業科目の到達目標の達成度について、ディプロマ・ポリシーで掲げる

「基本的な知識の修得」、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」、「成果還元と企画立案能

力」、「情報発信と管理・調整能力」の４つの能力を身に付けているかという視点で評価する

ため、カリキュラム・ポリシーに「⑤上記の４つのカリキュラム・ポリシーに基づく教育を

通じて、ディプロマ・ポリシーで掲げる４つの能力を身に付けているか、授業における議論

への参加度、レポートや特別研究の完成度等により総合的に評価を行う」を新たに設定した

（【別紙資料２】ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー・授業科目とアドミッシ

ョン・ポリシーの関係）。 
以上について、より明確に説明するため、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

 
【詳細説明】 

現在のカリキュラム・ポリシー①～④は、それぞれディプロマ・ポリシー①～④で定める

能力を身に付けるための教育方針として掲げているが、その教育効果を、どのような視点で

評価するのかについての記述がなかった。 
そこで、各授業科目の到達目標の達成度について、ディプロマ・ポリシーで掲げる「基本

的な知識の修得」、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」、「成果還元と企画立案能力」、「情

報発信と管理・調整能力」の４つの能力を身に付けているかという視点で評価することとし

た。 
また、評価を行う具体的方法としては、「基本的な知識の修得」については、講義の理解

度を確認する小テストや小レポートにより、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」及び

「成果還元と企画立案能力」については、最終レポートや特別研究の内容により、「情報発

信と管理・調整能力」については、演習等における議論への参加度により把握する。 
それらをポリシーとしてまとめた結果、カリキュラム・ポリシーに「⑤上記の４つのカリ

キュラム・ポリシーに基づく教育を通じて、ディプロマ・ポリシーで掲げる４つの能力を身

に付けているか、授業における議論への参加度、レポートや特別研究の完成度等により総合

的に評価を行う」を新たに設定した。 
このカリキュラム・ポリシー⑤による評価を通じて、各授業科目で定める到達目標の達成

度について、それぞれの科目責任者が共通の視点をもって評価することで、評価の客観性と

標準化を図り、カリキュラム・ポリシー全体を有効に稼働させていく。 
 

45



（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（25 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラム・ポリシー 

ア カリキュラム・ポリシー 

養成する人材像に応じて、適切なカリキ

ュラムによる教育を行うことは重要であ

る。 

本学は、ディプロマ・ポリシーに定める

人材を育成するため、次のカリキュラム・

ポリシーを定める。なお、養成する人材像、

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーの関係は、別添「社会健康医学研究

科 全体像」及び「ディプロマ・ポリシーと

カリキュラム・ポリシー・授業科目とアド

ミッション・ポリシーの関係」のとおりで

ある。 

①国際的に通用する MPH としての基本的能

力を養うため、米国公衆衛生教育協会

(CEPH)において基本科目とされる「疫

学」、「医療統計学」、「環境健康科学」、「行

動医科学・ヘルスコミュニケーション

学」、「健康管理・政策学」の５つのコア

領域を基盤とした教育を行う。 

 

②地域における健康や医療・介護の現状を

適切に評価し、多面的な分析を通じて、

課題を発見するとともに、解決に向けた

仮説の立案、研究方法の構築など、研究

の基本設計を構築し、実行する能力を身

に付ける教育を行う。 

③地域の医療や介護等の現場に研究成果を

還元できるよう、静岡県の地域資源を活

用した健診・医療・介護データを最新の

技術を利用して解析し、これまでの経験

や知識と合わせ、総合的に課題解決の方

法を導き出すための教育を行う。 

④研究成果を地域に効果的に還元するた

（22 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラム・ポリシー 

ア カリキュラム・ポリシー 

養成する人材像に応じて、適切なカリキ

ュラムによる教育を行うことは重要であ

る。 

本学は、ディプロマ・ポリシーに定める

人材を育成するため、次のカリキュラム・

ポリシーを定める。なお、養成する人材像、

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーの関係は、別添「社会健康医学研究

科 全体像」のとおりである。 

 

 

 

①国際的に通用する MPH と同等の基本的能

力を養うため、国際的な公衆衛生学教育

プログラムの認定機関である米国公衆衛

生教育協会(CEPH)において基本科目とさ

れる「疫学」、「医療統計学」、「環境健康

科学」、「行動医科学・ヘルスコミュニケ

ーション学」、「健康管理・政策学」の５

つのコア領域を基盤として教育を行う。 

②地域における健康や医療・介護の現状を

適切に分析するとともに、仮説の立案、

研究方法の構築など、研究の基本設計を

構築し、実行する能力を身に付ける教育

を行う。 

 

③地域の医療や介護等の現場に研究成果を

還元できるよう、健診・医療・介護デー

タなど静岡県の地域資源を活用した教育

を行う。 

 

 

④研究成果を地域に効果的に還元するた
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新 旧 
め、医療・介護の現場などでの関係者の

理解を促すヘルスコミュニケーション能

力や、多職種連携の中核を担えるリーダ

ーシップを発揮できる能力の向上を図る

ための教育を行う。 

⑤上記の４つのカリキュラム・ポリシーに

基づく教育を通じて、ディプロマ・ポリ

シーで掲げる４つの能力を身に付けてい

るか、授業における議論への参加度、レ

ポートや特別研究の完成度等により総合

的に評価を行う。 

上記のカリキュラム・ポリシーに基づき、

高度な研究・教育実績を持ち、人格と識見

ともに優れる教員により、学生の興味や経

験を尊重しながら高度な教育を行い、ディ

プロマ・ポリシーに基づく学位にふさわし

い人材を養成する。 

 

【別添資料 19】社会健康医学研究科全体像

【別添資料 20】ディプロマ・ポリシーとカ

リキュラム・ポリシー・授業科目とアドミ

ッション・ポリシーの関係 

め、ヘルスコミュニケーション能力やリ

ーダーシップを発揮できる能力の向上を

図るための教育を行う。 

 

 

【追加】 

 

 

 

 

 

上記のカリキュラム・ポリシーに基づき、

高度な研究・教育実績を持ち、人格と識見

ともに優れる教員により、学生の興味や経

験を尊重しながら高度な教育を行い、ディ

プロマ・ポリシーに基づく学位にふさわし

い人材を養成する。 

 

【別添資料 18】社会健康医学研究科全体像
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

５．＜カリキュラム・ポリシーの設定が不十分＞ 

カリキュラム・ポリシーについて、審査意見３及び４を踏まえた上で、以下の点を是正

すること。 

（２）カリキュラム・ポリシー②～③について、記載がやや抽象的であり、ポリシー上から

教育課程との対応関係を読み取ることが困難であることから、より具体的な記載に改

めること。 

 

【対応】 

 御意見を受け、カリキュラム・ポリシーについて、各授業科目の教育内容や、そこで身に

付ける能力を読み取ることができるよう、「②地域における健康や医療・介護の現状を適切

に評価し、多面的な分析を通じて、課題を発見するとともに、解決に向けた仮説の立案、研

究方法の構築など、研究の基本設計を構築し、実行する能力を身に付ける教育を行う」、「③

地域の医療や介護等の現場に研究成果を還元できるよう、静岡県の地域資源を活用した健

診・医療・介護データを最新の技術を利用して解析し、これまでの経験や知識と合わせ、総

合的に課題解決の方法を導き出すための教育を行う」に修正する。 
以上について、より明確に説明するため、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

 
【詳細説明】 

（カリキュラム・ポリシー②） 

 カリキュラム・ポリシー②に対応する必修科目としては、「社会健康医学概論」、「文献検

索法・文献評価法」、「高齢者ケア概論」、「臨床研究概論」、「社会健康医学倫理概論」、「特別

研究（修士論文、課題研究）」を設定している。 
「社会健康医学概論」では、静岡県における医療体制の現状や、喫煙・身体活動・肥満等

が健康に及ぼす影響、がん予防とがん検診の現状など、社会健康医学の全体像について学ぶ

ことで、課題発見の糸口をつかむための幅広い知識を修得する。 
「文献検索法・文献評価法」では、健康・医療情報を検索し、批判的に吟味し、主体的に

活用する手法を学ぶことで、「現状を適切に評価し、多面的に分析できる能力」を養成する。 
「高齢者ケア概論」では、高齢者の疾患の特徴や家庭内介護の担い手、認知症者へのコミ

ュニケーションなどについて講義を行うことで、高齢者を取り巻く「地域における健康や医

療・介護の現状を適切に評価できる能力」を養成する。 
「臨床研究概論」では、臨床研究を行うために必要な指標の立て方や解析計画、研究計画

書の作成実務、解析に必要な統計手法のパターン等について学ぶことで、「解決に向けた仮

説の立案、研究方法の構築など、研究の基本設計を構築する能力」を養成する。 
「社会健康医学倫理概論」では、医療倫理の原則や、終末期医療の実態、インフォームド・

コンセントの役割、公衆衛生倫理及び研究倫理の概要と課題、倫理審査の手続き等について

学ぶことで、「倫理的配慮に基づいた適正な研究計画を立案する能力」を養成する。 
上述の講義科目を踏まえ、「特別研究（修士論文、課題研究）」により、自ら課題の設定、
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研究計画書の作成、データの収集、調査・分析を行い、最終的に修士論文や課題研究報告書

を作成することで、「科学的思考や論理的思考、確かな倫理観に裏付けられた研究を実行す

る能力」を身に付ける。 
こうした授業科目で学ぶ内容とそこで身に付ける能力を読み取ることができるよう、カリ

キュラム・ポリシー②を「地域における健康や医療・介護の現状を適切に評価し、多面的な

分析を通じて、課題を発見するとともに、解決に向けた仮説の立案、研究方法の構築など、

研究の基本設計を構築し、実行する能力を身に付ける教育を行う」に修正する。 
 
（カリキュラム・ポリシー③） 

カリキュラム・ポリシー③に対応する必修科目としては、「健康・医療ビッグデータ概論」、

「健康・医療ビッグデータ特論」、「医科遺伝学概論」を設定している。 
「健康・医療ビッグデータ概論」では、ビッグデータの特性や実例、ビッグデータを用い

た研究デザインの手法、ビッグデータ研究を行う際の倫理面の配慮、個人情報保護などにつ

いて学び、「静岡県の地域資源である健診・医療・介護データを解析するための基本的能力」

を養成する。 
「健康・医療ビッグデータ特論」では、政策決定や問題解決に向けたデータ駆動型疫学の

考え方や、データの切り出し方や集計解析、解析結果が妥当であるかの感度分析、解析した

データの解釈などについて実践的な問題設定を基に学び、「自ら健診・医療・介護データを

利用・集計・解釈できる能力」を養成する。 
「医科遺伝学概論」では、ヒトゲノムの概要、遺伝子の構造と機能、遺伝子疾患の態様な

どについて学び、「静岡県民が有する疾病の発症リスクの解明につながることが期待される

遺伝子に関する基礎的知識」を修得する。 
こうした科目を履修した上で、平成 30 年度から県立総合病院リサーチサポートセンター

において先行して取り組んでいる「国民健康保険団体連合会の医療ビッグデータの活用」、

「県立総合病院におけるゲノム解析」など、静岡県の地域資源を活用した研究実績を踏まえ

た研究指導を行うことで、「地域資源をフルに活用し、最新のデータ分析スキルにより、地

域課題の解決方法を導き出すことができる能力」を身に付ける。 
こうした授業科目で学ぶ内容とそこで身に付ける能力を読み取ることができるよう、カリ

キュラム・ポリシー③を「地域の医療や介護等の現場に研究成果を還元できるよう、静岡県

の地域資源を活用した健診・医療・介護データを最新の技術を利用して解析し、これまでの

経験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導き出すための教育を行う」に修正する。 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（29 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（２）教育課程及び科目区分の編成 

（１）のカリキュラム・ポリシーに基づ

き、教育課程を編成する。具体的には、「共

（24 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（２）教育課程及び科目区分の編成 

（１）のカリキュラム・ポリシーに基づ

き、教育課程を編成する。具体的には、「共
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新 旧 
通科目」、「公衆衛生学科目」、「ゲノム医学

科目」、「発展科目」、「特別研究」の５つの

科目区分を設ける。 

カリキュラム・ポリシーとの関係は以下

のとおりである。 

（ア）カリキュラム・ポリシー① 

カリキュラム・ポリシーの①に基づき、

「公衆衛生学科目」を「疫学領域」、「医療

統計学領域」、「環境健康科学領域」、「行動

医科学・ヘルスコミュニケーション学領

域」、「健康管理・政策学領域」に区分し、

国際的な公衆衛生学教育プログラムの認定

機関である米国公衆衛生教育協会(CEPH)に

おいて定める５つのコア領域を学修するた

めの授業科目を配置することにより、国際

的に通用する MPH と同等の基本的能力を養

う。 

（イ）カリキュラム・ポリシー② 

カリキュラム・ポリシーの②に対応する

必修科目としては、「社会健康医学概論」、

「文献検索法・文献評価法」、「高齢者ケア

概論」、「臨床研究概論」、「社会健康医学倫

理概論」、「特別研究（修士論文、課題研究）」

を設定している。「社会健康医学概論」では、

静岡県における医療体制の現状や、喫煙・

身体活動・肥満等が健康に及ぼす影響、が

ん予防とがん検診の現状など、社会健康医

学の全体像について学ぶことで、課題発見

の糸口をつかむための幅広い知識を修得す

る。「文献検索法・文献評価法」では、健康・

医療情報を検索し、批判的に吟味し、主体

的に活用する手法を学ぶことで、「現状を適

切に評価し、多面的に分析できる能力」を

養成する。「高齢者ケア概論」では、高齢者

の疾患の特徴や家庭内介護の担い手、認知

症者へのコミュニケーションなどについて

講義を行うことで、高齢者を取り巻く「地

域における健康や医療・介護の現状を適切

通科目」、「公衆衛生学科目」、「ゲノム医学

科目」、「発展科目」、「特別研究」の５つの

科目区分を設ける。 

カリキュラム・ポリシーとの関係は以下

のとおりである。 

 

カリキュラム・ポリシーの①に基づき、

「公衆衛生学科目」を「疫学領域」、「医療

統計学領域」、「環境健康科学領域」、「行動

医科学・ヘルスコミュニケーション学領

域」、「健康管理・政策学領域」に区分し、

国際的な公衆衛生学教育プログラムの認定

機関である米国公衆衛生教育協会(CEPH)に

おいて定める５つのコア領域を学修するた

めの授業科目を配置することにより、国際

的に通用する MPH と同等の基本的能力を養

う。 

 

カリキュラム・ポリシーの②に基づき、

社会健康医学の全体像を学ぶ「社会健康医

学概論」や、研究仮説の立案やデータの収

集・解析など研究遂行に必要なスキルを演

習形式で学ぶ「疫学研究・臨床研究特論」、

要介護高齢者の原因疾患による特異性に注

目し、介護の現状課題のエビデンスの把

握・検討について学ぶ「高齢者ケア特論」

などを配置することにより、地域における

健康や医療・介護の現状を適切に分析し、

研究方法の構築・実行につなげていく能力

を養う。 
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新 旧 
に評価できる能力」を養成する。「臨床研究

概論」では、臨床研究を行うために必要な

指標の立て方や解析計画、研究計画書の作

成実務、解析に必要な統計手法のパターン

等について学ぶことで、「解決に向けた仮説

の立案、研究方法の構築など、研究の基本

設計を構築する能力」を養成する。「社会健

康医学倫理概論」では、医療倫理の原則や、

終末期医療の実態、インフォームド・コン

セントの役割、公衆衛生倫理及び研究倫理

の概要と課題、倫理審査の手続き等につい

て学ぶことで、「倫理的配慮に基づいた適正

な研究計画を立案する能力」を養成する。

上述の講義科目を踏まえ、「特別研究（修士

論文、課題研究）」により、自ら課題の設定、

研究計画書の作成、データの収集、調査・

分析を行い、最終的に修士論文や課題研究

報告書を作成することで、「科学的思考や論

理的思考、確かな倫理観に裏付けられた研

究を実行する能力」を身に付ける。 

（ウ）カリキュラム・ポリシー③ 

カリキュラム・ポリシー③に対応する必

修科目としては、「健康・医療ビッグデータ

概論」、「健康・医療ビッグデータ特論」、「医

科遺伝学概論」を設定している。「健康・医

療ビッグデータ概論」では、ビッグデータ

の特性や実例、ビッグデータを用いた研究

デザインの手法、ビッグデータ研究を行う

際の倫理面の配慮、個人情報保護などにつ

いて学び、「静岡県の地域資源である健診・

医療・介護データを解析するための基本的

能力」を養成する。「健康・医療ビッグデー

タ特論」では、政策決定や問題解決に向け

たデータ駆動型疫学の考え方や、データの

切り出し方や集計解析、解析結果が妥当で

あるかの感度分析、解析したデータの解釈

などについて実践的な問題設定を基に学

び、「自ら健診・医療・介護データを利用・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カリキュラム・ポリシーの③については、

大学院大学の設置に先立ち、平成 30年３月

に策定した「社会健康医学研究推進基本計

画」に基づき、県立総合病院リサーチサポ

ートセンターにおいて取り組んでいる社会

健康医学研究を本学が引き継ぎ、これらの

研究実績を踏まえた教育研究を実施する。

具体的な研究テーマは、「国民健康保険団体

連合会の医療ビッグデータ（県内全市町）

の活用」、「県立総合病院におけるゲノム解

析」などであり、これらの研究実績を踏ま

え、公衆衛生学科目の「健康・医療ビッグ

データ概論」、「同特論」、ゲノム医学科目の

「医科遺伝学概論」などを配置することに

より、地域の医療や介護等の現場に静岡県

の地域資源を活用した研究成果を還元す

る。 
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新 旧 
集計・解釈できる能力」を養成する。「医科

遺伝学概論」では、ヒトゲノムの概要、遺

伝子の構造と機能、遺伝子疾患の態様など

について学び、「静岡県民が有する疾病の発

症リスクの解明につながることが期待され

る遺伝子に関する基礎的知識」を修得する。

こうした科目を履修した上で、平成 30 年

度から県立総合病院リサーチサポートセン

ターにおいて先行して取り組んでいる「国

民健康保険団体連合会の医療ビッグデータ

の活用」、「県立総合病院におけるゲノム解

析」など、静岡県の地域資源を活用した研

究実績を踏まえた研究指導を行うことで、

「地域資源をフルに活用し、最新のデータ

分析スキルにより、地域課題の解決方法を

導き出すことができる能力」を身に付ける。

（エ）カリキュラム・ポリシー④ 

カリキュラム・ポリシー④に対応する科

目として、「ヘルスコミュニケーション概

論」、「プレゼンテーション・ライティング

スキル」を設けている。「ヘルスコミュニケ

ーション概論」では、実例を基に健康増進

と疾病予防に関する情報提供を効果的に行

うためのコミュニケーション手法を学ぶこ

とで、良好なヘルスコミュニケーションを

実現するための手法を主体的に検証できる

能力を養成する。「プレゼンテーション・ラ

イティングスキル」では、研究成果を発表

するためのプレゼンテーション、論文等の

執筆に効果的な技法について学ぶことで、

想定される対象者に合わせ、効果的な媒体

を用いて表現できる能力を養成する。こう

した科目を履修した上で、本学における少

人数教育の利点を活かした教員による個別

指導や、演習科目を中心に、医師や看護師、

保健師など多職種の学生とのディスカッシ

ョンなどを通じて、異なる視点や意見を情

報共有することにより、実践的なコミュニ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カリキュラム・ポリシーの④に基づき、

健康増進と疾病予防に関する情報提供を効

果的に行うためのコミュニケーション手法

を学ぶ「ヘルスコミュニケーション概論」

のほか、成果の発表のためのプレゼンテー

ションや、論文及び報告書の執筆に当たっ

ての効果的な技法を習得する「プレゼンテ

ーション・ライティングスキル」などの授

業科目を配置するとともに、少人数教育の

利点を活かした、教員による個別指導や他

の学生とのディスカッションなどを通じ

て、ヘルスコミュニケーション能力やリー

ダーシップを発揮できる能力を養う。 

 さらに、全てのカリキュラム・ポリシー

に関連するものとして、上述の科目で習得

した知識を基に、本学修了後に戻った県内

の医療や介護等の現場において研究成果を

効果的に還元できるよう、「特別研究」に取

り組む。 

 いずれの科目においても、学生が必要な

能力を身に付けることができるよう、必要

52



新 旧 
ケーション能力を養成する。 

これにより、例えば、医師であれば、担

当医としての責任を持ちつつ、薬剤師や看

護師など関係する専門職と効果的にコミュ

ニケーションを図り、診療の段階に応じて、

それぞれの職種が持つ専門的視点を踏まえ

た自発的な提案を促すことなどにより、リ

ーダーシップを発揮することができる。 

また、薬剤師、看護師などの「高度医療

専門職」であれば、医師や介護職員など関

係する専門職と効果的にコミュニケーショ

ンを図り、ケアとキュアの段階に応じて、

自らも専門的視点から積極的に意見を主張

することにより、ボトムアップ的なリーダ

ーシップを発揮することができる。 

さらに、保健師、管理栄養士などの「健

康づくり実務者」であれば、医師や薬剤師

など関係する専門職と効果的にコミュニケ

ーションを図り、保健指導の段階に応じて、

自らも専門的視点から積極的に意見を主張

することにより、ボトムアップ的なリーダ

ーシップを発揮するとともに、特に、行政

保健師にあっては、地域の課題を分析する

能力に加えて、コミュニケーション能力や

プレゼンテーション能力を活かして、地域

の保健施策立案の中心となり、所属する組

織を牽引していくことでリーダーシップを

発揮することができる。 

な経験を持つ教員による、きめ細かな学修

指導を行う。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

６．＜アドミッション・ポリシーと入学者選抜の関係が不明確＞ 

アドミッション・ポリシー及び入学者選抜について、以下の点を是正すること。 

（１）アドミッション・ポリシーの内容が抽象的となっており、また、本学の教育課程を履

修するために必要となる学力等に係る設定もないため、本ポリシーに基づき設定され

た各選抜方法で、養成する人材像、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシ

ーに整合した人材を選抜することが可能かどうか不明確である。養成する人材像及び

３つのポリシー、各選抜方法の整合性に考慮し、適切に改めること。 

 

【対応】 

 御意見を受け、養成する人材像が共通して持つべき能力として定めたディプロマ・ポリシ

ーのうち、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」、「成果還元と企画立案能力」を身に付

けるために行う、カリキュラム・ポリシーに沿った専門教育を適切に履修できる能力の設定

として、アドミッション・ポリシーに「発見する力」及び「改革する力」の２つの能力を追

加する。 
 また、養成する人材像から、「健康寿命の延伸に取り組む研究者」を除外することとした

ため、アドミッション・ポリシーからも研究者の文言を削除する。 
以上について、より明確に説明するため、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

 
【詳細説明】 

（アドミッション・ポリシーの追加） 

 現在のアドミッション・ポリシーは、「健康と医療、環境に対する高い関心とリサーチマ

インドを持っている者」、「大学院修了後も、地域の医療・介護等の現場において、リーダー

として活躍したい、又は、健康寿命の延伸に資する研究を継続したいという意欲のある者」

と、いずれも関心と意欲という側面における評価のみの記載であった。 
 本学における養成する人材像は、「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」及び「健康

づくり実務者」であり、この養成に必要な能力として、「公衆衛生の５つのコア領域に関す

る基本的な知識の修得」、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」、「成果還元と企画立案能

力」、「情報発信と管理・調整能力」の４つのディプロマ・ポリシーを掲げている。 
この４つのディプロマ・ポリシーのうち、「課題発見と評価・分析・研究実施能力」を身

に付けるために、カリキュラム・ポリシーで定める「地域における健康や医療・介護の現状

を適切に評価し、多面的な分析を通じて、課題を発見するとともに、解決に向けた仮説の立

案、研究方法の構築など、研究の基本設計を構築し、実行する能力を身に付ける教育」を適

切に履修できる人材を受け入れるため、アドミッション・ポリシー②として「最新の研究成

果や知見を活用して、既存の枠組みにとらわれることなく、新たな視点で課題を見つけ、解

決に取り組むことのできる者（発見する力）」を追加する。 

また、ディプロマ・ポリシーのうち、「成果還元と企画立案能力」を身に付けるために、

カリキュラム・ポリシーで定める「地域の医療や介護等の現場に研究成果を還元できるよう、
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静岡県の地域資源を活用した健診・医療・介護データを最新の技術を利用して解析し、これ

までの経験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導き出すための教育」を適切に履修

できる人材を受け入れるため、アドミッション・ポリシー③として「医療や介護などの専門

的知識に裏打ちされた貴重な経験を有し、健康課題に対して、実践的な解決策を提示しよう

とする者（改革する力）」を追加する。 

さらに、養成する人材像から、「健康寿命の延伸に取り組む研究者」を除外することとし

たため、従来のアドミッション・ポリシー②は、「大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍したい、又は、健康寿命の延伸に資する研究を継続した

いという意欲のある者」から「研究を継続したい者」を削除し、「大学院修了後も、地域の

医療・介護等の現場において、リーダーとして活躍し、健康寿命の延伸に寄与したいという

意欲のある者（実践する力）」に修正し、アドミッション・ポリシー④とする。 

 
（入学者の選抜方法） 

アドミッション・ポリシーで定めた知識・能力があることを確認するため、入学者の選抜

に当たっては、書類審査（小論文）において、普遍的な課題として、あらかじめ公衆衛生や

最新の健康施策に関する論文等を提示し、その内容に基づいた小論文を完成させることで、

保健・医療に関する基礎知識の有無や、自らの考えを論理的に展開できる論述能力を確認す

る。併せて、志願者自らが選定した課題として、これまでの医療や介護現場における実務経

験で感じた健康課題について、関連する論文や書籍を引用した小論文を完成させることで、

新たな視点で課題を見つけ、解決に取り組み、実践的な解決策を提示し、組織的に実行しよ

うとする能力を確認する。 
また、面接試験においては、公衆衛生に関連した社会的な課題についての質問をすること

で、保健・医療に関する基礎知識を確認するとともに、これまでの医療や介護現場における

実務経験、そこで感じた健康課題、課題解決に向けて本学で学びたい授業科目などについて

質問することで、健康・医療に関する課題意識や、入学後の学修意欲、修了後の地域への貢

献意欲等を確認する。 
 

（３つのポリシーの整合性） 

 アドミッション・ポリシー①に掲げる「健康と医療、環境に対する高い関心とリサーチマ

インドを持っている者」に対して、カリキュラム・ポリシー①に掲げる「国際的に通用する

MPH としての基本的能力を養うため、米国公衆衛生教育協会(CEPH)において基本科目とされ

る「疫学」、「医療統計学」、「環境健康科学」、「行動医科学・ヘルスコミュニケーション学」、

「健康管理・政策学」の５つのコア領域を基盤とした」専門的教育を行うことで、ディプロ

マ・ポリシー①に掲げる「公衆衛生の５つのコア領域（疫学、医療統計学、環境健康科学、

行動医科学・ヘルスコミュニケーション学、健康管理・政策学）の基本的内容を理解」する

ことが可能となる。 

 アドミッション・ポリシー②に掲げる「最新の研究成果や知見を活用して、既存の枠組み

にとらわれることなく、新たな視点で課題を見つけ、解決に取組むことのできる者」に対し

て、カリキュラム・ポリシー②に掲げる「地域における健康や医療・介護の現状を適切に評
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価し、多面的な分析を通じて、課題を発見するとともに、解決に向けた仮説の立案、研究方

法の構築など、研究の基本設計を構築し、実行する能力を身に付ける」専門的教育を行うこ

とで、ディプロマ・ポリシー②に掲げる「地域における健康長寿を阻害する要因を課題とし

て見つけ、多面的に評価、分析し、解決するための科学的な研究計画を自ら立案、実行する

ことのできる能力」を身に付けることが可能となる。 

 アドミッション・ポリシー③に掲げる「医療や介護などの専門的知識に裏打ちされた貴重

な経験を有し、健康課題に対して、実践的な解決策を提示しようとする者」に対して、カリ

キュラム・ポリシー③に掲げる「地域の医療や介護等の現場に研究成果を還元できるよう、

静岡県の地域資源を活用した健診・医療・介護データを最新の技術を利用して解析し、これ

までの経験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導き出すための」専門的教育を行う

ことで、ディプロマ・ポリシー③に掲げる「科学的な知見を活用し、研究により導き出した

成果を医療、介護等の現場へ効果的に還元できる実践的なプログラムとして企画立案するこ

とのできる能力」を身に付けることが可能となる。 
 アドミッション・ポリシー④に掲げる「大学院修了後も、地域の医療・介護等の現場にお

いて、リーダーとして活躍し健康寿命の延伸に寄与したいという意欲のある者」に対して、

カリキュラム・ポリシー④に掲げる「研究成果を地域に効果的に還元するため、医療・介護

の現場などでの関係者の理解を促すヘルスコミュニケーション能力や、多職種連携の中核を

担えるリーダーシップを発揮できる能力の向上を図るための」専門的教育を行うことで、デ

ィプロマ・ポリシー④に掲げる「地域における社会健康医学の実践活動において、関係者と

効果的にコミュニケーションを図り、リーダーシップを発揮して、多職種連携の中核を担え

る能力」を身に付けることが可能となる。 
 
【別紙資料２】ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー・授業科目とアドミッショ

ン・ポリシーの関係 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（67 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（１）アドミッション・ポリシー 

本学には、既に医療や健康に関する基礎

的教育を受け、医療や介護など地域住民の

健康を直接サポートしている第一線で活躍

し経験を積んできた者が、その教育や経験

に上乗せする形で、さらに能力のステップ

アップを図ることを目的に修学することな

どが想定される。 

本学としては入学に際して、次のような

要件を備えた者の応募を期待する。 

（56 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（１）アドミッション・ポリシー 

本学には、既に医療や健康に関する基礎

的教育を受け、医療や介護など地域住民の

健康を直接サポートしている第一線で活躍

し経験を積んできた者が、その教育や経験

に上乗せする形で、さらに能力のステップ

アップを図ることを目的に修学することな

どが想定される。 

本学としては入学に際して、次のような

意欲を持った者の応募を期待する。 
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新 旧 
①健康と医療、環境に対する高い関心とリ

サーチマインドを持っている者（情熱） 

②最新の研究成果や知見を活用して、既存

の枠組みにとらわれることなく、新たな

視点で課題を見つけ、解決に取り組むこ

とのできる者（発見する力） 

③医療や介護などの専門的知識に裏打ちさ

れた貴重な経験を有し、健康課題に対し

て、実践的な解決策を提示しようとする

者（改革する力） 

④大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍し、

健康寿命の延伸に寄与したいという意欲

のある者（実践する力） 

 

＜対象として考えられる職種＞ 

ア 地域に根ざした高度医療専門職 

（略） 

 

イ 健康づくり実務者 

（略） 

 

【削除】 
 

①健康と医療、環境に対する高い関心とリ

サーチマインドを持っている者 

【追加】 

 

 

 

【追加】 

 

 

 

②大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍した

い、又は、健康寿命の延伸に資する研究

を継続したいという意欲のある者 

 

＜対象として考えられる職種＞ 

ア 地域に根ざした高度医療専門職 

（略） 

 

イ 健康づくり実務者 

（略） 

 

ウ 健康寿命の延伸に取り組む研究者 

・医療機関や健診機関で医療データの解析

を行う専門家 

・研究成果を健康増進施策に効果的に結び

付けるための、心理学、生命倫理学、行

動学などの専門家 

・大学を卒業後、ビッグデータの活用や疫

学研究、ゲノムコホート研究の研究職を

目指す者 

（69 ページ） 

（３）入学者の選抜方法、選抜体制 

イ 選抜方法 

（ア）一般入試（６名程度） 

書類審査（小論文）、面接試験、筆記試験

（英語）、により、本学が掲げるアドミッシ

ョン・ポリシーに合致した人物を選抜する。

（58 ページ） 

（３）入学者の選抜方法、選抜体制 

イ 選抜方法 

（ア）一般入試（６名程度） 

書類審査（小論文）、筆記試験（英語）、

面接試験により、本学が掲げるアドミッシ

ョン・ポリシーに合致した人物を選抜する。
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新 旧 
書類審査（小論文）においては、普遍的

な課題として、あらかじめ公衆衛生や最新

の健康施策に関する論文等を提示し、その

内容に基づいた小論文を完成させること

で、保健・医療に関する基礎知識の有無や、

自らの考えを論理的に展開できる論述能力

を確認する。併せて、志願者自らが選定し

た課題として、これまでの医療や介護現場

における実務経験で感じた健康課題につい

て、関連する論文等を引用した小論文を完

成させることで、新たな視点で課題を見つ

け、解決に取り組み、実践的な解決策を提

示し、組織的に実行しようとする能力や意

欲を確認する。 
面接試験においては、公衆衛生に関連し

た社会的な課題について質問することで、

保健・医療に関する基礎知識を確認すると

ともに、これまでの医療や介護現場におけ

る実務経験、そこで感じた健康課題、課題

解決に向けて本学で学びたい授業科目など

について質問することで、健康・医療に関

する課題意識や、入学後の学修意欲、修了

後の地域への貢献意欲等を確認する。 
なお、意欲を確認するため、小論文や面

接試験で尋ねる具体的項目（テーマ）例と

して、以下を想定している。 

・地域医療や保健指導、地域包括ケア等の

現場にて苦労した経験、それに対しどの

ような努力をしてきたか 

・現場で現在直面している課題は何か 

・課題に対して本学で何を学びどう解決し

たいか 

筆記試験では、英語について独自の試験

を実施し、国内外の英語論文を読み、研究

成果を論文・報告書として英語で書くこと

のできる基礎的な英語力を測定する。 

 

（イ）団体等推薦入試（４名程度） 

書類審査（小論文）については、あらか

じめ社会健康医学や健康施策に関する課題

を受験生に提示し、その課題に基づいた小

論文を作成させることで、受験生の専門知

識の他、それぞれの医療や介護現場での経

験等を通じて培ってきた健康と医療、環境

に対する関心を確認する。 

筆記試験では、英語について独自の試験

を実施し、国内外の英語論文を読み、研究

成果を論文・報告書として英語で書くこと

のできる基礎的な英語力を測定する。 

面接試験では、社会健康医学や健康施策

に関連した社会的課題に関する内容の設問

を面接官が質問し、受験者の回答に基づき

討論することにより、アドミッション・ポ

リシーに合致する意欲を持った人物である

ことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）団体等推薦入試（４名程度） 
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新 旧 
受験者（被推薦者）が所属又は勤務する

団体等（病院、地方自治体等）からの推薦

状があるものについては、別途、書類審査

（小論文）及び面接試験による選抜を実施

する。 

書類審査（小論文）及び面接試験につい

ては、一般入試と同様の方法で行う。 

なお、面接試験に関して、団体等からの

推薦状には、受験者の推薦理由として、人

物の評価（受験者の業務内容、取組の姿勢、

業績の評価等）や修学にあたって受験者に

期待することについて記載を求める。また、

受験者が過去に執筆した英語論文又は英語

論文を引用して行った院内報告や地域発表

等の活動実績の記載を求めるとともに、執

筆・引用した英語論文の内容や重要となる

専門用語（キーワード）、その要旨について、

面接試験でその内容を確認する。 

これにより、「健康と医療、環境に対する

高い関心」を確認し、過去の活動実績によ

り、受験者が「健康課題に対して解決策を

提示しようとする能力」や「新たな視点で

課題を見つけ、解決に取り組む能力」を有

することのほか、「英語論文を読む能力」や

「英語の専門用語を理解する能力」を確認

する。 

なお、推薦状を提出することができる団

体として、具体的には、以下のようなもの

を想定している。 
［病院］県立病院、地域医療支援病院、大

学附属病院、その他学長が特に認める病院 
（小規模病院・診療所等を除く） 
［地方自治体］県、県内市町 
［健康保険者］全国健康保険協会県支部、

県国民健康保険団体連合会 
（個別の組合を除く） 
［その他］県病院協会、県医師会、県歯科

医師会、県看護協会、県薬剤師会、健康保

所属する団体等（病院、地方自治体等）

からの推薦状があるものについては、別途、

書類審査（小論文）及び面接試験による選

抜を実施する。 

書類審査（小論文）については、所属す

る団体等の抱える社会健康医学に関する課

題と大学院で学びたいことの関連等につい

て小論文を作成させることで、受験生の専

門知識の他、健康と医療、環境に対する関

心や大学院修了後、現場に戻り、リーダー

として活躍する意欲を確認する。 

また、団体等からの推薦状により、受験

者の意欲の他、大学院での研究を完遂でき

る能力を有することを確認する。 

面接試験では、一般入試と同様、社会健

康医学や健康施策に関連した社会的課題に

関する内容や、入学後に求められる英語力

などに関して面接官が質問することによ

り、アドミッション・ポリシーに合致する

意欲を持った人物であることを確認する。 
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新 旧 
険組合連合会静岡連合会 
 
【別添資料 42】団体等推薦入試における推

薦状 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

６．＜アドミッション・ポリシーと入学者選抜の関係が不明確＞ 

アドミッション・ポリシー及び入学者選抜について、以下の点を是正すること。 

（２）一般入試及び団体等推薦入試の面接試験において、「社会健康医学や健康施策に関す

る内容の設問を面接官が質問し、受験者の回答に基づき討論する」のみでは、アドミ

ッション・ポリシー②に掲げる「地域の医療・介護等の現場において、リーダーとし

て活躍したい、又は、健康寿命の延伸に資する研究を継続したいという意欲」を直接

的に確認することができるか不明確であることから、明確に説明すること。 

 

【対応】 

本学における教育課程を履修できることを担保するため、アドミッション・ポリシー②「最

新の研究成果や知見を活用して、既存の枠組みにとらわれることなく、新たな視点で課題を

見つけ、解決に取り組むことのできる者（発見する力）」、同③「医療や介護などの専門知識

に裏打ちされた貴重な経験を有し、健康課題に対して、実践的な解決策を提示しようとする

者（改革する力）」を追加する。これに伴い、従来のアドミッション・ポリシー②を一部修

正し、同④として、「大学院修了後も、地域の医療・介護等の現場において、リーダーとし

て活躍し健康寿命の延伸に寄与したいという意欲のある者（実践する力）」と設定した。 
新たなアドミッション・ポリシー④に掲げる「地域の医療・介護等の現場において、リー

ダーとして活躍し健康寿命の延伸に寄与したいという意欲」を確認するため、面接試験に加

え、書類審査（小論文）も含めて総合的に判断することを明確に説明し、「設置の趣旨等を

記載した書類」を修正する。 

 
【詳細説明】 

（アドミッション・ポリシーの追加） 

意見６（１）の箇所でも説明したとおり、本学における教育課程を履修するために必要な

能力として、健康や医療に関する高いリサーチマインド（関心）や、地域への貢献意欲はも

とより、科学的知見に基づいた効果的な健康増進施策・疾病予防対策の企画・立案に必要な

能力を身に付ける高度で専門的な教育課程を履修できるだけの、保健・医療に関する基礎知

識を有するとともに、新たな視点で課題解決に取り組み、実践的な解決策を提示し、組織的

に実行できる能力が必要である。 
そのため、アドミッション・ポリシーに、本学における教育課程を履修できることを担保

するため、アドミッション・ポリシー②「最新の研究成果や知見を活用して、既存の枠組み

にとらわれることなく、新たな視点で課題を見つけ、解決に取り組むことのできる者（発見

する力）」、同③「医療や介護などの専門知識に裏打ちされた貴重な経験を有し、健康課題に

対して、実践的な解決策を提示しようとする者（改革する力）」を追加した。 
これに伴い、従来のアドミッション・ポリシー②を一部修正し、同④として、「大学院修

了後も、地域の医療・介護等の現場において、リーダーとして活躍し健康寿命の延伸に寄与

したいという意欲のある者（実践する力）」と設定した。 
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（意欲の確認方法） 

修正後のアドミッション・ポリシー④に掲げる「地域の医療・介護等の現場において、リ

ーダーとして活躍し健康寿命の延伸に寄与したいという意欲」を確認するため、入学者の選

抜に当たり、面接試験だけでなく、書類審査（小論文）も含めて総合的に判断することとし

ている。 
まず、出願時に提出を求める書類審査（小論文）においては、普遍的な課題として、あら

かじめ公衆衛生や最新の健康施策に関する論文等を提示し、その内容に基づいた小論文を完

成させることで、保健・医療に関する基礎知識の有無や、自らの考えを論理的に展開できる

論述能力を確認する。併せて、志願者自らが選定した課題として、これまでの医療や介護現

場における実務経験で感じた健康課題について、関連する論文等を引用した小論文を完成さ

せることで、新たな視点で課題を見つけ、解決に取り組み、実践的な解決策を提示し、組織

的に実行しようとする能力や意欲を確認する。 
面接試験においては、公衆衛生に関連した社会的な課題について質問することで、保健・

医療に関する基礎知識を確認するとともに、事前に提出された小論文の内容や、これまでの

医療や介護現場における実務経験、そこで感じた健康課題、課題解決に向けて本学で学びた

い授業科目などについて質問することで、健康・医療に関する課題意識や、入学後の学修意

欲、修了後の地域への貢献意欲等を確認する。 
なお、意欲を確認するため、小論文や面接試験で尋ねる具体的項目（テーマ）例として、

以下を想定している。 
・ 地域医療や保健指導、地域包括ケア等の現場にて苦労した経験、それに対しどのよう

な努力をしてきたか 
・ 現場で現在直面している課題は何か 
・ 課題に対して本学で何を学びどう解決したいか 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（67 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（１）アドミッション・ポリシー 

本学には、既に医療や健康に関する基礎

的教育を受け、医療や介護など地域住民の

健康を直接サポートしている第一線で活躍

し経験を積んできた者が、その教育や経験

に上乗せする形で、さらに能力のステップ

アップを図ることを目的に修学することな

どが想定される。 

本学としては入学に際して、次のような

要件を備えた者の応募を期待する。 

①健康と医療、環境に対する高い関心とリ

（56 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（１）アドミッション・ポリシー 

本学には、既に医療や健康に関する基礎

的教育を受け、医療や介護など地域住民の

健康を直接サポートしている第一線で活躍

し経験を積んできた者が、その教育や経験

に上乗せする形で、さらに能力のステップ

アップを図ることを目的に修学することな

どが想定される。 

本学としては入学に際して、次のような

意欲を持った者の応募を期待する。 

①健康と医療、環境に対する高い関心とリ
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新 旧 
サーチマインドを持っている者（情熱） 

②最新の研究成果や知見を活用して、既存

の枠組みにとらわれることなく、新たな

視点で課題を見つけ、解決に取り組むこ

とのできる者（発見する力） 

③医療や介護などの専門的知識に裏打ちさ

れた貴重な経験を有し、健康課題に対し

て、実践的な解決策を提示しようとする

者（改革する力） 

④大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍し、

健康寿命の延伸に寄与したいという意欲

のある者（実践する力） 

 

＜対象として考えられる職種＞ 

ア 地域に根ざした高度医療専門職 

（略） 

イ 健康づくり実務者 

（略） 

【削除】 
 

サーチマインドを持っている者 

【追加】 

 

 

 

【追加】 

 

 

 

②大学院修了後も、地域の医療・介護等の

現場において、リーダーとして活躍した

い、又は、健康寿命の延伸に資する研究

を継続したいという意欲のある者 

 

＜対象として考えられる職種＞ 

ア 地域に根ざした高度医療専門職 

（略） 

イ 健康づくり実務者 

（略） 

ウ 健康寿命の延伸に取り組む研究者 

・医療機関や健診機関で医療データの解析

を行う専門家 

・研究成果を健康増進施策に効果的に結び

付けるための、心理学、生命倫理学、行

動学などの専門家 

・大学を卒業後、ビッグデータの活用や疫

学研究、ゲノムコホート研究の研究職を

目指す者 

（69 ページ） 

（３）入学者の選抜方法、選抜体制 

イ 選抜方法 

（ア）一般入試（６名程度） 

書類審査（小論文）、面接試験、筆記試験

（英語）、により、本学が掲げるアドミッシ

ョン・ポリシーに合致した人物を選抜する。

書類審査（小論文）においては、普遍的

な課題として、あらかじめ公衆衛生や最新

の健康施策に関する論文等を提示し、その

（58 ページ） 

（３）入学者の選抜方法、選抜体制 

イ 選抜方法 

（ア）一般入試（６名程度） 

書類審査（小論文）、筆記試験（英語）、

面接試験により、本学が掲げるアドミッシ

ョン・ポリシーに合致した人物を選抜する。

書類審査（小論文）については、あらか

じめ社会健康医学や健康施策に関する課題

を受験生に提示し、その課題に基づいた小
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新 旧 
内容に基づいた小論文を完成させること

で、保健・医療に関する基礎知識の有無や、

自らの考えを論理的に展開できる論述能力

を確認する。併せて、志願者自らが選定し

た課題として、これまでの医療や介護現場

における実務経験で感じた健康課題につい

て、関連する論文等を引用した小論文を完

成させることで、新たな視点で課題を見つ

け、解決に取り組み、実践的な解決策を提

示し、組織的に実行しようとする能力や意

欲を確認する。 
面接試験においては、公衆衛生に関連し

た社会的な課題について質問することで、

保健・医療に関する基礎知識を確認すると

ともに、これまでの医療や介護現場におけ

る実務経験、そこで感じた健康課題、課題

解決に向けて本学で学びたい授業科目など

について質問することで、健康・医療に関

する課題意識や、入学後の学修意欲、修了

後の地域への貢献意欲等を確認する。 
なお、意欲を確認するため、小論文や面

接試験で尋ねる具体的項目（テーマ）例と

して、以下を想定している。 

・地域医療や保健指導、地域包括ケア等の

現場にて苦労した経験、それに対しどの

ような努力をしてきたか 

・現場で現在直面している課題は何か 

・課題に対して本学で何を学びどう解決し

たいか 

筆記試験では、英語について独自の試験

を実施し、国内外の英語論文を読み、研究

成果を論文・報告書として英語で書くこと

のできる基礎的な英語力を測定する。 

（イ）団体等推薦入試（４名程度） 

受験者（被推薦者）が所属又は勤務する

団体等（病院、地方自治体等）からの推薦

状があるものについては、別途、書類審査

（小論文）及び面接試験による選抜を実施

論文を作成させることで、受験生の専門知

識の他、それぞれの医療や介護現場での経

験等を通じて培ってきた健康と医療、環境

に対する関心を確認する。 

筆記試験では、英語について独自の試験

を実施し、国内外の英語論文を読み、研究

成果を論文・報告書として英語で書くこと

のできる基礎的な英語力を測定する。 

面接試験では、社会健康医学や健康施策

に関連した社会的課題に関する内容の設問

を面接官が質問し、受験者の回答に基づき

討論することにより、アドミッション・ポ

リシーに合致する意欲を持った人物である

ことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）団体等推薦入試（４名程度） 

所属する団体等（病院、地方自治体等）

からの推薦状があるものについては、別途、

書類審査（小論文）及び面接試験による選

抜を実施する。 
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新 旧 
する。 

書類審査（小論文）及び面接試験につい

ては、一般入試と同様の方法で行う。 

なお、面接試験に関して、団体等からの

推薦状には、受験者の推薦理由として、人

物の評価（受験者の業務内容、取組の姿勢、

業績の評価等）や修学にあたって受験者に

期待することについて記載を求める。また、

受験者が過去に執筆した英語論文又は英語

論文を引用して行った院内報告や地域発表

等の活動実績の記載を求めるとともに、執

筆・引用した英語論文の内容や重要となる

専門用語（キーワード）、その要旨について、

面接試験でその内容を確認する。 

これにより、「健康と医療、環境に対する

高い関心」を確認し、過去の活動実績によ

り、受験者が「健康課題に対して解決策を

提示しようとする能力」や「新たな視点で

課題を見つけ、解決に取り組む能力」を有

することのほか、「英語論文を読む能力」や

「英語の専門用語を理解する能力」を確認

する。 

なお、推薦状を提出することができる団

体として、具体的には、以下のようなもの

を想定している。 
［病院］県立病院、地域医療支援病院、大

学附属病院、その他学長が特に認める病院 
（小規模病院・診療所等を除く） 
［地方自治体］県、県内市町 
［健康保険者］全国健康保険協会県支部、

県国民健康保険団体連合会 
（個別の組合を除く） 
［その他］県病院協会、県医師会、県歯科

医師会、県看護協会、県薬剤師会、健康保

険組合連合会静岡連合会 
 
【別添資料 42】団体等推薦入試における推

薦状 

書類審査（小論文）については、所属す

る団体等の抱える社会健康医学に関する課

題と大学院で学びたいことの関連等につい

て小論文を作成させることで、受験生の専

門知識の他、健康と医療、環境に対する関

心や大学院修了後、現場に戻り、リーダー

として活躍する意欲を確認する。 

また、団体等からの推薦状により、受験

者の意欲の他、大学院での研究を完遂でき

る能力を有することを確認する。 

面接試験では、一般入試と同様、社会健

康医学や健康施策に関連した社会的課題に

関する内容や、入学後に求められる英語力

などに関して面接官が質問することによ

り、アドミッション・ポリシーに合致する

意欲を持った人物であることを確認する。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

６．＜アドミッション・ポリシーと入学者選抜の関係が不明確＞ 

アドミッション・ポリシー及び入学者選抜について、以下の点を是正すること。 

（３）団体等推薦入試において、推薦状を提出することができる「所属する団体等（病院、

地方自治体等）」が、何に所属する団体等を指すものか不明確であることから、具体

的に説明すること。また、同入試では、所属する団体等からの推薦状により、「大学

院での研究を完遂できる能力を有することを確認する」とのことだが、具体的に推薦

状にどのようなことが記載され、それをどのように評価するかが不明確であることか

ら、明確に説明すること。 

 

【対応】 

推薦状を提出することができる団体等や推薦状への記載内容及びその評価方法を明確に

説明し、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
 
【詳細説明】 

（所属団体等の具体例） 

推薦状を提出することができる「所属する団体」とは、「被推薦者（受験者）が所属又は

勤務する団体」である。具体的には、以下のようなものを想定している（【別紙資料５】団

体等推薦入試における推薦状）。 
［病院］県立病院、地域医療支援病院、大学附属病院、その他学長が特に認める病院 

（小規模病院・診療所等を除く） 
［地方自治体］県、県内市町 
［健康保険者］全国健康保険協会県支部、県国民健康保険団体連合会（個別の組合を除く） 
［その他］県病院協会、県医師会、県歯科医師会、県看護協会、県薬剤師会、健康保険組合

連合会静岡連合会 
 
本学の養成する人材像のうち、高度医療専門職を推薦する団体等としては、病院、診療所、

介護事業所、薬局等が想定されるが、推薦者には、アドミッション・ポリシーに掲げる以下

の４点を満たす者を推薦してもらう必要がある。 

① 健康と医療、環境に対する高い関心とリサーチマインドを持っている者（情熱） 

② 最新の研究成果や知見を活用して、既存の枠組みにとらわれることなく、新たな視点

で課題を見つけ、解決に取り組むことのできる者（発見する力） 
③ 医療や介護などの専門的知識に裏打ちされた貴重な経験を有し、健康課題に対して、

実践的な解決策を提示しようとする者（改革する力） 

④ 大学院修了後も、地域の医療・介護等の現場において、リーダーとして活躍し、健康

寿命の延伸に寄与したいという意欲のある者（実践する力） 

また、本学は地域医療のリーダーとなる高度医療専門職を育成し、地域に人材を輩出して

いくことを目的としていることから、修学後、現場に戻って、学修した科学的知見を活かす
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機会の多い者を推薦してもらうことが望ましい。 

地域医療の中核を担う地域医療支援病院等であれば、多様な人材に富んでいるほか、地域

における特殊な事例や症例も集約されることから、これらを通した多様な経験を有しており、

アドミッション・ポリシーを満たす者も多く在職していると考えられる。また、現場に戻っ

て、学修した科学的知見を活かす機会にも恵まれていると考えられ、院長等が上記を満たす

者を直接推薦する形とする。 

一方で、他の小規模な病院、診療所等に勤務している者については、被推薦者（受験者）

と普段から接する機会が多く、アドミッション・ポリシーで定める意欲や能力があることを

熟知している部門長や所長などの推薦に基づき、県の病院協会、医師会及び看護協会といっ

た県単位の組織に集約して、当該協会が最終的に推薦する形とする。 
また、健康づくり実務者を推薦する団体等としては、県や県内市町のほか、健康保険者が

想定されるが、推薦者には、アドミッション・ポリシーに掲げる上記の４点を満たす者を推

薦してもらう必要がある。 

本学は各地域の現場で健康指導や健康増進施策や疾病予防対策等を担う健康づくり実務

者の育成を目的としていることから、高度医療専門職同様、修学後、現場に戻って、学修し

た科学的知見を活かす機会の多い者を推薦してもらうことが望ましい。 

地方公共団体である県や市町、県全体を対象として事業を行う全国健康保険協会県支部等

であれば、多様な人材に富んでいるほか、地域における特殊な事例も集約されることから、

これらを通した多様な経験を有しており、アドミッション・ポリシーを満たす者も多く在職

していると考えられる。また、現場に戻って、学修した科学的知見を活かす機会にも恵まれ

ていると考えられ、首長等が上記を満たす者を直接推薦する形とする。 

一方で、個別の企業が設立する健康保険組合等に勤務している者については、被推薦者（受

験者）と普段から接する機会が多く、アドミッション・ポリシーで定める意欲や能力がある

ことを熟知している部門長や所長などの推薦に基づき、健康保険組合連合会静岡連合会とい

った県単位の組織に集約して、当該連合会が最終的に推薦する形とする。 
以上の理由から、推薦状を提出することができる団体等としては、冒頭に記載した具体例

を想定している。 
（推薦状の記載内容及び評価） 

推薦状には、受験者の推薦理由として、人物の評価（受験者の業務内容、取組の姿勢、業

績の評価等）や修学にあたって受験者に期待することについて記載を求めるほか、受験者が

過去に執筆した英語論文又は英語論文を引用して行った院内報告や地域発表等の活動実績

の記載を求める。 
人物の評価により、「健康と医療、環境に対する高い関心」を確認し、過去の活動実績に

より、受験者が「健康課題に対して解決策を提示しようとする能力」や「新たな視点で課題

を見つけ、解決に取り組む能力」を有することのほか、「英語論文を読む能力」や「英語の

専門用語を理解する能力」を確認する。 
また、面接試験において、大学院大学修了後、ここで得た知識をどのように活用したいか

確認し、推薦状に記載された受験者に期待することと合致しているかを確認することにより、

「大学院修了後、現場に戻り、リーダーとして活躍する意欲」を確認する。 

67



 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（69 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（３）入学者の選抜方法、選抜体制 

イ 選抜方法 

（ア）一般入試（６名程度） 

書類審査（小論文）、面接試験、筆記試験

（英語）、により、本学が掲げるアドミッシ

ョン・ポリシーに合致した人物を選抜する。

書類審査（小論文）においては、普遍的

な課題として、あらかじめ公衆衛生や最新

の健康施策に関する論文等を提示し、その

内容に基づいた小論文を完成させること

で、保健・医療に関する基礎知識の有無や、

自らの考えを論理的に展開できる論述能力

を確認する。併せて、志願者自らが選定し

た課題として、これまでの医療や介護現場

における実務経験で感じた健康課題につい

て、関連する論文等を引用した小論文を完

成させることで、新たな視点で課題を見つ

け、解決に取り組み、実践的な解決策を提

示し、組織的に実行しようとする能力や意

欲を確認する。 
面接試験においては、公衆衛生に関連し

た社会的な課題について質問することで、

保健・医療に関する基礎知識を確認すると

ともに、これまでの医療や介護現場におけ

る実務経験、そこで感じた健康課題、課題

解決に向けて本学で学びたい授業科目など

について質問することで、健康・医療に関

する課題意識や、入学後の学修意欲、修了

後の地域への貢献意欲等を確認する。 
なお、意欲を確認するため、小論文や面

接試験で尋ねる具体的項目（テーマ）例と

して、以下を想定している。 

・地域医療や保健指導、地域包括ケア等の

現場にて苦労した経験、それに対しどの

（58 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（３）入学者の選抜方法、選抜体制 

イ 選抜方法 

（ア）一般入試（６名程度） 

書類審査（小論文）、筆記試験（英語）、

面接試験により、本学が掲げるアドミッシ

ョン・ポリシーに合致した人物を選抜する。

書類審査（小論文）については、あらか

じめ社会健康医学や健康施策に関する課題

を受験生に提示し、その課題に基づいた小

論文を作成させることで、受験生の専門知

識の他、それぞれの医療や介護現場での経

験等を通じて培ってきた健康と医療、環境

に対する関心を確認する。 

筆記試験では、英語について独自の試験

を実施し、国内外の英語論文を読み、研究

成果を論文・報告書として英語で書くこと

のできる基礎的な英語力を測定する。 

面接試験では、社会健康医学や健康施策

に関連した社会的課題に関する内容の設問

を面接官が質問し、受験者の回答に基づき

討論することにより、アドミッション・ポ

リシーに合致する意欲を持った人物である

ことを確認する。 
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新 旧 
ような努力をしてきたか 

・現場で現在直面している課題は何か 

・課題に対して本学で何を学びどう解決し

たいか 

筆記試験では、英語について独自の試験

を実施し、国内外の英語論文を読み、研究

成果を論文・報告書として英語で書くこと

のできる基礎的な英語力を測定する。 

 

（イ）団体等推薦入試（４名程度） 

受験者（被推薦者）が所属又は勤務する

団体等（病院、地方自治体等）からの推薦

状があるものについては、別途、書類審査

（小論文）及び面接試験による選抜を実施

する。 

書類審査（小論文）及び面接試験につい

ては、一般入試と同様の方法で行う。 

なお、面接試験に関して、団体等からの

推薦状には、受験者の推薦理由として、人

物の評価（受験者の業務内容、取組の姿勢、

業績の評価等）や修学にあたって受験者に

期待することについて記載を求める。また、

受験者が過去に執筆した英語論文又は英語

論文を引用して行った院内報告や地域発表

等の活動実績の記載を求めるとともに、執

筆・引用した英語論文の内容や重要となる

専門用語（キーワード）、その要旨について、

面接試験でその内容を確認する。 

これにより、「健康と医療、環境に対する

高い関心」を確認し、過去の活動実績によ

り、受験者が「健康課題に対して解決策を

提示しようとする能力」や「新たな視点で

課題を見つけ、解決に取り組む能力」を有

することのほか、「英語論文を読む能力」や

「英語の専門用語を理解する能力」を確認

する。 

なお、推薦状を提出することができる団

体として、具体的には、以下のようなもの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）団体等推薦入試（４名程度） 

所属する団体等（病院、地方自治体等）

からの推薦状があるものについては、別途、

書類審査（小論文）及び面接試験による選

抜を実施する。 

書類審査（小論文）については、所属す

る団体等の抱える社会健康医学に関する課

題と大学院で学びたいことの関連等につい

て小論文を作成させることで、受験生の専

門知識の他、健康と医療、環境に対する関

心や大学院修了後、現場に戻り、リーダー

として活躍する意欲を確認する。 

また、団体等からの推薦状により、受験

者の意欲の他、大学院での研究を完遂でき

る能力を有することを確認する。 

面接試験では、一般入試と同様、社会健

康医学や健康施策に関連した社会的課題に

関する内容や、入学後に求められる英語力

などに関して面接官が質問することによ

り、アドミッション・ポリシーに合致する

意欲を持った人物であることを確認する。 
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新 旧 
を想定している。 
［病院］県立病院、地域医療支援病院、大

学附属病院、その他学長が特に認める病院 
（小規模病院・診療所等を除く） 
［地方自治体］県、県内市町 
［健康保険者］全国健康保険協会県支部、

県国民健康保険団体連合会 
（個別の組合を除く） 
［その他］県病院協会、県医師会、県歯科

医師会、県看護協会、県薬剤師会、健康保

険組合連合会静岡連合会 
 
【別添資料 42】団体等推薦入試における推

薦状 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

６．＜アドミッション・ポリシーと入学者選抜の関係が不明確＞ 

アドミッション・ポリシー及び入学者選抜について、以下の点を是正すること。 

（４）団体等推薦入試について、入学後に求められる英語などに関して面接試験で質問する

ことで、アドミッション・ポリシーに合致した英語力を担保することができるか不明

確であることから、明確に説明すること。 

 

【対応】 

 推薦状に、英語力の確認できる過去の実績を記載させ、より明確に本学が求める英語力

（「英語論文を読む能力」「英語の専門用語を理解する能力」）を確認することを説明し、「設

置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

 

【詳細説明】 

 団体等推薦入試については、英語力を確認する方法として、入学後に求められる英語など

に関して面接試験で質問することのみを記載していたが、この方法をより明確にするため、

団体等の推薦状に記載する内容を「設置の趣旨等を記載した書類」に詳細に記載することと

する（【別紙資料５】団体等推薦入試における推薦状）。 
推薦状には、受験者が過去に執筆した英語論文、英語論文を引用して行った院内報告や地

域発表等の活動実績の記載を求める。また、執筆・引用した英語論文の内容や重要となる専

門用語（キーワード）、その要旨について、面接試験でその内容を確認することで、受験者

が「英語論文を読む能力」や「英語の専門用語を理解する能力」を有することを確認する。 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（69 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（３）入学者の選抜方法、選抜体制 

イ 選抜方法 

（ア）一般入試（６名程度） 

書類審査（小論文）、面接試験、筆記試験

（英語）、により、本学が掲げるアドミッシ

ョン・ポリシーに合致した人物を選抜する。

書類審査（小論文）においては、普遍的

な課題として、あらかじめ公衆衛生や最新

の健康施策に関する論文等を提示し、その

内容に基づいた小論文を完成させること

で、保健・医療に関する基礎知識の有無や、

自らの考えを論理的に展開できる論述能力

（58 ページ） 

８ 入学者選抜の概要 

（３）入学者の選抜方法、選抜体制 

イ 選抜方法 

（ア）一般入試（６名程度） 

書類審査（小論文）、筆記試験（英語）、

面接試験により、本学が掲げるアドミッシ

ョン・ポリシーに合致した人物を選抜する。

書類審査（小論文）については、あらか

じめ社会健康医学や健康施策に関する課題

を受験生に提示し、その課題に基づいた小

論文を作成させることで、受験生の専門知

識の他、それぞれの医療や介護現場での経

験等を通じて培ってきた健康と医療、環境
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新 旧 
を確認する。併せて、志願者自らが選定し

た課題として、これまでの医療や介護現場

における実務経験で感じた健康課題につい

て、関連する論文等を引用した小論文を完

成させることで、新たな視点で課題を見つ

け、解決に取り組み、実践的な解決策を提

示し、組織的に実行しようとする能力や意

欲を確認する。 
面接試験においては、公衆衛生に関連し

た社会的な課題について質問することで、

保健・医療に関する基礎知識を確認すると

ともに、これまでの医療や介護現場におけ

る実務経験、そこで感じた健康課題、課題

解決に向けて本学で学びたい授業科目など

について質問することで、健康・医療に関

する課題意識や、入学後の学修意欲、修了

後の地域への貢献意欲等を確認する。 
なお、意欲を確認するため、小論文や面

接試験で尋ねる具体的項目（テーマ）例と

して、以下を想定している。 

・地域医療や保健指導、地域包括ケア等の

現場にて苦労した経験、それに対しどの

ような努力をしてきたか 

・現場で現在直面している課題は何か 

・課題に対して本学で何を学びどう解決し

たいか 

筆記試験では、英語について独自の試験

を実施し、国内外の英語論文を読み、研究

成果を論文・報告書として英語で書くこと

のできる基礎的な英語力を測定する。 

 

（イ）団体等推薦入試（４名程度） 

受験者（被推薦者）が所属又は勤務する

団体等（病院、地方自治体等）からの推薦

状があるものについては、別途、書類審査

（小論文）及び面接試験による選抜を実施

する。 

書類審査（小論文）及び面接試験につい

に対する関心を確認する。 

筆記試験では、英語について独自の試験

を実施し、国内外の英語論文を読み、研究

成果を論文・報告書として英語で書くこと

のできる基礎的な英語力を測定する。 

面接試験では、社会健康医学や健康施策

に関連した社会的課題に関する内容の設問

を面接官が質問し、受験者の回答に基づき

討論することにより、アドミッション・ポ

リシーに合致する意欲を持った人物である

ことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）団体等推薦入試（４名程度） 

所属する団体等（病院、地方自治体等）

からの推薦状があるものについては、別途、

書類審査（小論文）及び面接試験による選

抜を実施する。 

書類審査（小論文）については、所属す

る団体等の抱える社会健康医学に関する課

72



新 旧 
ては、一般入試と同様の方法で行う。 

なお、面接試験に関して、団体等からの

推薦状には、受験者の推薦理由として、人

物の評価（受験者の業務内容、取組の姿勢、

業績の評価等）や修学にあたって受験者に

期待することについて記載を求める。また、

受験者が過去に執筆した英語論文又は英語

論文を引用して行った院内報告や地域発表

等の活動実績の記載を求めるとともに、執

筆・引用した英語論文の内容や重要となる

専門用語（キーワード）、その要旨について、

面接試験でその内容を確認する。 

これにより、「健康と医療、環境に対する

高い関心」を確認し、過去の活動実績によ

り、受験者が「健康課題に対して解決策を

提示しようとする能力」や「新たな視点で

課題を見つけ、解決に取り組む能力」を有

することのほか、「英語論文を読む能力」や

「英語の専門用語を理解する能力」を確認

する。 

なお、推薦状を提出することができる団

体として、具体的には、以下のようなもの

を想定している。 
［病院］県立病院、地域医療支援病院、大

学附属病院、その他学長が特に認める病院 
（小規模病院・診療所等を除く） 
［地方自治体］県、県内市町 
［健康保険者］全国健康保険協会県支部、

県国民健康保険団体連合会 
（個別の組合を除く） 
［その他］県病院協会、県医師会、県歯科

医師会、県看護協会、県薬剤師会、健康保

険組合連合会静岡連合会 
 
【別添資料 42】団体等推薦入試における推

薦状 

題と大学院で学びたいことの関連等につい

て小論文を作成させることで、受験生の専

門知識の他、健康と医療、環境に対する関

心や大学院修了後、現場に戻り、リーダー

として活躍する意欲を確認する。 

また、団体等からの推薦状により、受験

者の意欲の他、大学院での研究を完遂でき

る能力を有することを確認する。 

面接試験では、一般入試と同様、社会健

康医学や健康施策に関連した社会的課題に

関する内容や、入学後に求められる英語力

などに関して面接官が質問することによ

り、アドミッション・ポリシーに合致する

意欲を持った人物であることを確認する。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

６．＜アドミッション・ポリシーと入学者選抜の関係が不明確＞ 

アドミッション・ポリシー及び入学者選抜について、以下の点を是正すること。 

（５）留学生を受け入れる意思があるのか不明確であることから、明確に説明すること。ま

た、仮に留学生の受入れを考えている場合には、具体的な選抜方法、日本語能力や経

費支弁能力の確認など、留学生の入学に関する選抜方法等について明確に説明するこ

と。 

 

【対応】 

本学では、入学者選抜に当たり特別な「留学生枠」を設けることは考えていないことを説

明する。 

 

【詳細説明】 

 本学の学生は、国内外の英語論文を読み、研究成果を論文・報告書として英語で書くこと

のできる基礎的な英語力は必要とするが、授業自体は全ての科目を日本語で行う。 
このため、全ての学生にとって日本語の理解力があることを前提とし、留学生に対しても、

特別の入試方法を用意するのではなく、日本語による一般入試・団体等推薦入試を課すこと

としている。よって、特別な「留学生枠」を設けることは考えていない。 
仮に、海外からの留学生が入学することになった場合、原則、日本語の理解度が高いこと

が前提であるが、留学生への支援としては、外国人専任教員や、海外留学・研究経験のある

専任教員が複数在籍していることから、学修や生活する上での相談等を気軽に行えるように

配慮していく。 
 経費支弁能力の確認については、本学は、医療や介護の現場で活躍している社会人の入学

を主に想定しているため、教育課程の履修に当たって、遠隔講義システムの活用や学生の理

解度・到達度に応じた補習の実施など、各学生の勤務状況等に応じた配慮が必要となる場合

がありうることから、入学願書に就労状況の記載欄を設けるとともに、全ての受験生に対し、

入学者選抜の面接試験において、経費支弁能力も考慮しつつ就労状況を確認する。また、留

学生の入学後は、在留期間の確認を定期的に実施するとともに、１年次前期に決定する当該

学生の研究指導教員、研究指導補助教員と事務局職員が連携して、学修や生活する上での相

談等を受ける際に、生活環境等に変化がないか常に気を配っていく。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

７．＜学生確保の見通しが不明確＞ 

学生確保の見通しについて、関係機関の協力の下、入学を想定する職種を対象に入学意

向（需要）調査を実施し、「入学したい」と回答した者が入学定員を超えていることを

もって説明されているが、本調査結果では、「入学したい」と回答した者の具体的な入

学時期が明示されておらず、中長期的な学生確保が可能かどうか不明確である。中長期

的かつ安定的な学生の確保について、客観的な根拠を明示した上で、具体的に説明する

こと。また、「入学したい」と回答した者の職種も明らかにした上で、本学が掲げる各

養成する人材像に合致する学生が十分に確保ができる見通しを明らかにすること。 

 

【対応】 

 入学意向（需要）調査の結果、近隣都県の公衆衛生大学院の状況、設置団体の職員への入

学勧奨、学生確保に向けた連携協定、採用意向（人材需要）調査の結果の観点から、中長期

的かつ安定的な学生の確保が見込まれること、養成する人材像に合致する学生が確保できる

見通しであることを説明し、「学生の確保の見通し等を記載した書類」を修正する。 
 
【詳細説明】 

（「入学したい」と回答した者の具体的な入学時期） 

「学生の確保の見通し等を記載した書類」において、本学の設置に当たっての基礎資料と

して、入学意向（需要）調査を平成 30 年８月及び令和元年７月の２回実施し、「その結果、

本学に入学したいと回答した者が、２回の調査とも入学定員である 10 人を超えていた。」と

説明をしたところである。 

２回の調査のうち、特に令和元年度の調査は、直近の入学意向を確認することを目的とし

て実施しており、調査票及び概要資料において令和３年（2021 年）４月に開学を予定してい

ることを明示して調査を行っている。その結果、14 人（3.6％）から「入学したい」との回

答があり、本学の定員確保が可能であることを確認している。なお、この 14 人の職種内訳

は、医師４、保健師４、看護師・助産師２、薬剤師、栄養士、診療放射線技師、作業療法士

各１であり、本学の養成しようとする人材像にも合致したものとなっている。 

（中長期的かつ安定的な学生確保に向けた対応） 

（入学意向（需要）調査の結果） 

令和元年度の入学意向（需要）調査において、静岡社会健康医学大学院大学（仮称）に興

味を示した 384 人のうち、前述のとおり「入学したい」とした者が 14 人（3.6％）、「入学を

検討したい」とした者が 79 人（20.6％）存在した。 

このうち、「入学を検討したい」とした 79人は、令和３年４月の開学時点ではないにしろ、

本学への入学について強い興味を持っている者であり、中長期的な潜在的入学希望者と言え

る。 

また、開学年を明示せずに行った、平成 30 年度の入学意向（需要）調査において、静岡

県が設置を検討している社会健康医学系大学院大学（仮称）に興味があり、かつ、入学意向
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について回答のあった 472 人のうち、「入学したい」とした者が 47 人（10.0％）、「機会があ

れば入学したい」とした者が 189 人（40.0％）、「将来必要を感じたら入学を考える」とした

ものが 179 人（37.9％）、これらを合わせた、何らかの入学意向がある者は 415 人（87.9％）

を数えている。 

これらの者も、今後本学が実績を積み重ね、実績を地域に還元することで、入学について

検討することが考えられ、潜在的な入学希望者として、中長期的な確保につながる一つの根

拠と考えている。 

特に、「入学したい」とした 47 人（医師 12、保健師７、看護師・助産師５、薬剤師４、診

療放射線技師４、栄養士３、臨床検査技師３、理学療法士２、大学教員２、臨床工学技士、

作業療法士、社会福祉士各１、その他２）は、その中でも入学意向の高い者であり、仮に、

令和元年度の調査で「入学したい」とした 14人と全て重複したとしても、少なくとも 33 人

は、職場環境等様々な要因から令和３年４月には入学できないが、入学に向けた環境整備を

進めることにより、それ以降に入学することが強く期待される。 

以上から、中長期的な潜在入学希望者が一定程度存在すると言える。 

（近隣都県の公衆衛生大学院の状況） 

令和元年 10 月時点において、近隣都県（東京都、神奈川県及び愛知県）では、公衆衛生

大学院修士課程（専門職学位課程を含む）が国立大学３校、公立大学１校、私立大学３校で

設置されている。 

各大学院のホームページ等により、過去３年の志願者数及び入学者数を調査した結果、直

近の平成 31 年度（令和元年度）では、ほとんどの大学院で定員が充足されており、入学希

望の全てを満たしているわけではないこと、また、現時点で中部ブロック内の公衆衛生大学

院が、名古屋大学大学院公衆衛生コースのみであることを踏まえると、静岡県での公衆衛生

大学院には一定程度のニーズがあるといえる。 

（設置団体の職員への入学勧奨） 

設置団体である静岡県では、広い視野と先見性、創造性を備えた職員を養成するため、職

員のキャリア形成希望も踏まえ、国内外の大学や、国・民間の研究機関等へ職員を派遣する

派遣研修制度を設けており、例えば、政策研究大学院大学（修士課程）へは毎年度１名を継

続的に派遣している。 

開学に当たり、設置団体として、当該派遣研修制度の研修先として本学を組み入れること

を予定しており、看護師や薬剤師等の資格を有する職員や、保健師として地域の健康づくり

に携わっている職員を中心に、本学へ積極的かつ継続的に派遣する。 

（学生確保に向けた連携協定） 

校舎予定地に隣接するとともに、静岡県の委託事業として、リサーチサポートセンターに

おいて社会健康医学研究を進めている県立総合病院を運営する、地方独立行政法人静岡県立

病院機構は、医学研究のより一層の連携を図ることなどを目的に、慶應義塾大学医学部・同

大学院医学研究科と連携協定を締結し、職員が働きながら研究や学位取得などが可能となる

仕組みを構築している。 

開学後は本学も、同様の連携協定を静岡県立病院機構と締結することを予定しており、地

理的近接性やこれまでの社会健康医学研究を通じた繋がりなどを最大限に活かし、学生の継
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続的な確保に努めていく。 

また同様に、学生の出身元となる、大学・病院・行政機関・各種団体に対しても、定期的

に職員を送り出してもらえるような仕組みなど、学生の継続的な確保と修学後の活躍の場の

確保等の包括的な協力関係を構築するため、以下のとおり各団体と協定を締結するなどの連

携方策を検討している。 

［病院］県立病院、地域医療支援病院、大学附属病院、その他学長が特に認める病院 
（小規模病院・診療所等を除く） 

［地方自治体］県、県内市町 
［健康保険者］全国健康保険協会県支部、県国民健康保険団体連合会（個別の組合を除く） 
［その他］県病院協会、県医師会、県歯科医師会、県看護協会、県薬剤師会、健康保険組合

連合会静岡連合会 
（製薬会社等との連携） 
県内の製薬会社と意見交換を行ったところ、「製薬会社の中においても、社会健康医学分

野で様々な角度から高度な専門性を身に付け、幅広い領域での健康課題に取り組む人材が必

要になっており、薬剤師資格を有する社員が学び、MPH を取得し、それを活かすことで社会

の健康寿命延伸に寄与すべく、勤務上の格別の配慮をするなどの対応の上、長期的かつ定期

的に入学者勧奨を行いたい。」との申し出があったところであり（【別紙資料６】「静岡社会

健康医学大学院大学（仮称）」への入学勧奨について）、製薬会社等が自社の社員の人材育成

を行う上で、本学に求める期待は大きいものと考えられる。 
そのため、製薬会社を始めとした県内外の保健・医療関連企業を積極的に訪問し、本学の

周知や受験者の掘り起こしを行うことで、学生の継続的な確保につなげていく。 
（採用意向（人材需要）調査の結果） 
県内の病院や行政機関等の採用担当者を対象に、修了者の採用意向や自団体職員の入学勧

奨意向について尋ねた、令和元年度の採用意向（人材需要）調査において、「職員が（仮称）

静岡社会健康医学大学院大学で学びたいと希望した場合の入学奨励」について、「積極的に

勧める」が３団体（4.8％）、「勧める」が 14団体（22.2％）、「希望する職員によっては勧め

る」が 24 団体（38.1％）これらを合わせた、入学を何らかの形で「勧める」とした団体が

41 団体（65.1％）に上った。また、「職員の学位取得等支援制度」を有するか、制度はない

がケースバイケースで判断して支援しているとした団体が 51 団体（80.9％）に上った。 

なかでも、入学を何らかの形で「勧める」とした 41 団体のうち 17 団体が市町等行政機関

であり、そのうち 12 団体（７割）が、大学院大学の人材や研究分野が当該行政機関若しく

は社会・地域において必要であると回答しており、市町の健康行政に関わる実務者にとって

本学で学ぶことは、業務上も極めて有益であることから、既に複数の市町と、職員が入学し

やすい諸条件についての意見交換を始めている。これら市町を含めた各団体に対して、職員

へ入学を勧奨するよう積極的に求めていく。 

したがって、中長期的な学生確保に向け、自団体職員を送り出す立場の県内病院や行政機

関等の後押しも期待できるといえる。 

（結び） 

 以上のとおり、入学意向（需要）調査の結果、近隣都県の公衆衛生大学院の状況、学生確
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保に向けた連携協定、採用意向（人材需要）調査の結果の観点から、中長期的かつ安定的な

学生の確保については問題がないものと考えている。 

（養成する人材像に合致する学生の確保） 

令和３年（2021 年）４月に開学を予定していることを明示して行った、令和元年度の入学

意向（需要）調査において、「入学したい」と回答した者は 14 人（3.6％）で、これらの者

の職種内訳は、医師４、保健師４、看護師・助産師２、薬剤師、栄養士、診療放射線技師、

作業療法士各１であった。 

また、開学年を明示せずに行った、平成 30 年度の入学意向（需要）調査において、「入学

したい」とした者は 47 人（10.0％）で、職種内訳は、医師 12、保健師７、看護師・助産師

５、薬剤師４、診療放射線技師４、栄養士３、臨床検査技師３、理学療法士２、大学教員２、

臨床工学技士、作業療法士、社会福祉士各１、その他２であった。 

本学は、養成する人材像として、地域医療のリーダーとなり、県民により身近な場所で科

学的な知見に基づくデータ分析や健康増進施策、疾病予防対策などを担う医師や看護師など

の「高度医療専門職」、各地域の現場で健康増進施策を担う保健師や管理栄養士などの「健

康づくり実務者」の２つを掲げている。 
入学者選抜試験では、養成する人材像ごとに合否判定区分は設けていないが、概ね高度医

療専門職を６～７名、健康づくり実務者を３～４名と見込んでおり、これは前述の令和元年

度及び平成 30 年度の入学意向（需要）調査の職種内訳（※）割合と概ね一致することから、

養成する人材像に合致する学生が確保できると考えている。 
（※）１ 令和元年度調査：14 人 

高度医療専門職：９人（64.3％） 
（医師４、看護師・助産師２、薬剤師、診療放射線技師、作業療法士各１） 

健康づくり実務者：５人（35.7％） 

（保健師４、栄養士１） 

  ２ 平成 30年度調査：43 人（大学教員及びその他各２を除く） 

高度医療専門職：32 人（74.4％） 

（医師 12、看護師・助産師５、薬剤師４、診療放射線技師４、臨床検査技師３、

理学療法士２、臨床工学技士、作業療法士各１） 

健康づくり実務者：11人（25.6％） 

（保健師７、栄養士３、社会福祉士１） 

 

（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類 
新 旧 

（２ページ） 

２ 学生確保の見通し及び申請者としての

取組状況 

（１）本県の健康を取り巻く状況 

イ 定員充足の根拠となる客観的なデータ

の概要 

（２ページ） 

２ 学生確保の見通し及び申請者としての

取組状況 

（１）本県の健康を取り巻く状況 

イ 定員充足の根拠となる客観的なデータ

の概要 
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（イ）入学意向（需要）調査の結果 

本学の設置に当たっての基礎資料とし

て、県内の病院、大学、介護事業所、行政

機関、企業の健康保険組合及び健診機関の

協力をいただき、医師や看護師などの医療

専門職、保健師や栄養士などの健康づくり

実務者などを対象に、無記名による入学意

向（需要）調査を、平成 30 年８月及び令和

元年７月の２回実施した。 

その結果、本学に入学したいと回答した

者が、２回の調査とも入学定員である 10人

を超えていた。また、２回の調査のうち、

特に令和元年度の調査は、直近の入学意向

を確認することを目的として実施してお

り、調査票及び概要資料において令和３年

（2021 年）４月に開学を予定していること

を明示して調査を行っている。その結果、

14 人（3.6％）から「入学したい」との回答

があり、本学の開学時点の定員確保が可能

であることを確認している。 

また、同調査において「入学を検討した

い」とした者も 79人（20.6％）おり、これ

らは令和３年４月の開学時点ではないにし

ろ、本学への入学について強い興味を持っ

ている者であり、中長期的な潜在的入学希

望者と言える。 

さらに、開学年を明示せずに行った、平

成 30 年度の入学意向（需要）調査において、

静岡県が設置を検討している社会健康医学

系大学院大学（仮称）に興味があり、かつ、

入学意向について回答のあった 472 人のう

ち、「入学したい」とした者が 47人（10.0％）、

「機会があれば入学したい」とした者が 189

人（40.0％）、「将来必要を感じたら入学を

考える」としたものが 179 人（37.9％）、こ

れらを合わせた、何らかの入学意向がある

者は 415 人（87.9％）を数えている。 

これらの者も、今後本学が実績を積み重

（イ）入学意向（需要）調査の結果 

本学の設置に当たっての基礎資料とし

て、県内の病院、大学、介護事業所、行政

機関、企業の健康保険組合及び健診機関の

協力をいただき、医師や看護師などの医療

専門職、保健師や栄養士などの健康づくり

実務者などを対象に、無記名による入学意

向（需要）調査を、平成 30 年８月及び令和

元年７月の２回実施した。 

その結果、本学に入学したいと回答した

者が、２回の調査とも入学定員である 10人

を超えていた。また、直近の令和元年７月

の調査では、入学を検討したいと回答した

者が約 80人に上っており、継続的な定員充

足には問題がないものと考えている。 
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ね、実績を地域に還元することで、入学に

ついて検討することが考えられ、潜在的な

入学希望者として、中長期的な確保につな

がる一つの根拠と考えている。 

特に、「入学したい」とした 47 人は、そ

の中でも入学意向の高い者であり、仮に、

令和元年度の調査で「入学したい」とした

14 人と全て重複したとしても、少なくとも

33 人は、職場環境等様々な要因から令和３

年４月には入学できないが、入学に向けた

環境整備を進めることにより、それ以降に

入学することが強く期待される。 

以上から、中長期的な潜在入学希望者も

一定程度存在すると言える。 

なお、２回の調査結果の内容は次のとお

りである。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２回の調査結果の内容は次のとおりであ

る。 

（略） 

（４ページ） 

ｂ 大学院大学への入学意向に関するアン

ケート調査の結果（令和元年７月実施） 

「社会健康医学大学院大学の設置に係る

基本構想」の策定を踏まえ、直近の入学意

向を確認するため、調査票及び概要資料に

おいて令和３年（2021 年）４月に開学を予

定していることを明示した、入学意向アン

ケート調査を令和元年７月に以下のとおり

実施した。 

（４ページ） 

ｂ 大学院大学への入学意向に関するアン

ケート調査の結果（令和元年７月実施） 

「社会健康医学大学院大学の設置に係る

基本構想」の策定を踏まえ、直近の入学意

向を確認するため、入学意向アンケート調

査を令和元年７月に以下のとおり実施し

た。 

（５ページ） 

（ウ）採用意向（人材需要）調査の結果 

２（２）イで詳述するが、県内の病院や

行政機関等の採用担当者を対象に、修了者

の採用意向や自団体職員の入学勧奨意向に

ついて尋ねた、令和元年度の採用意向（人

材需要）調査において、「職員が（仮称）静

岡社会健康医学大学院大学で学びたいと希

望した場合の入学奨励」について、「積極的

に勧める」が３団体（4.8％）、「勧める」が

14 団体（22.2％）、「希望する職員によって

（５ページ） 

【追加】 
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は勧める」が 24団体（38.1％）これらを合

わせた、入学を何らかの形で「勧める」と

した団体が 41 団体（65.1％）に上った。ま

た、「職員の学位取得等支援制度」を有する

か、制度はないがケースバイケースで判断

して支援しているとした団体が 51 団体

（80.9％）に上った。 

なかでも、入学を何らかの形で「勧める」

とした 41 団体のうち 17 団体が市町等行政

機関であり、そのうち 12 団体（７割）が、

大学院大学の人材や研究分野が当該行政機

関若しくは社会・地域において必要である

と回答しており、市町の健康行政に関わる

実務者にとって本学で学ぶことは、業務上

も極めて有益であることから、既に複数の

市町と、職員が入学しやすい諸条件につい

ての意見交換を始めている。これら市町を

含めた各団体に対して、職員へ入学を勧奨

するよう積極的に求めていく。 

したがって、中長期的な学生確保に向け、

自団体職員を送り出す立場の県内病院や行

政機関等の後押しも期待できるといえる。 

（エ）養成する人材像との整合 

前述のとおり、令和３年（2021 年）４月

に開学を予定していることを明示して行っ

た、令和元年度の入学意向（需要）調査に

おいて、「入学したい」と回答した者は 14

人（3.6％）で、これらの者の職種内訳は、

医師４、保健師４、看護師・助産師２、薬

剤師、栄養士、診療放射線技師、作業療法

士各１であった。 

また、開学年を明示せずに行った、平成

30 年度の入学意向（需要）調査において、

「入学したい」とした者は 47 人（10.0％）

で、職種内訳は、医師 12、保健師７、看護

師・助産師５、薬剤師４、診療放射線技師

４、栄養士３、臨床検査技師３、理学療法

士２、大学教員２、臨床工学技士、作業療

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【追加】 
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法士、社会福祉士各１、その他２であった。

本学は、養成する人材像として、地域医

療のリーダーとなり、県民により身近な場

所で科学的な知見に基づくデータ分析や健

康増進施策、疾病予防対策などを担う医師

や看護師などの「高度医療専門職」、各地域

の現場で健康増進施策を担う保健師や管理

栄養士などの「健康づくり実務者」の２つ

を掲げている。 

入学者選抜試験では、養成する人材像ご

とに合否判定区分は設けていないが、概ね

高度医療専門職を６～７名、健康づくり実

務者を３～４名と見込んでおり、これは前

述の令和元年度及び平成 30年度の入学意向

（需要）調査の職種内訳（※）割合と概ね

一致することから、養成する人材像に合致

する学生が確保できると考えている。 

（※）１ 令和元年度調査：14 人 

高度医療専門職：９人（64.3％） 

（医師４、看護師・助産師２、薬剤師、診

療放射線技師、作業療法士各１） 

健康づくり実務者：５人（35.7％） 

（保健師４、栄養士１） 

２ 平成 30 年度調査：43 人（大学教員及び

その他各２を除く） 

高度医療専門職：32 人（74.4％） 

（医師 12、看護師・助産師５、薬剤師４、

診療放射線技師４、臨床検査技師３、理学

療法士２、臨床工学技士、作業療法士各１）

健康づくり実務者：11人（25.6％） 

（保健師７、栄養士３、社会福祉士１） 

（７ページ） 

（２）学生確保に向けた具体的な取組状況 

ア 設置団体の職員への入学勧奨 

設置団体である静岡県では、広い視野と

先見性、創造性を備えた職員を養成するた

め、職員のキャリア形成希望も踏まえ、国

内外の大学や、国・民間の研究機関等へ職

（５ページ） 

（２）学生確保に向けた具体的な取組状況 

【追加】 
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員を派遣する派遣研修制度を設けており、

例えば、政策研究大学院大学（修士課程）

へは毎年度１名を継続的に派遣している。 

開学に当たり、設置団体として、当該派

遣研修制度の研修先として本学を組み入れ

ることを予定しており、看護師や薬剤師等

の資格を有する職員や、保健師として地域

の健康づくりに携わっている職員を中心

に、本学へ積極的かつ継続的に派遣する。 

イ 大学・病院・行政機関・各種団体との連携 

校舎予定地に隣接するとともに、静岡県

の委託事業として、リサーチサポートセン

ターにおいて社会健康医学研究を進めてい

る県立総合病院を運営する、地方独立行政

法人静岡県立病院機構は、医学研究のより

一層の連携を図ることなどを目的に、慶應

義塾大学医学部・同大学院医学研究科と連

携協定を締結し、職員が働きながら研究や

学位取得などが可能となる仕組みを構築し

ている。 

開学後は本学も、同様の連携協定を静岡

県立病院機構と締結することを予定してお

り、地理的近接性やこれまでの社会健康医

学研究を通じた繋がりなどを最大限に活か

し、学生の継続的な確保に努めていく。 

また同様に、学生の出身元となる、大学・

病院・行政機関・各種団体に対しても、定

期的に職員を送り出してもらえるような仕

組みなど、学生の継続的な確保と修学後の

活躍の場の確保等の包括的な協力関係を構

築するため、以下のとおり各団体と協定を

締結するなどの連携方策を検討している。 

なお、入学者選抜において、被推薦者（受

験者）が所属する又は勤務する団体等（病

院、地方自治体等）からの推薦状があるも

のについては、一般選抜とは別に、書類審

査（小論文）及び面接試験による選抜（団

体等推薦入試）を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 大学・病院・行政機関・各種団体との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期的に職員を送り出してもらえるよう

な仕組みなど、学生の継続的な確保と修学

後の活躍の場の確保等の包括的な協力関係

を構築するため、学生の出身元となる、大

学・病院・行政機関・各種団体と協定を締

結するなどの連携方策も検討している。 

 

なお、入学者選抜において、所属する団

体等（病院、地方自治体等）からの推薦状

があるものについては、一般選抜とは別に、

書類審査（小論文）及び面接試験による選

抜（団体等推薦入試）を実施する。 
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＜連携検討団体＞ 

［病院］県立病院、地域医療支援病院、大

学附属病院、その他学長が特に認める病

院 

（小規模病院・診療所等を除く） 

［地方自治体］県、県内市町 

［健康保険者］全国健康保険協会県支部、

県国民健康保険団体連合会（個別の組合

を除く） 

［その他］県病院協会、県医師会、県歯科

医師会、県看護協会、県薬剤師会、健康

保険組合連合会静岡連合会 

ウ 製薬会社等との連携 

県内の製薬会社と意見交換を行ったと

ころ、「製薬会社の中においても、社会健康

医学分野で様々な角度から高度な専門性を

身に付け、幅広い領域での健康課題に取り

組む人材が必要になっており、薬剤師資格

を有する社員が学び、MPH を取得し、それを

活かすことで社会の健康寿命延伸に寄与す

べく、勤務上の格別の配慮をするなどの対

応の上、長期的かつ定期的に入学者勧奨を

行いたい。」との申し出があったところであ

り、製薬会社等が自社の社員の人材育成を

行う上で、本学に求める期待は大きいもの

と考えられる。 

そのため、製薬会社を始めとした県内外

の保健・医療関連企業を積極的に訪問し、

本学の周知や受験者の掘り起こしを行うこ

とで、学生の継続的な確保につなげていく。

エ アンケート調査実施時における周知 

（略） 

オ シンポジウムの開催 

（略） 

カ その他 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【追加】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ アンケート調査実施時における周知 

（略） 

ウ シンポジウムの開催 

（略） 

エ その他 

（略） 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

８．＜シラバスの内容が不十分＞ 

シラバスの内容について、以下の点を明確に説明するとともに、必要に応じて改めるこ

と。 

（１）各授業科目のシラバスについて、予習や復習等の授業時間外で行うべき学修内容を明

示すること。 

 

【対応】 

 各授業科目のシラバスについて、予習、復習として授業時間外で行う学修内容を記載する。 

 

【詳細説明】 

 本学は、大学院の修士課程であり、公衆衛生の５つのコア領域についての専門的知識の修

得や、自ら研究を立案・実行できる能力の修得など、高度で専門的な教育内容となっている。 
大学設置基準第２１条に基づき、１単位の授業科目は４５時間の学修を必要とする内容を

もって構成する。そのため、各授業科目においては、１単位授業であれば４５時間、２単位

授業であれば９０時間の学修内容となるよう、授業時間と合わせ、予習や復習、レポート作

成などの授業時間外の学修内容を設定し、シラバスに明示する。 
このため、学生は、担当教員から配布された講義資料や参考図書等をあらかじめ熟読し、

授業内容に関連した基本的な用語や社会的な背景について理解した上で、授業に臨むととも

に、授業で学んだ知識を、医療や介護の現場での課題解決に役立てるようにするためには、

授業内容を振り返り、関連した参考書を積極的に読み、理解を深め、自ら活用できるレベル

まで昇華させていくことが求められる。 
 

（新旧対照表）シラバス（例示） 
次頁 
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（新）８ページ

単位数

担当教員

授業
回数

テーマ 担当教員

1
医学文献データベー
ス（１）

佐々木八十子

2
医学文献データベー
ス（２）

佐々木八十子

3
臨床・研究疑問の設
定と文献検索

佐々木八十子

4 文献管理 佐々木八十子

5 文献評価の基本 佐々木八十子

6
医学論文の批判的吟
味

佐々木八十子

7
システマティックレ
ビューのバイアス評価

佐々木八十子

8
診療ガイドライ ンの評
価

佐々木八十子

科目名 文献検索法・文献評価法

必修区分 必修

開講時期 １年次・前期 １単位（９０分×８コマ）

科目責任者 佐々木八十子 佐々木八十子

内容

イントロダクション
医中誌Webの使い方の解説及び演習を行う。

PubMedとコクラン・ライブラリーの使い方の解説及び演習を
行う。

良く定義されたクリニカル・クエスチョン、レビュー・クエスチョ
ンの重要性を解説し、立てたクエスチョンの文献検索の演習
を行う。

EndNoteによる文献管理方法の解説及び演習を行う。

文献評価の基本及び各種声明の解説を行う。

CASP（Critical Appraisal Skills Programm）による臨床試験
論文の評価の解説及び演習を行う。

ROB（Risk of Bias)アセスメントによる臨床試験論文の評価
の解説及び演習を行う。

AGREE法による診療ガイドラインの評価について解説する。

科目概要
社会健康医学領域において、基本的なスキルの１つである文献検索の方法と、疫学、ＥＢＭ（根拠に基づく医療）
の知識をもとに、各種の健康・医療情報を検索し、批判的に吟味し、主体的に活用する方法について解説すると
ともに、実際の文献を用いた演習を行い理解を深める。

到達目標
1. 各種データベースを活用して、社会健康医学に関する情報を検索するスキルを習得する。
2. 文献評価の基本を理解し、得られた文献・情報を批判的に吟味する能力を習得する。
3. 文献評価の結果を主体的に活用する能力を習得する。

評価方法

講義の理解度を確認する小テスト・小レポート（30％）、課題レポート（70％）
＜成績評価の前提条件＞必修科目のため、授業は原則として全て出席していることが望ましい。なお、
やむを得ず欠席した授業回については、次回の授業までに収録した講義を視聴するとともに、担当教員
からの課題やレポート作成等を行うこと。

テキスト 講義内容に応じて資料配布 参考書

・臨床研究と疫学研究のための国際
ルール集, 中山健夫， 津谷喜 郎編著,
(ライフサイエンス出版)
・コクランレビューハンドブック（The
Cochrane Collaboration）
・PICOから始める医学文献検索のすす
め, 小島原典子, 河合富士美編集（南江
堂）

授業時間外で
行う学修内容

予習：あらかじめ配布した講義資料を熟読すること。
復習：講義内容に関連した参考書を読み、理解を深め、レポートを作成すること。

備考

授業展開
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（旧）８ページ

単位数

担当教員

授業
回数

テーマ 担当教員

1
医学文献データベー
ス（１）

佐々木八十子

2
医学文献データベー
ス（２）

佐々木八十子

3
臨床・研究疑問の設
定と文献検索

佐々木八十子

4 文献管理 佐々木八十子

5 文献評価の基本 佐々木八十子

6
医学論文の批判的吟
味

佐々木八十子

7
システマティックレ
ビューのバイアス評価

佐々木八十子

8
診療ガイドライ ンの評
価

佐々木八十子

科目名 文献検索法・文献評価法

必修区分 必修

開講時期 １年次・前期 １単位（９０分×８コマ）

科目責任者 佐々木八十子 佐々木八十子

内容

イントロダクション
医中誌Webの使い方の解説及び演習を行う。

PubMedとコクラン・ライブラリーの使い方の解説及び演習を
行う。

良く定義されたクリニカル・クエスチョン、レビュー・クエスチョ
ンの重要性を解説し、立てたクエスチョンの文献検索の演習
を行う。

EndNoteによる文献管理方法の解説及び演習を行う。

文献評価の基本及び各種声明の解説を行う。

CASP（Critical Appraisal Skills Programm）による臨床試験
論文の評価の解説及び演習を行う。

ROB（Risk of Bias)アセスメントによる臨床試験論文の評価
の解説及び演習を行う。

AGREE法による診療ガイドラインの評価について解説する。

科目概要
社会健康医学領域において、基本的なスキルの１つである文献検索の方法と、疫学、ＥＢＭ（根拠に基づく医療）
の知識をもとに、各種の健康・医療情報を検索し、批判的に吟味し、主体的に活用する方法について解説すると
ともに、実際の文献を用いた演習を行い理解を深める。

到達目標
1. 各種データベースを活用して、社会健康医学に関する情報を検索するスキルを習得する。
2. 文献評価の基本を理解し、得られた文献・情報を批判的に吟味する能力を習得する。
3. 文献評価の結果を主体的に活用する能力を習得する。

評価方法 毎回のクイズ・小レポート（30％）、課題レポート（70％）

テキスト 講義内容に応じて資料配布 参考書

・臨床研究と疫学研究のための国際
ルール集, 中山健夫， 津谷喜 郎編著,
(ライフサイエンス出版)
・コクランレビューハンドブック（The
Cochrane Collaboration）
・PICOから始める医学文献検索のすす
め, 小島原典子, 河合富士美編集（南江
堂）

備考

授業展開
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

８．＜シラバスの内容が不十分＞ 

シラバスの内容について、以下の点を明確に説明するとともに、必要に応じて改めるこ

と。 

（２）必修科目「文献検索法・文献評価法」のシラバスにおける評価方法について、「毎回

のクイズ」の具体的な内容や評価方法が不明確であることから、本科目の評価方法と

して適切なものかどうかも含めて、明確に説明すること。 

 

【対応】 

 「文献検索法・文献評価法」のシラバス中、「毎回のクイズ」を「講義の理解度を確認す

る小テスト」に改める。 

 

【詳細説明】 

 「文献検索法・文献評価法」は、社会健康医学の研究遂行に必要な、論文を検索するスキ

ルや、集めた情報を批判的に吟味するための評価手法について、一連の作業行程として順序

立てて身に付ける内容である。 
 したがって、授業展開に合わせて小テスト・小レポートを課すことにより、学生の理解度

を確認しながら、次のテーマに進めていく必要がある。 
 
（新旧対照表）シラバス 
意見８（１）の回答に添付 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

８．＜シラバスの内容が不十分＞ 

シラバスの内容について、以下の点を明確に説明するとともに、必要に応じて改めるこ

と。 

（３）各授業科目の評価方法について、本学の教育目的を達成するために、一定の出席率を

満たす者のみを評価対象とするなど、成績評価の前提条件を設けることが望ましい。 

 

【対応】 

 各授業科目のシラバス中「評価方法」の欄に、授業への出席状況を成績評価の前提条件と

することを加筆する。 

 

【詳細説明】 

 本学で学ぶ社会健康医学は、公衆衛生の５つのコア領域のほか、健康・医療ビッグデータ

やゲノム医学など幅広い分野にわたるが、全国の公衆衛生大学院と同様、基礎となる学部教

育は、設置されていない。 
 学生にとっては、本学の授業で初めて接する内容が多いため、効果的に履修するためには、

授業への出席は必須と考えられる。 
 また、本学では、学生として、医療・介護・健康づくりの現場で働く社会人を想定してお

り、働きながら学ぶことができるよう、必修科目にあっては、遠隔地でインターネット等を

通じて受講できるシステムを構築するとともに、自宅などのパソコンから学修支援システム

を使用して、収録した授業を視聴できるよう配慮する。 
そこで、成績評価の前提として、必修科目については、全部出席することを原則としつつ、

やむを得ず欠席した授業回については、収録した講義を視聴するとともに、学修成果を確認

するため、担当教員からの課題やレポート作成等を行うことを条件として設定する。 
 一方、選択科目については、上述のような配慮を行わないことから、授業回数の２／３以

上の出席を条件として設定する。 
 
（新旧対照表）シラバス（例示） 
意見８（１）の回答に添付 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

９．＜情報管理体制が不明確＞ 

「健康・医療ビッグデータ概論」や「同特論」等にて用いるレセプトデータ等の入手元

が不明確であることから、明確に説明すること。仮に、既存の医療機関等から入手した

データを活用する場合には、その秘匿性等に鑑み、大学は当然のこと、教員や学生に対

しても適切な守秘義務を課すなどして、情報管理を徹底すること。 

 

【対応】 

 「健康・医療ビッグデータ概論」や「同特論」等で用いるデータは、静岡県内の国民健康

保険及び後期高齢者医療保険加入者の医療レセプト及び健診データ、並びに介護保険加入者

の介護レセプトデータを、県内市町の同意を得た上で、国民健康保険団体連合会から受け取

った、個人が特定できないよう匿名化したデータである。 
 データの取扱に関しては、研究データの管理に関する規程を定めるとともに、学生に対し

ては、必修科目である「健康・医療ビッグデータ概論」や入学のオリエンテーション、授業

外での研修機会を通じて、教職員に対しては、FD、SD 等の研修機会を通じて、情報管理の徹

底と適正利用の推進について周知していく。 

以上について、より明確に説明するため、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
 

【詳細説明】 

 静岡県では、本学の開学に先行して、平成 30 年度から静岡県立総合病院リサーチサポー

トセンターに委託する形で社会健康医学の研究に取り組んでいる。そのうち、医療ビッグデ

ータ分野の研究として、静岡県内の国民健康保険及び後期高齢者医療保険加入者の医療レセ

プト及び健診データ、並びに介護保険加入者の介護レセプトデータを活用した研究に着手し

ている。 
この研究の実施に当たって県は、データ所有者である県内市町からデータの提供と利用に

関する同意を得た上で、データを保管している国民健康保険団体連合会から、個人が特定で

きないよう匿名化したデータを受け取り、静岡県立総合病院リサーチサポートセンターで解

析研究を行っている。 
データの取扱いについては、静岡県と静岡県立総合病院との間で、データ利用に関する覚

書を締結し、データの保管に当たり、機器にパスワード認証機能を使用するなど適正な情報

管理を講じることや、データの目的外利用の禁止、データの使用者や保管場所の制限、外部

への情報提供の禁止などを徹底するとともに、研究者個人からもデータの適正利用を行う旨

の誓約書を徴している。また、研究室にはカードキーを用いて入退室するなど、物理的なセ

キュリティ対策も講じている。 
開学後は、県が行ってきた社会健康医学研究を本学が引き継ぐが、リサーチサポートセン

ターへの委託の場合と同様に、県との間に「医療・介護・健診データを活用した研究の実施

に関する覚書（案）」（【別紙資料７】）を締結するとともに、研究者個人からも「データの適

正利用に関する誓約書（案）」（【別紙資料８】）の提出を求める。また、本学においても研究
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データの管理に関する規程（情報セキュリティ基本方針等）を定めるなど、研究データが外

部に流出しないよう、情報管理を徹底していく。 
併せて、学生に対しては、必修科目である「健康・医療ビッグデータ概論」において、プ

ライバシーや個人情報保護に関する講義を行うとともに、「臨床研究概論」において、研究

倫理や研究に係るコンプライアンス等についての深い理解を得られるよう、個人情報保護法

や臨床研究法など、臨床研究を行うために必要な法令や倫理的配慮に関する講義を行う。ま

た、入学のオリエンテーションや授業外での研修機会を通じて、教職員に対しては、FD、SD

等の研修機会を通じて、情報管理の徹底と適正利用の推進について周知していく。 
 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（55 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（７）教育研究等に係る倫理的配慮・情報

管理体制 

多発しているデータのねつ造や論文盗用

といった研究活動における不正行為の防止

や、年々要請が高まりつつある個人情報の

適切な取扱いなどに関し、教職員や学生が

教育研究倫理や教育研究に係るコンプライ

アンス等についての深い理解が得られるよ

う、本学としても十分に取り組んでいく。 

ア 倫理的配慮 

本学では、研究や、論文・課題研究報告

書の作成に当たっては、教員だけでなく、

本学にて研究活動に従事する者に対し、「静

岡社会健康医学大学院大学研究倫理規程

（案）」に基づき、学術研究の信頼性と公正

性を確保する観点から倫理的配慮を求めて

おり、研究等の実施計画等の内容について

審査を行う。なお、信頼性と公正性を実質

的に担保するため、教員や学生を対象とし

た全学的な研究倫理研修会を開催するな

ど、具体的な取組を進めていく。 

（ア）審査事項 

（略） 

（イ）研究倫理審査委員会の設置 

（略） 

（46 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（７）研究等に係る倫理的配慮 

  

【追加】 

 

 

 

 

 

 

 

本学では、研究や、論文・課題研究報告

書の作成に当たっては、教員だけでなく、

本学にて研究活動に従事する者に対し、「静

岡社会健康医学大学院大学研究倫理規程

（案）」に基づき、学術研究の信頼性と公正

性を確保する観点から倫理的配慮を求めて

おり、研究等の実施計画等の内容について

審査を行う。 

 

 

 

ア 審査事項 

（略） 

イ 研究倫理審査委員会の設置 

（略） 
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新 旧 
イ 情報管理体制 

静岡県では、本学の開学に先行して、平

成 30年度から静岡県立総合病院リサーチサ

ポートセンターに委託する形で社会健康医

学の研究に取り組んでいる。そのうち、医

療ビッグデータ分野の研究として、静岡県

内の国民健康保険及び後期高齢者医療保険

加入者の医療レセプト及び健診データ、並

びに介護保険加入者の介護レセプトデータ

を活用した研究に着手している。 

データの取扱いについては、静岡県と静

岡県立総合病院との間で、データ利用に関

する覚書を締結し、データの保管に当たり、

機器にパスワード認証機能を使用するなど

適正な情報管理を講じることや、データの

目的外利用の禁止、データの使用者や保管

場所の制限、外部への情報提供の禁止など

を徹底するとともに、研究者個人からもデ

ータの適正利用を行う旨の誓約書を徴して

いる。 

開学後は、これまで静岡県が行ってきた

社会健康医学研究を本学が引き継ぎ、同様

に、県との間に「医療・介護・健診データ

を活用した研究の実施に関する覚書」を締

結するとともに、研究者個人からも「デー

タの適正利用に関する誓約書」の提出を求

める。また、本学においても研究データの

管理に関する規程（情報セキュリティ基本

方針等）を定めるなど、研究データが外部

に流出しないよう、情報管理を徹底してい

く。 

併せて、学生に対しては、必修科目であ

る「健康・医療ビッグデータ概論」におい

て、プライバシーや個人情報保護に関する

講義を行うとともに、「臨床研究概論」にお

いて、研究倫理や研究に係るコンプライア

ンス等についての深い理解を得られるよ

う、個人情報保護法や臨床研究法など、臨

【追加】 
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新 旧 
床研究を行うために必要な法令や倫理的配

慮に関する講義を行う。また、入学のオリ

エンテーションや授業外での研修機会を通

じて、情報管理の徹底と適正利用の推進に

ついて周知していく。 

 

【別添資料 30】静岡社会健康医学大学院大

学研究倫理規程（案） 

【別添資料 31】人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針 

【別添資料 32】医療・介護・健診データを

活用した研究の実施に関する覚書（案） 

【別添資料 33】データの適正利用に関する

誓約書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

【別添資料 27】静岡社会健康医学大学院大

学研究倫理規程（案） 

【別添資料 28】人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針 

 

（76 ページ） 

14 教育内容等の改善のための組織的な研

修等 

（１）基本的な考え方、研修等の内容 

（略） 

このため、本学では、学則で定める学内

委員会として、「教職員研修委員会」を設置

し、授業内容・方法の改善を図るための組

織的な研修及び研究（FD（ファカルティ・

ディベロップメント）活動、SD（スタッフ・

ディベロップメント）活動）に取り組む。 

具体的には、教員が相互に授業参観を行う

ことを推奨し、自らの授業の内容や教授方

法の改善に役立てるほか、学生の主体的な

学修の促進のため、教員自身がシラバスの

記載を常に自己点検し、シラバスの充実を

図っていく。また、ハラスメント研修、研

究倫理研修、情報管理研修及び外部資金獲

得に係る研修などを開催するとともに、県

自治研修所による研修や各種民間研修への

積極的な参加を促し、幅広い知識やスキル

を修得することを促す。 

（64 ページ） 

14 教育内容等の改善のための組織的な研

修等 

（１）基本的な考え方、研修等の内容 

（略） 

このため、本学では、学則で定める学内

委員会として、「教職員研修委員会」を設置

し、授業内容・方法の改善を図るための組

織的な研修及び研究（FD（ファカルティ・

ディベロップメント）活動、SD（スタッフ・

ディベロップメント）活動）に取り組む。 

具体的には、教員が相互に授業参観を行う

ことを推奨し、自らの授業の内容や教授方

法の改善に役立てるほか、学生の主体的な

学修の促進のため、教員自身がシラバスの

記載を常に自己点検し、シラバスの充実を

図っていく。また、ハラスメント研修、研

究倫理研修及び外部資金獲得に係る研修な

どを開催するとともに、県自治研修所によ

る研修や各種民間研修への積極的な参加を

促し、幅広い知識やスキルを修得すること

を促す。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

10．＜カリキュラム・ポリシーと対応する科目の関係性が不明確＞ 

  カリキュラム・ポリシーと対応する科目の関係性が不明確であることから、審査意見３

～５への対応との整合性に留意しながら、以下の点を明確に説明すること。 

（１）カリキュラム・ポリシー③に対応する科目について、『「健康・医療ビッグデータ概論」、

「同特論」、「医科遺伝学概論」などを配置することにより、地域の医療や介護等の現

場に静岡県の地域資源を活用した研究成果を還元する』とのことだが、同科目等を履

修することにより、どのように「地域の医療や介護等の現場に静岡県の地域資源を活

用した研究成果を還元する」ことができるのか不明確であり、ひいてはディプロマ・

ポリシー③の達成可能性も不明確であることから、明確に説明すること。 

 

【対応】 

 御意見を受け、カリキュラム・ポリシーについて、各授業科目の教育内容や、そこで身に

付ける能力との対応関係を明確にするため、「③地域の医療や介護等の現場に研究成果を還

元できるよう、静岡県の地域資源を活用した健診・医療・介護データを最新の技術を利用し

て解析し、これまでの経験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導き出すための教育

を行う」に修正する。これに伴い、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
 
【詳細説明】 

 静岡県では、大学院大学の設置に先立ち、平成 30 年度から、県民の健康寿命の延伸のた

めの社会健康医学の研究に着手している。 

 中でも、県民の健康情報として有益な、国民健康保険及び後期高齢者医療保険加入者の医

療レセプト及び健診データ、並びに介護保険加入者の介護レセプトデータについて解析研究

を行い、この結果、人工透析の導入や要介護につながる要因として、リスク評価の高い健診

項目が明らかとなった。 

 県民のデータを直接使った研究により、県民が抱える健康課題の原因を、科学的知見とし

て突き止めたことで、市町や医療保険者において、これまでのような経験と勘による保健指

導ではなく、エビデンスに基づき指導対象者や指導項目の優先順位付けが行われ、経験の深

浅に関係なく質の高い保健指導を展開することが可能となった。 

 これは、データ解析の一例であり、データは、その切り方によって多面的な解析を行うこ

とができる。静岡県は東西に長く、健康課題に地域差もあることから、地域の健康課題の解

決のために必要なデータ解析も選択して行うことができる。 

こうした地域資源を活用した実践的な教育を行うため、カリキュラム・ポリシー③に対応

する必修科目としては、「健康・医療ビッグデータ概論」、「健康・医療ビッグデータ特論」、

「医科遺伝学概論」を設定している。 

「健康・医療ビッグデータ概論」では、ビッグデータの特性や実例、ビッグデータを用い

た研究デザインの手法、ビッグデータ研究を行う際の倫理面の配慮、個人情報保護などにつ

いて学び、「静岡県の地域資源である健診・医療・介護データを解析するための基本的能力」
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を養成する。 

「健康・医療ビッグデータ特論」では、政策決定や問題解決に向けたデータ駆動型疫学の

考え方や、データの切り出し方や集計解析、解析結果が妥当であるかの感度分析、解析した

データの解釈などについて実践的な問題設定を基に学び、「自ら健診・医療・介護データを

利用・集計・解釈できる能力」を養成する。 

「医科遺伝学概論」では、ヒトゲノムの概要、遺伝子の構造と機能、遺伝子疾患の態様な

どについて学び、「静岡県民が有する疾病の発症リスクの解明につながることが期待される

遺伝子に関する基礎的知識」を修得する。 

こうした科目を履修した上で、上述した「国民健康保険団体連合会の医療ビッグデータの

活用」や、「県立総合病院におけるゲノム解析」など、静岡県の地域資源を活用した研究実

績を踏まえた研究指導を行うことで、ディプロマ・ポリシー③の「科学的な知見を活用し、

研究により導き出した成果を医療、介護等の現場へ効果的に還元できる実践的なプログラム

として企画立案することのできる能力」を身に付ける。 

したがって、授業科目の教育内容や、そこで身に付ける能力との対応関係を明確にするた

め、カリキュラム・ポリシー③を「地域の医療や介護等の現場に研究成果を還元できるよう、

静岡県の地域資源を活用した健診・医療・介護データを最新の技術を利用して解析し、これ

までの経験や知識と合わせ、総合的に課題解決の方法を導き出すための教育を行う」に修正

する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（29 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（２）教育課程及び科目区分の編成 

（１）のカリキュラム・ポリシーに基づ

き、教育課程を編成する。具体的には、「共

通科目」、「公衆衛生学科目」、「ゲノム医学

科目」、「発展科目」、「特別研究」の５つの

科目区分を設ける。 

カリキュラム・ポリシーとの関係は以下

のとおりである。 

（略） 

（ウ）カリキュラム・ポリシー③ 

カリキュラム・ポリシー③に対応する必

修科目としては、「健康・医療ビッグデータ

概論」、「健康・医療ビッグデータ特論」、「医

科遺伝学概論」を設定している。「健康・医

療ビッグデータ概論」では、ビッグデータ

の特性や実例、ビッグデータを用いた研究

（24 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（２）教育課程及び科目区分の編成 

（１）のカリキュラム・ポリシーに基づ

き、教育課程を編成する。具体的には、「共

通科目」、「公衆衛生学科目」、「ゲノム医学

科目」、「発展科目」、「特別研究」の５つの

科目区分を設ける。 

カリキュラム・ポリシーとの関係は以下

のとおりである。 

（略） 

 

カリキュラム・ポリシーの③については、

大学院大学の設置に先立ち、平成 30年３月

に策定した「社会健康医学研究推進基本計

画」に基づき、県立総合病院リサーチサポ

ートセンターにおいて取り組んでいる社会

健康医学研究を本学が引き継ぎ、これらの
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新 旧 
デザインの手法、ビッグデータ研究を行う

際の倫理面の配慮、個人情報保護などにつ

いて学び、「静岡県の地域資源である健診・

医療・介護データを解析するための基本的

能力」を養成する。「健康・医療ビッグデー

タ特論」では、政策決定や問題解決に向け

たデータ駆動型疫学の考え方や、データの

切り出し方や集計解析、解析結果が妥当で

あるかの感度分析、解析したデータの解釈

などについて実践的な問題設定を基に学

び、「自ら健診・医療・介護データを利用・

集計・解釈できる能力」を養成する。「医科

遺伝学概論」では、ヒトゲノムの概要、遺

伝子の構造と機能、遺伝子疾患の態様など

について学び、「静岡県民が有する疾病の発

症リスクの解明につながることが期待され

る遺伝子に関する基礎的知識」を修得する。

こうした科目を履修した上で、平成 30 年

度から県立総合病院リサーチサポートセン

ターにおいて先行して取り組んでいる「国

民健康保険団体連合会の医療ビッグデータ

の活用」、「県立総合病院におけるゲノム解

析」など、静岡県の地域資源を活用した研

究実績を踏まえた研究指導を行うことで、

「地域資源をフルに活用し、最新のデータ

分析スキルにより、地域課題の解決方法を

導き出すことができる能力」を身に付ける。

研究実績を踏まえた教育研究を実施する。

具体的な研究テーマは、「国民健康保険団

体連合会の医療ビッグデータ（県内全市町）

の活用」、「県立総合病院におけるゲノム

解析」などであり、これらの研究実績を踏

まえ、公衆衛生学科目の「健康・医療ビッ

グデータ概論」、「同特論」、ゲノム医学

科目の「医科遺伝学概論」などを配置する

ことにより、地域の医療や介護等の現場に

静岡県の地域資源を活用した研究成果を還

元する。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

10．＜カリキュラム・ポリシーと対応する科目の関係性が不明確＞ 

  カリキュラム・ポリシーと対応する科目の関係性が不明確であることから、審査意見３

～５への対応との整合性に留意しながら、以下の点を明確に説明すること。 

（２）カリキュラム・ポリシー④に対応する科目を履修することで、どういう職種が、どの

ような場面で、どのように「リーダーシップを発揮できる能力の向上を図ること」が

できるようになるのか不明確であることから、受入れを想定する職種等を踏まえ、明

確に説明すること。 

 

【対応】 

 地域における社会健康医学の実践活動において、多職種連携が求められる中、それぞれの

職種がリーダーシップを発揮する場面、リーダーシップを発揮するために必要な能力、その

能力をカリキュラム・ポリシー④に対応する科目を履修することで身に付ける過程について

明確に説明し、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
  
【詳細説明】 

 今日の医療においては、診察や治療を行う医師だけで成り立つものではなく、薬剤師や看

護師、リハビリ関係の職種など他職種が関わるチーム医療が主流となっている。 
また、医療や介護を地域で一体となって行う地域包括ケアにおいては、医師、薬剤師、看

護師、介護職員など多職種連携が求められるとともに、保健指導においては、保健師や管理

栄養士が協力して生活習慣の改善を指導している。 
 こうした場面においては、従来のような、医師が自らの経験に基づきビジョンを示す、ト

ップダウン的なリーダーシップだけでなく、それぞれの職種が、データ等のエビデンスに基

づき自発的に課題解決の提案をする、ボトムアップ的なリーダーシップも求められる。 
 例えば、医師であれば、先制医療や予防医療の場面において、本学で学んだ解析手法を活

かして統計データを分析し、病気が発生するリスク要因を研究することで、エビデンスに基

づき、早期の診断による重症化や長期化の予防を図りつつ、その人にとって最適な方策を行

うために必要な診療プランを立案するが、これを実行するに当たっては、担当医としての責

任を持ちつつ、薬剤師や看護師など関係する専門職と効果的にコミュニケーションを図り、

診療の段階に応じて、それぞれの職種が持つ専門的視点を踏まえた自発的な提案を促すこと

などにより、リーダーシップを発揮する。 
また、薬剤師、看護師などの「高度医療専門職」であれば、在宅医療、在宅ケアの場面に

おいて、「高齢者ケア概論」で学んだ、高齢者の疾患の特徴や家庭内介護の担い手、認知症

者へのコミュニケーション手法を活かして、地域の特性をよく知り、向き合う患者、高齢者

に最適なケアとキュアを提案するが、これを実行するに当たっては、医師や介護職員など関

係する専門職と効果的にコミュニケーションを図り、ケアとキュアの段階に応じて、自らも

専門的視点から積極的に意見を主張することにより、ボトムアップ的なリーダーシップを発

揮する。 
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さらに、保健師、管理栄養士などの「健康づくり実務者」であれば、地域の保健指導の場

面において、「行動医科学」で学んだ、ナッジ理論やソーシャルマーケティングなど健康増

進に向けた行動変容を促す手法、「ヘルスコミュニケーション概論」、「同特論」で学んだ、

対象者の健康増進に向けた行動変容を促す手法を活かして、効果的な保健指導プランを提案

するが、これを実行するに当たっては、医師や薬剤師など関係する専門職と効果的にコミュ

ニケーションを図り、保健指導の段階に応じて、自らも専門的視点から積極的に意見を主張

することにより、ボトムアップ的なリーダーシップを発揮するとともに、特に、行政保健師

にあっては、地域の課題を分析する能力に加えて、コミュニケーション能力やプレゼンテー

ション能力を活かして、地域の保健施策立案の中心となり、所属する組織を牽引していくこ

とでリーダーシップを発揮する。 
 このようなリーダーシップを発揮するためには、エビデンスに基づき立案した提案を、組

織の中に実効性のある形で浸透させていくため、ディプロマ・ポリシー④の「地域における

社会健康医学の実践活動において、関係者と効果的にコミュニケーションを図り、リーダー

シップを発揮して、多職種連携の中核を担える能力（情報発信と管理・調整能力）」が必要

である。 
本学では、ディプロマ・ポリシー④の能力を養成するために、カリキュラム・ポリシー④

「研究成果を地域に効果的に還元するため、医療・介護の現場などでの関係者の理解を促す

ヘルスコミュニケーション能力や、多職種連携の中核を担えるリーダーシップを発揮できる

能力の向上を図るための教育」に対応する科目として、「ヘルスコミュニケーション概論」、

「プレゼンテーション・ライティングスキル」を設けている。 
「ヘルスコミュニケーション概論」では、実例を基に健康増進と疾病予防に関する情報提

供を効果的に行うためのコミュニケーション手法を学ぶことで、良好なヘルスコミュニケー

ションを実現するための手法を主体的に検証できる能力を養成する。 
また、「プレゼンテーション・ライティングスキル」では、研究成果を発表するためのプ

レゼンテーション、論文等の執筆に効果的な技法について学ぶことで、想定される対象者に

合わせ、効果的な媒体を用いて表現できる能力を養成する。 
こうした科目を履修した上で、本学における少人数教育の利点を活かした教員による個別

指導や、演習科目を中心に、医師や看護師、保健師など多職種の学生とのディスカッション

などを通じて、異なる視点や意見を情報共有することにより、実践的なコミュニケーション

能力を養成する。 
 上述した実践的なコミュニケーション能力を身に付け、本学を修了後、医療や介護等の現

場に戻り、多職種連携に中核を担う人材として活躍するとともに、レベルアップした個人が

周囲の関係職員に好影響を与え、現場での人材育成に拍車がかかり、組織全体としてレベル

アップすることとなり、結果として、県内の医療水準が向上することが期待される。 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（29 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（24 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 
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新 旧 
（２）教育課程及び科目区分の編成 

（１）のカリキュラム・ポリシーに基づ

き、教育課程を編成する。具体的には、「共

通科目」、「公衆衛生学科目」、「ゲノム医学

科目」、「発展科目」、「特別研究」の５つの

科目区分を設ける。 

カリキュラム・ポリシーとの関係は以下

のとおりである。 

（略） 

（エ）カリキュラム・ポリシー④ 

カリキュラム・ポリシー④に対応する科

目として、「ヘルスコミュニケーション概

論」、「プレゼンテーション・ライティング

スキル」を設けている。「ヘルスコミュニケ

ーション概論」では、実例を基に健康増進

と疾病予防に関する情報提供を効果的に行

うためのコミュニケーション手法を学ぶこ

とで、良好なヘルスコミュニケーションを

実現するための手法を主体的に検証できる

能力を養成する。「プレゼンテーション・ラ

イティングスキル」では、研究成果を発表

するためのプレゼンテーション、論文等の

執筆に効果的な技法について学ぶことで、

想定される対象者に合わせ、効果的な媒体

を用いて表現できる能力を養成する。こう

した科目を履修した上で、本学における少

人数教育の利点を活かした教員による個別

指導や、演習科目を中心に、医師や看護師、

保健師など多職種の学生とのディスカッシ

ョンなどを通じて、異なる視点や意見を情

報共有することにより、実践的なコミュニ

ケーション能力を養成する。 

これにより、例えば、医師であれば、担

当医としての責任を持ちつつ、薬剤師や看

護師など関係する専門職と効果的にコミュ

ニケーションを図り、診療の段階に応じて、

それぞれの職種が持つ専門的視点を踏まえ

た自発的な提案を促すことなどにより、リ

（２）教育課程及び科目区分の編成 

（１）のカリキュラム・ポリシーに基づ

き、教育課程を編成する。具体的には、「共

通科目」、「公衆衛生学科目」、「ゲノム医学

科目」、「発展科目」、「特別研究」の５つの

科目区分を設ける。 

カリキュラム・ポリシーとの関係は以下

のとおりである。 

（略） 

 

カリキュラム・ポリシーの④に基づき、

健康増進と疾病予防に関する情報提供を効

果的に行うためのコミュニケーション手法

を学ぶ「ヘルスコミュニケーション概論」

のほか、成果の発表のためのプレゼンテー

ションや、論文及び報告書の執筆に当たっ

ての効果的な技法を習得する「プレゼンテ

ーション・ライティングスキル」などの授

業科目を配置するとともに、少人数教育の

利点を活かした、教員による個別指導や他

の学生とのディスカッションなどを通じ

て、ヘルスコミュニケーション能力やリー

ダーシップを発揮できる能力を養う。 

 さらに、全てのカリキュラム・ポリシー

に関連するものとして、上述の科目で習得

した知識を基に、本学修了後に戻った県内

の医療や介護等の現場において研究成果を

効果的に還元できるよう、「特別研究」に取

り組む。 

 いずれの科目においても、学生が必要な

能力を身に付けることができるよう、必要

な経験を持つ教員による、きめ細かな学修

指導を行う。 
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ーダーシップを発揮することができる。 

また、薬剤師、看護師などの「高度医療

専門職」であれば、医師や介護職員など関

係する専門職と効果的にコミュニケーショ

ンを図り、ケアとキュアの段階に応じて、

自らも専門的視点から積極的に意見を主張

することにより、ボトムアップ的なリーダ

ーシップを発揮することができる。 

さらに、保健師、管理栄養士などの「健

康づくり実務者」であれば、医師や薬剤師

など関係する専門職と効果的にコミュニケ

ーションを図り、保健指導の段階に応じて、

自らも専門的視点から積極的に意見を主張

することにより、ボトムアップ的なリーダ

ーシップを発揮するとともに、特に、行政

保健師にあっては、地域の課題を分析する

能力に加えて、コミュニケーション能力や

プレゼンテーション能力を活かして、地域

の保健施策立案の中心となり、所属する組

織を牽引していくことでリーダーシップを

発揮することができる。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

11．＜修士論文及び課題研究の設定趣旨が不明確＞ 

修士論文及び課題研究について、それぞれどのような学生が選択するべきか不明確であ

ることから、養成する人材像及びディプロマ・ポリシーとの整合性を含め、明確に説明

すること。 

 

【対応】 

 養成する人材像のうち、臨床研究への志向が強い「保健・医療・福祉領域の高度医療専門

職」については、論文としての形式、文章の内容や分量など、対外的にも公表できるレベル

の論文として作成することができるよう「修士論文」を推奨する。 
一方、地域の保健・医療の現場での課題解決への志向が強い「保健・医療・福祉領域の高

度医療専門職」及び「健康づくり実務者」については、課題解決のヒントを多くの事例から

学び取ることができるよう「課題研究」を推奨する。 
以上について、より明確に説明するため、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

 
【詳細説明】 

 本学では、社会健康医学研究や健康寿命の延伸に向けた取組の担い手として、養成する人

材像に、医師、薬剤師、看護師などの「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」と、保健

師、管理栄養士などの「健康づくり実務者」の２つを掲げている。 
 このうち、「修士論文」を選択する学生としては、養成する人材像のうち「保健・医療・

福祉領域の高度医療専門職」の一部を想定しており、臨床研究への志向が強く、地域におけ

る課題の解決に向けた研究成果を研究論文として発表したいという意欲を持つ者、将来、博

士課程への進学を希望する者などを対象とする。 
これに対して、「課題研究」を選択する学生は、養成する人材像のうち「保健・医療・福

祉領域の高度医療専門職」の一部及び「健康づくり実務者」を想定しており、いずれも地域

の保健・医療の現場の課題解決を目指し、修了後は現場に戻って活動することを希望する者

を対象とする。 
「修士論文」、「課題研究」のいずれも、地域における研究課題を見つけ、社会健康医学研

究の推進により、その課題を解決するための研究計画を自ら立案し、実行して成果にたどり

着くスキルを修得することを目的としており、本学修了時に授与される「修士（社会健康医

学）」の学位に相当する能力、言い換えれば、４つのディプロマ・ポリシーを身に付けてい

るかについて、最終的に判定される授業科目である。 
この４つのディプロマ・ポリシーを共通の能力として養成しつつ、特に、「修士論文」に

おいては、関連文献の収集を行い、先行研究の調査検討を十分に行った上で、設定した研究

目的に対し適切な研究方法を用いて研究し取りまとめることで、適切な研究課題設定や研究

の方法、独創性・新規性のある考察方法等を身に付けることにより、ディプロマ・ポリシー

②の「地域における健康長寿を阻害する要因を課題として見つけ、多面的に評価、分析し、

解決するための科学的な研究計画を自ら立案、実行することのできる能力」について修練を
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積む。 
一方、「課題研究」においては、自らが所属する組織や現在の社会が実際に直面している

課題について仮説検証の方法を設定し、その構造分析とそれに対する具体的な解決策の提言

までを取りまとめることで、的確な課題分析の方法、現実的な解決手法、妥当性・有用性の

ある考察方法を身に付けることにより、ディプロマ・ポリシー③の「科学的な知見を活用し、

研究により導き出した成果を医療、介護等の現場へ効果的に還元できる実践的なプログラム

として企画立案することのできる能力」について修練を積む。 
 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（48 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（４）課程修了の要件 

エ 特別研究 

（ア）修士論文 

修士論文は、関連文献の収集を行い、先

行研究の調査検討を十分に行ったうえで、

設定した研究目的に対し適切な研究方法を

用いて研究し取りまとめる。修士論文では、

研究そのものの学術的な独自性や新規性を

重視し、内容の要旨や当該研究の重要性・

意義、序論から結論、引用文献等、論文と

して通常必要とされる要素を盛り込んだも

のとする。 

 なお、修士論文を選択する学生としては、

養成する人材像のうち「保健・医療・福祉

領域の高度医療専門職」の一部を想定して

おり、臨床研究への志向が強く、地域にお

ける課題の解決に向けた研究成果を研究論

文として発表したいという意欲を持つ者、

将来、博士課程への進学を希望する者など

を対象とする。 

（イ）課題研究報告書 

課題研究報告書は、自らが所属する組織

や現在の社会が実際に直面している課題に

ついて仮説検証の方法を設定し、その構造

分析とそれに対する具体的な解決策の提言

までを取りまとめる。課題研究報告書では、

（40 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（４）課程修了の要件 

 

エ 修士論文 

修士論文は、関連文献の収集を行い、先

行研究の調査検討を十分に行ったうえで、

設定した研究目的に対し適切な研究方法を

用いて研究し取りまとめる。修士論文では、

研究そのものの学術的な独自性や新規性を

重視し、内容の要旨や当該研究の重要性・

意義、序論から結論、引用文献等、論文と

して通常必要とされる要素を盛り込んだも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 課題研究報告書 

課題研究報告書は、自らが所属する組織

や現在の社会が実際に直面している課題に

ついて仮説検証の方法を設定し、その構造

分析とそれに対する具体的な解決策の提言

までを取りまとめる。課題研究報告書では、
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特に課題分析の的確性や解決策の実現性を

重視し、研究目的とした課題の内容、その

課題の構造・背景の分析結果、分析方法、

具体的な解決策等の要素を盛り込んだもの

とする。 

なお、課題研究を選択する学生としては、

養成する人材像のうち「保健・医療・福祉

領域の高度医療専門職」の一部及び「健康

づくり実務者」を想定しており、いずれも

地域の保健・医療の現場の課題解決を目指

し、修了後は現場に戻って活動することを

希望する者を対象とする。 

課題研究報告書の作成については修士論

文の作成プロセスと同様であり、指導教員、

指導補助教員の指導を受けながら作成する

ものである。学生は行政データの利活用な

どを通じてこれからの公衆衛生領域に求め

られる政策提案能力を獲得することを目標

とする。 

 

（ウ）ディプロマ・ポリシーとの関係 

修士論文、課題研究のいずれも、地域に

おける研究課題を見つけ、社会健康医学研

究の推進により、その課題を解決するため

の研究計画を自ら立案し、実行して成果に

たどり着くスキルを修得することを目的と

しており、本学修了時に授与される「修士

（社会健康医学）」の学位に相当する能力、

言い換えれば、４つのディプロマ・ポリシ

ーを身に付けているかについて、最終的に

判定される授業科目である。 

この４つのディプロマ・ポリシーを共通

の能力として養成しつつ、特に、「修士論文」

においては、関連文献の収集を行い、先行

研究の調査検討を十分に行った上で、設定

した研究目的に対し適切な研究方法を用い

て研究し取りまとめることで、適切な研究

課題設定や研究の方法、独創性・新規性の

特に課題分析の的確性や解決策の実現性を

重視し、研究目的とした課題の内容、その

課題の構造・背景の分析結果、分析方法、

具体的な解決策等の要素を盛り込んだもの

とする。特に、「疫学に精通した高度医療専

門職」と「ビッグデータに精通した健康づ

くり実務者」の履修モデルに則って授業科

目を履修する学生については、社会実装に

結びつく実践的な課題解決のできる人材を

輩出するために、課題研究報告書の審査を

もって課程修了の要件とすることを想定し

ている。 

課題研究報告書の作成については修士論

文の作成プロセスと同様であり、指導教員、

指導補助教員の指導を受けながら作成する

ものである。学生は行政データの利活用な

どを通じてこれからの公衆衛生領域に求め

られる政策提案能力を獲得することを目標

とする。 

 

【追加】 
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ある考察方法等を身に付けることにより、

ディプロマ・ポリシー②の「地域における

健康長寿を阻害する要因を課題として見つ

け、多面的に評価、分析し、解決するため

の科学的な研究計画を自ら立案、実行する

ことのできる能力」について修練を積む。 

一方、「課題研究」においては、自らが所

属する組織や現在の社会が実際に直面して

いる課題について仮説検証の方法を設定

し、その構造分析とそれに対する具体的な

解決策の提言までを取りまとめることで、

的確な課題分析の方法、現実的な解決手法、

妥当性・有用性のある考察方法を身に付け

ることにより、ディプロマ・ポリシー③の

「科学的な知見を活用し、研究により導き

出した成果を医療、介護等の現場へ効果的

に還元できる実践的なプログラムとして企

画立案することのできる能力」について修

練を積む。 

 

104



  

（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

12．＜履修モデルの適正性が不明確＞ 

本学における養成する人材像に合わせて、高度医療専門職、健康づくりの実務者、ゲノ

ム研究者という３つの履修モデルが示されているが、そのうち、職種別に示された高度

医療専門職の履修モデル①と②ではその内容に大きな違いが見受けられない。また、健

康づくりの実務者の履修モデル③についても、想定される職種である保健師や栄養士等

が当該履修モデルに沿って学修を進めた結果、養成する人材像に合致した人材が養成さ

れるのか、その実現可能性に疑義がある。各履修モデルについて、養成する人材像、カ

リキュラム・ポリシー及び教育課程の内容等に照らして適切な履修設定となっているか

明確に説明すること。 

 

【対応】 

 御意見を受け、養成する人材像のうち「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」の履修

モデルについては、職種別に示した①医師を対象としたモデルと②医師以外の医療専門職を

対象としたモデルでは、教育内容に大きな差異はないため、一本化する。 
「ゲノム研究者」の履修モデルについては、養成する人材像から「健康寿命の延伸に取り

組む研究者」を除外したため削除する。 

履修モデルについては、養成する人材像の養成に必要な履修科目を例示するものであり、

初めから学問領域を限定するものではないため、履修モデルの冒頭にある「疫学に精通した」、

「ビッグデータに精通した」の表現は削除する。 
なお、「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」にあっては、地域の保健・医療の現場

での課題解決への志向が強い者だけでなく、臨床研究への志向が強い者も想定されることか

ら、「課題研究」を推奨するモデルと、「修士論文」を推奨するモデルを設定する。 
 「健康づくり実務者」の履修モデルについて、推奨する科目の履修により、必要な能力を

修得し、養成する人材像が養成される旨の説明を追加するほか、「高度医療専門職」の履修

モデルについても、養成する人材像に求められる能力養成のため、カリキュラム・ポリシー

に基づく適切な履修設定となっていることについて詳述する。 
以上について、より明確に説明するため、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

 

【詳細説明】 

（履修モデルの設定） 

当初、「疫学に精通した高度医療専門職」の履修モデルについて、①医師を対象としたモ

デルと、②医師以外の医療専門職を対象としたモデルを設定していたが、両モデルの教育課

程上の相違点は、ゲノム医学科目中、「ゲノム医学（疾患と遺伝子）」を学ぶか、「遺伝カウ

ンセリング実習」を学ぶかの違いのみで、大きな相違は生じないことから、一本化する。 
養成する人材像のうち「健康寿命の延伸に取り組む研究者」については、想定する入学者

が保健・医療・福祉分野以外にも幅広く想定され、保健・医療・福祉の基礎的な知識及び実

務経験がある者と同じカリキュラム・ポリシーのもとで共に学ぶ教育課程では、本学のディ
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プロマ・ポリシーを達成することが困難であると判断し、今回の申請からは、研究者を除外

することとしたため、履修モデルの「ゲノム研究者」を削除する。 
履修モデルについては、養成する人材像の養成に必要な履修科目を例示するものであり、

初めから学問領域を限定するものではないため、「疫学に精通した高度医療専門職」、「ビッ

グデータに精通した健康づくり実務者」の履修モデルの冒頭にある「疫学に精通した」、「ビ

ッグデータに精通した」の表現は削除する。 
なお、「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」にあっては、地域の保健・医療の現場の

課題解決を目指し、修了後は現場に戻って活動することを希望する者だけでなく、臨床研究への

志向が強く、地域における課題の解決に向けた研究成果を研究論文として発表したいという意欲

を持つ者、将来、博士課程への進学を希望する者も想定されることから、「課題研究」を推奨

するモデルと、「修士論文」を推奨するモデルを設定する（【別紙資料９】履修モデル、【別

紙資料 10】履修モデル別時間割（案））。 

 

（高度医療専門職の履修設定） 

「高度医療専門職」のモデルでは、公衆衛生の５つのコア領域の基礎的内容を履修した上

で、特に、カリキュラム・ポリシー②「地域における健康や医療・介護の現状を適切に評価

し、多面的な分析を通じて、課題を発見するとともに、解決に向けた仮説の立案、研究方法

の構築など、研究の基本設計を構築し、実行する能力を身に付ける教育」の中でも、より臨

床現場に近い分野の科目として、例えば、「疫学研究・臨床研究特論」を履修することで、

仮説検証の立案やデータの収集・解析など研究遂行に必要な技術を修得し、「臨床試験解析

学」を履修することで、臨床試験の実例における統計学的技術を修得し、「社会健康医学倫

理特論」を履修することで、倫理的・法的・社会的課題の解決方策等を修得する。 
こうした科目を履修した上で、「修士論文」においては、関連文献の収集を行い、先行研

究の調査検討を十分に行った上で、設定した研究目的に対し適切な研究方法を用いて研究し

取りまとめることで、適切な研究課題設定や研究の方法、独創性・新規性のある考察方法な

どを身に付ける。 
また、「課題研究」においては、自らが所属する組織や現在の社会が実際に直面している

課題について仮説検証の方法を設定し、その構造分析とそれに対する具体的な解決策の提言

までを取りまとめることで、的確な課題分析の方法、現実的な解決手法、妥当性・有用性の

ある考察方法を身に付ける。 
上述した教育課程を通じて、医療や介護の現場に身近な場所で科学的知見に基づくデータ

分析や疾病予防対策などを担うために必要な知識と技術を修得させることで、単なる病気の

治療や延命措置だけでなく最期まで元気で健康に暮らしたいという住民の希望を理解し、健

康寿命の更なる延伸を実現するため、地域の健康増進に関わり、地域医療のリーダーとなっ

て、より県民に身近な場所で科学的な知見に基づくデータ分析や健康増進施策、疾病予防対

策などの企画やマネジメントを担う「高度医療専門職」を育成する。 

 
（健康づくり実務者の履修設定） 

「健康づくり実務者」のモデルでは、公衆衛生の５つのコア領域の基礎的内容を履修した
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上で、特に、カリキュラム・ポリシー④「研究成果を地域に効果的に還元するため、医療・

介護の現場などでの関係者の理解を促すヘルスコミュニケーション能力や、多職種連携の中

核を担えるリーダーシップを発揮できる能力の向上を図るための教育」の中でも、より地域

の保健指導の現場に近い分野の科目として、例えば、「ヘルスコミュニケーション特論」を

履修することで、様々な行動科学理論を用いた健康増進手法などを修得し、「フィールド実

習」を履修することで、県内の保健・衛生の現場に応じた課題解決の手法を修得し、「高齢

者運動・リハビリテーション論」を履修することで、地域やヘルスケア業界など様々な主体

による健康増進の取組手法を修得する。 
こうした科目を履修した上で、「課題研究」においては、自らが所属する組織や現在の社

会が実際に直面している課題について仮説検証の方法を設定し、その構造分析とそれに対す

る具体的な解決策の提言までを取りまとめることで、的確な課題分析の方法、現実的な解決

手法、妥当性・有用性のある考察方法を身に付ける。 
上述した教育課程を通じて、社会健康医学の研究で得られたデータや、科学的知見に基づ

く健康増進活動や疾病予防対策について、住民の生活に反映することができる能力を身に付

け、それを現場で発揮できる「健康づくり実務者」を育成する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（25 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラム・ポリシー 

ア カリキュラム・ポリシー 

養成する人材像に応じて、適切なカリキ

ュラムによる教育を行うことは重要であ

る。 

本学は、ディプロマ・ポリシーに定める

人材を育成するため、次のカリキュラム・

ポリシーを定める。なお、養成する人材像、

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーの関係は、別添「社会健康医学研究

科 全体像」及び「ディプロマ・ポリシーと

カリキュラム・ポリシー・授業科目とアド

ミッション・ポリシーの関係」のとおりで

ある。 

①国際的に通用する MPH としての基本的能

力を養うため、米国公衆衛生教育協会

(CEPH)において基本科目とされる「疫

学」、「医療統計学」、「環境健康科学」、「行

動医科学・ヘルスコミュニケーション

（22 ページ） 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラム・ポリシー 

ア カリキュラム・ポリシー 

養成する人材像に応じて、適切なカリキ

ュラムによる教育を行うことは重要であ

る。 

本学は、ディプロマ・ポリシーに定める

人材を育成するため、次のカリキュラム・

ポリシーを定める。なお、養成する人材像、

ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーの関係は、別添「社会健康医学研究

科 全体像」のとおりである。 

 

 

 

①国際的に通用する MPH と同等の基本的能

力を養うため、国際的な公衆衛生学教育

プログラムの認定機関である米国公衆衛

生教育協会(CEPH)において基本科目とさ

れる「疫学」、「医療統計学」、「環境健康
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新 旧 
学」、「健康管理・政策学」の５つのコア

領域を基盤とした教育を行う。 

 

②地域における健康や医療・介護の現状を

適切に評価し、多面的な分析を通じて、

課題を発見するとともに、解決に向けた

仮説の立案、研究方法の構築など、研究

の基本設計を構築し、実行する能力を身

に付ける教育を行う。 

③地域の医療や介護等の現場に研究成果を

還元できるよう、静岡県の地域資源を活

用した健診・医療・介護データを最新の

技術を利用して解析し、これまでの経験

や知識と合わせ、総合的に課題解決の方

法を導き出すための教育を行う。 

④研究成果を地域に効果的に還元するた

め、医療・介護の現場などでの関係者の

理解を促すヘルスコミュニケーション能

力や、多職種連携の中核を担えるリーダ

ーシップを発揮できる能力の向上を図る

ための教育を行う。 

⑤上記の４つのカリキュラム・ポリシーに

基づく教育を通じて、ディプロマ・ポリ

シーで掲げる４つの能力を身に付けてい

るか、授業における議論への参加度、レ

ポートや特別研究の完成度等により総合

的に評価を行う。 

上記のカリキュラム・ポリシーに基づき、

高度な研究・教育実績を持ち、人格と識見

ともに優れる教員により、学生の興味や経

験を尊重しながら高度な教育を行い、ディ

プロマ・ポリシーに基づく学位にふさわし

い人材を養成する。 

 

【別添資料 19】社会健康医学研究科全体像

【別添資料 20】ディプロマ・ポリシーとカ

リキュラム・ポリシー・授業科目とアドミ

ッション・ポリシーの関係 

科学」、「行動医科学・ヘルスコミュニケ

ーション学」、「健康管理・政策学」の５

つのコア領域を基盤として教育を行う。 

②地域における健康や医療・介護の現状を

適切に分析するとともに、仮説の立案、

研究方法の構築など、研究の基本設計を

構築し、実行する能力を身に付ける教育

を行う。 

 

③地域の医療や介護等の現場に研究成果を

還元できるよう、健診・医療・介護デー

タなど静岡県の地域資源を活用した教育

を行う。 

 

 

④研究成果を地域に効果的に還元するた

め、ヘルスコミュニケーション能力やリ

ーダーシップを発揮できる能力の向上を

図るための教育を行う。 

 

 

【追加】 

 

 

 

 

 

上記のカリキュラム・ポリシーに基づき、

高度な研究・教育実績を持ち、人格と識見

ともに優れる教員により、学生の興味や経

験を尊重しながら高度な教育を行い、ディ

プロマ・ポリシーに基づく学位にふさわし

い人材を養成する。 

 

【別添資料 18】社会健康医学研究科全体像
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新 旧 
（46 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（２）履修指導 

（略） 

本研究科ではコース制を採用していない

が、学生の人材像に応じて２つの履修モデ

ルを提示している。（略） 

（38 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（２）履修指導 

（略） 

本研究科ではコース制を採用していない

が、学生の人材像に応じて３つの履修モデ

ルを提示している。（略） 

（56 ページ） 

（８）履修モデル 

２（２）で示したとおり、社会健康医学

を現実社会で活かすことのできる人材育成

の基本的な方向性として、本学では①保

健・医療・福祉領域の高度医療専門職、②

健康づくり実務者を主に想定している。 

 

以下に、それぞれの人材像ごとに履修モ

デルを示す。なお、この履修モデルは、コ

ース制度とは異なり、モデルに沿った履修

が不可欠ではないものの、希望する人材像

に即した履修の参考となるモデルとなる。

各モデルの狙いなどについては、入学後に

開催する履修登録ガイダンスにおいて詳細

に説明を行う。 

 

ア 保健・医療・福祉領域の高度医療専門

職 

（ア）想定する学生像 

社会健康医学の研究や取組の担い手や、

地域医療のリーダーとなることを志す者 

＜対象として考えられる職種＞ 

・地域の病院や診療所に勤務する医師、歯

科医師、薬剤師、看護師など 

・健診機関で健康指導を行う医師、保健師、

管理栄養士など 

（イ）目標 

（47 ページ） 

（８）履修モデル 

２（２）で示したとおり、社会健康医学

を現実社会で活かすことのできる人材育成

の基本的な方向性として、本学では①保

健・医療・福祉領域の高度医療専門職、②

健康づくり実務者、③健康寿命の延伸に取

り組む研究者を主に想定している。 

以下に、それぞれの人材像ごとに履修モ

デルを示す。なお、この履修モデルは、コ

ース制度とは異なり、モデルに沿った履修

が不可欠ではないものの、希望する人材像

に即した履修の参考となるモデルとなる。

各モデルの狙いなどについては、入学後に

開催する履修登録ガイダンスにおいて詳細

に説明を行う。 

 

ア 疫学に精通した高度医療専門職 

 

（ア）想定する学生像 

社会健康医学の研究や取組の担い手や、

地域医療のリーダーとなることを志す者 

＜対象として考えられる職種＞ 

・地域の病院や診療所に勤務する医師、歯

科医師、薬剤師、看護師など 

・健診機関で健康指導を行う医師、保健師、

栄養士など 

（イ）目標 
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（略） 

（ウ）基本的な履修の考え方 

公衆衛生の５つのコア領域の基礎的内容

を履修した上で、特に、カリキュラム・ポ

リシー②「地域における健康や医療・介護

の現状を適切に評価し、多面的な分析を通

じて、課題を発見するとともに、解決に向

けた仮説の立案、研究方法の構築など、研

究の基本設計を構築し、実行する能力を身

に付ける教育」の中でも、より臨床現場に

近い分野の科目として、例えば、「疫学研

究・臨床研究特論」を履修することで、仮

説検証の立案やデータの収集・解析など研

究遂行に必要な技術を修得し、「臨床試験解

析学」を履修することで、臨床試験の実例

における統計学的技術を修得し、「社会健康

医学倫理特論」を履修することで、倫理的・

法的・社会的課題の解決方策等を修得する。

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）修了要件の考え方 

地域の保健・医療の現場の課題解決を目

指し、修了後は現場に戻って活動すること

を希望する者だけでなく、臨床研究への志

向が強く、地域における課題の解決に向け

た研究成果を研究論文として発表したいと

いう意欲を持つ者、将来、博士課程への進

学を希望する者も想定されることから、課

題研究を推奨するモデルと、修士論文を推

奨するモデルを設定する。 

修士論文においては、関連文献の収集を

行い、先行研究の調査検討を十分に行った

上で、設定した研究目的に対し適切な研究

（略） 

（ウ）基本的な履修の考え方 

本学の基本的な趣旨である社会健康医学

の概念や、文献検索法など研究に必要な基

本的知識をはじめとした「共通科目」を学

んだ上で、公衆衛生の５つのコア領域（疫

学、医療統計学、環境健康科学、行動医科

学・ヘルスコミュニケーション学、健康管

理・政策学）の専門的知識を身に付けるた

めの「公衆衛生学科目」を履修する。 

また、疫学に精通した高度医療専門職と

して、「疫学研究・臨床研究特論」を履修し、

医療や介護等の現場において自らリサーチ

クエスチョンを設定し、適切な研究プロト

コルを組み立てる能力を修得するととも

に、「臨床試験解析学」を履修し、臨床試験

の計画、実施、解析、報告のための統計学

的技術を修得する。 

さらに、「遺伝カウンセリング」や「遺伝

カウンセリング実習」、「ゲノム医学（疾患

と遺伝子）」を履修し、代表的な遺伝性疾患

の病態を理解し、遺伝カウンセリングの実

務に必要な手法を修得するとともに、「医

療・ケア組織論」を履修し、医療や介護等

の現場における組織文化の理解、組織分析

の手法を修得する。 

（エ）修了要件の考え方 

修了後に所属する医療等の現場におい

て、具体的な研究課題を見つけ、課題解決

のための研究計画を自ら立案し、実行でき

る能力や、研究成果を効果的に還元できる

能力を身に付けることを目指し、課題研究

報告書としてとりまとめる。 
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方法を用いて研究し取りまとめることで、

適切な研究課題設定や研究の方法、独創

性・新規性のある考察方法などを身に付け

る。 

また、課題研究においては、自らが所属

する組織や現在の社会が実際に直面してい

る課題について仮説検証の方法を設定し、

その構造分析とそれに対する具体的な解決

策の提言までを取りまとめることで、的確

な課題分析の方法、現実的な解決手法、妥

当性・有用性のある考察方法を身に付ける。

（オ）修了後の進路例 

これらの教育課程を通じて、医療や介護

の現場に身近な場所で科学的知見に基づく

データ分析や疾病予防対策などを担うため

に必要な知識と技術を修得させることで、

単なる病気の治療や延命措置だけでなく、

最期まで元気で健康に暮らしたいという住

民の希望を理解し、健康寿命の更なる延伸

を実現するため、地域の健康増進に関わり、

地域医療のリーダーとなって、より県民に

身近な場所で科学的な知見に基づくデータ

分析や健康増進施策、疾病予防対策などの

企画やマネジメントを担う「高度医療専門

職」を育成する。 

修了後の進路例は以下のとおりである。 

・臨床データの有効活用に精通した地域の

医療現場で活躍する医師等 

・科学的な知見に基づきデータ分析や疾病

対策、健康づくりなどを担う者 

・臨床試験やコホート研究に従事する者 

 

イ 健康づくり実務者 

 

（ア）想定する学生像 

保健所などにおいて社会健康医学の知見

を取り入れた健康指導などを行い、健康寿

命の更なる延伸に資する施策を担うことを

志す者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）修了後の進路例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・臨床データの有効活用に精通した地域の

医療現場で活躍する医師等 

・科学的な知見に基づきデータ分析や疾病

対策、健康づくりなどを担う者 

・臨床試験やコホート研究に従事する者 

 

イ ビッグデータに精通した健康づくり実

務者 

（ア）想定する学生像 

保健所などにおいて社会健康医学の知見

を取り入れた健康指導などを行い、健康寿

命の更なる延伸に資する施策を担うことを

志す者 
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＜対象として考えられる職種＞ 

・保健所（行政）や企業で健康づくり活動

を行う保健師、管理栄養士など 

・社会福祉施設で健康指導や機能回復訓練

を行う看護師、介護職員など 

（イ）目標 

（略） 

（ウ）基本的な履修の考え方 

公衆衛生の５つのコア領域の基礎的内容

を履修した上で、特に、カリキュラム・ポ

リシー④「研究成果を地域に効果的に還元

するため、医療・介護の現場などでの関係

者の理解を促すヘルスコミュニケーション

能力や、多職種連携の中核を担えるリーダ

ーシップを発揮できる能力の向上を図るた

めの教育」の中でも、より地域の保健指導

の現場に近い分野の科目として、例えば、

「ヘルスコミュニケーション特論」を履修

することで、様々な行動科学理論を用いた

健康増進手法などを修得し、「フィールド実

習」を履修することで、県内の保健・衛生

の現場に応じた課題解決の手法を修得し、

「高齢者運動・リハビリテーション論」を

履修することで、地域やヘルスケア業界な

ど様々な主体による健康増進の取組手法を

修得する。 

 

 

（エ）修了要件の考え方 

自らが所属する組織や現在の社会が実際

に直面している課題について仮説検証の方

法を設定し、その構造分析とそれに対する

具体的な解決策の提言までを取りまとめる

ことで、的確な課題分析の方法、現実的な

解決手法、妥当性・有用性のある考察方法

を身に付ける。 

（オ）修了後の進路例 

これらの教育課程を通じて、社会健康医

学の研究で得られたデータや、科学的知見

＜対象として考えられる職種＞ 

・保健所（行政）や企業で健康づくり活動

を行う保健師、栄養士など 

・社会福祉施設で健康指導や機能回復訓練

を行う看護師、介護職員など 

（イ）目標 

（略） 

（ウ）基本的な履修の考え方 

社会健康医学の概念や、文献検索法など

研究に必要な基本的知識をはじめとした

「共通科目」を学んだ上で、公衆衛生の５

つのコア領域（疫学、医療統計学、環境健

康科学、行動医科学・ヘルスコミュニケー

ション学、健康管理・政策学）の専門的知

識を身に付けるための「公衆衛生学科目」

を履修する。 

また、ビッグデータに精通した健康づく

り実務者として、「公的統計活用法」を履修

し、公的統計調査の二次利用の手法を修得

するとともに、「ヘルスコミュニケーション

特論」を履修し、健康増進のための行動変

容に必要な方法の企画・立案能力を修得す

る。 

さらに、「高齢者ケア特論」を履修し、原

因疾患による介護課題の相違を理解すると

ともに、「高齢者運動・リハビリテーション

論」を履修し、対象者の特性を踏まえたリ

ハビリテーションの立案能力を修得する。 

（エ）修了要件の考え方 

修了後に所属する自治体や企業等の現場

において、地域や職場が抱える健康課題を

見つけ、課題解決のための実践活動におい

てリーダーシップを発揮できる能力を身に

付けることを目指し、課題研究報告書とし

てとりまとめる。 

 

（オ）修了後の進路例 
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に基づく健康増進活動や疾病予防対策につ

いて、住民の生活に反映することができる

能力を身に付け、それを現場で発揮できる

「健康づくり実務者」を育成する。 

修了後の進路例は以下のとおりである。 

・行政や企業などにおいて、科学的知見を

取り入れた健康指導などを担う保健師・管

理栄養士等 

 

【削除】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・行政や企業などにおいて、科学的知見を

取り入れた健康指導などを担う保健師・栄

養士等 

 

ウ ゲノム研究者 

（ア）想定する学生像 

社会健康医学研究を長期かつ継続的に行

うことを志す者 

＜対象として考えられる職種＞ 

・医療機関や健診機関で医療データの解析

を行う専門家 

・研究成果を健康増進施策に効果的に結び付

けるための、心理学、生命倫理学、行動学な

どの専門家 

・大学を卒業後、ビッグデータの活用や疫

学研究、ゲノムコホート研究の研究職を目

指す者 

（イ）目標 

科学的知見からの手法に基づいた地域の

健康寿命の更なる延伸を目的として、今ま

での施策の体系化や医療データの要因分析

などを継続的に進めていく役割を担うため

に必要な知識と技術を修得する。 

（ウ）基本的な履修の考え方 

本学の基本的な趣旨である社会健康医学

の概念や、文献検索法など研究に必要な基

本的知識をはじめとした「共通科目」を学

んだ上で、公衆衛生の５つのコア領域（疫

学、医療統計学、環境健康科学、行動医科

学・ヘルスコミュニケーション学、健康管

理・政策学）の専門的知識を身に付けるた

めの「公衆衛生学科目」を履修する。 

また、ゲノム研究者として、「疫学・ゲノ

ム疫学特論」を履修し、国内のコホート・

113



 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類・別添資料 

新 旧 
「22 履修モデル」 

（別紙資料８参照） 

「20 履修モデル」 

（別紙資料８参照） 

「34 履修モデル別時間割（案）」 

（別紙資料９参照） 

「29 履修モデル別時間割（案）」 

（別紙資料９参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【別添資料 22】履修モデル 

【別添資料 34】履修モデル別時間割（案） 

ゲノムコホートの特性を理解するととも

に、「社会健康医学倫理特論」を履修し、研

究アプローチの相違を踏まえた研究の倫理

的・法的・社会的課題への対応能力を修得

する。 

さらに、「医科遺伝学特論」を履修し、主

要な遺伝性疾患の原因遺伝子の探索・同定

するための手法を修得する。 

（エ）修了要件の考え方 

修了後に所属する研究機関等において、長

期かつ継続的にゲノムコホート研究を実施す

ることを目指すとともに、将来的な博士課程

への進学も視野に、修士論文をとりまとめる。

（オ）修了後の進路例 

・医療統計手法に基づくデータ解析を通じて

臨床研究をサポートする医療統計専門家 

・医療保険者、企業における健康ビッグデ

ータ分析の専門家 

・医療データの要因分析などを継続的に進

めていく役割を担う研究者 

・ゲノムコホートなどによる、多様な生命

情報を総合的に分析・解析する研究者 

 

 

【別添資料 29】履修モデル別時間割（案）
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

13．＜実習施設及び指導体制が不明確＞ 

実習科目である「遺伝カウンセリング実習」及び「フィールド実習」について、実習施

設が適切に確保されているかが不明確である。また、各実習先に十分な実務経験と適切

な指導能力を有する実習指導者が配置され、大学教員との適切な役割分担と緊密な連携

に基づく指導ができる体制となっているかなど、教育内容等に応じた適切な指導体制が

担保されているかが不明確であることから、明確に説明すること。 

 

【対応】 

 「遺伝カウンセリング実習」、「フィールド実習」における実習施設としては、県立総合病

院、保健所、環境衛生科学研究所などの県関係施設を予定していることを説明する。 
また、各実習先には、現場の実務に精通した医師、認定遺伝カウンセラー、薬剤師等の専

門職員が配置されており、教科担当教員との緊密な連携のもと、効果的な実習を行うことが

できるなど、教育内容等に応じた適切な指導体制が担保されていることを説明する。 

以上について、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
 
【詳細説明】 

 「遺伝カウンセリング実習」科目については、本学に隣接する県立総合病院に遺伝診療科

があり、遺伝カウンセリングの実績も豊富であることから、実習先として最も適切である。 
 遺伝診療科には、臨床遺伝専門医のほか、患者とのコミュニケーションを図る認定遺伝カ

ウンセラーが配置されており、学生は、実際の症例である遺伝カウンセリングに陪席するこ

とで、テキストでは得がたい実務を体験することができる。 
 「フィールド実習」科目の設置目的は、学生が、自身の職場以外の様々な社会健康医学に

関わる実践現場（フィールド）での業務内容や現場の課題を体験的に学修して、地域課題の

発見・解決に向けた俯瞰的視座を身につけることであるが、幅広い公衆衛生学の分野の中で、

疾病対策では保健所、産業保健では食肉衛生検査所、環境衛生では環境衛生科学研究所や浄

水場、病院では上述した県立総合病院など、いずれも県関係の機関において実施することが

可能である（【別紙資料 11】実習科目における実習予定施設）。 
 実習指導者は、現場の状況や課題を把握し、学生に対して分りやすく伝えることが求めら

れるが、これらの機関には、長期間にわたり現場で勤務しているため経験が豊富で業務に精

通している、医師や獣医師、薬剤師、看護師、土木関係職員などの専門職員が配置されてお

り、実習指導者として十分な実務経験と適切な指導能力を有している。 
また、実習指導者が、本学の設立趣旨や養成する人材像、授業の目的や評価の視点などに

ついて一定の共通認識を持ち、適切な指導が行えるよう、実習指導者用の説明資料を作成し、

教科担当教員が事前に各現場に赴き、個別に説明を行う。 
 その上で、教科担当教員の教育方針と実習指導者の実務経験をもとに、学生が現場に戻っ

たときに役立つよう最も効果的な実習プログラムを共同で作成するなど、緊密な連携を図っ

ていく。 
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その他、実習実施に当たっては、常に専任教員が引率を行い、現場でのディスカッション

を促し、学生の気づきを示唆するなど、ファシリテーターの役割を担い、実習指導者との連

携のもと指導に当たるとともに、両者が協議する機会を設け、PDCA サイクルを回していくこ

とで、実習方法等の改善を図っていく。 
 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（44 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（１）教育方法及び特色 

ウ 実習実施体制 

学生が、自身の職場以外の様々な社会健

康医学に関わる実践現場（フィールド）で

の業務内容や現場の課題を体験的に学修し

て、地域課題の発見・解決に向けた俯瞰的

視座を身につけるため、「遺伝カウンセリン

グ実習」及び「フィールド実習」を配置し

ている。 

「遺伝カウンセリング実習」科目につい

ては、本学に隣接する県立総合病院に遺伝

診療科があり、遺伝カウンセリングの実績

も豊富であることから、実習先として最も

適切である。遺伝診療科には、臨床遺伝専

門医のほか、患者とのコミュニケーション

を図る認定遺伝カウンセラーが配置されて

おり、学生は、実際の症例である遺伝カウ

ンセリングに陪席することで、テキストで

は得がたい実務を体験することができる。 

「フィールド実習」科目については、幅

広い公衆衛生学の分野の中で、疾病対策で

は保健所、産業保健では食肉衛生検査所、

環境衛生では環境衛生科学研究所や浄水

場、病院では上述した県立総合病院など、

いずれも県関係の機関において実施するこ

とが可能である。また、地域の健康寿命の

更なる延伸のために欠かせない、地域包括

ケアや多職種連携等を学ぶため、県立総合

（37 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（１）教育方法及び特色 

【追加】 
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新 旧 
病院（褥瘡ケア・感染制御等）や、地域包

括ケア病棟を設置している医療機関など、

多職種連携現場での実習等も盛り込んでい

る。 

実習指導者は、現場の状況や課題を把握

し、学生に対して分りやすく伝えることが

求められるが、これらの機関には、長期間

にわたり現場で勤務しているため経験が豊

富で業務に精通している、医師や獣医師、

薬剤師、看護師、土木関係職員などの専門

職員が配置されており、実習指導者として

十分な実務経験と適切な指導能力を有して

いる。 

また、実習指導者が、本学の設立趣旨や

養成する人材像、授業の目的や評価の視点

などについて一定の共通認識を持ち、適切

な指導が行えるよう、実習指導者用の説明

資料を作成し、教科担当教員が事前に各現

場に赴き、個別に説明を行う。 

その上で、教科担当教員の教育方針と実

習指導者の実務経験をもとに、学生が現場

に戻ったときに役立つよう最も効果的な実

習プログラムを共同で作成するなど、緊密

な連携を図っていく。 

その他、実習実施に当たっては、常に専

任教員が引率を行い、現場でのディスカッ

ションを促し、学生の気づきを示唆するな

ど、ファシリテーターの役割を担い、実習

指導者との連携のもと指導に当たるととも

に、両者が協議する機会を設け、PDCA サイ

クルを回していくことで、実習方法等の改

善を図っていく。 

 

【別添資料 26】実習科目における実習予定

施設 

 

117



  

（改善事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

14．＜教育内容の充実＞ 

本学の設置の趣旨や養成する人材像に鑑み、以下に関する教育内容を充実することが望

ましい。 

（１）医療系学部以外の出身者が本学の教育に係る基礎知識に対する深い理解が得られるよ

う、医学概論に係る教育機会や内容の充実を図ること。 

 

【対応】 

 養成する人材像やアドミッション・ポリシーを修正することにより、入学者は必然的に、

保健・医療・福祉の基礎的な素養を有していると考えられるが、社会健康医学を学修する上

で必要な、医学についての基礎知識を改めて学びたいというニーズも想定されることから、

医学概論に係る教育機会や内容の充実を図っていくことを説明する。 
 
【詳細説明】 

意見３について回答したとおり、養成する人材像として、当初、「保健・医療・福祉領域

の高度医療専門職」、「健康づくり実務者」、「健康寿命の延伸に取り組む研究者」の３つを想

定していたが、意見も踏まえて検討した結果、「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」

及び「健康づくり実務者」の２つに絞ることとした。このため、養成する人材像は、一定の

素養を持つ、より均質化した集団となる。 
合わせて、アドミッション・ポリシーに、本学における教育課程を履修するために必要な

能力として、「③医療や介護などの専門知識に裏打ちされた貴重な経験を有し、健康課題に

対して、実践的な解決策を提示しようとする者（実践する力）」を追加し、その能力がある

ことを担保するため、入学者の選抜に当たっては、小論文や面接試験において、これまでの

医療や介護現場における実務経験などについて確認することとした。 
以上により、入学者は必然的に、保健・医療・福祉の基礎的な素養を有していることとな

る。 
一方で、入学者の基礎的な素養は、均質化されているとは言っても職種等によって個々に

異なることから、修了までの教育課程においては、同一水準を担保できるような授業科目の

配置が求められる。 

そのため、特に行政などの現場で長らく健康増進を担ってきた保健師や管理栄養士などを

中心に、社会健康医学を学修する上で必要な、医学についての基礎知識を改めて学びたいと

いうニーズや、基礎的な医学知識に関する最新の知見への不安感があることも想定されるこ

とから、選択科目として「基礎医学講座」を設けて、学生の基礎的な医学知識の充実を図る。 
なお、医学の基礎知識に不安感を持つ学生に対しては、合格後に参考書を提示し、入学前

までの読了を推奨するほか、入学時のオリエンテーションにおいて、「基礎医学講座」につ

いて内容等を紹介し、必要に応じて選択することを推奨する。 

 加えて、専任教員の約半数が医師資格保有者であることの強みを活かし、学生の到達度・

理解度や希望などに応じて補習や勉強会を行うなど、医学概論に係る教育機会や内容の充実
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を図っていく。 
 これらにより、様々な職種であっても医学的な知識においてディプロマ・ポリシーに適う

人材を育成する。 
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（改善事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

14．＜教育内容の充実＞ 

本学の設置の趣旨や養成する人材像に鑑み、以下に関する教育内容を充実することが望

ましい。 

（２）昨今多発している研究不正事案や関係法令の施行状況等を踏まえ、学生が研究倫理や

研究に係るコンプライアンス等についての深い理解が得られるよう、個人情報保護法

や臨床研究法等に係る教育機会や内容の充実を図ること。 

 

【対応】 

 学生が研究倫理や研究に係るコンプライアンス等についての深い理解が得られるよう、関

係する授業科目を配置することや、研究倫理規程を周知し、遵守を求めていくことなどによ

り、個人情報保護法や臨床研究法等に係る教育機会や内容の充実を図っていくことを説明し、

「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
 
【詳細説明】 

 多発しているデータのねつ造や論文盗用といった研究活動における不正行為の防止や、

年々要請が高まりつつある個人情報の適切な取扱いなどに関し、学生が研究倫理や研究に係

るコンプライアンス等についての深い理解が得られるよう、本学としても十分に取り組んで

いく。 
そのため、授業科目として、学生が研究倫理や研究に係るコンプライアンス等についての

深い理解を得られるよう、個人情報保護法や臨床研究法など、臨床研究を行うために必要な

法令や倫理的配慮を学ぶ「臨床研究概論」、ヒトを対象とした疫学研究や健診・医療・介護

データを活用した疫学研究の実施に必要な倫理的配慮を身に付けるため、社会健康医学領域

の研究活動や臨床場面での倫理的判断の基礎となる倫理・哲学的な考え方について学ぶ「社

会健康医学倫理概論」を必修科目として配置し、さらに、倫理的・法的・社会的課題の構造

や課題解決のための方策について学ぶ「社会健康医学倫理特論」を配置している。 

なお、必修科目として、「社会健康医学倫理概論」において、校舎予定地に隣接する静岡

県立総合病院と連携し、県立総合病院臨床研究倫理委員会、個人情報保護推進委員会及び利

益相反委員会などの審査を見学することで、自らの課題研究で想定される倫理的配慮の必要

性や、個人情報保護及びコンプライアンス遵守の重要性等について学ぶ講義を設けている。

これらについては、年度当初のオリエンテーションにおいて説明し、学生に対し研究倫理の

重要性を周知し履修を勧めていく。 

研究や、論文・課題研究報告書の作成に当たっては、教員だけでなく、本学にて研究活動

に従事する者に対し、「静岡社会健康医学大学院大学研究倫理規程」に基づき、学術研究の

信頼性と公正性を確保する観点から倫理的配慮を求めるとともに、信頼性と公正性を実質的

に担保するため、教員や学生を対象とした全学的な研究倫理研修会を開催するなど、具体的

な取組を進めていく。 

また、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」（文部科学省・厚生労働省）などに
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準拠した研究倫理審査委員会を設置し、研究等の実施計画等の内容について、研究等の対象

となる個人の人権の擁護及びプライバシーの保全や、教育、学術及び社会への貢献度などに

留意した審査を行う。 

 以上により、学生が研究倫理や研究に係るコンプライアンス等についての深い理解が得ら

れるよう、個人情報保護法や臨床研究法等に係る教育機会や内容の充実を図っていく。 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（55 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（７）教育研究等に係る倫理的配慮・情報

管理体制 

多発しているデータのねつ造や論文盗用

といった研究活動における不正行為の防止

や、年々要請が高まりつつある個人情報の

適切な取扱いなどに関し、教職員や学生が

教育研究倫理や教育研究に係るコンプライ

アンス等についての深い理解が得られるよ

う、本学としても十分に取り組んでいく。 

ア 倫理的配慮 

本学では、研究や、論文・課題研究報告

書の作成に当たっては、教員だけでなく、

本学にて研究活動に従事する者に対し、「静

岡社会健康医学大学院大学研究倫理規程

（案）」に基づき、学術研究の信頼性と公正

性を確保する観点から倫理的配慮を求めて

おり、研究等の実施計画等の内容について

審査を行う。なお、信頼性と公正性を実質

的に担保するため、教員や学生を対象とし

た全学的な研究倫理研修会を開催するな

ど、具体的な取組を進めていく。 

（ア）審査事項 

（略） 

（イ）研究倫理審査委員会の設置 

（略） 

（46 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（７）研究等に係る倫理的配慮 

  

【追加】 

 

 

 

 

 

 

 

本学では、研究や、論文・課題研究報告

書の作成に当たっては、教員だけでなく、

本学にて研究活動に従事する者に対し、「静

岡社会健康医学大学院大学研究倫理規程

（案）」に基づき、学術研究の信頼性と公正

性を確保する観点から倫理的配慮を求めて

おり、研究等の実施計画等の内容について

審査を行う。 

 
 
 
ア 審査事項 

（略） 

イ 研究倫理審査委員会の設置 

（略） 
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（改善事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

14．＜教育内容の充実＞ 

本学の設置の趣旨や養成する人材像に鑑み、以下に関する教育内容を充実することが望

ましい。 

（３）地域包括ケアや多職種連携等を学ぶ実習機会や内容の充実を図ること。 

 

【対応】 

 地域包括ケアや多職種連携等については、必修科目「高齢者ケア概論」の講義の中で教授

するとともに、多職種連携現場での実習を「フィールド実習」科目などで行うことで、実習

機会の充実を図ることや、地域包括ケアに関する講演会や研修会などへの参加を促し、学び

の機会や内容の充実を図ることを説明し、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
 
【詳細説明】 

 重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続け

ることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括

ケアシステムの構築や、異なる専門性を持った職種が集まり、高度な健康増進活動や疾病予

防対策の提供に向けてともに働く多職種連携等は、本学が中核的な役割を担う、地域の健康

寿命の更なる延伸のために欠かせないものである。 
そのため、地域包括ケアや多職種連携等については、必修科目である「高齢者ケア概論」

において、制度や現状、課題などを講義するとともに、校舎予定地に隣接する静岡県立総合

病院（褥瘡ケア・感染制御等）や、地域包括ケア病棟を設置している医療機関など、多職種

連携現場での実習等を、選択科目の「フィールド実習」科目で行う。 
また、県立の大学という強みを活かし、県や市町の行う住民向けの講演会や、健康福祉に

関わる団体等が行う地域包括ケアに関する研修会、地域包括ネットワーク会議などへの参加

を学生等に促していくことで、地域包括ケアや多職種連携について学ぶ機会を増やしていく。

合わせて、学生の希望に応じて、介護施設及び介護事業所の見学などについても実施を検討

する。 
これらにより、地域包括ケアや多職種連携等を学ぶ実習機会や内容の充実を図っていく。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（44 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（１）教育方法及び特色 

ウ 実習実施体制 

学生が、自身の職場以外の様々な社会健

康医学に関わる実践現場（フィールド）で

（37 ページ） 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法

及び修了要件 

（１）教育方法及び特色 

【追加】 
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新 旧 
の業務内容や現場の課題を体験的に学修し

て、地域課題の発見・解決に向けた俯瞰的

視座を身につけるため、「遺伝カウンセリン

グ実習」及び「フィールド実習」を配置し

ている。 

「遺伝カウンセリング実習」科目につい

ては、本学に隣接する県立総合病院に遺伝

診療科があり、遺伝カウンセリングの実績

も豊富であることから、実習先として最も

適切である。遺伝診療科には、臨床遺伝専

門医のほか、患者とのコミュニケーション

を図る認定遺伝カウンセラーが配置されて

おり、学生は、実際の症例である遺伝カウ

ンセリングに陪席することで、テキストで

は得がたい実務を体験することができる。 

「フィールド実習」科目については、幅

広い公衆衛生学の分野の中で、疾病対策で

は保健所、産業保健では食肉衛生検査所、

環境衛生では環境衛生科学研究所や浄水

場、病院では上述した県立総合病院など、

いずれも県関係の機関において実施するこ

とが可能である。また、地域の健康寿命の

更なる延伸のために欠かせない、地域包括

ケアや多職種連携等を学ぶため、県立総合

病院（褥瘡ケア・感染制御等）や、地域包

括ケア病棟を設置している医療機関など、

多職種連携現場での実習等も盛り込んでい

る。 

実習指導者は、現場の状況や課題を把握

し、学生に対して分りやすく伝えることが

求められるが、これらの機関には、長期間

にわたり現場で勤務しているため経験が豊

富で業務に精通している、医師や獣医師、

薬剤師、看護師、土木関係職員などの専門

職員が配置されており、実習指導者として

十分な実務経験と適切な指導能力を有して

いる。 

また、実習指導者が、本学の設立趣旨や
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新 旧 
養成する人材像、授業の目的や評価の視点

などについて一定の共通認識を持ち、適切

な指導が行えるよう、実習指導者用の説明

資料を作成し、教科担当教員が事前に各現

場に赴き、個別に説明を行う。 

その上で、教科担当教員の教育方針と実

習指導者の実務経験をもとに、学生が現場

に戻ったときに役立つよう最も効果的な実

習プログラムを共同で作成するなど、緊密

な連携を図っていく。 

その他、実習実施に当たっては、常に専

任教員が引率を行い、現場でのディスカッ

ションを促し、学生の気づきを示唆するな

ど、ファシリテーターの役割を担い、実習

指導者との連携のもと指導に当たるととも

に、両者が協議する機会を設け、PDCA サイ

クルを回していくことで、実習方法等の改

善を図っていく。 

 

【別添資料 26】実習科目における実習予定

施設 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

15．＜教員組織編成の適正性が不明確＞ 

本学の教育課程において自由科目である聴覚分野を専門とする教員が多数存在するな

ど、専任教員の専門分野に偏りがあるように見受けられるが、本学の設置の趣旨や教育

研究内容等に照らして、適正な教員組織が編成されていることを明確に説明すること。 

 

【対応】 

社会健康医学の大学院大学として、趣旨に基づく教育課程を担当し、教育研究を行うため

の適正な教員組織が編成されていることを、本学の設置の趣旨や教育研究内容等に照らして

明確に説明し、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

なお、教員組織を改めて検討した結果、授業科目のみ担当する専任教員のうち、「15 ホロ

ウェル・ジェイソン」について、専任教員から兼任講師へ変更する。 

 

【詳細説明】 

（教員組織の適正性） 

 本学では、公衆衛生学のコア５領域の基礎知識を修得する「公衆衛生学科目」（疫学、医

療統計学、環境健康科学、行動医科学・ヘルスコミュニケーション学、健康管理・政策学）、

ゲノム医学分野の専門的知識を修得する「ゲノム医学科目」、本県での先端的な取組を踏ま

えた「聴覚関連科目」などにより教育課程を編成している。 

教員組織については、教育課程に対応する形で、専門領域ごとの特性に応じて、教育研究

上必要とされる優れた業績を有するとともに、高度な実務能力を備えた専任教員を配置して

おり、教育上主要と認める授業科目である、「公衆衛生学科目」の５領域や「ゲノム医学科

目」の必修科目には、原則として専任の教授又は准教授を配置している。 

具体的には、公衆衛生学科目の「疫学領域」には、他大学の公衆衛生学講座において豊富

な教育・研究指導実績があり博士（医学）と修士（公衆衛生学）の学位を持つ医師を、「医

療統計学領域」には、静岡県立総合病院リサーチサポートセンターにおいて既に社会健康医

学研究のデータ解析業務を担っている博士（医学）の学位を持つ研究者を、「環境健康科学

領域」には、産業医として現場での保健指導の実態にも精通している博士（社会健康医学）

の学位を持つ医師を、「行動医科学・ヘルスコミュニケーション学領域」には、ヘルスケア

データ政策に精通した博士（保健学）の学位を持つ研究者を、「健康管理・政策学領域」に

は、他大学の保健・予防医学分野において豊富な教育・研究指導実績があり博士（医学）の

学位を持つ医師を、「ゲノム医学科目」には、他大学におけるゲノムコホート研究の実績が

豊富な博士（医学）の学位を持つ研究者を配置するなど、手厚い研究指導体制を整えている。 

なお、科目区分ごとに、研究指導を行う教員は、下表のとおり、公衆衛生学の各科目、ゲ

ノム医学科目、発展科目とバランスのとれた構成となるように配置している。 
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〔科目区分ごとの教員数〕 

 
科目区分 

専任教員 

（うち研究指導教員） 教授 准教授 講師

共通科目（学長） １(－) １ － －

疫学 ５(５) ２ ２ １

医療統計学 ２(２) － １ １

環境健康科学 ２(２) ２ － －

行動医科学・ヘルスコミュニケーション学 ４(４) １ ３ －

公衆衛生学科目 

健康管理・政策学 ３(３) ２ － １

ゲノム医学科目 ２(２) ２ － －

発展科目（聴覚関連科目） ２(１) １ － １

合 計 21(19) 11 ６ ４

※複数の科目区分を担当する専任教員は、主たる科目区分に計上 

 

（聴覚分野科目と大学設置趣旨との整合性） 

小児難聴への取組として、設置団体である静岡県では、平成 11 年度から、他都道府県に

先駆け、乳幼児の聴覚検査体制を整えるとともに、障害を発見した後の療育の場として、平

成 22 年４月に乳幼児聴覚支援センターを開設し、市町や関係機関と連携して、聴覚障害を

抱えた乳幼児への支援に一貫して取り組んできた。また、本学と隣接する静岡県立総合病院

は、人工内耳の手術件数では、全国でトップレベルである。 

これまでの先進的な取組みの成果を地域に還元していくとともに、小児難聴における療育

や言語習得を支援する担い手、高齢化や事故等による中途難聴者への支援の担い手の不足が、

本県の難聴対策の課題であることから、本学の柱の一つである地域の課題を地域で解決する

力の形成を進めるため、本学に、聴覚関係科目を自由科目として設け、専任教員２名を配置

し、これらの担い手の養成を支援するほか、難聴に関する科学的な知見のさらなる創出に向

け、研究を充実させていく。 

具体的な科目については、「聴覚コミュニケーション学概論」、「聴覚コミュニケーション

学特論」、「小児聴覚評価法」、「脳の発達と聴覚」、「小児難聴マネジメント」、「老年オーディ

オロジー」の６科目を開講する。 

６科目のうち多くを占める「小児難聴」について、早期に聴覚と音声言語を獲得すること

により、その後の人生において健康で文化的な生活を送ることができることになり、また、

音による刺激や他者との音声言語によるコミュニケーションは、健康長寿の要素である、社

会参加への障壁を下げることになるため、老年期における健康寿命の延伸にとっても大きな

意義がある。 

加えて、聴覚の衰えは、高齢者にとって健康的な生活を送る際の大きな妨げとなるもので

あり、小児難聴の研究成果としての知見から老年期の難聴対策につなげる研究へと発展して

いくことが期待できる。 

このように、聴覚に係る教育研究を行うことは、健康寿命の延伸に資するものであり、本

学の設置趣旨とも合致している。 
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（教員組織の変更） 

 なお、教員組織を改めて検討した結果、聴覚分野の授業科目のみを担当する専任教員のう

ち「15ホロウェル・ジェイソン」については、兼任講師へ変更する。なお、担当授業科目に

ついては、「聴覚コミュニケーション学概論」のオムニバス４回で変更はない。 

 よって、聴覚分野の専任教員は、教授１名、授業科目のみ担当する講師１名の２名体制と

する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（ ページ） 
新 旧 

（39 ページ） 

５ 教員組織の編成の考え方及び特色 

本学では、公衆衛生学のコア５領域の基

礎知識を修得する「公衆衛生学科目」（疫学、

医療統計学、環境健康科学、行動医科学・

ヘルスコミュニケーション学、健康管理・

政策学）、ゲノム医学分野の専門的知識を修

得する「ゲノム医学科目」、本県での先端的

な取組を踏まえた「聴覚関連科目」などに

より教育課程を編成している。 

教員組織については、教育課程に対応す

る形で、専門領域ごとの特性に応じて、教

育研究上必要とされる優れた業績を有する

とともに、高度な実務能力を備えた専任教

員を配置しており、教育上主要と認める授

業科目である、「公衆衛生学科目」の５領域

や「ゲノム医学科目」の必修科目には、原

則として専任の教授又は准教授を配置して

いる。 

 

なお、教員の確保に際しては、教授、准

教授等の人数及び年齢のバランスを考慮

し、長期かつ継続的に十分な教育・研究が

できるよう、多様な人材を確保するよう配

慮する。 

 

（１）教員配置の考え方 

専任教員は 21 名（うち教授 11 名（学長

を含む）、准教授６名、講師４名）を予定し

ている。原則として前述した教育課程に対

（32 ページ） 

５ 教員組織の編成の考え方及び特色 

教育課程の編成に当たっては、高齢化に

伴い発生する保健医療分野における様々な

課題に対して、公衆衛生の基礎的な知識を

身に付けつつ、専門領域ごとに指導的立場

で問題解決型の対処ができる、すなわち現

場での実践に資するという視点に重点を置

いている。 

したがって、教員組織についても、当該

教育課程に対応する形で、専門領域ごとの

特性に応じて、教育研究上必要とされる優

れた業績を有するとともに、高度な実務能

力を備えた専任教員を配置し、適切な教育

を施すこととする。 

また、原則として、主要科目は専任教員

（教授、准教授、講師）が担当するが、個

別の領域においては、必要に応じ専門的な

知識・経験を有する非常勤講師等で対応し、

教育成果をあげることとする。 

なお、教員の確保に際しては、教授、准

教授等の人数及び年齢のバランスを考慮

し、長期かつ継続的に十分な教育・研究が

できるよう、多様な人材を確保するよう配

慮する。 

 

（１）教員配置の考え方 

専任教員は 22 名（うち教授 12 名（学長

を含む）、准教授６名、講師４名）を予定し

ている。原則として前述した教育課程に対
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新 旧 
応する科目区分ごとにバランス良く配置す

る。中核となる科目（必修科目）には豊富

な教育経験や研究業績、実務経験を有する

教員を配置するとともに、一部の科目につ

いては、外部の教育・研究業績を有する教

員、専門家を非常勤講師として配置し、人

材の育成で成果を上げられるよう努める。 
〔科目区分ごとの教員数〕 

 
科目区分 

専任教員 

（うち研究指導教員） 教授 准教授 講師

共通科目（学長） １(－) １ － －

疫学 ５(５) ２ ２ １

医療統計学 ２(２) － １ １

環境健康科学 ２(２) ２ － －

行動医科学・ヘルスコミュニケーション学 ４(４) １ ３ －

公衆衛生学科目 

健康管理・政策学 ３(３) ２ － １

ゲノム医学科目 ２(２) ２ － －

発展科目（聴覚関連科目） ２(１) １ － １

合 計 21(19) 11 ６ ４

※複数の科目区分を担当する専任教員は、主たる科目区分に計上 

応する科目区分ごとにバランス良く配置す

る。中核となる科目（必修科目）には豊富

な教育経験や研究業績、実務経験を有する

教員を配置するとともに、一部の科目につ

いては、外部の教育・研究業績を有する教

員、専門家を非常勤講師として配置し、人

材の育成で成果を上げられるよう努める。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

16．＜名称の適正性が不明確＞ 

教育課程等を勘案すると「社会健康医科学」の方が適当と見受けられるが、「社会健康

医学」と称する理由について、合理的かつ明確に説明すること。 

 

【対応】 

 大学や研究科の名称を「社会健康医学」と称する理由について、合理的かつ明確に説明し、

「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
 

【詳細説明】 

（社会健康「医学」と「医科学」について） 

「医学」と「医科学」について明確な定義はないが、「医学」は、医師のみならず、薬剤

師、看護師といった医療専門職が、人を対象として学ぶ学問であり、これに対して「医科学」

は、主に非医療職（理学、工学、農学等）が、バイオサイエンス（生命科学）など動物や物

質を対象として学ぶ学問であると考えられる。 

また、「医学」の意味は、従来、「治療」のみを意味していたが、現在では、「予防医学」

などに代表されるように、その対象が広がってきている。健康増進活動についても、啓発や

生活習慣の改善など、医師のみで行われるものではなく、多くの医療専門職が協力して行う

ものである。近年では、看護・保健系であっても医学系研究科に所属する大学院も多い。 

京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻、東京大学大学院医学系研究科公共健康医

学専攻などは、「狭義の医学（メディシン）」でないが、研究内容が「広義の医学」の範疇に

含まれるとして、「医学」の名称を用いている。 

本学の教育課程では、公衆衛生の５領域である「疫学」、「医療統計学」、「環境健康科学」、

「行動医科学・ヘルスコミュニケーション学」、「健康管理・政策学」や「ゲノム医学」など

を学ぶが、これらはすべて「人」を対象としたものであり、本学における教育は、「医科学」

よりも、むしろ「医学」の範疇と考えられる。 

「社会健康医学」は、公衆衛生学の５つのコア領域を中心としつつ、個人のゲノム情報に

基づき、体質や病状に適した、より効果的な疾患の治療、予防が可能となるゲノム医学や、

検査データなどの情報を蓄積し、高度な分析を行うビッグデータなど、新技術や ICT を活用

した新たな視点を加え、その枠組み・可能性を広げたものであり、「予防医学」や「先制医

療」の視点を研究の基礎としつつ、最新の医学やビッグデータの活用により、更に科学的知

見を高めたものである。 

本学の教育課程は、「疫学」、「医療統計学」、「環境健康科学」、「行動医科学・ヘルスコミ

ュニケーション学」、「健康管理・政策学」の５領域から構成し、公衆衛生に関する基礎的な

知識を修得する「公衆衛生学科目」を基本に、健康に係る原因遺伝子の解明、個々の遺伝因

子や環境因子との関係を踏まえた最適な健康管理や予防対策などについて、理論的かつ実践

的に学ぶ「ゲノム医学科目」、医療や介護を取り巻くビッグデータの解析手法・活用方法の

基本的考え方を学ぶ「健康・医療ビッグデータ概論」など、「社会健康医学」の考え方に沿

129



 

 

って編成している。 

また、本学が想定している学生像は、医師、薬剤師、看護師などの医療専門職であり、資

格取得のための教育の段階で、公衆衛生の基礎は学んでいるものの、最新の知見や ICT を活

用して現場での課題解決に結び付けることは困難である。EBM の考え方に基づき地域課題を

解決するためには、従来の公衆衛生を基盤として、ゲノム医学やビッグデータの活用などを

加えた社会健康医学を活用することが有益であり、医師などの医療専門職こそ、社会健康医

学を学ぶ意義がある。京都大学大学院医学研究科社会健康医学専攻においても、毎年約 35

人の入学者のうち、医師が約 10 人、薬剤師・看護師・保健師等の医療専門職が約 12 人とな

っており、本学の目指す人材像からしても、長年にわたり一定の学生を確保できると考えて

いる。 

なお、静岡県では、平成 28 年度から、延べ７回（令和元年 10月時点）にわたり社会健康

医学に関するシンポジウムを開催するなど、社会健康医学の意義について、医療専門職や健

康づくり実務者、一般県民向けに周知を図ってきた（【別紙資料 12】静岡県における社会健

康医学の推進に係る主な取組状況）。 

これらの取組により、医療専門職や健康づくり実務者、一般県民にも「社会健康医学」と

いう言葉で広く周知が図られているものであり、名称に「社会健康医学」を冠することは、

県の施策、県民へのメッセージの一貫性という観点からも、欠かせないことだと考えている。 

 

以上から、本学の教育研究内容や、これまで静岡県が進めてきた社会健康医学の推進の経

緯に照らして、その名称を、「社会」と「健康」、そして「医学」を合わせた「社会健康医学」

とする。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

（23 ページ） 

３ 大学院大学、研究科及び専攻の名称及

び学位の名称 

（１）基本的な考え方 

社会健康医学は、公衆衛生学の５つのコ

ア領域（疫学、医療統計学、環境健康科学、

行動医科学・ヘルスコミュニケーション学、

健康管理・政策学）を中心としつつ、ゲノ

ム医学、医療ビッグデータなどの新技術や

ICT を活用した新たな視点を加え、その枠組

み・可能性を広げたものであり、その学修

に当たっては、公衆衛生学（Public Health）

が基礎となっている。 

これまで、「Public Health」は通常「公

衆衛生」と訳されてきたが、厚生労働省の

（21 ページ） 

３ 大学院大学、研究科及び専攻の名称及

び学位の名称 

（１）大学院大学、研究科及び専攻の名称 

本学は、公衆衛生学の５つのコア領域を

ベースに、予防医学や先制医療の視点を基

礎としつつ、地域だけでなく病院や福祉施

設などの医療・介護現場も含めた社会全体

を対象とする「社会健康医学」に係る人材

の養成を目指していることから、名称を「静

岡社会健康医学大学院大学」とする。また、

英訳名称は、国際的な通用性にも留意して、

「Shizuoka Graduate University of Public 

Health」とする。 

上記を踏まえ、研究科名は「社会健康医
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新 旧 
健康局（Health Service Bureau）や国立研

究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所

（National Institute of Biomedical 

Innovation,Health and Nutrition）など、

Health は「衛生」というよりは「健康」と

訳されることも多いことから、本学では「社

会健康」と訳すこととした。 

また、「医学」とは、従来、「治療」のみ

を意味していることが多かったが、現在で

は、「予防医学」などに代表されるように、

その対象が広がってきており、医師のみな

らず、薬剤師、看護師といった医療専門職

などが、人を対象として学ぶ学問を表す。

本学において、医師、薬剤師、看護師な

どの医療専門職や、保健師、管理栄養士な

どの健康づくり実務者が学ぶ、公衆衛生の

５領域や「ゲノム医学」などは、すべて「人」

を対象としたものであり、「医学」の名称を

用いるにふさわしいものと考える。 

なお、京都大学大学院医学研究科社会健

康医学系専攻、東京大学大学院医学系研究

科公共健康医学専攻などは、「狭義の医学

（メディシン）」でないが、研究内容が「広

義の医学」の範疇に含まれるとして、「医学」

の名称を用いている。 

さらに静岡県では、平成 28 年度から、延

べ７回（令和元年 10月時点）にわたり社会

健康医学に関するシンポジウムを開催する

など、社会健康医学の意義について、医療

専門職や健康づくり実務者、一般県民向け

に周知を図ってきた。これらの取組により、

医療専門職や健康づくり実務者、一般県民

にも「社会健康医学」という言葉で広く周

知が図られている。 

 

【別添資料 17】静岡県における社会健康医

学に係る主な取組状況 

 

学研究科」とし、英訳名称を「Graduate 

School of Public Health」とする。 

また、専攻名は「社会健康医学専攻」と

し、英訳名称を「School of Public Health」

とする。 
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新 旧 
（２）大学院大学、研究科、専攻及び学位

の名称 

（１）で述べた基本的な考え方を踏まえ、

各名称は「社会健康医学」を基本とし、英

訳名称は、国際的な通用性に留意して教育

課程を編成するに当たり、公衆衛生学に関

する体系的な知識の修得ができるよう、

CEPH の掲げる基準の「公衆衛生の知識に関

するコア５領域」の科目区分を参考に、公

衆衛生学の基本となる科目区分を定めたこ

とから、「Public Health」を基本とする。 

まず、大学名は「静岡社会健康医学大学

院大学」とし、英訳名称を「Shizuoka 

Graduate University of Public Health」

とする。 

研究科名は「社会健康医学研究科」とし、

英訳名称を「Graduate School of Public 

Health」とする。 

専攻名は「社会健康医学専攻」とし、英

訳名称を「School of Public Health」とす

る。 

本学において授与する学位は、「修士（社

会健康医学）」とし、英訳名称を「Master of 

Public Health(MPH)」とする。なお、京都

大学医学研究科社会健康医学系専攻におい

ても、授与される学位は「社会健康医学修

士（専門職）」であるが、英語名称は「Master 

of Public Health（MPH）」としている。 

＜本学の DP、CP、教育課程と、CEPH の各領域との関係性＞ 

教育課程 
ディプロマ・ポリシー カリキュラム・ポリシー

CEPH の各領域 本学の科目区分 

Epidemiology ①疫学 

Biostatistics ②医療統計学 

Environmental 

Health Sciences  
③環境健康科学

Social and 

Behavioral Sciences

④行動医科学・

ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学

①公衆衛生の５つのコ

ア領域（疫学、医療統計

学、環境健康科学、行動

医科学・ヘルスコミュニ

ケーション学、健康管

理・政策学）の基本的内

容を理解していること

【基本的な知識の修得】 

①国際的に通用する MPH

としての基本的能力を

養うため、米国公衆衛生

教育協会(CEPH)におい

て基本科目とされる「疫

学」、「医療統計学」、「環

境健康科学」、「行動医科

学・ヘルスコミュニケー

ション学」、「健康管理・

政策学」の５つのコア領

域を基盤とした教育を

行う 

Health Services 

Administration 

⑤健康管理・政

策学 

 

（２）学位の名称 

ディプロマ・ポリシー及びカリキュラ

ム・ポリシーに基づき、本学における所定

の課程を終えた者は、公衆衛生の５つのコ

ア領域（疫学、医療統計学、環境健康科学、

行動医科学・ヘルスコミュニケーション学、

健康管理・政策学）に関する知識に加え、

ゲノム医学や医療ビッグデータに関する知

識や、地域住民や医療現場の患者・家族に

対し効果的な指導を行う能力など、社会健

康医学に係る知識と能力を身に付けている

ことから、本学において授与する学位は、

「修士（社会健康医学）」とする。 

また、本学のディプロマ・ポリシーを満

たす者は、国際的な公衆衛生学教育プログ

ラムの認定機関である米国公衆衛生学教育

協会(CEPH)の掲げる基準を満たす能力を保

持していると考えられることから、国際的

な学位の通用性に留意して、英訳名称は

「Master of Public Health(MPH)」とする。
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

17．＜施設・設備の整備計画の適正性が不明確＞ 

例えば、ビッグデータやゲノムに係る教育・研究の実施に際して必要となるスーパーコ

ンピュータ、シーケンス解析やサンプル検体の保管に係るインフラの整備など、本学に

おける教育・研究を実施する上で必要となる施設・設備が適切に整備される計画となっ

ているか不明確であることから、明確に説明すること。 

 

【対応】 

 本学における教育・研究を実施する上で必要となる施設・設備をより具体的に説明し、整

備計画について「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

 

【詳細説明】 

施設・設備については、本学において「保健・医療・福祉領域の高度医療専門職」、「健康

づくり実務者」を養成するため、医療ビッグデータの活用、疫学研究、ゲノムコホート研究

など本学の教育研究に必要なものを整備することとしている（【別紙資料 13】施設・設備の

整備計画）。 

（県による社会健康医学研究での整備内容） 

 静岡県では、平成 30 年３月に策定した「社会健康医学研究推進基本計画」に基づき、健

康増進施策や疾病予防対策に社会健康医学の科学的な知見を導入するため、「医療ビッグデ

ータの活用」、「効果的な健康増進施策・疾病予防対策のための疫学研究」、「ゲノムコホート

研究」に関し、本学校舎予定地に隣接する静岡県立総合病院リサーチサポートセンターにお

いて委託研究を行っている。 

リサーチサポートセンターでは、これらの研究に必要な施設・設備について、医療ビック

データにおいては、累計 220 万人に及ぶ国民健康保険データの解析に必要なコンピューター

を、ゲノムコホート研究においては、検体保存に必要なフリーザーや、コホート調査に必要

な血圧脈派検査装置、超音波診断装置及び体組成計等を既に整備し、研究に取り組んでいる。 

本学の開学後は、このリサーチサポートセンターの機能を引き継ぎ、研究を進めていくの

に合わせ、更なる施設・設備の整備を進めていく。なお、リサーチサポートセンターにおい

て既に整備した設備については、本学の開学後に、リサーチサポートセンターから本学に引

き継ぎ、社会健康医学研究に使用していく。 

（本学における具体的な整備内容） 

本学における施設・設備の具体的な内容は、以下のとおりである。 

まず、学生に対しては、統計解析ソフトがインストールされた高性能パソコンを全ての学

生に貸与できるよう必要数を整備する。学生は、ビッグデータやゲノム等に関する教育を受

けるに当たり、一人一台貸与されたパソコンを活用して、主に教員が機器を用いて研究した

成果や基礎データを基に、指導を受けることとなる。 

また、教員が研究に用いるために使用する施設・設備については、医療ビックデータにお

いては、施設として、膨大なデータを処理するためのサーバーを設置するための専用のサー
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バー室（空調完備）、設備として、データ解析・保存用のサーバーを整備する。 

疫学研究においては、施設として、運動の測定などができる研究室、設備として、体力測

定ができるフリーウェイト機器を整備する。 

ゲノムコホート研究においては、施設として、想定１万個の検体を冷凍保存するためのフ

リーザーの設置スペースを用意するとともに、ウエットな研究をするための研究室、検体の

検査のための低温室を整備し、設備として、遺伝子解析システム（シーケンサー）、自動核

酸抽出装置、リアルタイム PCR 及び共焦点レーザー顕微鏡など、遺伝子解析に必要な機器を

整備する。 

なお、これらの機器は主に教員が研究に用いるために使用するものであり、性質上複数台

の使用が想定されているフリーザーなどを除いた検査装置等は、複数の教員が同時に使用す

る場合が少ないことから、共用することを前提に数量を定めている。 

また、いずれの研究においても個人情報の保護などセキュリティ対策を求められることか

ら、平日、休日の日中、夜間ともに常駐警備員を配置するとともに、入館及び教員室、研究

室への入退室には、カードキーにより制限をかけ、情報の漏洩などの対策を徹底する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（60 ページ） 

７ 施設・設備等の整備計画 

（１）校舎等施設の整備計画 

イ 段階等整備 

校舎等施設は、令和元年５月に静岡市葵

区内に新築移転した静岡県赤十字血液セン

ターと、令和２年６月に藤枝市内に新築移

転を予定している静岡県環境衛生科学研究

所の建物を改修して利用する。 

現在、改修整備を実施しており、開学初

年度は、先行して改修する旧静岡県赤十字

血液センターに、教育を行うために必要な

機能を整備するとともに、リサーチサポー

トセンターの一部を用いて研究を行う。な

お、これら２つの施設は、徒歩約３分、約

150ｍの距離にあり、短時間での往来が可能

であるため、学生の教育と研究活動の双方

を円滑に行うことができる立地環境であ

る。 

また、リサーチサポートセンターでは、

既に平成 30年度から県委託研究を開始して

いることから、これらの研究に必要な施

（51 ページ） 

７ 施設・設備等の整備計画 

（１）校舎等施設の整備計画 

イ 段階等整備 

校舎等施設は、令和元年５月に静岡市葵

区内に新築移転した静岡県赤十字血液セン

ターと、令和２年６月に藤枝市内に新築移

転を予定している静岡県環境衛生科学研究

所の建物を改修して利用する。 

現在、改修整備を実施しており、開学初

年度は、先行して改修する旧静岡県赤十字

血液センターに、教育を行うために必要な

機能を整備するとともに、リサーチサポー

トセンターの一部を用いて研究を行う。な

お、これら２つの施設は、徒歩約３分、約

150ｍの距離にあり、短時間での往来が可能

であるため、学生の教育と研究活動の双方

を円滑に行うことができる立地環境であ

る。また、リサーチサポートセンターでは、

既に平成 30年度から県委託研究を開始して

いることから、疫学研究やゲノムコホート

研究に必要なクリーンベンチ、高速冷却遠
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新 旧 

設・設備について、医療ビックデータにお

いては、累計 220 万人に及ぶ国民健康保険

データの解析に必要なコンピューターを、

ゲノムコホート研究においては、検体保存

に必要なフリーザーや、コホート調査に必

要な血圧脈派検査装置、超音波診断装置及

び体組成計等を既に整備し、研究に取り組

んでいる。 

本学の開学後は、このリサーチサポート

センターの機能を引き継ぎ、研究を進めて

いくのに合わせ、更なる施設・設備の整備

を進めていく。なお、リサーチサポートセ

ンターにおいて既に整備した設備について

は、本学の開学後に、リサーチサポートセ

ンターから本学に引き継ぎ、社会健康医学

研究に使用していくことから、開学時でも

円滑に研究を行うことが可能である。 

（略） 

 

ウ 教室等の配置  

（略） 

 

エ 施設・設備 

本学における施設・設備の具体的な内容

は、以下のとおりである。 

まず、学生に対しては、統計解析ソフト

がインストールされた高性能パソコンを全

ての学生に貸与できるよう必要数を整備す

る。学生は、ビッグデータやゲノム等に関

する教育を受けるに当たり、一人一台貸与

されたパソコンを活用して、主に教員が機

器を用いて研究した成果や基礎データを基

に、指導を受けることとなる。 

また、教員が研究に用いるために使用す

る施設・設備については、医療ビックデー

タにおいては、施設として、膨大なデータ

を処理するためのサーバーを設置するため

の専用のサーバー室（空調完備）、設備とし

心機、超純水製造装置等の備品を既に設置

しており、開学時でも円滑に研究を行うこ

とが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

ウ 教室等の配置  

（略） 

 

【追加】 
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新 旧 

て、データ解析・保存用のサーバーを整備

する。 

疫学研究においては、施設として、運動

の測定などができる研究室、設備として、

体力測定ができるフリーウェイト機器を整

備する。 

ゲノムコホート研究においては、施設と

して、想定１万個の検体を冷凍保存するた

めのフリーザーの設置スペースを用意する

とともに、ウエットな研究をするための研

究室、検体の検査のための低温室を整備し、

設備として、遺伝子解析システム（シーケ

ンサー）、自動核酸抽出装置、リアルタイム

PCR 及び共焦点レーザー顕微鏡など、遺伝子

解析に必要な機器を整備する。 

なお、これらの機器は主に教員が研究に

用いるために使用するものであり、性質上

複数台の使用が想定されているフリーザー

などを除いた検査装置等は、複数の教員が

同時に使用する場合が少ないことから、共

用することを前提に数量を定めている。 

 

【別添資料 39】施設・設備の整備計画 

 

オ セキュリティ対策 

本学で行う研究には、医療ビッグデータ、

生体試料、ゲノム配列情報等の秘匿性の高

い情報を扱うため、平日、休日の日中、夜

間ともに常駐警備員を配置する。また、研

究の場となる専任教員室や実験関係の諸室

に電気錠を設置するほか、これらの諸室が

ある東エリアの２階から４階は、IC カード

を用いて各階への出入を制限し、必要なセ

キュリティ対策を施す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ セキュリティ対策 

本学で行う研究には、医療ビッグデータ、

生体試料、ゲノム配列情報等の秘匿性の高

い情報を扱うため、研究の場となる専任教

員室や実験関係の諸室に電気錠を設置する

ほか、これらの諸室がある東エリアの２階

から４階は、IC カードを用いて各階への出

入を制限し、必要なセキュリティ対策を施

す。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

18．＜基本計画書の記載が不整合＞ 

図書購入費として、開設前年度に 10,000 千円、第１年次及び第２年次に各 30,000 千円

を計上しているが、開設年度と完成年度とで図書数は増加しておらず、整合がとれてい

ないことから、適切に改めること。また、具体的な図書等の整備計画を明らかにするこ

と。 

 

【対応】 

御意見を踏まえ、完成年度の図書数を改めるとともに、具体的な図書等の整備計画として、

図書は分類別整備計画を、学術雑誌数（電子ジャーナル数）は目録を別紙のとおり明らかに

する。 

以上について、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
 
【詳細説明】 

図書等の整備については、開学初年度までに、疫学・医療ビッグデータなどの公衆衛生学、

ゲノム医学など、社会健康医学関連を中心に、図書約 1,000 冊（うち外国書約 300 冊）を整

備し、それ以降も図書購入費を第１年次及び第２年次に各 30,000 千円計上することとして

いる。ただし、図書冊数は、基本計画書において、完成年度で増加していない記載であった

ことから、完成年度の図書数を 1,200 冊（うち外国書約 360 冊）と改める。 

具体的な図書等の整備計画について、まず図書は、社会健康医学の教育・研究に必要とな

るものを系統的に整備するため、関係する分野の図書を広く網羅的にカバーした整備計画と

している（【別紙資料 14】図書の整備計画（分類別））。例えば、公衆衛生学科目に直接関連

する図書として、「衛生・公衆衛生学」「医療統計」（以上和書）、「疫学・公衆衛生」「医療・

保健政策」「医療統計学・情報学」「予防医学」（以上洋書）を計 348 冊、ゲノム医学科目に

関連する図書として、「遺伝学（基礎医学）」「免疫学・遺伝学（生命科学）」（以上和書）、「ゲ

ノミクス」（洋書）を計 34 冊、高齢者ケアに関連する図書として、「介護」「高齢者福祉」な

どの「社会福祉」分野（和書）を計 190 冊整備する。なお、シラバスで指定している各講義

のテキストや参考書も積極的に整備する。 

学術雑誌（電子ジャーナル等）については、当初申請にて、データベースを含む電子ジャ

ーナル 32種（うち外国書 28 種）を整備することを各書類に記載したが、複数の電子ジャー

ナルが含まれた集合体（パッケージ）も１種として計上し、適切に計上できていなかったこ

とから、学術雑誌数（電子ジャーナル数）を 4,518 種（うち外国書 3,030 種）と改める（【別

紙資料 15】学術雑誌（電子ジャーナル等）目録）。 
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（新旧対照表）基本計画書 
新 旧 

・基本計画書（２ページ） 
図書 学術雑誌

〔うち外国書〕 〔うち外国書〕電子ジャーナル

冊 種〔うち外国書〕

1,200〔360〕 4,518〔3,030〕　 4,518〔3,030〕　

（1,000〔300〕） (4,518〔3,030〕) (4,518〔3,030〕)

1,200〔360〕 4,518〔3,030〕 4,518〔3,030〕

（1,000〔300〕） (4,518〔3,030〕) (4,518〔3,030〕)

新設学部等の名称

社会健康医学研究科

社会健康医学専攻

計

図
書
・
設
備

 
 

・基本計画書（２ページ） 
図書 学術雑誌

〔うち外国書〕 〔うち外国書〕電子ジャーナル

冊 種〔うち外国書〕

1,000〔300〕 32〔28〕　 32〔28〕　

（1,000〔300〕） （32〔28〕） （32〔28〕）

1,000〔300〕 32〔28〕　 32〔28〕　

（1,000〔300〕） （32〔28〕） （32〔28〕）

新設学部等の名称

社会健康医学研究科

社会健康医学専攻

計

図
書
・
設
備

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（65 ページ） 

７ 施設・設備等の整備計画 

（２）図書等の資料及び図書館の整備計画 

ア 図書等の整備 

図書等について、特に医療・保健系の研

究の場では、紙媒体ではなくデータベース

や電子ジャーナルの利用が現在では多数と

なっており、本学においても、真に必要な

図書と、充実したデータベース及び電子ジ

ャーナルからなる最新の図書館を目指して

いく。 

具体的には、完成年度までに、疫学・医

療ビッグデータなどの公衆衛生学、ゲノム

医学など、社会健康医学関連書籍を中心に、

図書約 1,200 冊（うち外国書約 360 冊）、デ

ータベースを含む電子ジャーナル 4,518 種

（うち外国書 3,030 種）を整備する。 

図書等の整備計画については、社会健康

医学の教育・研究に必要となるものを系統

的に整備するため、関係する分野の図書を

広く網羅的にカバーした整備計画としてい

る。例えば、公衆衛生学科目に直接関連す

る図書として、「衛生・公衆衛生学」「医療

統計」（以上和書）、「疫学・公衆衛生」「医

療・保健政策」「医療統計学・情報学」「予

防医学」（以上洋書）を計 348 冊、ゲノム医

学科目に関連する図書として、「遺伝学（基

礎医学）」「免疫学・遺伝学（生命科学）」（以

（55 ページ） 

７ 施設・設備等の整備計画 

（２）図書等の資料及び図書館の整備計画 

ア 図書等の整備 

図書等について、特に医療・保健系の研

究の場では、紙媒体ではなくデータベース

や電子ジャーナルの利用が現在では多数と

なっており、本学においても、真に必要な

図書と、充実したデータベース及び電子ジ

ャーナルからなる最新の図書館を目指して

いく。 

具体的には、開学初年度までに、疫学・

医療ビッグデータなどの公衆衛生学、ゲノ

ム医学など、社会健康医学関連書籍を中心

に、図書約 1,000 冊（うち外国書約 300 冊）、

データベースを含む電子ジャーナル 32 種

（うち外国書 28種）を整備する。 
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新 旧 
上和書）、「ゲノミクス」（洋書）を計 34 冊、

高齢者ケアに関連する図書として、「介護」

「高齢者福祉」などの「社会福祉」分野（和

書）を計 190 冊整備する。なお、シラバス

で指定している各講義のテキストや参考書

も積極的に整備する。 

 

【別添資料 40】図書の整備計画（分類別） 

【別添資料 41】学術雑誌（電子ジャーナル

等）目録 

 

 

 

 

 

 

 

 

【別添資料 34】学術雑誌（電子ジャーナル

等）目録 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類・別添資料 

新 旧 
「41 学術雑誌（電子ジャーナル等）目録」

（別紙資料 14 参照） 

「34 学術雑誌（電子ジャーナル等）目録」

（別紙資料 14 参照） 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

19．＜他機関との連携方法が不明確＞ 

他機関との連携方法について、以下の点を明確に説明すること。 

（１）「公益社団法人ふじのくに地域・大学コンソーシアム」に加盟し、同コンソーシアム

が実施している合同ＦＤ・ＳＤ研修会事業を活用した教職員のＦＤ・ＳＤを実施して

いく旨説明がなされているが、同コンソーシアムへの加盟及び加盟機関との連携を通

して、本学の学生が受ける恩恵としてどのようなものが想定されているか不明確であ

ることから、明確に説明すること。 

 

【対応】 

 「公益社団法人ふじのくに地域・大学コンソーシアム」（以下、コンソーシアムという。）

への加盟及び加盟機関との連携を通して、本学の学生が受ける恩恵についての記載が不明確

であったことから、その恩恵を明確に説明し、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 
 
【詳細説明】 

（コンソーシアムが行う事業） 

 コンソーシアムは、静岡県内の高等教育機関相互の連携を深め、行政、産業界、非営利活

動法人などと広範なネットワークを形成し、教育力・研究力の一層の向上を図るとともに、

地域社会の発展に寄与していくことを目的として、平成 26 年３月に設立された。令和元年

５月現在、21 の大学等高等教育機関、静岡県を含む 22 の自治体及び２つの公共的団体が正

会員となっている。 

 また、コンソーシアムは、「教育連携」「共同研究」「地域貢献」「国際交流」「学生支援」「機

関交流」「情報発信」の事業分類に沿って事業を展開しており、「機関交流」事業の一つとし

て、教職員の資質向上のため、「合同 FD・SD 研修会事業」を開催している。加盟を予定して

いる本学でも、同事業への教職員の積極的な参加を促していく。 

 学生向けの事業では、「共同研究」事業の一つとして、大学間又は大学と地域の連携を促

進し、学術研究の向上及び地域貢献の推進を図るため、複数大学で構成される研究グループ

による、地域の課題解決や活性化のための研究に対して助成する、「共同研究助成事業」を

行っている。 

 加えて、「地域貢献」事業の一つとして、大学と地域の交流の拡大を促進し、大学の知の

地域への還元及び県内地域の振興に寄与するため、自治体等が抱える地域課題について、県

内大学のゼミ及び県内学生により組織された団体による、解決方策の提言や課題解決のため

の実践的な研究に対して助成する、「ゼミ学生等地域貢献推進事業」を行っている。 

（学生が受ける恩恵） 

 本学は、社会人学生が中心ではあるものの、社会健康医学研究科のみからなる定員 20 人

の小規模大学であることから、学生がキャンパス内で他の分野の学生と交流することもなく、

場合によっては学内のみの交流となりがちとなる恐れもある。しかし、この共同研究や地域

貢献推進事業に参加し、本学での学修の成果を地域の現場に還元していくことを通じ、異な
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る大学の学生間や地域の方々など、多様なバックグランドを持つ人々と交流することで、視

野を更に広げ、培った異なる視点を学修・研究に活かしていくことができるなど、学生にと

っても大きな恩恵を受けることができると考えている。 

本学としても、「健康寿命延伸に資する研究課題を科学的に分析し、地域の健康増進施策、

疾病予防対策のシンクタンクとなる大学院大学」となることを存在意義として考えており、

健康増進・疾病予防分野における地域貢献を図っていくため、教員や学生に対して、「共同

研究助成事業」及び「ゼミ学生等地域貢献推進事業」への積極的な応募を促していく。 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（77 ページ） 

14 教育内容等の改善のための組織的な研

修等 

（２）他機関との連携 

静岡県及び県内 21の高等教育機関等で構

成される「公益社団法人ふじのくに地域・

大学コンソーシアム」（以下、コンソーシア

ムという。）は、高等教育機関相互の連携を

深め、また、行政、産業界、非営利活動法

人などと広範なネットワークを形成し、県

内高等教育機関の教育力・研究力の一層の

向上を図るとともに、それぞれの主体が一

体となって、地域社会の発展に寄与してい

くことを目的とした団体であるが、コンソ

ーシアムに加盟した上で、コンソーシアム

が実施している、合同 FD・SD 研修会事業へ

の教職員の積極的な参加を促していく。 

また、コンソーシアムの活動は、学生に

とっても大きな利点がある。 

複数大学で構成される研究グループによ

る、地域の課題解決や活性化のための研究

に対して助成する「共同研究助成事業」や、

自治体等が抱える地域課題について、県内

大学のゼミ及び県内学生により組織された

団体による、解決方策の提言や課題解決の

ための実践的な研究に対して助成する「ゼ

ミ学生等地域貢献推進事業」などに応募し、

本学での学修の成果を地域の現場に還元し

ていくことを通じ、異なる大学の学生間や

（65 ページ） 

14 教育内容等の改善のための組織的な研

修等 

（２）他機関との連携 

静岡県及び県内 21の高等教育機関等で構

成される「公益社団法人ふじのくに地域・

大学コンソーシアム」（以下、コンソーシア

ムという。）は、高等教育機関相互の連携を

深め、また、行政、産業界、非営利活動法

人などと広範なネットワークを形成し、県

内高等教育機関の教育力・研究力の一層の

向上を図るとともに、それぞれの主体が一

体となって、地域社会の発展に寄与してい

くことを目的とした団体であるが、コンソ

ーシアムに加盟した上で、コンソーシアム

が実施している、合同 FD・SD 研修会事業へ

の教職員の積極的な参加を促していく。 
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新 旧 
地域の方々など、多様なバックグランドを

持つ人々と交流することで、視野を更に広

げ、培った異なる視点を学修・研究に活か

していくことができるなど、学生にとって

も大きな恩恵を受けることができると考え

ており、教員や学生に対してこれらの事業

への積極的な応募を促していく。 

さらに、県内外の大学や、病院・関係団

体等と人材の育成や研究等についての協定

を締結し、他大学や団体等の取組を活用す

るなど、知と人材の集積拠点としての本学

の価値を高めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、県内外の大学や、病院・関係団

体等と人材の育成や研究等についての協定

を締結し、他大学や団体等の取組を活用す

るなど、知と人材の集積拠点としての本学

の価値を高めていく。 
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（是正事項）社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

19．＜他機関との連携方法が不明確＞ 

他機関との連携方法について、以下の点を明確に説明すること。 

（２）図書等の整備について、「県内他大学や県内公立図書館、隣接する県立総合病院等と

の十分な協力体制を構築していく」とのことだが、具体的な連携方法が示されておら

ず、教育・研究上の支障の有無や学生の利便性等に配慮された運用となっているか不

明確であることから、明確に説明すること。また、現在連携が想定されている各図書

館に所蔵されている図書等が本学図書館に所蔵していない社会健康医学研究に資す

る図書等として十分補完し得る内容となっているか不明確であることから明確に説

明するとともに、その図書数及び電子ジャーナル数等について明らかにすること。さ

らに、その説明に当たっては、本学で整備する電子ジャーナルの更なる充実が望まれ

ることも踏まえて説明すること。 

 

【対応】 

 御意見を踏まえ、関係機関との具体的な連携方法を示すとともに、この連携により、本学

図書館を補う効果が期待でき、教育・研究にふさわしい環境を整備し、利便性等を配慮した

運用としていることを説明する。 
以上について、より明確に説明するため、「設置の趣旨等を記載した書類」を修正する。 

 
【詳細説明】 

 本学の図書館は、疫学・医療ビッグデータなどの公衆衛生学、ゲノム医学など、社会健康

医学関連図書と、最新のデータベース及び電子ジャーナルを整備し、教育・研究の充実に資

するものとなることを目指す一方、教員及び学生が、より多くの図書等を参照できるように

するため、隣接する県立総合病院を始め、県内他大学や県内公立図書館等との十分な協力体

制を構築していく必要があると考えている。 

（県立総合病院との連携・補完関係） 

 まず、校舎予定地に隣接するとともに、静岡県の委託事業として、リサーチサポートセン

ターにおいて社会健康医学研究を進めている、県立総合病院の図書室は、医学関連の専門書

を中心に、図書約 7,000 冊、製本雑誌約 16,000 冊、計約 23,000 冊を保有するとともに、医

学関連の電子ジャーナルを、集合体（パッケージ）で９種、単体で約 150 種、データベース

等を９種揃えている。また、利用者の利便に資するため、専任の司書を配置している。 

県立総合病院図書室とは、図書等の相互貸借サービスや教員及び学生の相互入館、電子ジ

ャーナルの閲覧（契約上、利用が認められている電子ジャーナルに限る）の仕組みを整える

こととしている。静岡県立大学図書館や静岡県立中央図書館などとは異なった、臨床医学を

中心とした、医療者・研究者向けの医学系専門図書等が揃っていることから、連携により、

本学図書館を補う効果が期待できる。 

（県内大学との連携・補完関係） 

 県内大学との連携については、県内 18の大学、短期大学及び高等専門学校の 22図書館で
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構成される「静岡県大学図書館協議会」が平成９年度に設立され、調査研究、研究会・研修

会・講演会等の開催など、相互協力の推進が図られている。その一環として、教員や学生の

要望に基づき、各図書館の職員が、県内の公共図書館や大学図書館間の横断検索システムに

より図書を検索し、相互貸借システムにより蔵書を有する図書館に対し貸借を申し込み、定

期便や郵送などにより送付を受けるといった図書等の相互貸借サービスや、教員及び学生の

相互入館がしやすくなる仕組みが構築されている。 

 そのうち特に、本学と同じ静岡市内に所在するとともに、医療関連分野として「薬学」「看

護学」の学部と大学院を有し、本学とも重なり合う部分のある静岡県立大学図書館（短期大

学部附属図書館を含む。以下同じ。）は、図書資料約 51 万冊、受入雑誌 881 種を有している。

ホームページ上の蔵書検索システムで検索した閲覧可能図書資料のうち、「自然科学」は約

76,500 冊、うち「医学」約 50,500 冊、そのうち「基礎医学」約 6,600 冊、「臨床医学、診断・

治療」約 12,200 冊、「衛生学・公衆衛生・予防医学」約 10,000 冊、「薬学」約 3,500 冊など

となっている。また、「自然科学」以外にも、「社会科学」約 94,500 冊、「文学」約 45,400

冊、「歴史」27,200 冊などを有している（【別紙資料 16】静岡県立大学図書館及び静岡県立

中央図書館蔵書数）。 

そのため、社会健康医学に直接関わる「衛生学・公衆衛生・予防医学」に加え、その他医

学関係や薬学を中心とした自然科学分野の図書等が多数揃っていることから、当協議会に加

盟することにより、本学図書館を補う効果が期待できる。 

（県内公立図書館との連携・補完関係） 

 県内公立図書館との連携については、県内 96の公立図書館（室）、30の大学・専門学校等

図書館の計 126 図書館（室）で構成される「静岡県図書館協会」が昭和７年度に設立され、

調査研究、職員研修、読書普及活動などが図られている。その一環として、前述の県内公共

図書館や大学図書館間での図書等の相互貸借サービスの仕組みが構築されている。 

 そのうち特に、本学と同じ静岡市内に所在する静岡県立中央図書館は、一般書が中心の市

町立図書館と異なり、調査研究にも資する図書を数多く有し、「すべての県民の『知る』『学

ぶ』」を支えることを活動方針の一つとしており、図書資料約 86 万冊、受入雑誌 2,012 種を

有している。ホームページ上の蔵書検索システムで検索した、直接利用できない分等を除く

閲覧可能一般図書資料のうち、「自然科学」は約 48,900 冊、うち「医学」約 20,400 冊、そ

のうち「基礎医学」約 2,300 冊、「臨床医学、診断・治療」約 1,400 冊、「衛生学・公衆衛生・

予防医学」約 6,200 冊、「薬学」約 1,000 冊などとなっている。また、「自然科学」以外にも、

「社会科学」約 107,500 冊、「文学」約 91,600 冊、「歴史」50,100 冊などを有している。 

静岡県立大学図書館と比べ、「文学」や「歴史」等の割合が高くなっているものの、自然

科学分野の図書も多数揃っており、平成 23 年度からは健康医療情報サービスにも取り組ん

でいる。また、大学図書館と異なり、一般住民の利用も想定され、研究書だけではなく、比

較的一般住民の目線に立った図書も数多くあることから、当協会に加盟することにより、本

学図書館を補う効果が期待できる。 

（本学で整備する電子ジャーナル） 

図書等について、特に医療・保健系の研究の場では、紙媒体ではなくデータベースや電子

ジャーナルの利用が現在では多数となっており、本学においても、真に必要な図書と、充実
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したデータベース及び電子ジャーナルからなる最新の図書館を目指していく。 

そのため、基本計画書に記載したとおり、開設前年度に 10,000 千円、第１年次及び第２

年次に各 30,000 千円を計上し、データベース及び電子ジャーナルを含む図書等の整備を積

極的に推進していく。 

なお、学術雑誌（電子ジャーナル等）については、当初申請にて、データベースを含む電

子ジャーナル 32種（うち外国書 28 種）を整備することを各書類に記載したが、複数の電子

ジャーナルが含まれた集合体（パッケージ）も１種として計上し、適切に計上できていなか

ったことから、学術雑誌数（電子ジャーナル数）を 4,518 種（うち外国書 3,030 種）と改め

る。 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（66 ページ） 

７ 施設・設備等の整備計画 

（２）図書等の資料及び図書館の整備計画 

ウ 他の図書館との連携 

本学の図書館は、疫学・医療ビッグデー

タなどの公衆衛生学、ゲノム医学など、社

会健康医学関連図書と、最新のデータベー

ス及び電子ジャーナルを整備し、教育・研

究の充実に資するものとなることを目指す

一方、教員及び学生が、より多くの図書等

を参照できるようにするため、隣接する県

立総合病院を始め、県内他大学や県内公立

図書館等との十分な協力体制を構築してい

く。 

（ア）県立総合病院との連携 

校舎予定地に隣接するとともに、静岡県

の委託事業として、リサーチサポートセン

ターにおいて社会健康医学研究を進めてい

る、県立総合病院の図書室は、医学関連の

専門書や電子ジャーナルを多数揃えてい

る。また、利用者の利便に資するため、専

任の司書を配置している。 

県立総合病院図書室とは、図書等の相互

貸借サービスや教員及び学生の相互入館、

電子ジャーナルの閲覧（契約上、利用が認

められている電子ジャーナルに限る）の仕

組みを整えることとしている。県内他大学

（55 ページ） 

７ 施設・設備等の整備計画 

（２）図書等の資料及び図書館の整備計画 

 

なお、本学は母体となる大学・大学院を

持たず、新たに設置される大学院大学であ

り、整備する図書も既存のものはなく全て

新たに購入する。そのため、近年出版され

た図書が中心となることから、県内他大学

や県内公立図書館、隣接する県立総合病院

等との十分な協力体制を構築していく。 

具体的には、社会健康医学研究に連携し

て取り組んでおり、地理的にも隣接してい

る県立総合病院図書室のほか、県内の公立

図書館、県立の２大学を始めとする県内大

学及び全国大学図書館等との相互利用を図

っていく。 
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新 旧 
図書館や県内公立図書館などとは異なっ

た、臨床医学を中心とした、医療者・研究

者向けの医学系専門図書等が揃っているこ

とから、連携により、本学図書館を補う効

果が期待できる。 

（イ）県内大学との連携 

県内大学との連携については、県内 18 の

大学、短期大学及び高等専門学校の 22 図書

館で構成される「静岡県大学図書館協議会」

が平成９年度に設立され、調査研究、研究

会・研修会・講演会等の開催など、相互協

力の推進が図られている。その一環として、

教員や学生の要望に基づき、各図書館の職

員が、県内の公共図書館や大学図書館間の

横断検索システムにより図書を検索し、相

互貸借システムにより蔵書を有する図書館

に対し貸借を申し込み、定期便や郵送など

により送付を受けるといった図書等の相互

貸借サービスや、教員及び学生の相互入館

がしやすくなる仕組みが構築されている。 

特に、医療関連分野として「薬学」「看護

学」の学部と大学院を有し、本学とも重な

り合う部分のある静岡県立大学図書館は、

社会健康医学に直接関わる、衛生学・公衆

衛生・予防医学に加え、その他医学関係や

薬学を中心とした自然科学分野の図書等が

多数揃っていることから、当協議会に加盟

することにより、本学図書館を補う効果が

期待できる。 

（ウ）県内公立図書館との連携 

県内公立図書館との連携については、県

内 96 の公立図書館（室）、30 の大学・専門

学校等図書館の計 126 図書館（室）で構成

される「静岡県図書館協会」が昭和７年度

に設立され、調査研究、職員研修、読書普

及活動などが図られている。その一環とし

て、前述の県内公共図書館や大学図書館間

での図書等の相互貸借サービスの仕組みが
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新 旧 
構築されている。 

大学図書館と比べ、文学や歴史等の割合

は高いものの、自然科学分野の図書も多数

揃っており、また、大学図書館と異なり、

一般住民の利用も想定され、研究書だけで

はなく、比較的一般住民の目線に立った図

書も数多くあることから、当協会に加盟す

ることにより、本学図書館を補う効果が期

待できる。 
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【審査意見外の対応】 

社会健康医学研究科 社会健康医学専攻（Ｍ） 

 

＜教員資格審査結果に伴う修正＞ 

【対応】 

「教授」として申請した専任教員１名について、教員資格審査結果を踏まえ、職位を「准

教授」へ変更することに伴う修正を行う。なお、新旧対照表に記載の修正には、教員組織

を改めて検討した結果、授業科目のみを担当する専任教員（職位「准教授」）のうち１名

について、兼任教員に変更することに伴う修正が含まれる。 
 
（新旧対照表）基本計画書 教員組織の概要（１ページ） 

・【新】 

専任教員等 
学 部 等 の 名 称 

教授 准教授 講師 助教 計 助手

兼任 

教員等

人 人 人 人 人 人 人

11 6 4 － 21 － 16 

社会健康医学研究科 

社会健康医学専攻 

（修士課程） (10) (5) (4) (－) (19) (－) (16) 

11 6 4 － 21 － － 

新
設
分 

計 
(10) (5) (4) (－) (19) (－) (－) 

－ － － － － － － 
該当なし 

(－) (－) (－) (－) (－) (－) (－) 

－ － － － － － － 

既
設
分 計 

(－) (－) (－) (－) (－) (－) (－) 

11 6 4 － 21 － － 

教
員
組
織
の
概
要 

合    計 
(10) (5) (4) (－) (19) (－) (－) 

 
・【旧】 

専任教員等 
学 部 等 の 名 称 

教授 准教授 講師 助教 計 助手

兼任 

教員等

人 人 人 人 人 人 人

12 6 4 － 22 － 15 

社会健康医学研究科 

社会健康医学専攻 

（修士課程） (11) (5) (4) (－) (20) (－) (15) 

12 6 4 － 22 － － 

新
設
分 

計 
(11) (5) (4) (－) (20) (－) (－) 

－ － － － － － － 
該当なし 

(－) (－) (－) (－) (－) (－) (－) 

－ － － － － － － 

既
設
分 計 

(－) (－) (－) (－) (－) (－) (－) 

12 6 4 － 22 － － 

教
員
組
織
の
概
要 

合    計 
(11) (5) (4) (－) (20) (－) (－) 
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（新旧対照表）教育課程等の概要 

・【新】 

教 育 課 程 等 の 概 要 

（社会健康医学研究科 社会健康医学専攻 修士課程） 

単位数 授業形態 専任教員等の配置 

科目 

区分 
授業科目の名称 

配当

年次
必 

修 

選 

択 

自 

由 

講 

義 

演 

習 

実
験
・
実
習 

教 

授 

准
教
授 

講 
師 

助 

教 
助 

手 

備考 

公衆衛生危機管理

論 
１後  2  ○   1 1     兼 1

オムニバス 

共同（一部）

※演習 

共
通
科
目 

小計（7科目） － 5 4 0 － 7 4 1 0 0 兼 4 － 

環境健康科学・産

業衛生学概論 
１前 2   ○     1     兼 1 オムニバス 

環境健康科学・産

業衛生学特論 
１後  1   ○    1     兼 1

オムニバス 

※講義 

環
境
健
康
科
学
領
域 小計（3科目） － 2 2 0 － 3 2 0 0 0 兼 2 － 

行動医科学 １前 1   ○   1 1      オムニバス 

公
衆
衛
生
学
科
目 

行
動
医
科
学
・
ヘ
ル
ス 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
学
領
域 小計（5科目） － 2 4 0 － 2 2 0 0 0 兼 1 － 

精神保健学概論・

心理社会的支援技

術論 

２前  1  ○    1      ※演習 

医療・ケア組織論 ２前  1  ○    1 1     オムニバス 

聴覚コミュニケー

ション学概論 
１後   1 ○   1      兼 1 オムニバス 

発
展
科
目 

小計（14科目） － 0 8 6 － 4 3 3 0 0 兼 3 － 

修士論文 
１後

～２
 8   ○ 10 6 3       

課題研究 
１後

～２
 4   ○ 10 6 3       

特
別
研
究 

小計（2科目） － 0 12 0 － 10 6 3 0 0 兼 0 － 

合計（50科目） － 17 43 6 － 11 6 4 0 0 兼16 － 
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・【旧】 

教 育 課 程 等 の 概 要 

（社会健康医学研究科 社会健康医学専攻 修士課程） 

単位数 授業形態 専任教員等の配置 

科目 

区分 
授業科目の名称 

配当

年次
必 

修 

選 

択 

自 

由 

講 

義 

演 

習 

実
験
・
実
習 

教 

授 

准
教
授 

講 

師 

助 
教 

助 

手 
備考 

公衆衛生危機管理

論 
１後  2  ○  2      兼 1

オムニバス 

共同（一部）

※演習 

共
通
科
目 

小計（7科目） － 5 4 0 － 8 3 1 0 0 兼 4 － 

環境健康科学・産

業衛生学概論 
１前 2   ○   1       兼 1 オムニバス 

環境健康科学・産

業衛生学特論 
１後  1   ○  1       兼 1

オムニバス 

※講義 

環
境
健
康
科
学
領
域 小計（3科目） － 2 2 0 － 4 1 0 0 0 兼 2 － 

行動医科学 １前 1   ○   2        オムニバス 

公
衆
衛
生
学
科
目 

行
動
医
科
学
・
ヘ
ル
ス 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
学
領
域 小計（5科目） － 2 4 0 － 3 1 0 0 0 兼 1 － 

精神保健学概論・

心理社会的支援技

術論 

２前  1  ○   1       ※演習 

医療・ケア組織論 ２前  1  ○   1  1     オムニバス 

聴覚コミュニケー

ション学概論 
１後   1 ○   1 1         オムニバス 

発
展
科
目 

小計（14科目） － 0 8 6 － 5 3 3 0 0 兼 2 － 

修士論文 
１後

～２
 8   ○ 11 5 3       

課題研究 
１後

～２
 4   ○ 11 5 3       

特
別
研
究 

小計（2科目） － 0 12 0 － 11 5 3 0 0 兼 0 － 

合計（50科目） － 17 43 6 － 12 6 4 0 0 兼15 － 
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（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（別添資料 24） 

年齢（歳） 教員数（人） 

53   

計 21 

    

（別添資料 22） 

年齢（歳） 教員数（人） 

53 1 

計 22 

    
 

（新旧対照表）専任教員の年齢構成・学位保有状況 

・【新】 

専任教員の年齢構成・学位保有状況 

職位 学位 
29 歳

以下

30～

39 歳

40～

49 歳

50～

59 歳

60～

64 歳

65～

69 歳

70 歳

以上
合計 備考 

教授 博士 人 人 人 7 人  人 2 人 2 人 11 人   

博士 人 1 人 2 人 1 人 2 人 人 人 6 人 

准教授 

修士 人 人 人  人 人 人 人  人 

  

博士 人 2 人 5 人 8 人 2 人 2 人 2 人 21 人 

合計 

修士 人 人 人  人 人 人 人  人 

  

 

・【旧】 

専任教員の年齢構成・学位保有状況 

職位 学位 
29 歳

以下

30～

39 歳

40～

49 歳

50～

59 歳

60～

64 歳

65～

69 歳

70 歳

以上 
合計 備考 

教授 博士 人 人 人 7 人 1 人 2 人 2 人 12 人   

博士 人 1 人 2 人 1 人 1 人 人 人 5 人 

准教授 

修士 人 人 人 1 人 人 人 人 1 人 

  

博士 人 2 人 5 人 8 人 2 人 2 人 2 人 21 人 

合計 

修士 人 人 人 1 人 人 人 人 1 人 
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＜申請書類の誤記等の修正＞ 

 

【対応】 

改めて確認した結果、設置の趣旨等を記載した書類に誤記等があったため、以下のとおり

当該箇所を修正する。 

 また、別添資料目次については、審査意見への対応を踏まえ説明資料を追加するとともに、

それに伴い資料番号を変更する。 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
（３ページ） 
（略）様々な健康課題や、保健・医療・福

祉制度の諸課題に直面している。 

（３ページ） 
（略）様々な健康課題や、保険・医療・福

祉制度の諸課題に直面している。 
（18、19、20、57、59（２箇所）、68（２箇

所）ページ） 

 管理栄養士 

（17、19、20、47、49（２箇所）、56（２箇

所）ページ） 

 栄養士 

（54 ページ） 

サ 修士課程の修了及び学位の授与 

教授会は報告に基づき、課題研究報告書

及び試験について合格又は不合格を議決す

る。 

（45 ページ） 

サ 修士課程の修了及び学位の授与 

教授会は報告に基づき、修士論文及び試

験について合格又は不合格を議決する。 

（60 ページ） 

ア 開学予定場所 

静岡県では、平成 30年３月に策定した「社

会健康医学研究推進基本計画」に基づき、

健康増進施策や疾病予防対策に社会健康医

学の科学的な知見を導入するため、「医療ビ

ッグデータの活用」、「効果的な健康増進施

策・疾病予防対策のための疫学研究」、「ゲ

ノムコホート研究」について、静岡県立総

合病院リサーチサポートセンターにおいて

委託研究を進めているところである。 

（51 ページ） 

ア 開学予定場所 

静岡県では、平成 30年３月に策定した「社

会健康医学研究推進基本計画」に基づき、

健康増進施策や疾病予防対策に社会健康医

学の科学的な知見を導入するため、「医療ビ

ッグデータの活用」、「効果的な健康増進施

策・疾病予防対策のための疫学研究」、「ゲ

ノムコホート研究」に、静岡県立総合病院

リサーチサポートセンターにおいて委託研

究を進めているところである。 

（別添資料目次） 

 別紙 
（別添資料目次） 

 別紙 
（別添資料５） 

５ 第３次ふじのくに健康増進計画 

 ※資料中の各グラフの数値や項目につい

て、一部表示されていない箇所があっ

たため差し替えを行う。 

（別添資料５） 

５ 第３次ふじのくに健康増進計画 

【差替】 
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設置の趣旨等を記載した書類 別添資料 

 

目 次 

1 中央教育審議会「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて－答申」（抜粋）

2 日本学術会議「わが国の公衆衛生向上に向けた公衆衛生大学院の活用と機能強化」（抜粋）

3 「保健医療 2035」策定懇談会「保健医療 2035 提言書」（抜粋） 

4 国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針（抜粋） 

5 第３次ふじのくに健康増進計画※ 

6 第３次ふじのくに健康増進計画後期アクションプラン（抜粋） 

7 静岡県における健康寿命の延伸に係る主な取組状況 

8 68 万人の特定健診結果から見る静岡県の健康課題 

9 平成 28 年度 特定健診・特定保健指導に係る健診等データ報告書（抜粋） 

10 平成 25 年度 静岡県における高齢者生活実態調査（第２期）報告書（抜粋） 

11 ふじのくに型人生区分 

12 静岡県の健康寿命の延伸に向けた提言 ～社会健康医学の研究推進～ 

13 社会健康医学研究推進基本計画 

14 静岡県総合計画「静岡県の新ビジョン」（抜粋） 

15 静岡県立総合病院リサーチサポートセンターと連携した静岡県の社会健康医学研究 

16 社会健康医学大学院大学の設置に係る基本構想 

17 静岡県における社会健康医学の推進に係る主な取組状況○ 

18 米国公衆衛生学教育協会(CEPH)の掲げる基本科目と本学の授業科目との対応 

19 社会健康医学研究科全体像※ 

20 ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー・授業科目とアドミッション・ポリシーの関係○ 

21 カリキュラムマップ※ 

22 履修モデル※ 

23 公立大学法人静岡社会健康医学大学院大学職員就業規則（案）  

24 完成年度末の教員年齢構成※ 

25 遠隔講義システム等を利用した受講方法 

26 実習科目における実習予定施設○ 

27 時間割（案） 

28 静岡社会健康医学大学院大学学位規程（案） 

29 研究指導のスケジュール 

30 静岡社会健康医学大学院大学研究倫理規程（案） 

31 人を対象とする医学系研究に関する倫理指針 

32 医療・介護・健診データを活用した研究の実施に関する覚書（案）○ 

33 データの適正利用に関する誓約書（案）○ 

（新）
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34 履修モデル別時間割（案）※ 

35 諸室一覧 

36 院生室見取図 

37 県立総合病院先端医学棟リサーチサポートセンター利用協定（案） 

38 開学初年度の平面図 

39 施設・設備の整備計画○ 

40 図書の整備計画（分類別）○ 

41 学術雑誌（電子ジャーナル等）目録※ 

42 団体等推薦入試における推薦状○ 

43 ふじのくに地域・大学コンソーシアム 

  

 ※：補正申請で内容が変更になった資料 

 ○：補正申請で新たに追加した資料 
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20 履修モデル 
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22 完成年度末の教員年齢構成 

23 遠隔講義システム等を利用した受講方法 

24 時間割（案） 

25 静岡社会健康医学大学院大学学位規程（案） 
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29 履修モデル別時間割（案） 

30 諸室一覧 

31 院生室見取図 
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目 次 

1 保健指導支援アプリパンフレット 

2 ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー・授業科目とアドミッション・ポリシーの関係 

3 社会健康医学研究科全体像（新旧） 

4 カリキュラムマップ（新旧） 

5 団体等推薦入試における推薦状 

6 「静岡社会健康医学大学院大学（仮称）」への入学勧奨について 
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12 静岡県における社会健康医学の推進に係る主な取組状況 

13 施設・設備の整備計画 

14 図書の整備計画（分類別） 

15 学術雑誌（電子ジャーナル等）目録（新旧） 

16 静岡県立大学図書館及び静岡県立中央図書館蔵書数 

 





想定する学生像（職種） 養成する人材像 キャリアパス

①疫学領域
疫学概論、疫学研究・臨床研究特論、
臨床研究概論、疫学・ゲノム疫学特論

②医療統計学
　領域

医療統計学概論、特論、
臨床試験解析学、観察研究解析学

③環境健康科学
　領域

環境健康科学・産業衛生学概論、特論、
生活習慣病（生活習慣、遺伝子、環境）

④行動医科学・
　ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学
　領域

健康情報学、ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ概論、特論、
行動医科学、健康医療社会学

⑤健康管理・
　政策学領域

健康・医療ビッグデータ概論、特論、
健康政策・医療経済学概論、特論、
社会健康医学倫理概論、特論

社会健康医学概論 社会健康医学の全体像を修得

文献検索法・文献
評価法

情報を検索し、批判的に吟味し、主体的
に活用する手法を修得

高齢者ケア概論
地域の特性を踏まえ、向き合う患者、高
齢者に最適なケアを提供できる能力を修
得

臨床研究概論
研究の実施に最も適した統計解析を行う
ための基礎的能力を修得

社会健康医学倫理
概論

倫理的配慮に基づいた自らの研究計画を
立案できる能力を修得

健康・医療ビッグ
データ概論、特論

・医療・介護を取り巻くビッグデータの
　解析手法・活用方法（基本）
・政策決定や問題解決に向けたデータ駆
　動型疫学のデータ集計や分析等技術の
　既存データを活用した演習による修得

医科遺伝学概論
・遺伝子の構造・機能などの基本的な知
　識を系統的に修得

ヘルスコミュニ
ケーション概論

・健康増進と疾病予防に関する情報提供
　を効果的に行うためのコミュニケーシ
　ョン手法の修得

プレゼンテーショ
ン・ライティング
スキル

・成果発表のためのプレゼン、論文等の
　執筆に効果的な技法の修得

⑤

　「健康づくり実務者」

・社会健康医学の研究で
得られたデータや、科学
的知見に基づく健康増進
活動や疾病予防対策につ
いて、住民の生活に反映
することができる能力を
身に付け、それを現場で
発揮する

・行政や企業などにおい
て、科学的知見を取り入
れた健康指導などを担う
保健師・管理栄養士等
など

④

大学院修了後も、地域の医
療・介護等の現場におい
て、リーダーとして活躍
し、健康寿命の延伸に寄与
したいという意欲のある者
（実践する力）

④

研究成果を地域に効果的に
還元するため、医療・介護
の現場などでの関係者の理
解を促すヘルスコミュニ
ケーション能力や、多職種
連携の中核を担えるリー
ダーシップを発揮できる能
力の向上を図るための教育
を行う

④

地域における社会健康医学
の実践活動において、関係
者と効果的にコミュニケー
ションを図り、リーダー
シップを発揮して、多職種
連携の中核を担える能力を
身に付けていること
【情報発信と管理・調整ス
キル（能力）】

少人数教育の利点を活かした教員による個別指導や他の学生
とのディスカッションなどを通じたコミュニケーション・
リーダーシップ能力の修得

上記の４つのカリキュラム・ポリシーに基づく教育を通じて、ディプロマ・ポリシーで掲
げる４つの能力を身に付けているか、授業における議論への参加度、レポートや特別研究
の完成度等により総合的に評価を行う

地域の医療や介護等の現場
に研究成果を還元できるよ
う、静岡県の地域資源を活
用した健診・医療・介護
データを最新の技術を利用
して解析し、これまでの経
験や知識と合わせ、総合的
に課題解決の方法を導き出
すための教育を行う

県立総合病院リサーチサポートセンターにおいて、先行して
取組んでいる社会健康医学研究を引き継ぐ
　⇒　研究実績を踏まえた教育研究の実施
　　・「国民健康保険団体連合会の医療ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの活用」
　　・「県立総合病院におけるゲノム解析」　など

③

科学的な知見を活用し、研
究により導き出した成果を
医療、介護等の現場へ効果
的に還元できる実践的なプ
ログラムとして企画立案す
ることのできる能力を身に
付けていること
【成果還元と企画立案スキ
ル（能力）】

②保健所などにおいて社会
健康医学の知見を取り入れ
た健康指導などを行い、健
康寿命の更なる延伸に資す
る施策を担うことを志す者

＜対象職種＞
・保健所（行政）や企業で
健康づくり活動を行う保健
師、管理栄養士など

・社会福祉施設で健康指導
や機能回復訓練を行う看護
師、介護職員など

③

医療や介護などの専門的知
識に裏打ちされた貴重な経
験を有し、健康課題に対し
て、実践的な解決策を提示
しようとする者
（改革する力）

③

　「高度医療専門職」

・単なる病気の治療や延
命措置だけでなく最期ま
で元気で健康に暮らした
いという住民の希望を理
解し、健康寿命の更なる
延伸を実現するため、地
域の健康増進に関わり、
地域医療のリーダーと
なって、より県民に身近
な場所で科学的な知見に
基づくデータ分析や健康
増進施策、疾病予防対策
などの企画やマネジメン
トを担う

・臨床データの有効活用
に精通した地域の医療現
場で活躍する医師等

・科学的な知見に基づき
データ分析や疾病対策、
健康づくりなどを担う者

・臨床試験やコホート研
究に従事する者　など

②

最新の研究成果や知見を活
用して、既存の枠組みにと
らわれることなく、新たな
視点で課題を見つけ、解決
に取組むことのできる者
（発見する力）

②

地域における健康や医療・
介護の現状を適切に評価
し、多面的な分析を通じ
て、課題を発見するととも
に、解決に向けた仮説の立
案、研究方法の構築など、
研究の基本設計を構築し、
実行する能力を身に付ける
教育を行う

②

地域における健康長寿を阻
害する要因を課題として見
つけ、多面的に評価、分析
し、解決するための科学的
な研究計画を自ら立案、実
行することのできる能力を
身に付けていること
【課題発見と評価・分析・
研究実施スキル（能力）】

国際的に通用するMPHとし
ての基本的能力を養うた
め、米国公衆衛生教育協会
(CEPH)において基本科目
とされる「疫学」、「医療
統計学」、「環境健康科
学」、「行動医科学・ヘル
スコミュニケーション
学」、「健康管理・政策
学」の５つのコア領域を基
盤とした教育を行う

５つのコア領域を学修するための授業科目配置
　⇒　国際的に通用するMPHと同等の基本的能力を養う

①

公衆衛生の５つのコア領域
（疫学、医療統計学、環境
健康科学、行動医科学・ヘ
ルスコミュニケーション
学、健康管理・政策学）の
基本的内容を理解している
こと
【基本的な知識の修得】

①社会健康医学の研究や取
組の担い手や、地域医療の
リーダーとなることを志す
者

＜対象職種＞
・地域の病院や診療所に勤
務する医師、歯科医師、薬
剤師、看護師など

・健診機関で健康指導を行
う医師、保健師、管理栄養
士など

①

健康と医療、環境に対する
高い関心とリサーチマイン
ドを持っている者
（情熱）

①

＜ディプロマポリシーとカリキュラム・ポリシー・授業科目とアドミッションポリシーの関係＞

アドミッションポリシー カリキュラムポリシー 左記能力を修得するための設置科目の例 ディプロマポリシー
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静岡社会健康医学大学院大学 社会健康医学研究科 社会健康医学専攻 全体像

養成する人材像

保健・医療・福祉領域の高度医療専門職
単なる病気の治療や延命措置だけでなく最期ま
で元気で健康に暮らしたいという住民の希望を
理解し、健康寿命の更なる延伸を実現するため、
地域の健康増進に関わり、地域医療のリーダー
となって、より県民に身近な場所で科学的な知
見に基づくデータ分析や健康増進施策、疾病予
防対策などの企画やマネジメントを担う

・臨床データの有効活用に精通した地域の医療
現場で活躍する医師等
・科学的な知見に基づきデータ分析や疾病対策、
健康づくりなどを担う者
・臨床試験やコホート研究に従事する者 など

■入学定員
１学年10人

ディプロマ
ポリシー

①公衆衛生の５つのコア領域（疫学、医療
統計学、環境健康科学、行動医科学・ヘ
ルスコミュニケーション学、健康管理・
政策学）の基本的内容を理解しているこ
と
【基本的な知識の修得】

②地域における健康長寿を阻害する要因を
課題として見つけ、多面的に評価、分析
し、解決するための科学的な研究計画を
自ら立案、実行することのできる能力を
身に付けていること
【課題発見 評価･分析･研究実施   （能力）】

③科学的な知見を活用し、研究により導き
出した成果を医療、介護等の現場へ効果
的に還元できる実践的なプログラムとし
て企画立案することのできる能力を身に
付けていること
【成果還元と企画立案スキル（能力）】

④地域における社会健康医学の実践活動に
おいて、関係者と効果的にコミュニケー
ションを図り、リーダーシップを発揮し
て、多職種連携の中核を担える能力を身
に付けていること
【情報発信と管理･調整スキル（能力）】

カリキュ
ラム

ポリシー

①公衆衛生 ５    領域 基盤   教育

■疫学
疫学概論 臨床研究概論 など

■医療統計学
医療統計学概論 臨床試験解析学 など

■環境健康科学
環境健康科学･産業衛生学概論､
生活習慣病（生活習慣・遺伝子・環境）など

■行動医科学・ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学
ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ概論、行動医科学 など

■健康管理 政策学
健康 医療ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ概論 健康政策･医療経
済学概論 社会健康医学倫理概論 など

■ゲノム医学
医科遺伝学概論 遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ など

②現状を評価・分析して課題を発見し、研究の基
本設計を構築・実行するための教育

③医療・介護等ﾃﾞｰﾀなど静岡県の地域資源を活用
し、課題解決の方法を導き出すための教育

④ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力やﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを発揮できる能
力を養う教育

⑤ｶﾘｷｭﾗﾑ･ﾎﾟﾘｼｰに基づく教育を通じたﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏ･ﾎﾟ
ﾘｼｰに掲げる能力の修得を総合的に評価

アド
ミッション
ポリシー

次のような要件を備えた者の応募を期待

＜対象として考えられる職種＞
・地域 病院 診療所 勤務  医師 
歯科医師 薬剤師 看護師  
 健診機関 健康指導 行 医師 保健
師 管理栄養士  
 保健所（行政） 企業 健康   活
動 行 保健師 管理栄養士  
 社会福祉施設 健康指導 機能回復
訓練 行 看護師 介護職員  

①健康 医療 環境 対  高 関心  
サーチマインドを持っている者（情熱）

②最新 研究成果 知見 活用   既
存の枠組みにとらわれることなく、新たな
視点 課題 見   解決 取組   
    者（発見  力）

③医療 介護   専門的知識 裏打 
された貴重な経験を有し、健康課題に
対して、実践的な解決策を提示しようと
  者（改革  力）

④大学院修了後  地域 医療 介護等
の現場において、リーダーとして活躍し、健
康寿命の延伸に寄与したいという意欲の
  者（実践  力）

■取得できる学位
修士（社会健康医学）
英訳名称
Master of Public Health（MPH）
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健康づくり実務者
社会健康医学の研究で得られたデータや、科
学的知見に基づく健康増進活動や疾病予防対
策について、住民の生活に反映することがで
きる能力を身に付け、それを現場で発揮する

・行政や企業などにおいて、科学的知見を取
り入れた健康指導などを担う保健師・管理栄
養士等 など

（新）
別紙資料３



静岡社会健康医学大学院大学 社会健康医学研究科 社会健康医学専攻 全体像

養成する人材像
保健・医療・福祉領域の高度医療専門職

健康づくり実務者

健康寿命の延伸に取り組む研究者

健康増進に関わる拠点で、地域医療のリーダーとなり、住民に
より身近な場所で科学的な知見に基づくデータ分析や健康増進
施策、疾病予防対策などを担う、医師や看護師などの「医療専
門職」

保健所などにおいて社会健康医学の知見を取り入れた健康指
導などを行い、健康寿命の更なる延伸に資する施策を担う、
保健師や栄養士などの「健康づくり実務者」

今までの施策の体系化や医療データの要因分析、ゲノムコ
ホートを通じたヒト生物学研究などを継続的に進めていく役
割を担う「研究者」

■入学定員
１学年10人

ディプロマ
ポリシー

■公衆衛生の５つのコア領
域の基本的内容を理解し
ている

■地域における研究課題を
見つけ、その課題を解決
するための研究計画を自
ら立案し、実行できる能
力を身に付けている

■研究成果を医療や介護等
の現場に効果的に還元で
きる、ヘルスコミュニ
ケーション能力を身に付
けている

■社会健康医学の実践活動
においてリーダーシップ
を発揮できる能力を身に
付けている

カリキュ
ラム
ポリシー

公衆衛生の５つのコア領域を基盤とした教育

■疫学
疫学概論、臨床研究概論 など
■医療統計学
医療統計学概論、臨床試験解析学 など
■環境健康科学
環境健康科学･産業衛生学概論､
生活習慣病（生活習慣・遺伝子・環境）など
■行動医科学・ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学
ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ概論、行動医科学 など
■健康管理・政策学
健康・医療ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ概論、健康政策･医療経済学概
論、社会健康医学倫理概論 など

■ゲノム医学
医科遺伝学概論、遺伝ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ など

・地域の健康や医療・介護の現状を適切に分析する
能力及び研究の基本設計を構築・実行する能力を
身に付ける教育

・健診・医療・介護データなど静岡県の地域資源を
活用した教育

・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力の向上を図るための教育

アド
ミッション
ポリシー

次のような意欲を持った者の応募
を期待

＜対象として考えられる職種＞
・医師、歯科医師、薬剤師、看護師
・保健師、栄養士、介護職員
・医療データの解析を行う専門家
・大学卒業後、社会健康医学の研究
職を目指す者 など

■健康と医療、環境に対する高い
関心とリサーチマインドを持っ
ている者

■大学院修了後も、地域の医療・
介護等の現場において、リー
ダーとして活躍したい、又は、
健康寿命の延伸に資する研究を
継続したいという意欲のある者

■取得できる学位
修士（社会健康医学）
英訳名称
Master of Public Health（MPH）

（旧）

資料18



カリキュラムマップ （新）

① ② ③ ④ ① ② ③ ④

1前 必修 2 ○ ◎ ○ ○ ◎ ○

1後 選択 2 ◎ ◎

1前 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 1 ◎ 　 ○ ◎ ○

1後 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 1 ◎ ◎

1前 必修 1 　 ◎ ◎

1前 必修 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ○ ◎ ○ ◎

1前 必修 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 2 ◎ ◎

1後 選択 2 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 2 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

1後 選択 1 　 ◎ ◎

1前 必修 1 　 ◎ ◎

2前 選択 1 ○ ◎ ○ ◎

1前 必修 1 ◎ ○ ◎ ○

1後 選択 2 　 ◎ ◎

1前 必修 1 ○ ◎ ○ ◎

1後 選択 1 ○ ◎ ○ ◎

1前 必修 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 1 ○ ◎ ○ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ○ ◎ ○ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ○ ◎ ○ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ○ ◎ ○ ◎

1後 自由 1 ◎ ◎

1後 自由 1 ◎ ◎

2前 自由 1 ◎ ◎

2前 自由 1 ◎ ◎

2前 自由 1 ◎ ◎

2前 自由 1 ◎ ◎

◎：授業科目が各ポリシーに直結するもの　○：授業科目が各ポリシーと関連するもの

　注）カリキュラム・ポリシー⑤については、全科目に関係するため、◎の表示はしない

①　基本的な知識の修得 ①　公衆衛生の５つのコア領域を基盤とした教育

②　課題発見と評価・分析・研究実施スキル（能力） ②　現状を評価・分析して課題を発見し、研究の基本設計を構築・実行するための教育

③　成果還元と企画立案スキル（能力） ③　医療・介護等ﾃﾞｰﾀなど静岡県の地域資源を活用し、課題解決の方法を導き出すための教育

④　情報発信と管理・調整スキル（能力） ④　ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力やﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを発揮できる能力を養う教育

⑤　ｶﾘｷｭﾗﾑ･ﾎﾟﾘｼｰに基づく教育を通じたﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏ･ﾎﾟﾘｼｰに掲げる能力の修得を総合的に評価

＜ディプロマ・ポリシー＞ ＜カリキュラム・ポリシー＞

◎課題研究 1後～2通 選択必修 4 ◎ ○

◎選択必修 8 ◎

老年オーディオロジー

特別研究
（2科目）

修士論文 1後～2通

聴覚コミュニケーション学特論

小児聴覚評価法

脳の発達と聴覚

小児難聴マネジメント

発展科目
（14科目）

うち、聴覚（６科目）

フィールド実習

死生学

社会健康医学における質的研究法

社会健康医学における混合研究法

精神保健学概論・心理社会的支援技術論

医療・ケア組織論

高齢者ケア特論

高齢者運動・リハビリテーション論

聴覚コミュニケーション学概論

ゲノム医学
科目

（5科目）

ゲノム医学
領域

（5科目）

医科遺伝学概論

医科遺伝学特論

遺伝カウンセリング

遺伝カウンセリング実習

ゲノム医学（疾患と遺伝子）

健康管理
・政策学領域
（6科目）

健康・医療ビッグデータ概論

健康・医療ビッグデータ特論

健康政策・医療経済学概論

健康政策・医療経済学特論

社会健康医学倫理概論

社会健康医学倫理特論

行動医科学・
ヘルスコミュ
ニケーション
学領域
（5科目）

健康情報学

ヘルスコミュニケーション概論

ヘルスコミュニケーション特論

行動医科学

健康医療社会学

観察研究解析学

環境健康
科学領域
（3科目）

環境健康科学・産業衛生学概論

環境健康科学・産業衛生学特論

生活習慣病（生活習慣・遺伝子・環境）公衆衛生学
科目

（22科目）

疫学領域
（4科目）

疫学概論

疫学研究・臨床研究特論

臨床研究概論

疫学・ゲノム疫学特論

医療統計学
領域

（4科目）

医療統計学概論

医療統計学特論

臨床試験解析学

共通科目
（7科目）

社会健康医学概論

公衆衛生危機管理論

基礎医学講座

高齢者ケア概論

公的統計活用法

文献検索法・文献評価法

プレゼンテーション・ライティングスキル
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科目区分 授業科目名
配当
年次

必修
/選択
/自由

単位
数

ディプロマ・
ポリシー対応

カリキュラム・
ポリシー対応



カリキュラムマップ （旧）

① ② ③ ④ ① ② ③ ④

1前 必修 2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

1後 選択 2 ◎ ◎

1前 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 1 　 ◎ 　 　 ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 1 ◎ ◎

1前 必修 1 ◎ 　 ◎

1前 必修 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎ ◎ ◎

1前 必修 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 2 ◎ ◎

1後 選択 2 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 2 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ 　 ◎

1前 必修 1 ◎ 　 ◎

2前 選択 1 ◎ 　 　 ◎

1前 必修 1 ◎ 　 ◎ 　

1後 選択 2 ◎ 　 ◎

1前 必修 1 ◎ 　 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ 　 ◎ ◎

1前 必修 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

1前 必修 1 ◎ 　 ◎ 　

1後 選択 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎ ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

1後 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ 　 　 ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎

2前 選択 1 ◎ ◎ 　 ◎

1後 自由 1 ◎ ◎

1後 自由 1 ◎ ◎

2前 自由 1 ◎ ◎

2前 自由 1 ◎ ◎

2前 自由 1 ◎ ◎

2前 自由 1 ◎ ◎

◎：授業科目が各ポリシーに直結しており関連が強い

①　公衆衛生の５つのコア領域の基本的内容を理解 ①　公衆衛生の５つのコア領域を基盤とした教育

②　研究計画を自ら立案し、実行できる能力 ②　現状を分析し、研究の基本設計を構築・実行するための教育

③　研究成果を還元できるヘルスコミュニケーション能力 ③　健診・医療・介護データなど静岡県の地域資源を活用した教育

④　実践活動においてリーダーシップを発揮できる能力 ④　ﾍﾙｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力やﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ発揮能力を養う教育

＜ディプロマ・ポリシー＞ ＜カリキュラム・ポリシー＞

◎課題研究
1後～
2通

選択必修 4 ◎ 　

◎選択必修 8 ◎

老年オーディオロジー

特別研究
（2科目）

修士論文
1後～
2通

聴覚コミュニケーション学特論

小児聴覚評価法

脳の発達と聴覚

小児難聴マネジメント

発展科目
（14科目）

うち、聴覚（６科目）

フィールド実習

死生学

社会健康医学における質的研究法

社会健康医学における混合研究法

精神保健学概論・心理社会的支援技術論

医療・ケア組織論

高齢者ケア特論

高齢者運動・リハビリテーション論

聴覚コミュニケーション学概論

ゲノム
医学
科目
（5科
目）

ゲノム医学
領域

（5科目）

医科遺伝学概論

医科遺伝学特論

遺伝カウンセリング

遺伝カウンセリング実習

ゲノム医学（疾患と遺伝子）

健康管理
・政策学領域
（6科目）

健康・医療ビッグデータ概論

健康・医療ビッグデータ特論

健康政策・医療経済学概論

健康政策・医療経済学特論

社会健康医学倫理概論

社会健康医学倫理特論

行動医科学・
ヘルスコミュ
ニケーション
学領域
（5科目）

健康情報学

ヘルスコミュニケーション概論

ヘルスコミュニケーション特論

行動医科学

健康医療社会学

観察研究解析学

環境健康
科学領域
（3科目）

環境健康科学・産業衛生学概論

環境健康科学・産業衛生学特論

生活習慣病（生活習慣・遺伝子・環境）

公衆衛
生学
科目
（22科
目）

疫学領域
（4科目）

疫学概論

疫学研究・臨床研究特論

臨床研究概論

疫学・ゲノム疫学特論

医療統計学
領域

（4科目）

医療統計学概論

医療統計学特論

臨床試験解析学

共通科目
（7科目）

社会健康医学概論

公衆衛生危機管理論

基礎医学講座

高齢者ケア概論

公的統計活用法

文献検索法・文献評価法

プレゼンテーション・ライティングスキル

資料19

科目区分 授業科目名
配当
年次

必修
/選択
/自由

単位
数

ディプロマ・
ポリシー対応

カリキュラム・
ポリシー対応
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（団体等推薦入試） 

 

推  薦  状 

 

静岡社会健康医学大学院大学 学長 様 

 

所 在 地               

団体等名称               

代 表 者             ○印 

 

 下記の者を、出願資格を満たし、貴学の学生として入学するにふさわしい者

として推薦します。 

記 

 

ふりがな  

受験者氏名  

昭和・平成 

     年  月  日生 

男

・

女

人物評価（受験者の業務内容、取組の姿勢、業績の評価等を具体的に御記入願います。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修学にあたって受験者に期待すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（案） 別紙資料５
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英語を活用した活動実績 

（受験者が過去に執筆した英語論文又は英語論文を引用して行った報告・地域発表等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他（特記すべき点があれば、記入してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載責任者記入欄） 

記入者氏名 
 

役職名 
 

所属名称 
 被推薦者

との関係

 

所属住所 
〒 

℡（          ） 

 

※ 厳封してください。 

※論文や報告・発表資料を添付



00219670
四角形

00219670
四角形
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医療・介護・健診データを活用した研究の実施に関する覚書（案）

年 月 日に静岡県（以下「甲」という。）と静岡社会健康医学大学院大学（以下「乙」

という。）の間で締結した、 年度社会健康医学に関する研究委託契約事業（以下「本研

究事業」という。）の円滑な実施のため、甲が乙に提供する、静岡県内の市町及び静岡県後期

高齢者医療広域連合が所有する医療・介護・健診データ（二次生成物も含む。以下「健康関

連データ等」という。）の取扱いについて、以下のとおり覚書を締結する。

（研究の実施）

第１条 甲は、健康関連データ等を乙へ提供し、乙は、当該データ等を使用し、静岡県の健

康寿命の延伸、医療水準の向上、地域包括ケアの推進又は医療費・介護費の適正化に資す

る研究を実施する。

（適正な情報管理）

第２条 乙は、健康関連データ等の保管、移動又は共有に当たり、機器又はネットワークに

おいてパスワード認証機能を使用する等、情報流失又は機器等の盗難等に細心の注意を払

い、適正な管理のために必要な措置を講じるものとする。

（目的外利用の禁止）

第３条 乙は、甲が書面により認める場合を除き、健康関連データ等を本研究事業以外の用

に使用してはならない。

（乙における使用者、使用場所の制限）

第４条 乙は、乙に所属する研究員の中から健康関連データ等の使用者を指定するものとす

る。また、同様に健康関連データ等の保管場所を指定するものとする。

２ 乙は、覚書締結から 14日以内に、前項で指定した使用者及び保管場所について、甲に報

告を行うものとする。また、指定内容に変更があった場合は、遅滞なく変更内容について

甲に報告するものとする。

３ 乙は、甲が書面により認める場合のほか、第１項で指定した使用者以外の者に健康関連

データ等を使用させてはならない。また、同様に健康関連データ等を指定場所以外で使用

してはならない。

（外部への提供禁止）

第５条 乙は、甲が書面により認める場合又は学術的な公表に必要な場合のほか、健康関連

データ等を乙以外の第三者へ提供してはならない。また、同様に第三者に使用させてはな

らない。

（公表前の情報提供）

第６条 乙は、健康関連データ等を使用した研究成果の公表を行う場合は、公表内容の概要

別紙資料７
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について事前に甲あて情報提供するものとする。また、市町又は市町より小さい単位区で

の状況を明らかにする場合は、その詳細な結果についても事前に甲あて情報提供するもの

とする。

（テーマ変更の手続）

第７条 乙は、本研究事業の研究テーマや研究者に変更が生じた場合、速やかに研究計画の

変更に必要な手続をとるものとする。

（公表時の秘匿事項）

第８条 乙は、研究成果について、個人、世帯、医療機関又は事業所等が特定される形での

公表を行ってはならない。

（秘密の保持）

第９条 乙は、健康関連データ等の提供を受けて知り得た個人又は事業所等の秘密について、

第三者に漏らしてはならない。本研究事業が終了した後も同様の扱いとする。

２ 乙は、第４条による指定から外れた研究員が生じた場合は、当該研究員に対し秘密の漏

洩防止に必要な措置をとるものとする。

（成果活用に関する著作権）

第 10 条 乙は、本研究事業により公表された研究成果について、甲及び第三者の利用に対し、

無償での使用について許諾し、著作者人格権を行使しないものとする。

（甲の求めへの対応）

第 11 条 乙は、甲から健康関連データ等の使用状況及び管理状況について報告を求められた

とき又はその状況に対し改善を求められたときは、遅滞なく対応するものとする。

（契約満了時の処理）

第 12 条 乙は、本研究事業の委託期間の終了時に、健康関連データ等を返却又は破棄するも

のとする。乙を通じ第三者へ提供された健康関連データ等がある場合は、同様に返却又は

破棄させるものとする。ただし、甲が書面により認める場合又は委託契約終了時までに甲

と乙の間で本研究事業を引き継ぐ新たな研究委託契約を締結した場合は、この限りではな

い。

（身分喪失時の対応）

第 13 条 乙は、乙に所属する研究員がその身分を失った場合は、当該研究員に健康関連デー

タ等を返却又は破棄させることとする。ただし、甲が書面により認める場合は、この限り

ではない。

（損害等発生時の義務）
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第 14 条 乙は、健康データ等の漏洩又は逸失が生じた場合、甲又は第三者に生じた損害を賠

償する義務を負うものとする。

２ 乙は、乙又は乙に所属する研究員が健康データ等を不正に利用し利益を得た場合、得ら

れた利益を甲に返還する義務を負うものとする。

（甲の許可の取得）

第 15 条 乙は、甲が認める必要がある事項については、書面により許可の取得について申し

出るものとし、甲は、これに対し、書面により応じるものとする。

（研究員への指導）

第 16 条 乙は、第４条により指定する健康関連データ等の使用者に対し、本覚書の遵守につ

いて必要な措置をとるものとする。

（有効期間）

第 17 条 この覚書の有効期間は、本研究事業の委託契約期間と同じ期間とする。ただし、委

託契約終了日の翌日までに、甲と乙の間で本研究事業を引き継ぐ新たな研究委託契約締結

した場合は、引き継ぐ研究事業を「本研究事業」と読み替え、引き継ぐ研究委託契約の終

了日まで有効期間を延長するものとする。

（覚書の破棄）

第 18 条 甲は、本研究事業の委託契約を解除した場合、この覚書を破棄することができる。

（その他の協議事項）

第 19 条 この覚書に定めのない事項は、その都度甲乙協議のうえ決定するものとする。

この覚書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

年 月 日

甲 静岡市葵区追手町９－６

静岡県知事

乙 静岡市葵区北安東４－２７－２

静岡社会健康医学大学院大学 学長



- 1 -

誓 約 書（案）

静岡県（以下「県」という。）と静岡社会健康医学大学院大学（以下「貴学」という。）の

間で締結した、社会健康医学に関する研究委託契約事業（以下「研究事業」という。）を実施

するために、貴学から静岡県内の市町及び静岡県後期高齢者医療広域連合が所有する医療・

介護・健診データ又はその二次生成物（以下「健康関連データ等」という。）の提供を受ける

に当たり、私は下記の事項について確認し、誠実に履行することを誓約します。

また、下記の事項に違反した場合は、貴学からの指示に基づき、既に提供された健康関連

データ等を速やかに返却又は破棄すること、私が第三者に提供した健康関連データ等がある

場合は、同様に返却又は破棄させること、以後の健康関連データ等の提供及び使用に制限が

生じること、並びに生じた損害に対する賠償又は不正な利用により得られた利益の返還の義

務が生じることについて同意します。

静岡社会健康医学大学院大学 学長 様

年 月 日 （記名押印又はサイン）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

記

（研究の実施）

１ 私は、健康関連データ等を活用し、静岡県の健康寿命の延伸、医療水準の向上、地域包

括ケアシステムの推進又は医療費・介護費の適正化に資する研究を実施します。

（適正な情報管理）

２ 私は、健康関連データ等の保管、移動又は共有に当たり、機器又はネットワークにおい

てパスワード認証機能を使用する等、情報流失又は機器等の盗難等に細心の注意を払い、

適正な管理のために必要な措置を講じます。

（目的外利用の禁止）

３ 私は、貴学が書面により認める場合のほか、健康関連データ等を研究事業以外の用に使

用しません。

（外部への持出禁止）

４ 私は、貴学が書面により認める場合のほか、貴学が定める保管場所以外に、健康関連デ

ータ等を持ち出しません。

（外部への提供禁止）

５ 私は、貴学が書面により認める場合又は研究成果の公表に必要な場合のほか、健康関連

データ等を研究事業の研究計画に記載する研究者以外の第三者へ提供又は使用させません。

別紙資料８
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（公表前の報告）

６ 私は、健康関連データ等を使用した研究成果の公表を行う場合は、公表内容の概要につ

いて事前に貴学あて報告します。また、市町又は市町より小さい単位区での状況を明らか

にする場合は、その詳細な結果についても事前に貴学あて報告します。

（テーマ変更の手続）

７ 私は、研究テーマや共同研究者に変更が生じた場合、速やかに研究計画の変更に必要な

手続をとります。

（公表時の秘匿事項）

８ 私は、研究成果について、個人、世帯、医療機関又は事業所等が特定される形での公表

を行いません。

（秘密の保持）

９ 私は、健康関連データ等の提供を受けて知り得た個人又は事業所等の秘密について、第

三者に漏らしません。研究事業が終了した後も同様に扱います。

（成果活用に関する著作権）

10 私は、研究事業により公表された研究成果について、県、貴学及び第三者が無償で利用

することを許諾し、著作者人格権を行使しません。

（貴学の求めへの対応）

11 私は、貴学から健康関連データ等の使用状況及び管理状況について報告を求められたと

き又はその状況に対し改善を求められたときは、遅滞なく対応します。

（契約満了時の処理）

12 私は、研究事業計画に基づく研究を行う場合を除き、研究事業の委託期間の終了時に、

健康関連データ等を返却又は破棄します。私が第三者に提供した健康関連データ等がある

場合は、返却又は破棄させます。

（身分喪失時の対応）

13 私は、貴学が書面により認める場合のほか、貴学の身分を失った場合は、健康関連デー

タ等を返却又は破棄します。私が第三者に提供した健康関連データ等がある場合は、返却

又は破棄させます。

（違反に関する報告）

14 私は、上記に違反した場合又は違反することが予見できる場合、遅滞なく貴学にその事

項について報告します。

（その他）

15 私は、健康関連データの利用により何らかの不利益を被った場合にあっても、貴学の責

任は一切問いません。

以上

















静岡社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案） ［履修モデル：①高度医療専門職（医師、薬剤師、看護師等）【修士論文を選択】］ 別紙資料10 資料34

【１年前期（前半）】 【１年後期（前半）】 （新）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

佐々木 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１

小島原、宮地、中山、栗山、田原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山本、溝田、中山 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

田原・臼井・木下・寺
尾

小島原 小島原、天笠、谷(晃)

講義室３ 講義室２ 演習室２

小島原、佐藤(康)
栗山、宮田、一原、山
本、隈丸、平原

講義室２ 講義室３

天笠、谷(幸) 天笠、雨谷 指導教官

講義室２ 演習室１

【１年前期（後半）】 【１年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

山本、天笠 田原

講義室２ 演習室１

小島原、宮地、中山、栗山、田原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 講義室１

八田、山崎、藤田 森(寛)、栗山、小林 小島原、天笠、谷(晃)

講義室３ 講義室２ 演習室２

栗山、後藤 藤本、佐々木

講義室２ 講義室３

天笠、谷(幸) 山本 臼井 指導教官

講義室２ 講義室３ 演習室３

注１）授業科目のうち、下線は必修科目

18:30～20:00 18:30～20:00

遺伝カウンセリング 修士論文(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

ヘルスコミュニケー
ション概論

６時限目６時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目
健康政策・医療経済

学概論

プレゼンテーショ
ン・ライティングス

キル
５時限目

公衆衛生危機管理論

14:40～16:10 14:40～16:10

４時限目
社会健康医学倫理概

論
高齢者ケア概論 ４時限目

健康・医療ビッグ
データ特論

13:00～14:30 13:00～14:30

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 行動医科学 ２時限目
疫学研究・臨床研究

特論

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

環境健康科学・産業
衛生学特論

修士論文(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

６時限目６時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目 臨床研究概論
健康・医療ビッグ
データ概論

５時限目

公衆衛生危機管理論

14:40～16:10 14:40～16:10

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 医科遺伝学概論 疫学概論 ４時限目

医療統計学特論

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目 健康情報学 医療統計学特論

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目
文献検索法・文献評

価法
２時限目

１時限目 １時限目

1



【２年前期（前半）】 【２年後期（前半）】 （新）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

指導教官

指導教官 栗山、後藤 指導教官

講義室３

臼井、森(潔) 指導教官

演習室３

中谷、佐藤(洋) 指導教官

講義室１

山崎

講義室３

【２年前期（後半）】 【２年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

指導教官

指導教官 指導教官

天笠、佐々木 指導教官

演習室３

中谷、佐藤(洋) 天笠 指導教官

講義室１ 演習室１

八田、山崎、藤田

演習室１

注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）演習等特別研究（修士論文・課題研究 … 太字、(※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

修士論文(※)

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目
社会健康医学倫理特

論
６時限目

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 観察研究解析学
精神保健学概論・心
理社会的支援技術論

５時限目

修士論文(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 医療・ケア組織論 ４時限目 修士論文(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 修士論文(※) ３時限目

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 ２時限目 修士論文(※)

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目 死生学 ６時限目

修士論文(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 臨床試験解析学 ５時限目 修士論文(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目
ゲノム医学（疾患と

遺伝子）
４時限目

修士論文(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 修士論文(※)
健康政策・医療経済

学特論
３時限目 修士論文(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 ２時限目

１時限目 １時限目

2



静岡社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案） ［履修モデル：②高度医療専門職（医師、薬剤師、看護師等）【課題研究を選択】］

【１年前期（前半）】 【１年後期（前半）】 （新）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

佐々木 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１

小島原、宮地、中山、栗山、田原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山本、溝田、中山 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

田原・臼井・木下・寺
尾

小島原 小島原、天笠、谷(晃) 山崎

講義室３ 講義室２ 演習室２ 講義室２

小島原、佐藤(康)
栗山、宮田、一原、山
本、隈丸、平原

講義室２ 講義室３

天笠、谷(幸) 天笠、雨谷 指導教官

講義室２ 演習室１

【１年前期（後半）】 【１年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

山本、天笠 田原

講義室２ 演習室１

小島原、宮地、中山、栗山、田原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山崎、森(寛) 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

八田、山崎、藤田 森(寛)、栗山、小林 小島原、天笠、谷(晃) 山崎

講義室３ 講義室２ 演習室２ 講義室２

栗山、後藤 藤本、佐々木

講義室２ 講義室３

天笠、谷(幸) 山本 臼井 指導教官

講義室２ 講義室３ 演習室３

注１）授業科目のうち、下線は必修科目

18:30～20:00 18:30～20:00

遺伝カウンセリング 課題研究(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

ヘルスコミュニケー
ション概論

６時限目６時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目
健康政策・医療経済

学概論

プレゼンテーショ
ン・ライティングス

キル
５時限目

公衆衛生危機管理論 健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

４時限目
社会健康医学倫理概

論
高齢者ケア概論 ４時限目

社会健康医学におけ
る質的研究法

健康・医療ビッグ
データ特論

13:00～14:30 13:00～14:30

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 行動医科学 ２時限目
疫学研究・臨床研究

特論

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

環境健康科学・産業衛
生学特論

課題研究(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

６時限目６時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目 臨床研究概論
健康・医療ビッグ
データ概論

５時限目

公衆衛生危機管理論 健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 医科遺伝学概論 疫学概論 ４時限目

医療統計学特論

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目 健康情報学 医療統計学特論

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目
文献検索法・文献評

価法
２時限目

１時限目 １時限目

3



【２年前期（前半）】 【２年後期（前半）】 （新）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

指導教官

指導教官 栗山、後藤 指導教官

講義室３

指導教官

中谷、佐藤(洋) 指導教官

講義室１

山崎

講義室３

【２年前期（後半）】 【２年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

指導教官

指導教官 八田 指導教官

演習室１

天笠、佐々木 臼井 指導教官

演習室３ 演習室２

中谷、佐藤(洋) 天笠 指導教官

講義室１ 演習室１

八田、山崎、藤田

演習室１

注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）演習等特別研究（修士論文・課題研究 … 太字、(※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

課題研究(※)

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目
社会健康医学倫理特

論
６時限目

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 観察研究解析学
精神保健学概論・心
理社会的支援技術論

５時限目

課題研究(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 医療・ケア組織論
遺伝カウンセリング

実習
４時限目 課題研究(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 課題研究(※)
社会健康医学におけ
る混合研究法

３時限目

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 ２時限目 課題研究(※)

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目 死生学 ６時限目

課題研究(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 臨床試験解析学 ５時限目 課題研究(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 ４時限目

課題研究(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 課題研究(※)
健康政策・医療経済

学特論
３時限目 課題研究(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 ２時限目

１時限目 １時限目

4



静岡社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案） ［履修モデル：③健康づくり実務者（保健師、管理栄養士、介護職員等）【課題研究を選択】］

【１年前期（前半）】 【１年後期（前半）】 （新）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

佐々木 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１

小島原、宮地、中山、栗山、田原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山本、溝田、中山 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

田原・臼井・木下・寺
尾

小島原 小島原、天笠、谷(晃) 山崎

講義室３ 講義室２ 演習室２ 講義室２

小島原、佐藤(康)
栗山、宮田、一原、山
本、隈丸、平原

臼井、菅原、森(潔)、溝田 佐藤(康)

講義室２ 講義室３ 演習室３ 演習室１

天笠、谷(幸) 森(潔)、菅原 天笠、雨谷 指導教官

講義室２ 演習室３ 演習室１

【１年前期（後半）】 【１年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

山本、天笠

講義室２

小島原、宮地、中山、栗山、田原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山崎、森(寛) 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

八田、山崎、藤田 森(寛)、栗山、小林 小島原、天笠、谷(晃) 山崎

講義室３ 講義室２ 演習室２ 講義室２

栗山、後藤 藤本、佐々木

講義室２ 講義室３

天笠、谷(幸) 山本 指導教官

講義室２ 講義室３

注１）授業科目のうち、下線は必修科目

18:30～20:00 18:30～20:00

課題研究(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

ヘルスコミュニケー
ション概論

６時限目６時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目
健康政策・医療経済

学概論

プレゼンテーショ
ン・ライティングス

キル
５時限目

公衆衛生危機管理論 健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

４時限目
社会健康医学倫理概

論
高齢者ケア概論 ４時限目

社会健康医学におけ
る質的研究法

健康・医療ビッグ
データ特論

13:00～14:30 13:00～14:30

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 行動医科学 ２時限目

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

環境健康科学・産業
衛生学特論

課題研究(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

基礎医学講座 ６時限目６時限目

生活習慣病（生活習
慣・遺伝子・環境）

公的統計活用法

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目 臨床研究概論
健康・医療ビッグ
データ概論

５時限目

公衆衛生危機管理論 健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 医科遺伝学概論 疫学概論 ４時限目

医療統計学特論

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目 健康情報学 医療統計学特論

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目
文献検索法・文献評

価法
２時限目

１時限目 １時限目

5



【２年前期（前半）】 【２年後期（前半）】 （新）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

小島原、田原、森(寛) 指導教官

演習室１

指導教官 栗山、後藤 指導教官

講義室３

森(寛)、小林 指導教官

演習室１

溝田 指導教官

演習室２

山崎

講義室３

【２年前期（後半）】 【２年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

藤本 指導教官

演習室３

指導教官 指導教官

天笠、佐々木 指導教官

演習室３

天笠 指導教官

演習室１

注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）演習等特別研究（修士論文・課題研究 … 太字、(※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

課題研究(※)

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目 ６時限目

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目
精神保健学概論・心
理社会的支援技術論

５時限目

課題研究(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 医療・ケア組織論 ４時限目 課題研究(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 課題研究(※) ３時限目

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目
高齢者運動・リハビ
リテーション論

２時限目 課題研究(※)

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目 死生学 ６時限目

課題研究(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目
ヘルスコミュニケー
ション特論

５時限目 課題研究(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 高齢者ケア特論 ４時限目

課題研究(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 課題研究(※)
健康政策・医療経済

学特論
３時限目 課題研究(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 フィールド実習 ２時限目

１時限目 １時限目

6



静岡県社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案）  （履修モデルケース：(1)疫学に精通した高度医療専門職　①医師） 資料29

【１年前期（前半）】 【１年後期（前半）】 （旧）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

佐々木 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１

小島原、宮地、中山、栗山、田
原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山本、溝田、中山 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

田原・臼井・木下・寺尾 小島原 小島原、天笠、谷(晃) 山崎

講義室３ 講義室２ 演習室２ 講義室２

小島原、佐藤(康)
栗山、宮田、一原、山
本、隈丸、平原

講義室２ 講義室３

天笠、谷(幸) 天笠、雨谷 指導教官

講義室２ 演習室１

【１年前期（後半）】 【１年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

山本、天笠 田原

講義室２ 演習室１

小島原、宮地、中山、栗山、田
原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山崎、森(寛) 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

八田、山崎、藤田 森(寛)、栗山、小林 小島原、天笠、谷(晃) 山崎

講義室３ 講義室２ 演習室２ 講義室２

栗山、後藤 藤本、佐々木

講義室２ 講義室３

天笠、谷(幸) 山本 臼井 指導教官

講義室２ 講義室３ 演習室３

注１）授業科目のうち、下線は必修科目 注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）特別研究（修士論文・課題研究 (※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

遺伝カウンセリング 課題研究(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

ヘルスコミュニケー
ション概論

６時限目６時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目
健康政策・医療経済

学概論

プレゼンテーショ
ン・ライティングス

キル
５時限目

公衆衛生危機管理論 健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目
社会健康医学倫理概

論
高齢者ケア概論 ４時限目

疫学研究・臨床研究
特論

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目
社会健康医学におけ
る質的研究法

健康・医療ビッグ
データ特論

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 行動医科学 ２時限目

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

環境健康科学・産業
衛生学特論

課題研究(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

６時限目６時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目 臨床研究概論
健康・医療ビッグ
データ概論

５時限目

公衆衛生危機管理論 健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

４時限目 医科遺伝学概論 疫学概論 ４時限目

健康情報学 医療統計学特論

13:00～14:30 13:00～14:30

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目

２時限目
文献検索法・文献評

価法
２時限目 医療統計学特論

１時限目 １時限目

９:00～10:30 ９:00～10:30

7



静岡県社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案）  （履修モデルケース：(1)疫学に精通した高度医療専門職　①医師）

【２年前期（前半）】 【２年後期（前半）】 （旧）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

指導教官

指導教官 栗山、後藤 指導教官

講義室３

臼井、森(潔) 指導教官

演習室３

中谷、佐藤(洋) 指導教官

講義室１

山崎

講義室３

【２年前期（後半）】 【２年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

指導教官

指導教官 八田 指導教官

演習室１

天笠、佐々木 指導教官

演習室３

中谷、佐藤(洋) 天笠 指導教官

講義室１ 演習室１

八田、山崎、藤田

演習室１

注１）授業科目のうち、下線は必修科目 注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）特別研究（修士論文・課題研究 (※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目
社会健康医学倫理特

論
６時限目

課題研究(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 観察研究解析学
精神保健学概論・心
理社会的支援技術論

５時限目 課題研究(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 医療・ケア組織論 ４時限目

課題研究(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 課題研究(※)
社会健康医学におけ
る混合研究法

３時限目 課題研究(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 ２時限目

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目 死生学 ６時限目

課題研究(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 臨床試験解析学 ５時限目 課題研究(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目
ゲノム医学（疾患と

遺伝子）
４時限目

課題研究(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 課題研究(※)
健康政策・医療経済

学特論
３時限目 課題研究(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 ２時限目

１時限目 １時限目

8



静岡県社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案）  （履修モデルケース：(1)疫学に精通した高度医療専門職　②医療専門職）

【１年前期（前半）】 【１年後期（前半）】 （旧）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

佐々木 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１

小島原、宮地、中山、栗山、田
原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山本、溝田、中山 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

田原・臼井・木下・寺尾 小島原 小島原、天笠、谷(晃) 山崎

講義室３ 講義室２ 演習室２ 講義室２

小島原、佐藤(康)
栗山、宮田、一原、山
本、隈丸、平原

講義室２ 講義室３

天笠、谷(幸) 高木、ホロウェル 天笠、雨谷 指導教官

講義室２ 演習室３ 演習室１

【１年前期（後半）】 【１年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

山本、天笠 田原

講義室２ 演習室１

小島原、宮地、中山、栗山、田
原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山崎、森(寛) 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

八田、山崎、藤田 森(寛)、栗山、小林 小島原、天笠、谷(晃) 山崎

講義室３ 講義室２ 演習室２ 講義室２

栗山、後藤 藤本、佐々木

講義室２ 講義室３

天笠、谷(幸) 山本 高木、田中(智) 臼井 指導教官

講義室２ 講義室３ 演習室３ 演習室３

注１）授業科目のうち、下線は必修科目 注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）特別研究（修士論文・課題研究 (※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

聴覚コミュニケー
ション学特論

遺伝カウンセリング 課題研究(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

ヘルスコミュニケー
ション概論

６時限目６時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目
健康政策・医療経済

学概論

プレゼンテーショ
ン・ライティングス

キル
５時限目

公衆衛生危機管理論 健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目
社会健康医学倫理概

論
高齢者ケア概論 ４時限目

疫学研究・臨床研究
特論

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目
社会健康医学におけ
る質的研究法

健康・医療ビッグ
データ特論

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 行動医科学 ２時限目

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

聴覚コミュニケー
ション学概論

環境健康科学・産業
衛生学特論

課題研究(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

６時限目６時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目 臨床研究概論
健康・医療ビッグ
データ概論

５時限目

公衆衛生危機管理論 健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

４時限目 医科遺伝学概論 疫学概論 ４時限目

健康情報学 医療統計学特論

13:00～14:30 13:00～14:30

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目

２時限目
文献検索法・文献評

価法
２時限目 医療統計学特論

１時限目 １時限目

９:00～10:30 ９:00～10:30
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静岡県社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案）  （履修モデルケース：(1)疫学に精通した高度医療専門職　②医療専門職）

【２年前期（前半）】 【２年後期（前半）】 （旧）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

指導教官

指導教官 栗山、後藤 指導教官

講義室３

指導教官

中谷、佐藤(洋) 指導教官

講義室１

高木、田中(智)
高木、フェヘール

ヴァーリ
山崎

演習室３ 演習室３ 講義室３

【２年前期（後半）】 【２年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

指導教官

指導教官 八田 指導教官

演習室１

天笠、佐々木 臼井 指導教官

演習室３ 演習室２

中谷、佐藤(洋) 天笠 指導教官

講義室１ 演習室１

高木、田中(智) 田中(智) 八田、山崎、藤田

演習室３ 演習室３ 演習室１

注１）授業科目のうち、下線は必修科目 注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）特別研究（修士論文・課題研究 (※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目
小児難聴マネジメン

ト
老年オーディオロ

ジー
社会健康医学倫理特

論
６時限目

課題研究(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 観察研究解析学
精神保健学概論・心
理社会的支援技術論

５時限目 課題研究(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 医療・ケア組織論
遺伝カウンセリング

実習
４時限目

課題研究(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 課題研究(※)
社会健康医学におけ
る混合研究法

３時限目 課題研究(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 ２時限目

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目 小児聴覚評価法 脳の発達と聴覚 死生学 ６時限目

課題研究(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 臨床試験解析学 ５時限目 課題研究(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 ４時限目

課題研究(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 課題研究(※)
健康政策・医療経済

学特論
３時限目 課題研究(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 ２時限目

１時限目 １時限目
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静岡県社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案）  （履修モデルケース：(2)ビッグデータに精通した健康づくり実務者）

【１年前期（前半）】 【１年後期（前半）】 （旧）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

佐々木 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１

小島原、宮地、中山、栗山、田
原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山本、溝田、中山 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

田原・臼井・木下・寺尾 小島原 小島原、天笠、谷(晃) 山崎

講義室３ 講義室２ 演習室２ 講義室２

小島原、佐藤(康)
栗山、宮田、一原、山
本、隈丸、平原

臼井、菅原、森(潔)、溝田 佐藤(康)

講義室２ 講義室３ 演習室３ 演習室１

天笠、谷(幸) 高木、ホロウェル 天笠、雨谷 指導教官

講義室２ 演習室３ 演習室１

【１年前期（後半）】 【１年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

山本、天笠

講義室２

小島原、宮地、中山、栗山、田
原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 講義室１

八田、山崎、藤田 森(寛)、栗山、小林 小島原、天笠、谷(晃) 山崎

講義室３ 講義室２ 演習室２ 講義室２

栗山、後藤 藤本、佐々木

講義室２ 講義室３

天笠、谷(幸) 山本 高木、田中(智) 指導教官

講義室２ 講義室３ 演習室３

注１）授業科目のうち、下線は必修科目 注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）特別研究（修士論文・課題研究 (※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

聴覚コミュニケー
ション学特論

課題研究(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

ヘルスコミュニケー
ション概論

６時限目６時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目
健康政策・医療経済

学概論

プレゼンテーショ
ン・ライティングス

キル
５時限目

公衆衛生危機管理論 健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目
社会健康医学倫理概

論
高齢者ケア概論 ４時限目

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目
健康・医療ビッグ
データ特論

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 行動医科学 ２時限目

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

聴覚コミュニケー
ション学概論

環境健康科学・産業
衛生学特論

課題研究(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

６時限目６時限目

生活習慣病（生活習
慣・遺伝子・環境）

公的統計活用法

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目 臨床研究概論
健康・医療ビッグ
データ概論

５時限目

公衆衛生危機管理論 健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

４時限目 医科遺伝学概論 疫学概論 ４時限目

健康情報学 医療統計学特論

13:00～14:30 13:00～14:30

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目

２時限目
文献検索法・文献評

価法
２時限目 医療統計学特論

１時限目 １時限目

９:00～10:30 ９:00～10:30
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静岡県社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案）  （履修モデルケース：(2)ビッグデータに精通した健康づくり実務者）

【２年前期（前半）】 【２年後期（前半）】 （旧）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

小島原、田原、森(寛) 指導教官

演習室１

指導教官 栗山、後藤 指導教官

講義室３

森(寛)、小林 指導教官

演習室１

溝田 指導教官

演習室２

高木、田中(智)
高木、フェヘール

ヴァーリ
山崎

演習室３ 演習室３ 講義室３

【２年前期（後半）】 【２年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

藤本 指導教官

演習室３

指導教官 八田 指導教官

演習室１

天笠、佐々木 指導教官

演習室３

中谷、佐藤(洋) 天笠 指導教官

講義室１ 演習室１

高木、田中(智) 田中(智)

演習室３ 演習室３

注１）授業科目のうち、下線は必修科目 注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）特別研究（修士論文・課題研究 (※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目
小児難聴マネジメン

ト
老年オーディオロ

ジー
６時限目

課題研究(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 観察研究解析学
精神保健学概論・心
理社会的支援技術論

５時限目 課題研究(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 医療・ケア組織論 ４時限目

課題研究(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 課題研究(※)
社会健康医学におけ
る混合研究法

３時限目 課題研究(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目
高齢者運動・リハビ
リテーション論

２時限目

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目 小児聴覚評価法 脳の発達と聴覚 死生学 ６時限目

課題研究(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目
ヘルスコミュニケー
ション特論

５時限目 課題研究(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 高齢者ケア特論 ４時限目

課題研究(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 課題研究(※)
健康政策・医療経済

学特論
３時限目 課題研究(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 フィールド実習 ２時限目

１時限目 １時限目
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静岡県社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案）  （履修モデルケース：(3)ゲノム研究者） 【削除】

【１年前期（前半）】 【１年後期（前半）】 （旧）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

佐々木 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１

小島原、宮地、中山、栗山、田
原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 山本、溝田、中山 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 演習室１ 講義室１

田原・臼井・木下・寺尾 小島原 山崎

講義室３ 講義室２ 講義室２

小島原、佐藤(康)
栗山、宮田、一原、山
本、隈丸、平原

臼井、菅原、森(潔)、溝田

講義室２ 講義室３ 演習室３

天笠、谷(幸) 森(潔)、菅原 天笠、雨谷 指導教官

講義室２ 演習室３ 演習室１

【１年前期（後半）】 【１年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

山本、天笠 田原

講義室２ 演習室１

小島原、宮地、中山、栗山、田
原、長谷川、菅原、山本 中谷、佐藤(洋) 中谷、佐藤(洋)

講義室２ 講義室１ 講義室１

八田、山崎、藤田 森(寛)、栗山、小林 山崎

講義室３ 講義室２ 講義室２

栗山、後藤 藤本、佐々木
木下・臼井・田原・寺

尾
田原、栗山、木下、寺尾

講義室２ 講義室３ 演習室３ 講義室３

天笠、谷(幸) 山本 臼井 指導教官

講義室２ 講義室３ 演習室３

注１）授業科目のうち、下線は必修科目 注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）特別研究（修士論文・課題研究 (※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

遺伝カウンセリング 修士論文(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

ヘルスコミュニケー
ション概論

６時限目６時限目

医科遺伝学特論
疫学・ゲノム疫学特

論

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目
健康政策・医療経済

学概論

プレゼンテーショ
ン・ライティングス

キル
５時限目

健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目
社会健康医学倫理概

論
高齢者ケア概論 ４時限目

疫学研究・臨床研究
特論

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目
健康・医療ビッグ
データ特論

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 行動医科学 ２時限目

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

環境健康科学・産業
衛生学特論

修士論文(※)
環境健康科学・産業
衛生学概論

基礎医学講座 ６時限目６時限目

生活習慣病（生活習
慣・遺伝子・環境）

16:20～17:50 16:20～17:50

５時限目 臨床研究概論
健康・医療ビッグ
データ概論

５時限目

健康医療社会学

14:40～16:10 14:40～16:10

４時限目 医科遺伝学概論 疫学概論 ４時限目

健康情報学 医療統計学特論

13:00～14:30 13:00～14:30

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 社会健康医学概論 医療統計学概論 ３時限目

２時限目
文献検索法・文献評

価法
２時限目 医療統計学特論

１時限目 １時限目

９:00～10:30 ９:00～10:30
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静岡県社会健康医学大学院大学  社会健康医学研究科　時間割（案）  （履修モデルケース：(3)ゲノム研究者） 【削除】

【２年前期（前半）】 【２年後期（前半）】 （旧）

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

小島原、田原、森(寛) 指導教官

演習室１

指導教官 指導教官

臼井、森(潔) 指導教官

演習室３

指導教官

【２年前期（後半）】 【２年後期（後半）】

時限 月 火 水 木 金 土 時限 月 火 水 木 金 土

指導教官

指導教官 指導教官

指導教官

中谷、佐藤(洋) 指導教官

講義室１

八田、山崎、藤田

演習室１

注１）授業科目のうち、下線は必修科目 注２）実習科目（遺伝カウンセリング実習、フィールド実習 … 二重下線）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、合計で30時間履修

注３）特別研究（修士論文・課題研究 (※)）については上記以外に適宜、指導教員と学生が日程を調整し、修士論文については合計で96時間、課題研究については合計で48時間履修

18:30～20:00 18:30～20:00

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目
社会健康医学倫理特

論
６時限目

修士論文(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 観察研究解析学 ５時限目 修士論文(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目 ４時限目

修士論文(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 修士論文(※) ３時限目 修士論文(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 ２時限目

18:30～20:00 18:30～20:00

１時限目 １時限目

16:20～17:50 16:20～17:50

６時限目 ６時限目

修士論文(※)

14:40～16:10 14:40～16:10

５時限目 ５時限目 修士論文(※)

13:00～14:30 13:00～14:30

４時限目
ゲノム医学（疾患と

遺伝子）
４時限目

修士論文(※)

10:40～12:10 10:40～12:10

３時限目 修士論文(※) ３時限目 修士論文(※)

９:00～10:30 ９:00～10:30

２時限目 フィールド実習 ２時限目

１時限目 １時限目
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実習科目における実習予定施設 

 

１．遺伝カウンセリング実習 

区分 施設種別 施設名 所管 現場指導者 

遺伝 

カウンセ

リング 

遺伝カウンセリ

ング実施施設 
県立総合病院 

県立

病院 

遺伝診療科職員 

(医師・認定遺伝カウ

ンセラー等) 

 

２．フィールド実習 

区分 施設種別 施設名 所管 現場指導者 

ネットワーク会

議 
DOTS カンファレンス 

保健所長（医師） 

感染症病棟職員 

（医師・看護師等） 

感染症情報セン

ター 

環境衛生科学研究所 

感染症情報センター 
副所長(薬剤師) 

疾病対策 

保健所 県中部保健所 所長（医師） 

保健所 県中部保健所 所長（医師） 

食肉衛生検査所 県食肉衛生検査所 所長（獣医師） 産業保健 

検査機関 環境衛生科学研究所 副所長(薬剤師) 

研究施設 環境衛生科学研究所 副所長(薬剤師) 

上水道施設 中島浄水場（三島市） 支所長(土木) 
環境衛生 

下水道施設 
狩野川西部浄化センター 

（沼津市） 

県 

下水道課長 

（土木） 

感染症病棟 
県立総合病院 

(第二種感染症指定病院)

結核病棟職員 

（医師・看護師等） 病院 

入退院センター 県立総合病院 

県立 

病院 
センター長(医師) 
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施設・設備の整備計画

区 分
教育・研究の

主な内容

整備計画の内容

施設(室) 主な設備・備品 数量

医 療

ビ ッ グ

デ ー タ

KDB データを

活用した研究

カードキーによ

り各階、各室へ

の入室を制限

高性能パソコン(CPU Core i7 6 ｺｱ,ﾒﾓﾘ 16GB)

統計解析ソフト SAS（50 ライセンス）

50台

１式

サーバー室 データ解析・保存用サーバー １式

疫学研究

リハビリテー

ション領域の

介入研究

体力測定室

フリーウエイト機器

トレッドミル・ルームランナー

自転車エルゴメーター

１式

１台

１台

音声言語発達

に関する研究
防音室

光脳機能イメージング装置

音響システム

１台

１式

ゲ ノ ム

コホート

研 究

ゲノムコホー

ト研究

研究実験室

試料保管室

超低温(-80℃)フリーザー

バイオメディカル(-20℃)フリーザー

体組成計

血圧脈波検査装置

超音波診断装置

脊柱計測分析装置

心拍変動解析システム

血圧・心拍変動解析ソフト

物忘れ(簡易)検査機器

20台

30台

２台

１台

１台

１台

１台

１台

１台

ゲノム医療の

推進に関する

研究

抗体遺伝子や

がん関連遺伝

子の変異に関

する研究

ほか

研究実験室

安全キャビネット・クリーンベンチ

ドラフトチャンバー

オートクレーブ

微量高速冷却遠心機

超純水製造装置

超低温(-80℃)フリーザー

バイオメディカル(-20℃)フリーザー

冷蔵庫(4℃)

遺伝子解析システム（シーケンサー）

自動核酸抽出装置

リアルタイム PCR

マイクロプレートリーダー

超微量分光光度計

セルソーター

クリオスタット

４台

１台

５台

５台

１台

４台

12台

７台

１台

１台

１台

１台

1台

１台

１台

培養室
安全キャビネット・クリーンベンチ

CO2 インキュベーター

２台

２台

暗室 共焦点レーザー顕微鏡 １台

4℃コールド室 ステンレス製実験台 1台

動物飼育室
解剖用ステンレス製作業台

マウスケージ（ケージ）

２台

１式
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図書の整備計画（分類別）
＜和書＞

分野 中分類名 小分類名 冊数
医学 医学一般 医学一般 41
医学 医学一般 医学一般その他 18
医学 医学一般 医学英語・語学関連、海外留学 18
医学 医学一般 医学教育 2
医学 医学一般 医学史 3
医学 医学一般 医学論文の書き方 7
医学 医学一般 医療経営・管理・施設 16
医学 医学一般 医療事務、診療報酬 2
医学 医学一般 医療社会学 10
医学 医学一般 医療統計 51
医学 医学一般 医療法規・制度 14
医学 基礎医学 衛生・公衆衛生学 31
医学 基礎医学 基礎医学その他 3
医学 基礎医学 基礎医学一般 7
医学 基礎医学 法医学 1
医学 基礎医学関連 遺伝学 11
医学 精神医学 心身医学 1
医学 精神医学 精神医学その他 9
医学 精神医学 精神医学一般 11
医学 精神医学 精神病理学 2
医学 精神医学 精神療法 1
医学 保健・体育学 運動生理学 1
医学 保健・体育学 保健学一般 2
医学 臨床医学一般 プライマリケア 3
医学 臨床医学一般 栄養・食餌療法 1
医学 臨床医学一般 臨床医学一般 10
医学 臨床医学一般 臨床医学一般その他 3
医学 臨床医学外科系 リハビリテーション医学 1
医学 臨床医学外科系 整形外科学 1
医学 臨床医学内科系 感染症・ＡＩＤＳ 13
医学 臨床医学内科系 老年医学 7
医学 301
看護学 基礎看護 看護学一般・読み物 11
看護学 基礎看護 看護管理・クリニカルパス 2
看護学 基礎看護 基礎看護その他 2
看護学 専門基礎 公衆衛生・社会福祉・関係法規 2
看護学 保健助産 助産 1
看護学 保健助産 保健 1
看護学 臨床看護 がん看護・疼痛管理・ターミナルケア 3
看護学 臨床看護 精神看護 1
看護学 臨床看護 地域看護・在宅看護 5
看護学 臨床看護 老年看護 1
看護学 29
薬学 薬学一般 薬学一般 8
薬学 薬学一般 薬学一般その他 7
薬学 15
理学 化学 化学一般 1
理学 家政学 栄養学 3
理学 家政学 家政学一般 1
理学 科学 科学その他 2
理学 科学 科学一般 5
理学 環境 環境その他 1
理学 環境 環境一般 1
理学 環境 公害・廃棄物 2
理学 数学 確率・統計 7
理学 数学 数学その他 1
理学 生物学 生物学その他 2
理学 生物学 生物学一般 2

小計

小計

小計
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分野 中分類名 小分類名 冊数
理学 生物学 動物生態学 3
理学 生命科学 細胞学 1
理学 生命科学 生化学 2
理学 生命科学 生命科学その他 1
理学 生命科学 生命科学一般 6
理学 生命科学 免疫学・遺伝学 13
理学 物理学 原子物理 1
理学 55
教育 教育一般 教育一般その他 1
教育 教育学 教育学その他 1
教育 特別支援教育 視覚・聴覚・言語障害・肢体不自由者 2
教育 特別支援教育 知的障害・発達障害等 2
教養 6
教養 ノンフィクション ノンフィクションその他 5
教養 ノンフィクション 医療・闘病記 13
教養 ノンフィクション 科学 6
教養 30
社会 社会学 社会学一般 5
社会 社会学 地域社会 5
社会 社会問題 医療問題 31
社会 社会問題 環境問題 1
社会 社会問題 社会貢献ボランティア 3
社会 社会問題 社会問題一般 5
社会 社会問題 人権問題 6
社会 社会問題 性別問題 1
社会 社会問題 都市問題 1
社会 社会問題 労働問題 1
社会 政治 憲法問題 1
社会 政治 行政学 1
社会 政治 地方自治 2
社会 福祉 介護 19
社会 福祉 介護保険 5
社会 福祉 高齢者福祉 26
社会 福祉 社会福祉一般 74
社会 福祉 社会保障・保険制度 33
社会 福祉 障害者福祉 8
社会 福祉 福祉その他 12
社会 福祉 福祉ボランティア 1
社会 福祉 福祉行政 12
社会 253
人文 基礎心理 基礎心理その他 1
人文 社会心理 家族 2
人文 社会心理 概論 3
人文 社会心理 社会心理その他 2
人文 心理一般 概論 1
人文 心理一般 心理一般その他 6
人文 世界史 世界史一般 1
人文 精神世界 ヒーリング 1
人文 精神世界 死生観 4
人文 精神病理 医療心理 1
人文 精神病理 概論 1
人文 精神病理 気分障害 3
人文 精神病理 虐待・トラウマ・PTSD 2
人文 精神病理 心身医学 1
人文 哲学・思想 科学哲学 2
人文 哲学・思想 近代哲学 1
人文 哲学・思想 哲学・思想一般 3
人文 哲学・思想 倫理学 18
人文 日本史 日本史一般 4
人文 認知心理 認知心理その他 1

小計

小計

小計

小計
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分野 中分類名 小分類名 冊数
人文 発達心理 生涯発達 1
人文 発達心理 発達障害 3
人文 発達心理 発達心理その他 1
人文 文化・民俗 文化一般 2
人文 臨床心理 心理療法 9
人文 臨床心理 臨床心理その他 7
人文 81
生活 家庭医学 ガン 1
生活 家庭医学 家庭医学その他 4
生活 家庭医学 家庭介護 1
生活 家庭医学 各科別療法 2
生活 家庭医学 食事療法 1
生活 家庭医学 糖尿病 2
生活 家庭医学 病院ガイド 1
生活 家庭医学 老人性痴呆 6
生活 健康法 健康法 6
生活 健康法 健康法その他 1
生活 健康法 睡眠 3
生活 28
法律 刑法 刑法その他 1
法律 憲法 憲法その他 1
法律 国際法 各国法 1
法律 司法・訴訟法 司法・訴訟その他 1
法律 他法律 社会保障法 15
法律 他法律 他法律その他 6
法律 法律 法学一般 7
法律 法律 六法関連 1
法律 民法 成年後見制度 2
法律 民法 民法その他 1
法律 労働法 労働法その他 1
法律 37
ビジネス 仕事の技術 プレゼンテーション 1
ビジネス 仕事の技術 リーダーシップ・コーチング 1
ビジネス 2
経営 企業・組織論 企業・組織論一般 1
経営 企業・組織論 経営組織論 1
経営 経営学 経営学その他 1
経営 経営学 経営学一般 1
経営 4
経済 経済 経済学一般 1
経済 財政学 財政学一般 1
経済 統計学 統計資料・刊行物 2
経済 日本経済 日本経済一般 1
経営 5

840

＜洋書＞
分野 中分類名 小分類名 冊数

医学 医学 オーディオロジー（言語聴覚） 13
医学 医学 ゲノミクス 10
医学 医学 医療・病院管理学 47
医学 医学 医療・保健政策 58
医学 医学 医療統計学・情報学 66
医学 医学 医療保健関連 21
医学 医学 疫学・公衆衛生 131
医学 医学 健康・家庭の医学 3
医学 医学 予防医学 11

360

総計 1,200

小計

小計

小計

小計

小計

小計
合計

合計
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学術雑誌(電子ジャーナル等）目録

＜電子ジャーナル＞

MEDLINE Complete 2,300 - 

メディカルオンライン［和書］ 1,408 - 

ClinicalKey 600 1,100 

Nature.com Complete 91 - 

医書.ｊｐオールアクセス［和書］ 80 - 

ScienceDirect（Public Health and Health Policy） 12 - 

AACR 8 - 

American Journal of Epidemiology 1 - 

American Journal of Public Health 1 - 

Annals of Epidemiology 1 - 

Annual Review of Public Health 1 - 

Cancer Epidemiology 1 - 

Clinical Endocrinology　 1 - 

Epidemiologic Reviews 1 - 

European Heart Journal 1 - 

European Journal of Epidemiology 1 - 

European Journal of Public Health 1 - 

International Journal of Epidemiology 1 - 

JAMA 1 - 

Journal of Clinical Epidemiology 1 - 

Journal of Epidemiology and Community Health 1 - 

Journal of Public Health 1 - 

Nature Medicine 1 - 

New England Journal of Medicine 1 - 

Public Health Nutrition 1 - 

TOBACCO CONTROL 1 - 

4,518 1,100

3,030 1,100

＜データベース＞

※静岡県健康福祉部調べ

データベース

Cochrane Library

Scopus

UpToDate

Web of Science

医中誌Webアクセス［和書］

ヒト遺伝子異変データベース［和書］

（うち外国書）

区分 名　称

集合体
（パッケージ）

単体

計

区分 名　称 ジャーナル数 【参考】付属電子書籍数
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学術雑誌(電子ジャーナル等）目録

AACR

American Journal of Epidemiology 

American Journal of Public Health

Annals of Epidemiology

Annual Review of Public Health

Cancer Epidemiology

Clinical Endocrinology　

ClinicalKey

Cochrane Library

Epidemiologic Reviews

European Heart Journal 

European Journal of Epidemiology

European Journal of Public Health

International Journal of Epidemiology

JAMA 

Journal of Clinical Epidemiology

Journal of Epidemiology and Community Health

Journal of Public Health

MEDLINE Complete

Nature Medicine

Nature.com Complete

New England Journal of Medicine

Public Health Nutrition

ScienceDirect（Public Health and Health Policy）

Scopus

TOBACCO CONTROL

Up To Date

Web of Science

医中誌Webアクセス

メディカルオンライン

医書.ｊｐオールアクセス

ヒト遺伝子異変データベース

合計３２（うち洋雑誌２８）　※データベースを含む

洋雑誌

和雑誌

区分 名　称

（旧）
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静岡県立大学図書館及び静岡県立中央図書館蔵書数

＜大分類＞ 検索日：令和2年2月

十進分類 分類内容 県立大学（短大含む） 県立中央

0 総記 41,874 21,088

1 哲学 16,806 27,162

2 歴史 27,220 50,106

3 社会科学 94,501 107,503

4 自然科学 76,476 48,898

5 技術. 工学 16,790 42,133

6 産業 9,685 27,772

7 芸術. 美術 18,505 38,693

8 言語 17,949 12,550

9 文学 45,382 91,597

365,188 467,502

＜中分類（4 自然科学）＞

十進分類 分類内容 県立大学（短大含む） 県立中央

40 自然科学 3,900 2,934

41 数学 3,067 3,910

42 物理学 2,026 2,261

43 化学 6,145 1,512

44 天文学. 宇宙科学 529 1,942

45 地球科学. 地学 1,471 4,231

46 生物科学. 一般生物学 5,516 3,473

47 植物学 956 1,829

48 動物学 1,567 6,821

49 医学 50,461 20,385

75,638 49,298

＜小分類（49 医学）＞

十進分類 分類内容 県立大学（短大含む） 県立中央

490 医学（その他） 3,593 1,699

491 基礎医学 6,583 2,335

492 臨床医学. 診断・治療 12,156 1,413

493 内科学 9,030 5,470

494 外科学 2,196 1,273

495 婦人科学. 産科学 1,503 490

496 眼科学. 耳鼻咽喉科学 519 271

497 歯科学 3,320 393

498 衛生学. 公衆衛生. 予防医学 10,001 6,213

499 薬学 3,451 1,012

52,352 20,569

計

計

計

※各図書館HPの蔵書検索システムに基づき静岡県健康福祉部調べ
※古い資料を中心に、分類番号が複数付与されている可能性などにより不整合が発生

別紙資料16　


	審査意見１への対応
	審査意見２への対応
	審査意見３への対応
	審査意見４（１）への対応
	審査意見４（２）への対応
	審査意見５（１）への対応
	審査意見５（２）への対応
	審査意見６（１）への対応
	審査意見６（２）への対応
	審査意見６（３）への対応
	審査意見６（４）への対応
	審査意見６（５）への対応
	審査意見７への対応
	審査意見８（１）への対応
	審査意見８（２）への対応
	審査意見８（３）への対応
	審査意見９への対応
	審査意見10（１）への対応
	審査意見10（２）への対応
	審査意見11への対応
	審査意見12への対応
	審査意見13への対応
	審査意見14（１）への対応
	審査意見14（２）への対応
	審査意見14（３）への対応
	審査意見15への対応
	審査意見16への対応
	審査意見17への対応
	審査意見18への対応
	審査意見19（１）への対応
	審査意見19（２）への対応
	審査意見外の対応
	資料目次
	資料１
	資料２
	資料３
	資料４
	資料５
	資料６
	資料７
	資料８
	資料９
	資料10
	資料11
	資料12
	資料13
	資料14
	資料15
	資料16

